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はじめに 

海外炭開発高度化等調査は、我が国への海外炭の安定的かつ低廉な供給確保に資するため、主要産炭国の

石炭生産動向やインフラ整備状況及び主要消費国の石炭消費動向等に係る最新の情報収集・分析を実施し、

本邦民間企業等へ情報提供することを目的としている。 

BP統計によると、2015年末の時点でロシア連邦の石炭可採埋蔵量は1,570億トンと米国に次いで世界第

2位であり、世界全体の約17.6%を占める。また、IEAによると、2015年のロシアの石炭生産量は約3.5億

トンで、世界第6位、石炭輸出量は約1.6億トンで、世界第3位となっており、ロシアの石炭生産量は過去

10年間で、66百万トン/年増加し、輸出量は増産分以上の68百万トン/年増加した。 

これまでロシアの主な石炭輸出先であった欧州の石炭需要は、地球温暖化対策等の要因により減少して

いる一方、経済活動が活発なアジア・太平洋地域の石炭需要は増加している。ロシアはこのような情勢に対

応して、石炭輸出ターゲットを欧州からアジアに移そうとしており、現在実施中の「極東開発プログラム」

と検討中の「2035 年に向けたエネルギー戦略」では東部シベリア・極東地域における石炭生産の拡大を計

画している。これら地域のロシア全体に占める生産シェアを、2012 年の 35.4％から 2035 年には 47.7％に

高める目標であり、この目標を実現するため、2016 年現在、炭鉱開発や港・鉄道のインフラ整備などが実

行されている。 

他方、ロシアのクリミア併合、ウクライナ東部情勢の不安定化に対するロシアの干渉等に対し、米国、EU

等西側先進諸国が取った経済制裁措置は、ロシア経済に大きく響いている。為替レートの暴落などによりロ

シア連邦政府の財政、石炭企業の経営状況は厳しく、設備・インフラ整備に対する投資規模も縮小されてい

る。 

我が国にとってロシアは、海上輸送距離では近距離ソースであるとともに、良質炭が産出するため輸入量

は増加しており、2016 年の日本の石炭輸入量合計約 1.9 億トンのうち、ロシア炭は 1,796 万トンが輸入さ

れ、日本の石炭輸入に占めるシェアは 2015 年の 8.8%から 9.5%に上昇した。また、幅広い炭種を産出する

ことからも、コスト低減や供給ソースの多様化に資する輸入相手国として期待されている。 

こうした状況をふまえ、本調査では2013年以降のロシア経済・エネルギー情勢の変化を重点的に調査し、

ロシアのエネルギー特に石炭政策、石炭需給動向、主な石炭企業の炭鉱開発動向、港湾整備状況および今後

のロシアの石炭輸出ポテンシャル等を調査・検討した。 

本調査結果が、我が国の石炭需要家や商社をはじめ、石炭取引に係る企業等の参考になれば幸甚である。 

平成29年2月 

独立行政法人 石油天然ガス・金属鉱物資源機構 

石炭開発部 
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要 約 

本報告書は 7 章から構成されている。第 1 章～第 3 章では、主にロシアのエネルギー、特に石炭需給に

関する政策と戦略、エネルギー需給動向、国際エネルギー価格やロシア通貨の変動の石炭需給に対する影響

について分析を行った。第 4 章と第 5 章ではロシアの大手石炭生産企業の生産状況と変化および新規炭鉱

開発やインフラ整備の実態に関する情報をまとめた。第 6 章と第 7 章は将来におけるロシア、欧州及びア

ジア太平洋地域の石炭需給とロシア炭の輸出ポテンシャルについて考察した。 

2013 年以降、ロシア経済は西側諸国の経済制裁、国際エネルギー価格の下落などの要因で、マイナス成

長が続いた。このような状況下、ロシア政府（エネルギー省）が以前に作成した「2030 年までのエネルギ

ー戦略」の目標の大部分が未達成となったこともあり、2014年からエネルギー省は「2035年向けたエネル

ギー戦略」を策定し、2015 年 9 月と 2017 年 2 月にこの戦略を改訂した。2017 年 2 月現在、様々な要因に

より政府は新戦略を承認していないが、今後基本方針が大幅に修正される可能性は低いと思われる。2017

年版の戦略は2035年までのエネルギー輸出に占めるアジア太平洋地域のシェアは増加し、楽観シナリオで

は、2035 年までの石炭の生産と消費および輸出拡大の方針を定め、特にアジア太平洋地域向けの石炭を含

めてエネルギー輸出を強化するという方向性になると思われる。 

ロシアにおいては現在、産炭企業による輸出拡大を軸とする成長戦略と政府主導による極東開発プログ

ラムが、同国中央部に集中する既存炭鉱の拡張、および同国東部地域における新規炭鉱開発を促している。

ロシア政府は 2014 年に策定したエネルギー戦略の一部を成す石炭産業発展戦略の中で、生産量を 2020 年

までに3億7,700万～4億2,500万トン、2035年までに3億5,500万～4億9,000トンになる目標を掲げてい

る。ちなみに、2015年の石炭生産量は、3億7,200万トンであった。 

また、2013 年以降のロシアのエネルギー需給は国際政治・経済・エネルギー価格低迷などの影響をある

程度は受けたが、エネルギー価格低迷とルーブル安が同時に発生したことにより、影響が相殺され、エネル

ギー産業はそれほど大きなダメージを受けなかった。また、欧州の石炭需要減退と北東アジア地域を含めた

アジア・太平洋地域の需要増加によりロシアの石炭輸出戦略は転換期に来ている。ただし、ロシア政府の歳

入の減少などの要因で税制などが変更される可能性もあり、財政面からインフラ整備に遅れが生じる可能

性が高い。さらに、CO21の公約実現に向けて、ロシア政府は炭素税を導入する方針である。エネルギー企

業、特に石炭生産企業の財政負担が増え、炭鉱閉山に追い込まれる可能性もある。また、省エネ導入と再エ

ネ利用拡大により、石炭消費量が抑制される可能性もある。 

近年、ロシア石炭企業の生産状況、あるいは経営状況は必ずしも好調と言えるものではない。これらの企

業を取り巻く事業環境には、石炭価格の下落、欧米諸国を中心とする対ロ経済政策、それによるルーブルの

下落、中国経済の成長鈍化、同国産鉄鋼製品の過剰供給など、試練が多いのが実際のところであった。2016

年現在、ロシアの石炭生産と輸出の余地は大きいが、国内と海外の需要減退により、生産と輸出は抑制され

ている。 

今回調査したロシアの大手産炭企業はいずれも、最終決算で利益を生めない、あるいは純損失から脱却

できない現況を打破すべく、輸出量の増大を成長戦略の柱のひとつとして掲げている。そして、その仕向け

先としては大西洋市場ではなくアジア太平洋市場に焦点を当てている。急進的な温暖化防止対策の影響で
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欧州の石炭需要は後退傾向にあるが、アジア太平洋市場の石炭需要は、過去に見られた程の急伸は期待でき

ないものの、少なくとも成長が見込める。 

また、日本、韓国あるいは台湾の発電事業者や製鉄会社など、高品位な石炭を求め、それに正当な対価を

支払う需要家が存在する点においても、ロシア石炭企業にとってアジア太平洋市場は魅力的に映る。最終決

算において純損失が続く状況のなか、多くの石炭生産企業が設備投資を削減せざるを得ない状況に置かれ

ているのも事実ではあるが、アジア太平洋向けの高品位炭輸出の増加を目的とした選炭設備の拡張や新設、

炭鉱設備および輸送設備の近代化に資本を投入する方針を強調している。 

現在確認できる既存炭鉱拡張プロジェクトおよび新規炭鉱開発から想定される年間生産量を合計すると、

それらの開発作業が順調に進めば、政府の掲げる目標は十分に達成される見通しである。ただし、2014 年

のクリミア危機に端を発する欧米諸国等による対ロ経済制裁、それによるルーブル安を背景に、多くの産炭

企業が減益あるいは純損失の計上を余儀なくされているのも事実である。その結果、設備投資額を圧縮する

産炭企業も少なくなく、それらが取り組む既存炭鉱拡張あるいは新規炭鉱開発の竣工が遅れる可能性も否

定できない。ただ、本調査では、資金不足による凍結や撤回を余儀なくされるプロジェクトは確認されてお

らず、ロシアの石炭生産量は、多少の遅れはあったとしても、政府が掲げる目標水準に達する公算が大き

い。 

ロシア政府は増産と輸出増を実現するため、極東開発プロジェクトの総予算 3 兆ルーブル超の半分に相

当する約1兆6,000億ルーブルを輸送インフラの拡張整備に割り当てている。ここで対象となる輸送インフ

ラには、石炭陸送に不可欠となるシベリア鉄道の輸送能力拡張、第2シベリア鉄道とも呼ばれるバイカル・

アムール鉄道の建設、新規炭鉱開発が実施されているロシア北東部のチェクチ自治管区からサハ共和国ま

での新鉄道路線の建設、および極東地域の既存輸出港の拡張および新設などが含まれている。 

現在確認できるだけでも、プリモルスク地方、サハリン州、ハバロフスク地方において、合計 7 件の既

存輸出ターミナルの拡張プロジェクトと 4 件の石炭輸出ターミナルの新設が計画されている。これらのプ

ロジェクトは早ければ 2017 年、遅くても 2025 年の竣工を目指して進められている。こうした港湾設備の

拡張あるいは新設計画においては、主要な産炭企業が実施主体となっている場合が多い。このため、既存炭

鉱の拡張や新規炭鉱の開発プロジェクトと同様に、それらの企業の財務状況によっては竣工が遅れる可能

性が否定できない。 

日本を含めるアジア太平洋圏の石炭需要は日本・中国の減少があるものの、インド・東南アジアの需要拡

大によって、アジア太平洋圏全体の石炭需要は増える見込みである。また、欧州とアジア太平洋地域の石炭

生産と需要のバランスを見ると、双方とも地域外からの石炭調達が必要である一方、ロシアの石炭供給能力

は国内需要を上回っており、輸出型の需給構造である。ロシアはこれまで主力市場であった欧州諸国の石炭

消費が環境政策などを反映して減退に向かうことを見越し、輸出先をアジア市場へ切り替える施策を着々

と進めている。但し、ロシア炭のアジア太平洋圏への輸出はオーストラリア炭やインドネシア炭との競争が

あるため、輸出量は徐々に拡大するものと見込まれる。 
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Summary 

 

This report is comprised of seven chapters. In Chapter 1 to Chapter 3 we mainly analyze Russia’s policies and strategy 

regarding energy, particularly coal supply and demand, energy supply and demand trends, and the impact of fluctuations 

in international energy prices and the Russian currency on coal supply and demand. In Chapter 4 and Chapter 5 we compile 

information regarding the production status and changes in Russia’s leading coal production companies and the current 

state of new coal mines development and infrastructure development. In Chapter 6 and Chapter 7 we discuss the coal 

supply and demand of Russia, Europe and the Asia-Pacific region in the future and the export potential of Russian coal.  

 

From 2013 onwards the Russian economy has had continuous negative growth due to factors such as the economic 

sanctions of the Western countries, the fall in international energy prices, etc. In this context, partly because the majority of 

the targets of the Energy Strategy of Russia for the Period up to 2030 previously created by the Russian government 

(Ministry of Energy) were not achieved, from 2014 the Ministry of Energy formulated the Energy Strategy of Russia for 

the Period up to 2035 and revised this strategy in September 2015 and February 2017. As of February 2017 the government 

has not approved the new strategy due to a variety of factors but it is thought to be unlikely that the basic policy will be 

substantially modified going forward. It is thought that the main policy direction of the 2017 strategy will be to increase 

the share of energy exports accounted for by the Asia-Pacific region by 2035 and in the optimistic scenario stipulate the 

policy for the expansion of coal production, consumption and exports by 2035, and in particular to strengthen exports of 

energy, including coal, to the Asia-Pacific region.  

 

Currently in Russia a growth strategy based on the expansion of exports by coal mining companies and a government-led 

Far East development program are encouraging the expansion and enhancement of the existing coal mines concentrated 

in the central region of the country and the development of new coal mines in the eastern region of the country. In the coal 

industry development strategy that forms a part of the energy strategy formulated in 2014, the Russian government set the 

targets of increasing production volume to 377 million to 425 million tons by 2020 and 355 million to 400,009,000 tons 

by 2035. Incidentally, the coal production volume in 2015 was 372 million tons. 

 

Furthermore, energy supply and demand in Russia from 2013 onwards was affected by international politics and the 

stagnation in the economy and energy prices, etc. to some extent but the impact was offset due to the effect that the energy 

price stagnation and depreciation of the ruble occurred simultaneously, so the energy industry did not receive very much 

damage. Furthermore, Russia’s coal exporting strategy has come to a turning point due to the decline in the coal demand 

from Europe and the increase in demand from the Asia-Pacific region, including the Northeast Asia region. However, 

there is a possibility that the tax system, etc. will be modified due to factors such as the decline in the revenue of the Russian 

government, etc., and there is a strong possibility that delays in infrastructure development will occur due to the fiscal 

situation. Moreover, as it works toward realization of its CO21 pledge, the Russian government has a policy of introducing 

a carbon tax. There is a possibility that the financial strain of energy companies, particularly coal production companies, is 

growing and they will be forced into coal mine closures. Furthermore, there is a possibility that the amount of coal 

consumption will be reduced due to the introduction of energy saving and the expansion of renewable energy use. 

 

We cannot say that the production status or financial condition of Russian coal companies has necessarily been good in 

recent years. The reality is that there have been many difficulties in the business environment surrounding these companies, 
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including the fall in coal prices, economic policies aimed at Russia primarily instigated by the European and North 

American countries, the fall in the ruble due to those policies, the slowdown in the growth of the Chinese economy, 

excessive supply of the iron and steel products produced in China, etc. As of 2016, there is still a lot of potential for growth 

in Russian coal production and exports but production and exports have been reduced due to the decline in demand 

domestically and overseas. 

All of the leading coal mining companies in Russia that we surveyed this time have set growth in the volume of exports 

as one pillar of their growth strategy, in order to overcome their present situation of not being able to generate profits in 

their final financial statements or escape from making net losses. In addition, they are placing their focus on selling to the 

Asia-Pacific market, not the Atlantic market. Demand for coal in Europe is declining due to the impact of radical warming 

prevention measures but demand for coal in the Asia-Pacific market is forecast to grow at least, although the rapid growth 

seen in the past cannot be expected. 

The Asia-Pacific market also looks appealing to the Russian coal companies because there are consumers who seek high 

grade coal and pay good money for it, such as the power producers and steel manufacturing companies, etc. of Japan, 

South Korea and Taiwan. In a situation in which they are continuing to record net losses in their final financial statements, 

the fact is that many coal production companies have been put in a position where they are forced to reduce capital 

investment, but they are emphasizing policies with the objective of increasing high-grade coal exports to the Asia-Pacific, 

including investing capital into the expansion and enhancement of existing and building of new coal washing equipment, 

and the modernization of coal mine equipment and transportation equipment. 

Adding up the annual production volume anticipated based on the existing coal mines expansion and enhancement projects 

and new coal mine development that can currently be confirmed, if the development work proceeds smoothly the outlook 

is that the targets set by the government will be adequately achieved. However, against the background of the economic 

sanctions triggered by the 2014 Crimean crisis which were imposed on Russia by the European and North American 

countries, etc., and the resulting depreciation of the ruble, the fact is that many coal mining companies have been forced to 

record declining profits or net losses. As a result, there are quite a few coal mining companies that have reduced their 

capital investment, so we cannot deny the possibility that completion of the expansion and enhancement of existing coal 

mines and development of new coal mines they are working on will be delayed. However, in this survey we have not 

confirmed any projects that had to be frozen or withdrawn due to funds shortages, so there is a high likelihood that the 

target levels set by the government for Russia’s coal production volume will be achieved, even if there are some delays. 

The Russian government has allocated approximately 1.6 trillion rubles, equivalent to half of the total budget for the Far 

East development project of over three trillion rubles, to the expansion, enhancement, and development of transportation 

infrastructure, in order to expand production and increase exports. The transportation infrastructure covered here includes 

expansion and enhancement of the carrying capacity of the Trans-Siberian Railway, which is essential for transportation 

of coal over land, construction of the Baikal–Amur Mainline which is also called the second Trans-Siberian Railway, 

construction of a new railroad from Chukotka Autonomous Okrug to the Sakha Republic in the Russian northeast where 

new coal mines are being developed, and the expansion and enhancement of existing and building of new export ports in 

the Far East region, etc. 
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Just looking at the projects that can currently be confirmed, a total of seven projects to expand and enhance existing export 

terminals and four projects to build new coal export terminals are being planned in the Primorye Territory, Sakhalin Oblast, 

and the Khabarovsk Territory. These projects are being implemented with the aim of completion by 2017 at the earliest 

and 2025 at the latest. In the majority of cases the major coal mining companies are the implementing bodies in these plans 

for the expansion and enhancement of existing or building of new port and harbor facilities. For this reason, in the same 

way as with projects for the expansion and enhancement of existing coal mines and the development of new coal mines, 

we cannot deny the possibility that completion will be delayed due to the financial position of those companies. 

 

Regarding coal demand in the Asia-Pacific zone, which includes Japan, despite the decline in demand in Japan and China, 

coal demand in the Asia-Pacific zone overall is expected to increase due to the growth of demand in India and Southeast 

Asia. Furthermore, looking at the balance of coal production and demand in the European and Asia-Pacific regions, for 

both of these regions procurement of coal from outside their own region is necessary, while on the other hand the coal 

supply capacity of Russia is higher than its domestic demand, so it has an export-driven supply and demand structure. 

Russia has foreseen that the coal consumption of the European countries, which have been its flagship markets until now, 

will begin to decline in light of their environmental policies, etc., and has been steadily implementing measures to switch 

to exports to Asian markets instead. However, exports of Russian coal to the Asia-Pacific zone face competition from 

Australian coal and Indonesian coal, so it is expected that the volume of exports will expand only gradually.  
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第 1 章 ロシアのエネルギー政策及び石炭政策とその変容 

 

本章では、まず、エネルギー政策の背景となるロシアの経済状況、その特徴と近年の主な動向、

これに対応するロシア政府及び関連当局による政策・措置の検討状況や基本方針について整理す

る。次に、ロシア政府のエネルギー政策、特に、2012 年にプーチン大統領が発表した「2030 年ま

でのロシア石炭産業の長期発展計画」及び「2035 年に向けたエネルギー戦略」について、その内

容の変更点に留意しつつ、ロシア内外に及ぼす影響について考察する。なお、本章では、世界的

なエネルギー価格の暴落および欧州等の対露経済制裁以降のロシアの政策転換に重点を置いて論

考を進める。 

 

1.1 経済状況と経済成長目標及び課題 

世界銀行の統計1によると、2015 年のロシアの国内総生産（GDP、名目）は 80 兆 8,043 億ルー

ブル、日本円換算で 162 兆 126 億円（2015 年の年平均為替レート、1 ルーブル＝2.005 円2）で、

日本の名目 GDP 499 兆円の 1/3 弱である。また、2015 年のロシアの人口は 1 億 4,410 万人で、一

人当たり GDP は 112 万円である。 

 

2015 年のロシアの経済構造を見ると、GDP（実質、2010 年価格）に占める産業別の比率は、農

業 3.7%、工業 28.9%、サービス業 54.1%、その他 13.3%である。2015 年の産業構造を 2010 年と比

べると、サービス産業は横ばいであったが、工業部門は 2010 年の 29.0%から 0.1 ポイント減り、

農業は 2010 年の 3.1%から 0.6 ポイント増加した。また、2015 年の工業部門に占める製造業の比

率は 40.9%であった。 

 

表 1.1.1 ロシアの国内総生産と産業構成の推移 

 

                                                        
1 World Bank「World Development Indicators (WDI)」（http://data.worldbank.org/） 
2 世界経済ネタ帳（http://ecodb.net/exchange/rub_jpy.html） 

実質GDP (億ルーブル、2010年価格）

工業

製造業

2000 357,285 16,074 113,862 - 176,291 51,058 4.5 31.9 49.3 14.3

2001 375,478 17,906 120,432 - 182,582 54,558 4.8 32.1 48.6 14.5

2002 393,290 18,427 124,963 50,327 192,697 57,203 4.7 31.8 49.0 14.5

2003 421,983 18,097 136,273 54,755 207,240 60,374 4.3 32.3 49.1 14.3

2004 452,265 18,284 149,504 59,164 217,734 66,742 4.0 33.1 48.1 14.8

2005 481,102 18,257 155,615 61,790 235,214 72,016 3.8 32.3 48.9 15.0

2006 520,328 18,714 162,597 65,851 260,816 78,202 3.6 31.2 50.1 15.0

2007 564,739 18,886 170,413 70,804 290,859 84,580 3.3 30.2 51.5 15.0

2008 594,376 19,967 173,568 69,301 313,075 87,766 3.4 29.2 52.7 14.8

2009 547,890 20,303 155,499 59,172 297,999 74,090 3.7 28.4 54.4 13.5

2010 572,566 17,870 165,780 64,266 309,906 79,010 3.1 29.0 54.1 13.8

2011 596,981 20,405 174,236 68,304 320,356 81,984 3.4 29.2 53.7 13.7

2012 617,983 20,182 180,796 72,019 332,185 84,820 3.3 29.3 53.8 13.7

2013 625,889 21,130 181,893 75,191 337,358 85,508 3.4 29.1 53.9 13.7

2014 630,311 21,550 181,989 75,623 341,488 85,284 3.4 28.9 54.2 13.5

2015 606,821 22,176 175,521 71,799 328,398 80,726 3.7 28.9 54.1 13.3

工業 サービス その他農業 サービス その他
年

農業

構成比（% ）
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（出所）世界銀行 

2010～2015 年の GDP 年平均成長率は 1.2%で、2000～2005 年の 6.1%、2005～2010 年の 3.5%に

比べ低下している。また、2010～2015 年の工業部門の年平均成長率は GDP 全体の年平均成長率

を下回る 1.1%であった。 

 

2015 年のロシア経済は、リーマンショックの影響が大きく表れた 2009 年に次いで再びマイナ

ス成長となった。実質 GDP 成長率は 2013 年 1.3%、2014 年 0.7%、2015 年－3.7％で、経済減速

が顕著になっている。その要因は、内外需の低迷にある。特にロシア経済の根幹を支える原油・

天然ガス輸出が、国際価格暴落によって大きな打撃を受けた。 

 

（出所）世界銀行、EIA などの資料より作成 

図 1.1.1 ロシアの経済成長率と国際油価の推移 

 

ロシア税関統計によると、2015 年のエネルギー（石炭・石油・ガス・電力）輸出額は合計 2,084

億ドルで、2014 年の 3,361 億ドルに比べて 1,277 億ドル（▲38.0%）減少し、2013 年の 3,624 億ド

ルに比べると 1,540 億ドル（▲42.5%）減少した。また、2015 年の名目 GDP に占めるエネルギー

輸出の割合は 13.7%に止まり、2013 年の 23.8%から 10.1 ポイント、2014 年の 22.0%からは 8.3 ポ

イント低下した。2015 年の石炭輸出額は 2014 年より 22 億ドル減になり、名目 GDP に占める石

炭輸出の割合は 0.6%であった。 

 

表 1.1.2 名目 GDP（ドルベース）に占めるエネルギーの輸出額の割合 

 

53.4 

-16.6 

0.8 

12.6 

29.3 

37.8 

15.8 

8.0 

29.4 

-36.4 

26.8 

35.7 

-1.7 -4.1 
-10.4 

-47.1 ▲ 7.8

▲ 3.7

-10.0

-8.0

-6.0

-4.0

-2.0

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

12.0

-60.0

-40.0

-20.0

0.0

20.0

40.0

60.0

2000 2005 2009 2015

石油価格の対前年比

（左軸）

GDPの対前年比
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% %

2010 2011 2012 2013 2014 2015

名目GDP（億ドル） 15,249 15,249 15,249 15,249 15,249 15,249

エネルギー輸出額（億ドル） 2,630 3,530 3,595 3,624 3,361 2,084

石炭 92 114 131 119 117 95

原油 1,349 1,815 1,810 1,740 1,536 897

石油製品 475 641 619 670 552 420

ガス 704 960 1,035 1,096 1,157 672

電力 10 14 10 10 7 7

シェア（％） 17.2 23.2 23.6 23.8 22.0 13.7
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（出所）IMF（International Monetary Fund）、ロシア統計局 

ただし、ロシア経済を低迷させた要因は天然資源価格の下落だけではない。ロシアのクリミア

併合、ウクライナ東部情勢の不安定化に対するロシアの干渉などに対し、米国、EU など西側先進

諸国が取った経済制裁措置も大きく響いた。2014 年のロシアの外国直接投資（FDI）の純流入額

は 173 億ドルで、純流出額は純流入額より 692 億ドル多い 865 億ドルに達した。また、2015 年の

FDI の純流入額は 351 億ドルで、純流出額は 571 億ドルとなった3。2015 年の財政赤字は 1.95 兆

ルーブル（GDP 比 2.6％）となり、財政赤字を補填する準備基金もドルベースで年初に比べ約 40％

減少した。 

 

また、2014 年、米国商務省は、探査・生産用機器のロシアのエネルギー企業向け輸出を禁止し、

同年 9 月には深海・極北地域の資源開発などにおけるロシアの石油採掘企業向け技術供与を禁止

した。この措置を受けて、エクソン・モービルは、国営石油会社・ロスネフチと共同の北極海油

田開発から撤退すると発表した。前述のように、ロシア経済の根幹を支えるのは、石油・天然ガ

スなどの採掘と輸出であり、同分野への技術や資金の流れが規制されたことは痛手であった。資

源価格下落に加え、経済制裁措置がロシアの基幹産業へ与えたダメージは大きい。 

 

さらに、長期にわたり相対的に安定推移してきたルーブルの為替レートが、2015 年以降、暴落

した。ルーブルの対米ドル為替レートは、2013 年の 1 ドル 31.8 ルーブル、2014 年の 38.4 ルーブ

ルから、2015 年には 60.9 ルーブルへと大きく変動した。2016 年 1～9 月の平均為替レートは 68 ル

ーブル台で、ルーブル安がさらに進んでいる。このため、輸入品のルーブル建て価格が上昇し、

インフレの加速と国内購買力の低下を招いた。つまり、ロシアは原油安、経済制裁、ルーブル安

（輸出企業には恩恵）という三重苦に見舞われたのである。 

 

 

（出所）世界銀行、2016 年 1～9 月の平均為替レートは世界経済ネタ帳 

図 1.1.2 ルーブルの対米ドル為替レートと消費者物価（年率）の推移 

                                                        
3 中国統計出版社「対外直接投資統計公報 2015 年度」によると、2015 年のロシアの FDI 純流入額のうち、中国

からの流入額は 29.6 億ドルで、純流入額全体の 8.4%を占める。 
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もっとも、2015 年のルーブル安は逆にエネルギー産業の輸出に対し、エネルギー価格暴落のマ

イナス効果を相殺した。試算によると、ルーブルベースの 2015 年のエネルギー輸出額は 1 兆 2,746

億ルーブルであり、2014 年の 1 兆 2,929 億ルーブルに比べて 183 億ルーブル（▲1.4%）の減少に

止まり、一方で名目 GDP に占めるエネルギー輸出額の割合は 15.8%で、2014 年の 16.6%に比べ 0.8

ポイントの低下に止まった4。また、2015 年の石炭の輸出額は 2014 年に比べ 132 億ルーブル増加

し、エネルギー輸出額に占める石炭輸出額の比率は 4.6%で、2014 年の 3.5%より 1.1 ポイント上昇

した。 

 

表 1.1.3 GDP（ルーブル・ベース）に占めるエネルギーの輸出額の割合 

 

（出所）IMF、ロシア統計局 

 

ロシア統計局5の数字によると、2016 年の消費者物価指数（CPI）は前年比で 12.9%上昇し、生

産者物価指数は前年比で 10.7%上昇した。これはルーブル安が一つの要因になったと見られる。 

 

（出所）ロシア統計局 

図 1.1.3 2010 年以降の消費者物価指数と生産者物価指数 

 

                                                        
4 ロシア統計局の石炭輸出量の中には褐炭の輸出量は含まれていない。輸出額は輸出量と輸出価格から計算し

た。 
5 Federal State Statistics Service (Rosstat) Statistical Handbook 2016,2013 

2010 2011 2012 2013 2014 2015

名目GDP（億ルーブル） 46,309 59,698 66,927 71,017 77,945 80,804

エネルギー輸出額（億ルーブル） 7,986 10,414 11,117 11,571 12,929 12,746

石炭 280 335 403 377 448 580

原油 4,095 5,334 5,581 5,538 5,897 5,464

石油製品 1,443 1,885 1,910 2,134 2,117 2,562

ガス 2,137 2,820 3,192 3,489 4,439 4,095

電力 31 41 31 32 28 45

シェア（％） 17.2 17.4 16.6 16.3 16.6 15.8
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ロシア政府は経済不況から脱却するため、石油・ガス以外の輸出を支援する政策を取っている

が、エネルギー資源を柱とする輸出構造は短期間では大きくは変わらないと思われる。また、ロ

シアにとって最大のエネルギー輸出仕向地であるヨーロッパは、経済情勢や脱化石エネルギー方

針などにより、長期的には需要が減少すると見られており、ロシア政府は、安定的な需要が見込

めるアジア・太平洋地域への輸出拡大に期待をかけている。 

 

ロシア経済の現状や今後の経済政策の方針について、メドベ－ジェフ首相は、ロシアの学術経

済誌「Voprosy Ekonomiki（英訳：Economic Issues）」に寄稿した論文（2016 年 9 月 22 日付）の中

で、次のような認識を述べている6。 

 

「ロシア経済は変革の時を迎えている。今後、数年間は、現況の世界の社会・経済的秩序の変

化とそれがもたらす挑戦的な課題に対応し、ロシアの経済システムを根本的に再構築しなければ

ならない。世界の危機は、2008 年に始まり、今日まで、世界の国々に新たな問題提起を続けてい

る。それは先進国か発展途上国かを問わず、ロシアも例外ではない。我々はロシアが現代の世界

で際立った役割を演じられるような新しい開発モデルを作り上げなければならない。」 

 

ロシア政府（CBR）は、GDP については、状況に応じて柔軟な政策対応を取る構えであり、成

長率について明確な数値目標を明示しているわけではないが、インフレ率については 4%を上限と

する方針は内外に徹底している。 

 

今後のロシア経済については、IMF の最新予測7によると、2016 年の GDP 成長率はマイナス

0.76%、2017 年には 1.1%になる。また、2016～2021 年の年平均成長率は約 1%である。さらに、

2016 年 11 月に公表された IEA（International Energy Agency）の「World Energy Outlook」では、ロ

シアの GDP 年平均成長率は、2014～2020 年が 0.0%、2020～2030 年が 2.6%、2030～2040 年は 2.5%

としている。IMF や IEA は、世界のエネルギー需要の低迷により、エネルギー価格が短期的に大

幅に上昇する可能性は低いため、ロシア経済の成長率は低く抑えられると予測している。 

 

表 1.1.4 ロシアの短中期経済予測（成長率％） 

 

（出所）IMF、世界銀行、PWC 

 

2016 年 7 月に公表された IMF のロシア報告書は、短中期的なロシア経済政策の方向性につい

て、以下のような提言と課題をまとめている。 

 

                                                        
6 ロシア政府「New dynamics in Russia’s socioeconomic development」（http://government.ru/en/news/24610/） 
7 IMF「World Economic Outlook, October 2016」 

2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2018-22

IMF -3.7 -0.8 1.1 1.2 1.5 1.5 1.5

World bank -3.7 -1.2 1.4 1.8

PWC -3.7 -1.7 1 1.5
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(1) IMF 報告書の政策提言骨子－ロシアの経済政策目標  

a. ロシア経済は、長期にわたる油価低迷という事業環境に適応していかなければならない。

そのためには、中期的に石油やエネルギー輸出への依存度を低減する必要がある。 

b. 経済の長期的な潜在成長力を発揮するためには、現在の有利な為替条件を活かして構造

改革を進める必要がある。 

c. 信頼できる中期計画に基づいて、必要な財政戦略を実施する必要がある。ロシア当局が

これまで打ち出した類似戦略については、より成長促進型の、恒常的で質の高いもので

あれば、なお望ましかった。 

d. 政策の不確実性を排除し、将来の財政措置の透明性を高めるため、2017 年度予算から単

年度毎ではなく、3 年間の予算の枠組に戻した方がよい（事業環境の不透明感から、最

近、ロシアは予算の完全単年度制を取り入れたところである）。 

e. 中期的な継続可能性を高めるため、信頼できる財政ルールを作るべきである。また財政

上の施策の成果をタイムリーに取り込むため、年金制度改革を急ぐべきだ。 

f. インフレ率を下げるため、有効な対策を講じるべきだ。 

g. 供給の余力があり、需要側から特段のプレッシャーもないようなので、通貨政策の正常

化（引き締めから緩和へ）を検討してもよい頃だ。ただし、過去に油価変動と為替やイ

ンフレの変動にかなりの相関性が認められたことから、金融緩和は段階的に行うべきだ。 

h. IMF による「金融部門評価プログラム（Financial Sector Assessment Program：FSAP）」 の

主要施策を実行し、破綻した金融機関等を整理する枠組を改善することによって、公共

資金の利用を最小限に留め、銀行資産の質の見直しを進め、それにより判明した事項に

基づいて銀行の資本を強化し、更にその管理や規制体制を改善していく必要がある。 

i. 金融部門の構造の強靭化と多様化を、民営化プログラムの継続、脆弱な体質の銀行の閉

鎖、更に民間部門による銀行整理過程への関与などにより行うべきである。 

j. 現況の競争力ある為替レートを利用して、経済を多様化する必要がある。例えば、    

資源を非エネルギーの貿易部門に再配分することが容易にできるよう改革することも有

効である。 

k. このためにも非エネルギーの輸出者が、市場にアクセスできる範囲を拡大できるような

貿易活動の統合一元化のような動きも重要である。 

l. 制度改革（institutional reforms）の動きを加速し、事業環境の改善を促進することも重要

である。例えば、契約の確実な履行、知的所有権の擁護、労働市場政策の改善、事業改

革やインフラへの投資等も必要なことである。 

 

(2) 課題 

課題への挑戦に関しては、難しいからこそ課題なのであり、ゆえに挑戦と言われる。IMF の提

言は斬新さはないが、ロシアのような政治経済体制下での実行はそう容易ではないと思われる。

最大のリスクは油価の変動であろう。油価のコントロールが容易に出来ないことは、ロシアのみ

ならず関係当事者の誰もが知るところである。国の歳入の約半分を占める資源貿易の依存度を引

き下げること、これこそが構造改革であり、一朝一夕に出来ることではない。このように順次見

ていくと、前述の提言ではどれ一つとして簡単に実行できるものはないことが分かる。 
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既存の制度やルール、新たな施策を実施する際には、多くの場合は従来の枠組において既得権

者が存在し、また、一つの要因の変化はそれと二律背反の関係にある別の要因との間で新たな最

適解の検討が必要となるなど、時間とエネルギー、企画・調整・交渉力を駆使した当事者の努力

が求められる。しかし、それでもその施策が長期的に見て、部分最適ではない全体最適解をもた

らす確率が高いのであれば、ハードルは高くても取り組むべきであろう。ロシア政策当局の本気

度が問われる。他方、ロシアの人口減少、労働力不足などの課題がロシアの経済成長の足かせと

なる可能性もある。 

 

1.2 エネルギー政策・戦略と近年の変化 

現在、ロシアのエネルギー政策は「2030 年に向けたエネルギー戦略」及びそれに関連する「2030

年までの石炭産業長期発展計画」などに基づいて実施されている。「2030 年に向けたエネルギー戦

略」は 2009 年 11 月に制定されたものであるが、2014 年 7 月には同戦略を 2035 年まで延長する

ことが正式に決定された。さらに、2015 年 9 月にはエネルギー省が「2035 年に向けたエネルギー

戦略」草案を提出し、政府の承認を求めた8。また、「2030 年までの石炭産業長期発展計画」は 2012

年 1 月 24 日にプーチン大統領が発表し、2014 年 6 月にエネルギー省から修正版を公表した。 

 

しかし、2017 年 2 月 1 日、エネルギー省（Ministry of Energy）は第 3 版の「2035 年向けたエネ

ルギー戦略」9（以下 ES2035 を略す）を公表した。「ES2035」は 2014 年 5 月 22 日の第 1 版、2015

年 9 月 30 日の第 2 版とは策定の背景は同じであるが、内容は大幅に修正されている。この 3 つの

内容を比べてみると、第一印象としては、第 3 版では詳細な産業の発展計画からエネルギー産業

全体の戦略に転換し、経済危機を乗り越え、今後の影響回避と成長軌道に復帰した後のエネルギ

ー産業の戦略になっている。また、「ES2035」は石油・ガス産業を重視しつつエネルギー各産業に

対する課題の分析と今後の成長戦略についても明確にしており、産業構造の調整、価格制度、課

税、投資方向なども包摂している。さらに、最新版の「ES2035」はロシア政府の社会・経済関連

政策・戦略、2016 年の国内外のエネルギー需給情勢、2017 年のロシアの経済および主なエネルギ

ー企業の発展計画、2019 年の予測などを参考にしつつ、ロシア連邦政府下の専門家会議やエネル

ギー分野の専門家の意見を取り入れ、策定されている。また、戦略と各種開発プログラムの関係

については、プログラムを引き続き実施することも明確に示した。最後に、最新版の「ES2035」

は 2017 年現在の原油価格と国際エネルギー需給動向を分析した上で、2035 年の原油価格の予測

を以前よりも高く設定している。 

 

更に需給の基本政策としては、石油と天然ガスの消費削減、エネルギー消費効率の改善、再生

可能エネルギーの利用促進なども盛り込まれている。また、輸出については、輸出先の多様化、

欧州依存の構造からの脱却や太平洋地域へのシフトなどが盛り込まれている。 

 

2017 年版の「ES2035」の消費・生産及び輸出予測を 2014 年版及び 2015 年版のそれと比べると、

2020 年と 2035 年の一次エネルギー消費について、2017 年版が最も低い予測を示している。一方、

                                                        
8 経済産業省「平成 27 年度エネルギー環境総合戦略調査」(http://www.meti.go.jp/meti_lib/report/2016fy/) 
9 エネルギー省「ES2035」、2017 年 2 月 1 日（http://minenergo.gov.ru/） 
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石炭生産については、2017 年版の楽観シナリオの予測値は 2014 年版と 2015 年版よりも多い。ま

たエネルギー輸出を見ると、2017 年版の「ES2035」の楽観シナリオの輸出予測は他のバージョン

よりも大きい。特に 2035 年には石炭の輸出が初めて 2 億トンを超えると予測されている。 

 

表 1.2.1 3 つのバージョンの「ES2035」の予測値の比較 

 

（注）2014 年版は分子に「リスク・シナリオ」の値、分母には「戦略シナリオ」の値、2015 年版は分子に「保守

シナリオ」の値、分母は「目標シナリオ」の値、2017 年版では、分子は「保守シナリオ」の値、分母は「楽観シ

ナリオ」の値。 

 

新版の「ES2035」は全部で 6 つの章から構成され、現状の分析から、戦略の策定目的と目標お

よび政策実施の優先順位、各エネルギー産業の課題と目標、環境・地域・国際などの政策、戦略

実施メカニズムおよび実施の効果などが含まれている。以下では「2035 年に向けたエネルギー戦

略（改訂版）」（以下、ES2035 と略す）の内容について解析を進める。まず、新しい戦略の提唱の

経緯と背景、戦略の目標並びに課題、主な施策について概略的に纏める。 

 

1.2.1 「ES2035」策定の経緯・背景 

2009 年に策定された「2030 年に向けたエネルギー戦略」（以下、ES2030 と略す）は、ロシアの

2013～2030 年の段階別“エネルギー・ミックス”に関し、エネルギー消費の中で各エネルギー源が

占める割合を表 1.2.3 のように示している。ES2030 によると、天然ガスは 2008 年の 53％から 2030

年には 44～48%に低下する。一方、石油は 19％から 22～23％に上昇する。石炭は 18％から 18~19％

と概ね横ばいである。非化石エネルギー（水力、原子力、再生可能エネルギーなど）は 10％から

12~14％に上昇する10。また、2030 年の石油輸出は 222～248 百万トン、天然ガスは 3,490～3,680

億 m3、石炭は 69～74 百万 tce である。 

 

  

                                                        
10 Ministry of Energy of the Russian Federation「Energy Strategy of Russia for the Period up to 2030」2010

（http://www.energystrategy.ru/projects/docs/ES-2030_(Eng).pdf） 

14年5月22日版 15年9月30日版 17年2月1日版 14年5月22日版 15年9月30日版 17年2月1日版

一次エネルギー消費（百万tce） 1,086/1,100 1,027/1,044 988/1,002 1,212/1,260 1,130/1,185 1,092/1,115

エネルギー生産

石炭（百万トン） 361/392 -/- 377/425 354/415 -/445 355/490

石油（百万トン） 513/523 525/525 548/555 470/530 525/525 490/555

天然ガス（BCM) 739/770 -/748 670/702 860/936 -/240 757/875

エネルギー輸出（百万tce） 926/982 886/975 999/1,065 892/1,087 945/1,104 916/1,231

石炭（百万トン） 100/117 122/130 135/162 87/123 123/160 126/206

石油（百万トン） 241/246 252/239 286/288 189/254 242/276 253/303

天然ガス（BCM) 240/262 184/244 228/252 301/360 282/317 248/357

電力(TWh） 19/30 18/18 110/120 32/45 32/74 10/50

項目
2020年 2035年
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表 1.2.2 「2030 年に向けたエネルギー戦略」の一次エネルギー消費と輸出目標 

 

（出所）ロシア連邦エネルギー省「ES2030」 

 

エネルギー源別の需給バランス指標に関しては、2030 年の石油生産 760～761 百万 tce、天然ガ

ス生産 1015～1078 百万 tce、石炭生産は 282～381 百万 tce である。一次エネルギー生産は国内消

費より 901～891 百万 tce 多い。 

 

表 1.2.3 「2030 年に向けたエネルギー戦略」の一次エネルギー需給バランス 

  

（出所）ロシア連邦エネルギー省「ES2030」 

 

「ES2030」は 3 つの段階に分けて実施されている。第 1 段階は 2010 年から 2013～15 年まで、

第 2 段階は 2020～22 年まで、さらに第 3 段階は 2030 年までになる。また、各段階の経済・エネ

ルギー・その他関連分野における目標として、第 1 段階は 2008 年に始まった経済危機の影響の克

服、国民経済の活性化、第 2 段階は国民経済及びエネルギー部門におけるエネルギー効率の向上、

東シベリア、極東、ヤマル半島大陸棚におけるエネルギー・プロジェクトの実現、第 3 段階は従

来型エネルギー源の高度・効率的利用及び非在来型エネルギー源への漸進的移行を掲げている11。 

 

上記 3 つの段階を通じて実施される重要な「戦略的イニシアチブ」としては、次の 5 つが掲げ

られている。 

 

                                                        
11 ERINA「2030 年に向けたエネルギー戦略における方向性、優先的内容、参照事項」、2010 年 1 月 

実績 実績 Low High Low High Low High

一次エネルギー消費（百万tce） 949 991 1,008 1,107 1,160 1,250 1,375 1,565

石炭（百万tce） 167 174 168 197 198 238 248 302

石油（百万トン） 208 236 232 239 249 260 275 311

天然ガス（億m3） 4,430 4,570 4,780 5,190 5,390 5,640 6,050 6,410

電力消費（億kWh） 9,410 10,200 10,410 12,180 13,150 15,180 17,400 21,640

一次エネルギー輸出（百万tce） 865 883 913 943 978 1,013 974 985

石炭（百万tce） 58 70 72 74 74 75 69 74

石油（百万トン） 253 243 243 244 240 252 222 248

天然ガス（億m3） 2560 2410 2700 2940 3320 3410 3490 3680

電力（億kWh）（純） 120 170 180 250 350 350 450 600

指標
2005 2008

2013-2015 2016-2022 2023-2030

Phase 1 Phase 2 Phase 3

実績 実績 Low High Low High Low High

一次エネルギー消費（百万tce） 949 991 1,008 1,107 1,160 1,250 1,375 1,565

石炭 167 175 168 197 198 238 248 302

石油 181 187 195 211 240 245 309 343

天然ガス 495 526 528 573 592 619 656 696

水力・原子力など 106 103 117 127 130 147 163 224

一次エネルギー生産（百万tce） 1,733 1,803 1,821 1,958 2,039 2,181 2,276 2,456

石炭 203 222 212 260 246 311 282 381

石油 667 694 691 705 718 748 760 761

天然ガス 737 761 784 853 919 958 1,015 1,078

水力・原子力など 127 126 134 140 156 164 219 236

2023-2030

Phase 1 Phase 2 Phase 3指標
2005 2008

2013-2015 2016-2022
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① ロシア東部地域における FEC（燃料・エネルギー複合体、Fuel & Energy Complex）の形成―

―サハリン大陸棚、サハ共和国、マガダン、イルクーツク、クラスノヤルスク地方などにエ

ネルギー自給をもたらすとともに、アジア・太平洋地域への炭化水素輸出を多様化する。 

② 北極海大陸棚及びロシア北部地域における石油・ガス鉱床の開発――石油・ガス生産の活力

を安定化させ、2015 年から 2030 年までの間に見込まれるシベリア地域の既存の石油・ガ

ス田の生産減少を補うために行う。 

③ エネルギー関連インフラ開発の地域的多様化――整備事業としては、東シベリア－太平洋パ

イプライン（ESPO）建設、「北」および「南」の両石油パイプライン建設、「ノルドストリー

ム」と「サウスストリーム」の両ガス・パイプライン建設、ヤマル半島からのガス輸送シス

テム、石油・コンデンセート、LNG（液化天然ガス）などの液体炭化水素のための港湾や輸

送インフラの開発を進める。 

④ 非化石燃料・エネルギーの開発――原子力、水力、再生可能エネルギー（地熱、太陽光、風

力、バイオマスなど）の開発であり、例えば発電量に占める再生可能エネルギーの割合は

2005 年の 0.5%から 2030 年には 4.5%に上昇する見込みである。 

⑤ 省エネルギーの推進――エネルギー消費量の 45%にも上ると試算される省エネルギーポテン

シャルを掘り起こす。 

 

ただし、「ES2030」の基本的な考え方は 2008 年の世界的経済危機の発生前に整理されていたも

のであり、国内外の経済・エネルギーに対する危機の影響は 2009 年 11 月の制定までにある程度

織り込まれていたとはいえ、必ずしも十分に評価されていなかった。また、「ES2030」の第 1 段階

の実施計画の多くの指標が達成されず、幾つかの指標は「ES2030」の実施に求められる方向性と

は相反する傾向を示している。例えばエネルギー需給に占める石炭のシェアが増えず、逆に減少

している。2014 年のエネルギー需給実績と「ES2030」の目標値を比べると、一次エネルギー消費

と生産及び輸出の全体目標が達成されておらず、石炭生産の目標はクリアしたものの、石炭消費

と輸出の目標は未達成となった。 

 

表 1.2.4 「2030 年に向けたエネルギー戦略」のエネルギー消費・生産・輸出目標達成状況 

  

（出所）ロシア連邦エネルギー省「ES2030」により作成 

2014

Low High

一次エネルギー消費（百万tce） 1,011 1,008 1,107 〇

石炭（百万tce） 166 168 197 ×

石油（百万トン） 294 232 239 ×

天然ガス（億m3） 4,620 4,780 5,190 ×

一次エネルギー生産（百万tce） 1,868 1,827 1,952 ×

石炭（百万tce） 249 212 260 〇

石油（百万トン） 525 483 493 ×

天然ガス（億m3） 6,390 6,820 7,420 ×

水力・原子力など（百万tce） 136 134 140 〇

輸出（百万tce） 922 913 943 〇

石炭 121 72 74 ×

石油 223 243 244 ×

天然ガス 2,090 2,700 2,940 ×

電力（億kWh） 0 180 250 ×

達成状況
実績

2013-2015指標

目標
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1.2.2 ロシアのエネルギー産業の現状と課題 

「ES2035」ではロシアのエネルギー産業の現状に関して、以下のように記されている。ロシア

の輸出額の半分以上を占め、GDP への貢献度は 25～26%に上り、固定資本投資額は 3 分の 1 を占

める。ロシアのエネルギー生産は国内消費の 2 倍以上に上る。また、現在実施中の極東・東シベ

リアなどのエネルギー開発は経済の新しい「成長材料」として機能し、エネルギー集約産業やサ

ービス産業およびインフラ整備を創出し、地域開発に貢献している。しかしながら、その一方で

エネルギー産業は国内と海外のいずれの面においても様々な課題に直面している。まず国内につ

いては次のような課題がある。 

 

・付加価値が低い鉱物資源を輸出しており、付加価値が高いエネルギー製品の輸出が少ない。 

・エネルギー需要の伸びが著しく低下し、エネルギー分野における投資が減少している。 

・既存資源の枯渇に起因するエネルギー産業の収益性の悪化、新たに発見された資源の規模の

減少と品質の低下、難しい開発事業や遠隔地の開発事業の投資が増加している。 

・エネルギー開発技術・設備・資材およびサービスは輸入に対する過度の依存が高く、外部経

済に対する依存度が高い。 

・長期的な資金調達が限られている。インフラと生産設備に対する追加投資が少ない。 

 

次に、海外については、次のような課題が挙げられる。 

・世界経済の成長は不安定であり、経済回復が遅れ、地政学的競争の激化、世界的あるいは地

域的な新たな経済危機発生の可能性がある。 

・気候変動問題とその影響が強まっており、化石燃料の消費の増加は抑えられる一方で、再生

エネルギーの競争力が向上している。 

・エネルギー供給の多様化、エネルギー消費効率の改善、新技術の開発などを通じて従来型エ

ネルギー需要の伸びが鈍化している。 

・非在来型エネルギーの開発と生産、新しいエネルギー輸出国の出現、契約条件の変更と取引

規制の進化や変革によって、消費者の地位が強くなっている。 

 

主要エネルギー輸出市場については、欧州市場はエネルギー消費が減少しているが、域内の生

産も減少しており、欧州諸国は化石燃料の輸入を増やさなければならない。それと同時に、エネ

ルギー源の多様化とエネルギー構成に占める再生可能エネルギーのシェアが拡大している。また、

今後のエネルギー需要はアジア太平洋地域、次にアフリカが大半を占めると期待されているが、

輸送インフラの整備には大きな投資が必要である。 

 

石炭については、欧州への石炭輸出は主に環境面の制約のため狭まるが、高品位のロシア炭の

輸出は続くと考えられる。今後の石炭輸出は、インド、マレーシア、ベトナムなどの新興国を含

むアジア太平洋市場で増えると予想されるが、この潜在市場においてロシア炭の競争力は輸送コ

ストに大きく依存することになる。また、ロシア国内市場においては石炭は天然ガスとの価格競

争状態になっており、より高価な天然ガスとのバランスを取るためにロシア政府が炭素税を導入

する可能性もある。これによって輸出用のロシア炭についても価格上昇が起こりうる。さらに長



12 

期的な価格の上昇の可能性があるのは高品位炭（原料炭、PCI 炭）だけであり、石炭需給関係によ

っては価格の大幅な変動のリスクもある。 

 

1.2.3 戦略策定の目的と目標および主な政策 

「ES2035」は策定の目的として、エネルギー産業の構造改革を促進すること、競争力を向上さ

せること、経済指標の変化を受けてロシアのエネルギー部門の技術力、開発モデルを改めるとと

もに再編を加速することなどを挙げている。また、目標としては、主にエネルギー産業の技術革

新・現代化とエネルギー消費効率の改善および政府規制と市場競争バランスの最適化を掲げてい

るが、高付加価値のエネルギー製品の生産と輸出の拡大、エネルギー消費効率の改善、エネルギ

ー企業の温室効果ガス排出削減なども含まれる。アジア太平洋地域に関連する目標としては、ロ

シアのエネルギー輸出に占めるアジアの割合を増やすこと、資源輸出の多様化と分散化を進める

ことなどである。さらに、世界のエネルギー輸出においてロシアの主導的地位を維持するという

目標もある。「ES2035」で策定されたエネルギー政策実施の優先順位は次のようになる。 

 

・エネルギー資源不足の解消、確認埋蔵量の増加と戦略備蓄の拡大および地域のエネルギー安

全保障 

・エネルギー利用効率の改善に対する支援 

・エネルギー生産・輸送・消費の各段階における環境汚染の抑制と生産能力の向上の両立 

・国内エネルギー市場における平等な競争機会の提供。透明度が高い価格メカニズムの策定 

・市場独占の規制と透明かつ均衡の取れた税制の確立 

・エネルギー輸出の多様化 

・BRICS 諸国と OPEC との技術協力の強化 

・極東・東シベリアなどのエネルギー関連インフラの整備と外部資本参入の促進 

・エネルギー市場の監視、国家エネルギー情報システムの設置など 

 

1.2.4 シナリオ設定の前提条件とシナリオ 

（1）シナリオ設定の前提条件 

・2035 年までロシア人口は 2015 年の水準を安定的に維持 

・2014 年の西側諸国の対露経済制裁とエネルギー企業の技術・資金導入制限などが長期的に影

響 

・世界情勢の変化（監視が必要）と世界の科学技術の発展 

・2016 年 9 月 1 日にロシア連邦政府が承認した「建物・構造物エネルギー効率改善行動計画」

（「ロードマップ」）が実施 

・2035 年までのロシアの長期的な経済開発 

・2016～2018 年のロシア連邦の課税政策とその方向性 

・2017 年のエネルギー産業の発展状況と 2018 年の計画及び 2019 年の予測パラメーター 

 

(2) シナリオ 

「ES2035」は保守シナリオと楽観シナリオの 2 つのシナリオを設定している。2015～2035 年の

GDP の年平均成長率については、前者は 2%、後者は 3%になり、また、電力消費の増加について
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は、前者は 2015 年の実績の 1.3 倍と予測し、後者は 1.35 倍と予測している。また、エネルギー消

費効率については、前者は実績より 13%改善し、後者は 16%改善するとの予測を示している。 

 

保守シナリオによると、ロシア経済の成長と経済構成は現状のままであり、ロシアのエネルギ

ーおよび原材料セクターの現代化は遅れると想定されている。一方楽観シナリオでは、世界のエ

ネルギー需要が増加し、エネルギー価格が上昇するとともにエネルギー資源が最大限に活用され、

ロシア経済の成長が加速すると想定されている。また、楽観シナリオには、GDP に占める製造業・

建設業・サービス業のシェアが増加し、極東と東シベリアを中心に社会・経済開発が加速して、

エネルギー開発などの投資プロジェクトが実施されるといった内容も盛り込まれている。また、

「ES2035」は 2020 年のウラル原油価格（実質 2014 年価格）を 50～65 ドル/バレル、2035 年のそ

れを 80～100 ドル/バレルと想定している。 

 

 

(出所)「ES2035」 

図 1.2.1 ウラルの原油価格の想定 

 

ただし、「ES2035」の実施には様々なリスクがあり、特に世界のエネルギー需要と価格の変動

がロシアのエネルギーと経済に影響する。したがって、毎年の変化に応じて、「ES2035」の調整

を行うとしている。 

 

1.2.5 実施期間の設定と主な内容 

「ES2035」はフェーズ I と II を設定しており、フェーズ I は 2016～2020（2022 年まで延長も可

能）、フェーズ II は 2021～2035 年になる。フェーズ I については、2 つのシナリオはいずれも、短

期的には低いコストによって、経済危機とその影響によるエネルギー産業発展の障害から脱却し、

同時に新しい危機の対応能力を高める。そのための対策には、国内のエネルギー生産と消費構造

の調整、エネルギー消費効率の改善、エネルギー供給の安全がある。また、輸出の安定性を高め

るための、輸出の多様化と分散化も挙げられる。フェーズ I の主な内容としては、現在実施中の

政府計画（ロシア連邦の「国家計画」「エネルギー効率と発展計画」やロシア大統領の決定なども

含む）およびエネルギー企業の大型投資プロジェクトがある。 
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フェーズ II では、最新技術の導入によって最新型の電力の開発が進み、従来型エネルギーと新

しい炭化水素およびその他エネルギー源の効率の高い利用へと移行する。保守シナリオは 2030 年

にエネルギー増産を実質的に停止し、エネルギー開発については品質と利用効率の改善に焦点を

当てている。一方、楽観シナリオでは、革新的なエネルギー・プロジェクトの開発事業として、

ヤマル半島・東シベリア及び極東地域での地域エネルギーシステムおよびエネルギー集約産業を

挙げ、直接および間接的（エネルギー集約製品を通じて）ロシアのエネルギー輸出が増えるとし

ている。優先順位の高いのは、燃料の生産と輸送から高度な技術を利用して資源の高度処理へシ

フトすることである。資源処理産業の発展によって、建設・輸送・工業製品およびサービス産業

に対する需要を増やす。 

 

フェーズ I の終了時点の一次エネルギー生産は 2015 年の実績の 1,873 百万 tce に比べ 5～10%

増、フェーズ II の終了時点の一次エネルギー生産は 2015 年と比べ、10～25%増となる。フェーズ

I とフェーズ II のエネルギー輸出に占めるアジア太平洋地域のシェアは 2015 年の 15%から 20～

22%と 30～40%に拡大する目標を策定した。 

 

表 1.2.5 フェーズ I とフェーズ II の目標 

 

(出所)「ES2035」 

 

1.3 石炭産業政策 

ロシアの石炭産業に関する開発計画や政策には現在実施中の「2030 年までの石炭開発プログラ

ム」「極東開発計画」など様々なものがあるが、今回発表された「ES2035」にも石炭関連の計画や

政策が含まれている。「ES2035」は上掲の国家プログラムや計画および大手企業の開発計画とも関

連しており、基本的にエネルギー産業全体の戦略と各エネルギー産業の間での関連性を明確にし

ている。「2030 年までの石炭開発プログラム」は地域別の炭鉱開発、生産、関連インフラ整備およ

び石炭輸出量などの詳細目標を設定している。また、極東開発計画においても炭鉱開発・生産な

どの内容が含まれている（第 5 章参照）。 

 

以下、最新版の「ES2035」の中の石炭産業政策について見ていく。この「ES2035」によると、

ロシア石炭産業の主な課題としては、地球温暖化対策に起因する世界の石炭需要の減速、国内輸

送コストの増加および炭層ガス対策による生産コストの増加、国際市場での競争能力の弱さが挙

げられる。その一方で、ロシアがアジア市場への供給を拡大しつつ、石炭輸出を増やし国際市場

ベースライン フェーズI フェーズII

2016-2020 2021-2035

一次エネルギー生産 百万tce 1,873 5-10 10-25

発電電力量 TWh 1,064 4-4.5 30-38

天然ガス BCM 633 6-11 20-38

再エネ 百万tce 14 15-25 150-250

原子力発電 TWh 195 13 28-37

一次エネルギー輸出 百万tce 961 4-10 5-25

天然ガスの比率 ％ 24 25-27 30-33

アジア太平洋地域の比率 ％ 15 20-22 30-40

項目 単位
2015

対2015年比(%)
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でのロシア炭の地位を強化する可能性もある。競争力を高めるためには、石炭の鉄道輸送に対す

る優遇課税の適用が必要になる。また、危険な炭鉱開発に伴う人身事故の問題もある。このよう

な課題を解決するため、「ES2035」は以下のような対策を掲げている。 

① 石炭を基幹エネルギーとして位置づけ、他のエネルギーとの競合性を確保する。 

② サハ共和国（ヤクーチア）、トゥヴァ共和国、トランスバイカル地域などで新炭鉱を開発し、

周辺国へ電力を輸出するため、山元発電所を建設する。 

③ 石炭輸出量を維持し、可能であれば、特にアジア太平洋地域への石炭輸出を大幅に拡大す

る。 

「ES2035」は上掲の目標を達成するため、以下の対策が必要であるとしている。 

 税制分野の改善 

 最新の石炭技術の導入促進と生産性の改善 

 一般炭取引所の建設と実施 

 物流の最適化と石炭輸送メカニズムの長期契約の推進、鉄道輸送能力、特にシベリア・極

東鉄道のボトルネックの解消及び石炭ターミナル、特に太平洋沿岸の開発加速 

 国は石炭深加工と石炭資源の総合利用及び廃棄物処理技術の開発を支援 

 石炭業界団体及び企業の環境保護分野の規制の国際基準に準拠した整理と緩和 

 環境保護と廃棄物管理及び土地修復の促進 

 

保守シナリオでは、石炭生産は現在の水準を維持する。楽観シナリオではフェーズ I の石炭生

産は 2015 年より 14%増加し、高品位石炭の生産は倍増する。フェーズ II においては、石炭生産

はさらに 2015 年の 1.3 倍に増加して 4.9 億トンに達する。 

 

海外、特にアジア太平洋地域の需要が増えれば楽観シナリオの実現は可能であり、フェーズ I

の段階で石炭輸出は 2015 年の 1.2 倍に増え、フェーズ II では 1.5 倍に増加する。 

 

ロシア連邦政府はアジア・太平洋地域向けの極東地域の石炭開発、輸出関連インフラ整備に関

する政策も策定している。2012 年 1 月 24 日にプーチン大統領が発表した「2030 年までのロシア

石炭産業の長期発展計画」（以下石炭計画を略す）ではインフラ整備に関する予算額に 1,955 億ル

ーブル、石炭産業の構造改革に関する予算額に 311 億ルーブル、自然保護などに関する予算額に

576 億ルーブルを計上することが明記されている。 

 

ただし、JOGMEC の「平成 24 年海外炭開発高度化調査（西シベリアにおける石炭資源の開発状

況とロシア太平洋地域への輸出ポテンシャル調査）」のヒアリング情報によると、石炭輸送のため

の極東へのシベリア鉄道輸送インフラ整備費用は 3 兆ルーブル以上必要との情報もあり、ロシア

政府予算額では不十分であり、民間企業、地方政府の財政負担は避けられないと指摘された。 

 

また、2013 年 9 月に「極東特別税法」がロシア連邦法として成立し、2013 年 1 月 1 日～2029

年 12 月末の期間適用されることになった。この税法は利益が出るまでは鉱物資源採掘に対する

課税ゼロ、対象は石油・ガスを除く新規参入企業である。この税法は、ロシアの石炭生産のうち
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ロシア極東地域に占める比率 9.4%（2011 年）を 15.2%（2030 年）に増加させる具体的な支援策

の一つであると見られる12。 

 

1.4 地域エネルギー政策 

(1) 地域のエネルギー政策全体 

ロシアのエネルギー政策は気候・社会経済条件の特異性を考慮に入れて、生産力を合理的に配

分し、信頼性の高い国家エネルギー安全保障戦略目標を策定、実施しなければならない。現在の

ロシアのエネルギー需給はアンバランスである。欧州部分の中部地域に経済成長とエネルギー消

費が集中しており、同地域の経済は GDP の 70%、エネルギー消費の 60%を占める。他方、ロシア

の北東部地域は、全国のエネルギー生産の 80%を占める。このような原因により、北東部で生産

されたエネルギーを数千キロの陸上輸送によって中部地域へ輸送しなければならず、このことは

ロシアのエネルギー需給をめぐる主要問題になっている。この問題を解決するためには、エネル

ギー生産地域においてエネルギー多消費産業の建設を促進し、エネルギー輸送量の伸びを抑える

ことが必要になる。また、地域の電力グリッドの発展も重要であり、分散型電源の開発を優先的

に進める。現地で生産されたエネルギーと再生可能エネルギーを利用して、低コスト・高効率の

電源を開発するのである。また、極東地域で電源開発を優先的に実施する。地域政策は具体的に

は次のようになる。 

 

・ 価格政策も含めて、中部地域で省エネルギーとエネルギー利用効率の改善を強化する。 

・ 東シベリア・極東・ヤマル半島における国と企業の効率的な投資計画・プロジェクトを実施

し、北極のエネルギー探査準備に着手する。 

・ 地域のエネルギー供給計画の実施状況を監視してエネルギー利用効率を改善し、地域と連

邦法の一貫性を確保する 

・ 国が監督・管理を行う地域エネルギー価格と税制を改める。特に極東地域は莫大の財務負担

によってエネルギー開発が複雑なものになっている。 

・ 極東地域の経済開発に向けて、極東の特定地域の電力平均価格を値下げし、魅力的な投資環

境を確立する。 

・ シベリア・極東地域の水力発電開発については、技術並びに経済性、石炭火力発電電力との

競争力および環境負荷の影響などを考慮して決定する。 

・ 東シベリア・極東地域でのエネルギー生産と処理量を 3 分の 2 増やす。そうすることで、

アジア太平洋地域への輸出を 2015 年より 30～40%増やし、地域の石油化学と高付加価値

製品の生産を拡大し、生産と輸送関連インフラ整備を進める。 

 

(2) 極東・サハリン州の主なエネルギー政策 

地域と州別のエネルギー政策については、最新版の「ES2035」では各地域に関する詳細なエネ

ルギー、特に石炭の政策を明確にしていない。下記の表は「ES2035」、「2030 年までのロシア石炭

産業の長期発展計画」および平成 24 年と平成 26 年における JOGMEC のロシア関連調査の調査報

告書を参照し、纏めた内容である。 

                                                        
12 JOGMEC「平成 25 年度海外炭開発支援事業 海外炭開発高度化調査（極東およびサハリン州における石炭輸

出ポテンシャル等調査） 
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表 1.4.1 石炭産業に関する政策 

地域 政策 

沿海地方 火力発電（天然ガス、石炭）開発、石油火力発電の石炭火力への転換、

褐炭利用促進し、減税政策で、石炭企業を支援 

ハバロフスク 石炭火力発電維持、石炭と天然ガス利用・輸出拡大を促進 

サハ共和国 発電（水力・火力）開発、炭鉱開発、インフラ整備（鉄道・港湾）の推

進、天然ガス、石油開発とパイプライン敷設と石油・ガス輸出拡大、石

炭輸出拡大の促進と支援 

サハリン州 石炭火力発電開発、LNG ターミナル建設、インフラ整備、石炭・LNG・

電力輸出促進 

アムール州 褐炭利用による石炭火力発電拡大、水力発電を含めて電力輸出促進 

チュクチ自治管区 石炭開発と輸出促進、インフラ整備（貯炭場、港湾）支援 

カムチャツカ地方 石油火力発電の天然ガス火力発電による代替、石炭未開発 

ユダヤ人自治管区 褐炭火力発電の促進、石炭開発と電力輸出促進 

マガダン州 石油開発促進、石炭液化・ブリケット生産計画 

（出所）各種資料 

 

また、炭鉱開発とインフラ整備に関する政策については、現在実施中の 2013 年 3 月の大統領発

案による「極東およびバイカル地方の社会・経済発展に関する国家プログラム」である。これは

ほぼ無活用の国土となっていた東半分の国土に国家投資を行うことで、同地域の社会的かつ経済

的な発展を目指すものである。同プログラムで言う極東とはサハ共和国などの 9 行政区を指し、

バイカル地方とはイルクーツク州、ブリヤート州およびザバイカル地方のことを指す。 

 

この国家プログラムにおいては広範に及ぶ各種産業および社会インフラの開発計画が盛り込ま

れており、その一部として石炭産業の開発も優先順位の高い実行課題として含まれている。具体

的には、サハ共和国、ハバロフスク地方、サハリン州での炭鉱開発と極東地域の石炭専用輸出港

の拡張および新設が掲げられた。これらの炭鉱開発は国内供給を想定しないわけではないが、そ

の地理的な位置からも容易に想像できるように、アジア太平洋市場への輸出を想定したものとな

る。また、極東地域の石炭専用輸出港の拡張および新設が同時に計画されていることからも、そ

れらの炭鉱開発が輸出による外貨獲得を意識したものであるのは明らかである。 

 

ただ、これらの炭鉱開発においては、当然ながら産出される石炭を国内の需要家および輸出港

に運ぶための輸送インフラの整備も不可欠となる。ロシア政府は極東開発プログラムには全体で

3 兆ルーブル（2015 年の平均為替で約 500 億ドル）を超える国家予算を計上しているが、そのう

ち 1 兆 6,000 億ルーブル以上を輸送インフラの整備に割り当てることとしており、その計画の中

にはロシア鉄道によるチェクチ自治管区からサハ共和国までの新鉄道路線の建設、バイカル・ア

ムール鉄道（BAM 鉄道）の建設によるロシア中央部から極東地域までの輸送能力の拡大、極東各

地方における石炭輸出港湾インフラの拡大等が含まれている。 
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輸送インフラに投じた残りの予算の一部が上記 3 地方における新規炭鉱開発および既存炭鉱の

生産能力拡大等に投じられることになるが、その予算はあくまでも民間および外資による投資の

呼び水としての位置づけである。 

 

1.5 「ES2035」の主な指標の解析 

(1) 楽観シナリオ 

「ES2035」の楽観シナリオは、2020 年におけるロシアの一次エネルギー消費を 1,002 百万 tce と

想定しており、これは 2015 年の 964 百万 tce より 38 百万 tce 増え、年平均増加率は 0.8%になる。

また、2020 年の一次エネルギー消費構成は石炭 159 百万 tce（15.9%）、石油 191 百万 tce（19.1%）、

天然ガス 503 百万 tce（50.2%）、非化石エネルギー149 百万 tce（14.9%）になる。 

 

表 1.5.1 2035 年までの一次エネルギー消費（楽観シナリオ） 

 

（出所）「ES2035」 

 

また、2035 年の一次エネルギー消費は 1,115 百万 tce、2020～2035 年の年平均増加率は 0.7%に

なる。2035 年の一次エネルギー消費構成において、石炭の比率は 2015 年の実績と同じく 15.2%で

あり、石炭消費は 2015 年の実績に比べ 22 百万 tce 増え、2020 年の予測値より 10 百万 tce 増え

る。石炭以外のエネルギー源の消費もすべて増加すると見込まれ、中でも非化石エネルギー消費

の増加率が高いが、一次エネルギー消費に占めるシェアは天然ガスと石油を依然下回る。 

 

楽観シナリオの一次エネルギー生産の予測によると、2020 年の一次エネルギー生産は 2,043 百

万 tce、2035 年は 2,335 百万 tce になり、2015～2020 年と一次エネルギー生産の年平均増加率は

1.8%、2020～2035 年では 0.9%になる。2020 年の一次エネルギー生産のうち、石炭は 425 百万ト

ン（293 百万 tce）、シェアは 14.3%になり、2015～2020 年の年平均増加率は 2.7%になる。 

 

2035 年の石炭生産は 490 万トン（335 百万 tce）、一次エネルギー生産に占めるシェアは 2020 年

と同じく 14.3%であり、年平均増加率は 0.9～1.0%になる13。なお、2035 年の石炭生産は 2015 年

                                                        
13 石炭発熱量の変化の関係で、原炭生産と石炭換算トンの年平均増加率は若干の誤差がある。 

実績

2015 2020 2025 2030 2035 20/15 35/20 35/15

一次エネルギー消費 964 1,002 1,057 1,090 1,115 0.8 0.7 0.7

石炭 147 159 158 170 169 1.6 0.4 0.7

石油 187 191 194 195 194 0.4 0.1 0.2

ガス 503 503 548 561 574 0.0 0.9 0.7

非化石 127 149 156 164 178 3.2 1.2 1.7

石炭 15.2 15.9 14.9 15.6 15.2

石油 19.4 19.1 18.4 17.9 17.4

ガス 52.2 50.2 51.8 51.5 51.5

非化石 13.2 14.9 14.8 15.0 16.0

項目
予測（楽観シナリオ）（百万tce） 年平均(%)

一次エネルギー消費構成比（％）
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の実績より 118 百万トン増加すると予想されている。一方、石油生産については 2020 年にピーク

の 555 百万 tce に達し、2035 年までは同じレベルを維持する。天然ガス生産は増加が続いて 2035

年には 875bcm に達し、2015 年実績の 633bcm からは 242bcm 増える。その他のエネルギー源（水

力、原子力、再エネなど）の生産量も増加すると見込まれている。 

 

表 1.5.2 2035 年までの一次エネルギー生産（楽観シナリオ） 

 

（出所）「ES2035」 

 

エネルギー輸出については、楽観シナリオによると 2020 年のエネルギー輸出は合計 1,065 百万

tce、2035 年は 1,231 百万 tce になり、2015～2020 年の年平均増加率は 2.1%、2020～2035 年は 1.0%

になる。2020 年の石炭輸出は 162 百万トンになり、2015 年実績の 136 百万トンより 26 百万トン

増加し、2035 年の石炭輸出は 206 百万トンになり、2020 年に比べ 44 百万トン増加すると見込ま

れる。他方、石油生産の低迷を受けて、2035 年の石油輸出は 2020 年の 288 百万トンより 20 百万

トンの増加に止まるが、2035 年の天然ガスの輸出は 357bcm に達し、2015 年の 200bcm に比べ大

幅な増加になる見込みである。 

 

表 1.5.3 エネルギー輸出（楽観シナリオ） 

 

（出所）「ES2035」 

 

楽観シナリオの石炭の消費、生産及び輸出を全体的に見ると、石炭生産の年平均伸び率は消費

を上回る。2035 年の石炭消費は石炭生産の 50.4%になり、半分弱が輸出に回る。石炭生産に占め

る消費の比率は 2025 年まで大幅に低下して、その後横ばいが続くと予想される。 

実績

2015 2020 2025 2030 2035 20/15 35/20 35/15

一次エネルギー生産 百万tce 1,873 2,043 2,220 2,295 2,335 1.8 0.9 1.1

石炭 百万トン 372 425 450 490 490 2.7 1.0 1.4

百万tce 257 293 311 337 335 2.7 0.9 1.3

石油 百万トン 533 555 555 555 555 0.8 0.0 0.2

ガス BCM 633 702 827 858 875 2.1 1.5 1.6

水力 TWh 170 199 204 215 230 3.2 1.0 1.5

原子力 TWh 195 221 227 238 269 2.5 1.3 1.6

再エネ 百万tce 14 18 28 37 51 5.2 7.2 6.7

項目 単位
予測（楽観シナリオ） 年平均(%)

実績

2015 2020 2025 2030 2035 20/15 35/20 35/15

エネルギー輸出 百万tce 961 1,065 1,190 1,228 1,231 2.1 1.0 1.2

石炭 百万トン 136 162 185 205 206 3.6 1.6 2.1

石油 百万トン 245 288 293 303 308 3.3 0.4 1.2

天然ガス BCM 200 252 338 353 357 4.7 2.3 2.9

電力 TWh 13 12 25 35 50 -1.6 10.0 7.0

項目 単位
予測（楽観シナリオ） 年平均(%)
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（出所）「ES2035」 

図 1.5.1 石炭消費と生産の予測および石炭生産に占める消費の比率 

 

なお「ES2035」は高品位炭の開発に関する戦略を掲げているが、ES2035 の石炭固有単位トンと

石炭換算トンから計算した 2035 年の発熱量は 4,786kcal/kg で、2015 年の 4,836kcal/kg を下回る。 

 

(2) 保守シナリオ 

一方、保守シナリオの石炭消費、生産および輸出の予測を見ると、2020 年の一次エネルギー消

費は 988 百万 tce、2035 年は 1,092 百万 tce になり、2015～2020 年の年平均増加率は 0.5%、2020～

2035 年は 0.7%になる。石炭消費は 2020 年 149 百万 tce（15.1%）、と 2035 年 146 百万 tce（13.4%）

になり、2015～2020 年の年平均増加率 0.3%に対し、2020～2035 年の年平均増加率は▲0.1%とな

る。 

 

表 1.5.4 2035 年までの一次エネルギー消費（保守シナリオ） 

 

（出所）「ES2035」 

 

石炭生産については、2020 年が 377 百万トン（260 百万 tce）、2035 年が 355 百万トン（245 百

万 tce）になり、2015～2020 年の年平均増加率は 0.2～0.3%、2020～2035 年は▲0.4%であり、一次

エネルギー生産に占める石炭のシェアは 2020 年が 13.3%、2035 年が 12.3%になる。 
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2015 2020 2025 2030 2035 20/15 35/20 35/15

一次エネルギー消費 964 988 1,033 1,066 1,092 0.5 0.7 0.6

石炭 147 149 147 148 146 0.3 -0.1 0.0

石油 187 191 197 201 204 0.4 0.4 0.4

ガス 503 503 542 566 580 0.0 1.0 0.7

非化石 127 145 147 151 163 2.7 0.8 1.3

石炭 15.2 15.1 14.2 13.9 13.4

石油 19.4 19.3 19.1 18.9 18.7

ガス 52.2 50.9 52.5 53.1 53.1

非化石 13.2 14.7 14.2 14.2 14.9

年平均(%)予測（保守シナリオ）（百万tce）
項目

一次エネルギー消費構成比（％）
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表 1.5.5 2035 年までの一次エネルギー生産（保守シナリオ） 

 

（出所）「ES2035」 

 

2035 年までの石炭消費と生産を比べると、2020 年まで石炭の消費と生産はともに増加するが、

それ以降は消費はほぼ横ばいで推移し、生産は年々に低下することになる。そして 2035 年の石炭

生産に占める消費のシェアは 59.6%で、2015 年の実績の 57.2%、2020 年の予測の 57.3%をいずれ

も上回る。また、保守シナリオによる石炭輸出は 2020 年 135 百万トン、2035 年 126 百万トンで

あり、2015～2020 年の年平均増加率は▲0.1%、2020～2035 年は▲0.5%になる。 

 

表 1.5.6 2035 年までの一次エネルギー輸出（保守シナリオ） 

 

（出所）「ES2035」 

 

(3) 各シナリオの比較 

最後に、2 つのシナリオに基づく石炭輸出を比べると、2020 年の時点の楽観シナリオの予想石

炭輸出量 162 百万トンに対し、保守シナリオは 135 百万トンであり、両者の差は 27 百万トンにな

る。さらに、2035 年では、楽観シナリオの輸出 206 百万トンに対し、保守シナリオは 126 百万ト

ンで、両者の差は 80 百万トンに上る。これは「ES2035」はロシアの石炭産業に対してリスクを示

していることを意味する。ロシアの石炭供給が不安定であれば、輸入国はロシア炭の輸入につい

ても慎重に判断すると考えられる。 

 

実績

2015 2020 2025 2030 2035 20/15 35/20 35/15

一次エネルギー生産 百万tce 1,873 1,959 1,996 1,996 1,998 0.9 0.1 0.3

石炭 百万トン 372 377 366 360 355 0.3 -0.4 -0.2

百万tce 257 260 253 248 245 0.2 -0.4 -0.2

石油 百万トン 533 548 530 512 490 0.6 -0.7 -0.4

ガス BCM 633 670 727 746 757 1.1 0.8 0.9

水力 TWh 170 193 195 199 201 2.6 0.3 0.8

原子力 TWh 195 215 223 224 246 2.0 0.9 1.2

再エネ 百万tce 14 16 18 23 30 2.7 4.3 3.9

項目 単位
予測（保守シナリオ） 年平均(%)

実績

2015 2020 2025 2030 2035 20/15 35/20 35/15

エネルギー輸出 百万tce 961 999 995 957 916 0.8 -0.6 -0.2

石炭 百万トン 136 135 130 128 126 -0.1 -0.5 -0.4

石油 百万トン 245 286 278 265 253 3.1 -0.8 0.2

天然ガス BCM 200 228 256 251 248 2.7 0.6 1.1

電力 TWh 13 11 10 10 10 -3.3 -0.6 -1.3

項目 単位
予測（保守シナリオ） 年平均(%)
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（出所）「ES2035」 

図 1.5.2 楽観シナリオと保守シナリオの石炭輸出の比較 

 

2017 年版の「ES2035」の消費・生産及び輸出予測を 2014 年版及び 2015 年版のそれと比べると、

2020 年と 2035 年の一次エネルギー消費について、2017 年版が最も低い予測を示している。2035

年の石炭生産については、2017 年版の楽観シナリオの予測値は 2014 年版と 2015 年版よりも大き

い。また、エネルギー輸出を見ると、2017 年版の「ES2035」の楽観シナリオの輸出予測は他のバ

ージョンよりも大きい。特に 2030 年には石炭の輸出が初めて 2 億トンを超えると予測している。 

 

1.6 まとめ 

2013 年以降、ロシア経済は経済制裁、国際エネルギー価格の下落などの要因により、マイナス

成長が続いた。経済成長と国際政治情勢の変動を受けて、ロシアは以前に作成した「ES2030」の

政策目標の大部分が未達成となった。このような変化を背景に、エネルギー省は「ES2035」を策

定した。2017 年 2 月現在、様々な要因により政府は「ES2035」を承認していないが、今後基本方

針が大幅に修正する可能性は低いと見られる。新しい戦略の楽観シナリオでは、2035 年までの石

炭の生産と消費および輸出拡大の方針を定め、特にアジア向けの石炭を含めてエネルギー輸出を

強化するという方向性になると思われる。 
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第 2 章 ロシアのエネルギー並びに石炭需給動向 

 

本章では近年、特に 2013 年以降のロシアのエネルギー需給動向を解析する。特に、米国や EU

などの西側先進諸国による対ロシア経済制裁、国際エネルギー価格動向、ルーブル暴落などが、

ロシアのエネルギーや石炭需給にどのような変化をもたらしたかについて重点的に分析する。な

お、ロシアのエネルギー統計に関しては、生産と輸出入に関する公式統計は公表されているが、

消費に関する公式統計は公表されていない。このため、本章では現段階で入手可能なロシアの国

内統計（民間情報を含む）をもとに分析を行い、最新データや不足部分は、国際統計（IEA、BP）

で補足する。ただ、国際統計とロシア国内の統計は必ずしもデータが一致していない。 

 

2.1 一次エネルギー需給と石炭の役割 

2.1.1 一次エネルギー消費量 

ロシアエネルギー省14の統計によると、2015 年の一次エネルギー需要は 964 百万 tce（石炭換算

トン15）、石油換算で約 6.7 億 toe である。2015 年の一次エネルギー消費は、2014 年の 1,011 百万

tce（約 7.1 億 toe）、2013 年の 1,008 百万 tce（約 7.1 億 toe）に比べて減少した。 

 

統計の連続性の理由から、ここで 2014 年までのエネルギー源別の消費量を見ると、石油（コン

デンセートを含む）の消費量が大きく伸びており、2010～2014 年の年平均増加率は 4.1%で、一次

エネルギー消費量の年平均増加率 0.5%を上回る。2014 年の天然ガス消費量は 2013 年より減少し

たが、2010～2014 年の年平均増加率は 0.1%である。2014 年の石炭消費量は 1.66 億 tce（1.2 億 toe）

で、2012 年と 2013 年の 1.80 億 tce と 1.72 億 tce より 2 年連続で若干減少し、2010～2014 年は年

平均 1.9%減少した。2014 年の電力消費量は 1 兆 620 億 kWh で、2014 年の 1 兆 550 億 kWh に比

べて増えたが、2013 年の 1 兆 630 億 kWh より減少し、2010～2014 年の年平均増加率は 1.0%であ

る。2010～2014 年の GDP の年平均増加率 2.4%16をもとに算出すると、一次エネルギー消費量の

対 GDP 弾性値は 0.2、電力消費量の対 GDP の弾性値は 0.4 となる。 

 

表 2.1.1 2010 年以降のロシアのエネルギー消費量の推移 

 

（出所）ロシアエネルギー省「Russia's Energy Strategy for the period until 2035」（2015 年版） 

 

他方、2016 年版の BP 統計によると、2015 年のロシアの一次エネルギー消費量は 6.7 億 toe（石

油換算トン）で 2014 年の 6.9 億 toe より減少し、2013 年から 2 年連続で減少した。また、2015 年

                                                        
14 Ministry of Energy「Russia's Energy Strategy for the period until 2035」 
15 ロシアの石炭換算ファクターは 1kg=7,000kcal である。 
16 GDP の伸び率はロシア統計局の統計と IMF 統計の間で若干の差がある。ここで IMF 統計数字を利用。 

年率％

2010 2011 2012 2013 2014 14/10

一次エネルギー 億tce 993 1,008 1,016 1,008 1,011 0.5

石油 百万トン 250 257 271 281 294 4.1

天然ガス 億m3 4,600 4,710 4,680 4,690 4,620 0.1

石炭 百万tce 179 176 180 172 166 -1.9

電力 億kWh 10,210 10,410 10,630 10,550 10,620 1.0

項目 単位
消費
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の一次エネルギー消費量のうち、天然ガスは 3.5 億 toe（一次エネルギー消費量に占める比率は

52.8%、以下同じ）、石油 1.4 億 toe（21.4%）、石炭 8,874 万 toe（13.3%）、原子力 4,417 万 toe（6.6%）、

水力及びその他が 3,858 万 toe（5.8%）である。BP 統計によると、2014 年のロシアの石油消費量

は 1.5 億トンで、ロシアエネルギー省の 2.9 億トンより 1.4 億トン少ない。また、IEA 統計では、

2014 年のロシアの原油消費量は 276 百万トンである。IEA の統計の方がロシアの統計に近く、BP

統計ではロシアの石油製品輸出量を除いた可能性があると推測される。 

 

表 2.1.2 ロシアの一次エネルギー消費量とエネルギー源別構成比の推移 

 

（出所）BP 統計 

 

2015 年のエネルギー源別の消費構成比を見ると、天然ガスは消費シェアが若干低下したものの

2010 年時点とほぼ変わらず、依然として最大のシェアを占めている。一方、一次エネルギー消費

量に占める石炭比率は 2000 年の 17.1%から 2015 年には 3.8 ポイント低下して 13.3％となり、そ

の分、天然ガス、石油及び原子力の比率が高まった。 

 

 

（出所）BP 統計 

図 2.1.1 2015 年と 2000 年のエネルギー源別消費構成比の変化  

消費

百万toe 石炭 石油 ガス 水力 原子力 再エネ

2000 620.3 17.1 19.9 52.3 6.0 4.8 0.0

2001 630.7 16.4 20.2 52.3 6.3 4.9 0.0

2002 628.5 16.5 19.4 53.1 5.9 5.1 0.0

2003 641.6 16.2 19.7 53.2 5.6 5.2 0.0

2004 648.0 15.4 19.2 54.1 6.2 5.1 0.0

2005 647.2 14.6 19.3 54.8 6.1 5.2 0.0

2006 676.1 14.3 19.3 55.2 5.9 5.2 0.0

2007 680.5 13.8 19.1 55.8 6.0 5.3 0.0

2008 683.5 14.7 19.6 54.8 5.5 5.4 0.0

2009 648.0 14.2 19.8 54.1 6.2 5.7 0.0

2010 673.3 13.4 19.8 55.4 5.7 5.7 0.0

2011 694.9 13.5 20.5 55.0 5.4 5.6 0.0

2012 695.3 14.2 20.8 53.9 5.4 5.8 0.0

2013 688.0 13.2 21.1 54.1 6.0 5.7 0.0

2014 689.8 12.7 21.9 53.7 5.7 5.9 0.0

2015 666.8 13.3 21.4 52.8 5.8 6.6 0.0

年
構成比（％）

17%

20%

52%

6%
5%

0%

石炭
13%

石油
21%

ガス
53%

水力
6%

原子力
7%

再エネ
0%

内円 2000年

外円 2015年
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2.1.2 一次エネルギー生産量と石炭の割合 

BP 統計によると、2015 年末のロシア原油の確認可採埋蔵量は 1,024 億バレルで世界の原油確認

可採埋蔵量の 6.0%を占め、可採年数（R/P）は 25.5 年である。また、2015 年末のロシアの天然ガ

スの確認可採埋蔵量は 1,139.6 兆 m3 で世界の天然ガスの確認可採埋蔵量の 17.3%を占め、可採年

数（R/P）は 56.3 年である。2015 年末の石炭の確認可採埋蔵量は 1,570.1 億トンで世界の石炭の確

認可採埋蔵量の 17.6%を占め、可採年数（R/P）は 422 年である。ロシアでは、石炭は石油とガス

よりも長期的な安定供給が可能なエネルギー源である。 

 

また、ロシアのエネルギー産業は、ロシアの経済成長に大きく貢献している。エネルギー部門

の固定資産投資額がロシア連邦政府の予算全体に占める割合は約 1/3 である。一方、ロシアの輸

出額は政府の予算全体に占める割合は約 70％にのぼる。エネルギー分野の GDP に対する貢献度

は 25-26%で、エネルギー分野における雇用がロシアの全雇用者数に占める割合は 3.7%である。

ロシアは、世界のエネルギー資源貿易の中で主導的な地位を占めており、同国で生産される一次

エネルギーの半分近くが輸出されている。 

 

ロシアエネルギー省17によると、2015 年の一次エネルギー生産量は 18.7 億 tce（1,873 百万 tce）、

石油換算で 13.1 億 toe である。エネルギー源別の生産量は、原油約 5.3 億トン（39.2 億バレル）、

天然ガス 6,330 億 m3、石炭約 3.7 億 tce（約 1.8 億 toe）、などである。エネルギー源別の生産はロ

シア統計局の 2015 年のエネルギー源別生産統計と同じである。 

 

一方、BP 統計によると、2015 年のロシアの一次エネルギー生産量は 13.24 億 toe で、2014 年の

13.15 億 toe に比べて若干増加した。また、エネルギー源別の生産量は、石油 5.4 億トン（39.9 億

バレルで、世界の原油生産量の 12.4%を占める）、天然ガス 5,733 億 m3（世界のガス生産量の 16.1%

を占める）、石炭 3.7 億トンである。2015 年の一次エネルギー生産量のエネルギー源別構成比を見

ると、石油 40.8%、天然ガス 39.0%、石炭 13.9％、非化石エネルギー6.2%である18。 

 

エネルギー源別生産構成比の推移を見ると、2015 年の一次エネルギー生産量に占める石炭比率

は 2010 年の 11.9%より 2 ポイント増加、石油比率は 2010 年の 40.3%より 0.5 ポイント増加、天然

ガス比率は 2010 年の 41.7%より 2.7 ポイント減少、水力・原子力・再エネ比率は 2010 年の 6%よ

り 0.2 ポイント増加した。また、これまで長期にわたり、ロシアのエネルギー生産量は、基本的に

石油と天然ガスに依存してきたが、拡大の余地が小さくなっているため、石炭増産のポテンシャ

ルは高く、ロシアは国内需要および輸出向けの天然ガス代替源として、石炭生産を拡大する戦略

を掲げている。 

 

  

                                                        
17 Ministry of Energy「Russia's Energy Strategy for the period until 2035」 
18 BP 統計では、2014 年のロシアの天然ガス生産量は 5,817 億 m3 で、ロシアエネルギー省の統計 6,390 億 m3 よ

り 573 億 m3 少なく、誤差が大きい。 
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表 2.1.3 一次エネルギー生産量とエネルギー源別構成比の推移 

 

（出所）BP 統計 

 

2010年以降の化石エネルギーの生産動向を見ると、石油は2010～2013年の年平均増加率が1.3%

であるのに対し、2013～2015 年の年平均増加率は 0.9%に低下する。天然ガスは 2010～2013 年の

年平均増加率が 0.9%であるのに対し、2013～2015 年は年平均 2.6%減である。また、石炭は、2010

～2013 年の年平均増加率が 3.2%、2013～2015 年の年平均増加率は 2.5%となっている。 

 

（出所）BP 統計 

図 2.1.2 エネルギー源別生産量の年平均増加率（期間別） 

 

2.1.3 エネルギー需給バランスと輸出量 

2015 年の化石燃料の生産・消費量をもとに算出すると、石炭の余剰は 9,572 万 toe で過去最高

レベルに達した。これは石炭の国内需要の伸びが生産量の伸びを下回り、輸出向けの石炭生産量

生産

百万toe 石炭 石油 ガス 水力 原子力 再エネ

2000 990.8 12.3 33.0 48.0 3.8 3.0 0.0

2001 1,024.5 12.5 34.3 46.2 3.9 3.0 0.0

2002 1,060.4 11.6 36.2 45.7 3.5 3.0 0.0

2003 1,132.9 11.7 37.6 44.6 3.1 3.0 0.0

2004 1,189.4 11.5 39.0 43.4 3.4 2.8 0.0

2005 1,205.5 11.2 39.4 43.3 3.3 2.8 0.0

2006 1,237.4 11.4 39.2 43.3 3.2 2.9 0.0

2007 1,249.9 11.5 39.7 42.6 3.2 2.9 0.0

2008 1,258.9 11.8 39.2 43.0 3.0 2.9 0.0

2009 1,194.4 11.9 41.9 39.8 3.3 3.1 0.0

2010 1,269.5 11.9 40.3 41.7 3.0 3.0 0.0

2011 1,299.3 12.1 39.9 42.0 2.9 3.0 0.0

2012 1,305.0 12.9 40.3 40.8 2.9 3.1 0.0

2013 1,328.9 13.0 40.0 41.0 3.1 2.9 0.0

2014 1,315.0 13.4 40.6 39.8 3.0 3.1 0.0

2015 1,323.9 13.9 40.8 39.0 2.9 3.3 0.0

構成比（％）
年
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が拡大したためと見られる。石油の生産量と消費量の差は 789 万 B/D で、油価下落の影響は少な

く、経済を下支えするために生産を拡大している。天然ガスの生産量と消費量の差は 1,818 億 m3

で、2014 年の 1,699 億 m3 より増加したが、2013 年の 1,913 億 m3 に比べて減少した。これは EU

の対ロシアの経済制裁の影響を受けたと見られる。 

 

BP 統計の 2015 年データを見ると、ロシアは、サウジアラビア（2015 年に世界の生産量の 13%

を占めた）に次ぐ世界第 2 位の石油生産国（石油生産量にはコンデンセートが含まれる）であり、

2015 年の輸出量はサウジアラビアを追い抜き、世界最大の石油輸出国となった。また、ロシアの

天然ガス生産量は、米国（2015 年に世界の生産量の 21.4%を占めた）に次ぐ世界第 2 位である。

なお、天然ガス輸出量は世界第 1 位である。2015 年のロシアの石炭生産量は世界第 6 位（4.8%)だ

が、輸出量は世界第 3 位である。 

 

表 2.1.4 ロシアの化石燃料の需給バランスの推移 

 

（出所）BP 統計 

 

ロシア税関統計によると、2015 年のロシアの石炭輸出量19は 1 億 5,267 万トンで、2014 年の 1

億 5,316 万トンからほぼ横這いであった。ロシア統計によると 2015 年の石炭生産量 3 億 7,330 万

トンに占める輸出の割合は 41.0%である20。また、ロシア銀行の統計21によると、2015 年のロシア

の原油輸出量は 2 億 4,452 万トン（495.5 万 B/D）で、2014 年の 2 億 2,346 万トン（452.7 万 B/D）

に比べて 2,106 万トン（42.8 万 B/D）増加し、原油生産量に占める輸出比率は 45.3%である。2015

年の天然ガス輸出量は 1,690 億 m3 で、2014 年の 1,743 億 m3 より 53 億 m3 減少し、天然ガス生産

量に占める輸出比率は 29.5%である。2013 年以降、ロシアの原油輸出量が拡大しているが、これ

                                                        
19 石炭輸出に関する詳細は第 3 章を参照。 
20 石炭生産に関する詳細内容は第 3 章を参照。 
21 Bank of Russia（http://www.cbr.ru/Eng/statistics/print.aspx?file=credit_statistics/crude_oil_e.htm&pid=svs&sid=vt1） 

石炭 石油 ガス 石炭 石油 ガス 石炭 石油 ガス

百万toe 万B/D 億m3 百万toe 万B/D 億m3 百万toe 万B/D 億m3

2000 121 658 5,285 106 254 3,604 16 404 1,681

2001 128 711 5,262 103 263 3,662 25 448 1,600

2002 123 775 5,388 104 254 3,707 19 521 1,681

2003 132 860 5,615 104 265 3,795 28 595 1,821

2004 137 933 5,733 100 262 3,893 37 672 1,840

2005 136 960 5,801 95 265 3,940 41 695 1,861

2006 141 982 5,952 97 276 4,150 44 706 1,801

2007 143 1,004 5,920 94 278 4,220 50 726 1,700

2008 149 995 6,017 101 286 4,160 48 709 1,857

2009 142 1,014 5,277 92 277 3,896 50 736 1,380

2010 151 1,037 5,889 91 288 4,141 60 749 1,747

2011 158 1,052 6,070 94 307 4,246 64 744 1,824

2012 168 1,064 5,923 98 312 4,162 70 752 1,760

2013 173 1,078 6,047 91 315 4,135 83 763 1,913

2014 177 1,084 5,817 88 326 4,119 89 758 1,699

2015 184 1,098 5,733 89 311 3,915 96 787 1,818

生産 消費 バランス

年
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は主に中国の輸入が増加したためである。また、天然ガス輸出量の減少は、EU の対ロシアの経済

制裁、輸出先の経済情勢、冬季の天候の影響（2015 年）、EU のエネルギー政策の転換（単一供給

源からの脱出）などによるものである。 

 

表 2.1.5 化石燃料の生産量と輸出量の推移 

 

（出所）Federal State Statistics Service「Russia in Figures 2016」、ロシア税関統計による作成 

 

2.1.4 ロシア炭の輸出仕向け地域に占めるロシア炭の輸入動向 

ロシア炭の海外需要を見ると、主な輸出先はアジア太平洋地域と EU 諸国である。2015 年のロ

シア炭の対アジア太平洋地域と EU 諸国の石炭輸出量の合計は 1.2 億トンで、ロシア炭輸出総量

の 79.1%を占める。各国の税関統計を見ると、2015 年のアジア主な石炭消費国（日本、韓国、中

国、台湾、インド、タイ、フィリピン、マレーシア、ベトナム、香港など）のロシア炭（褐炭を含

まれず）の輸入は 6,672 万トンで、当該諸国の石炭総輸入量の 8.2 億トンの 8.2%を占める。 

 

 

（出所）各国の税関統計 

図 2.1.3 アジア諸国の石炭輸入に占めるロシア炭の割合 

 

また、2010 年以降の動向を見ると、ロシア炭の輸入量と石炭輸入総量に占めるロシア炭の比率

生産 輸出 比率％ 生産 輸出 比率％ 生産 輸出 比率％

2010 322 116 36.1 3,742 1,827 48.8 6,510 1,740 26.7

2011 337 111 32.8 3,787 1,805 47.7 6,710 1,870 27.9

2012 357 131 36.5 3,839 1,775 46.2 6,550 1,790 27.3

2013 354 139 39.3 3,861 1,753 45.4 6,680 1,960 29.3

2014 356 154 43.1 3,890 1,649 42.4 6,430 1,740 27.1

2015 372 153 41.2 3,942 1,812 46.0 6,330 1,860 29.4
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が年々増加し、2015 年の輸入は 2010 年より倍増となった22。また、2013 年以降のアジア、特に中

国の石炭需要減の原因で、石炭輸入量は減少したが、他の地域からの輸入減に対し、ロシア炭の

輸入は依然として増加した。これはロシア炭の競争能力が高いためと見られる。 

 

一方、EU 税関統計によると、2015 年の EU27 ヵ国の石炭輸入は合計で約 1.8 億トン、そのうち

ロシア炭の輸入は 5,428 万トンで、石炭輸入総量の 30.8%を占める。また、EU27 ヵ国のロシア炭

の輸入変化を見ると、2013 年以降のロシア炭の輸入は年々低下したが、石炭輸入総量に占めるロ

シア炭の比率が高くなった。これはロシアに対する経済制裁より EU 諸国の石炭消費減少の原因

であると見られる。 

 

（出所）各国の税関統計 

図 2.1.4 EU27 ヵ国の石炭輸入に占めるロシア炭の割合 

 

2.1.5 日本の石炭輸入に占めるロシアの割合 

日本税関統計によると、2016 年の日本の石炭輸入の合計は 1 億 8,975 万トン（褐炭を含む。た

だし褐炭の輸入は僅かである）、そのうちオーストラリア炭の輸入は 1 億 2,149 万トン（石炭輸入

全体の 64.0%）、インドネシア炭の輸入 3,208万トン（16.9%）、ロシア炭の輸入 1,797万トン（9.5%）、

カナダ炭の輸入 637 万トン（3.4%）、他の諸国からの輸入 1,184 万トン（6.2%）である。また、2016

年の石炭輸入に占めるロシア炭のシェアは 2014 年の 8.0%と 2015 年の 8.8%より高く、日本の石

炭供給に占めるロシアの割合が高くなっている。 

                                                        
22 炭種別の輸出入については、第 3 章を参照。 
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（出所）日本税関統計 

図 2.1.5 日本の石炭輸入に占めるロシアの割合 

 

炭種別、国別の輸入を見ると、2016 年の日本の原料炭輸入合計 7,397 万トンのうち、オースト

ラリア炭は 3,664 万トンで原料炭輸入総量の 49.5%を占める一方で、ロシア炭の輸入はカナダの

637 万トン（8.6%）を下回る 449 万トン（6.1%）である。ただし、ロシア炭の輸入量は年々増加

しており、2014 年と 2015 年の輸入量各 341 万トン、347 万トンに比べ増加傾向にある。2016 年

のロシア産原料炭の平均価格（CIF）は 90.5 ドル/トンに対し、オーストラリア炭 94.1 ドル/トン、

カナダ炭 110.4 ドル/トンであり、ロシア炭の価格面での競争力はオーストラリア炭とカナダ炭よ

り高いと推定される。 

 

表 2.1.6 日本の原料炭輸入に占めるロシア炭の割合と価格競争力 

 

（出所）日本税関統計 

 

2016 年の日本の一般炭（瀝青炭）輸入合計 9,939 万トンのうち、オーストラリア炭は 8,221 万

トン（82.7%）、ロシア炭は 948 万トン（9.5%）、インドネシア炭は 503 万トン（5.1%）である。

2016 年の日本の一般炭の平均輸入価格（CIF）74.8 ドル/トンに対し、ロシア炭は 71.0 ドル/トン、

オーストラリア炭は 75.1 ドル/トン、インドネシア炭は 76.9 ドル/トンで、価格面でロシア炭はオ

ーストラリア炭とインドネシア炭より競争力がある。 
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表 2.1.7 日本の一般炭輸入に占めるロシア炭の競争力 

 

（出所）日本税関統計 

 

2016 年の日本の亜瀝青炭輸入合計 1,053 万トンのうち、インドネシア炭の輸入が圧倒的に多く

685 万トン（65.1%）である。ロシア炭の輸入 146 万トン（13.9%）、オーストラリア炭の輸入 83 万

トンである。インドネシア炭の平均輸入価格（CIF）57.4 ドル/トンに対し、ロシア炭 58.6 ドル/ト

ン、オーストラリア炭 61.6 ドル/トンである。ロシア炭はインドネシア炭との価格競争力は弱いが、

2014 年～2016 年の間、日本の亜瀝青炭の輸入は年々に減少し、インドネシア炭の輸入も減少した

のに対し、2016 年のロシア炭の輸入は増加している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出所）日本税関統計 

図 2.1.6 日本の亜瀝青炭輸入に占めるロシアの割合 

 

2016 年の日本の無煙炭輸入合計 583 万トンのうち、ロシアからの輸入は他の国より多く、253

万トン（43.4%）である。ロシア以外からの輸入はオーストラリア 182 万トン（31.2%）、中国 93

万トン（16.0%）、その他 55 万トン（9.4%）である。ロシアの無煙炭の平均輸入価格（CIF）は他

の諸国からの輸入価格より安く、81.6 ドル/トンである。2014 年からの 3 年間を見ると、ロシア産

の無煙炭の価格競争力が一番高いと見られる。 
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表 2.1.8 日本の無煙炭輸入に占めるロシアの割合と価格競争力 

 

（出所）日本税関統計 

 

2016 年の日本の褐炭と石炭製品輸入の合計は 2 万トン未満であり、ロシアからの褐炭と石炭製

品輸入は 4,000 トン程度である。今後も日本の褐炭と石炭製品輸入は少なく、ロシアの褐炭は基

本的に国内消費向けと考える。 

 

最後に日本の石炭供給はオーストラリア炭に対する依存度が高く（原油の対中東依存度より低

いが）、エネルギー安定供給面で、供給の多元化と分散化が必要である。この点、ロシア炭に関し

ては、日露の経済協力により日系企業がロシア炭鉱開発に参入し、ロシア炭の輸入が今後一定程

度で増加すると考えられる。 

 

2.2 経済・環境とエネルギー（特に石炭需要） 

2.2.1 エネルギー価格変動とエネルギー消費量 

2015 年の世界の油価変動に伴い、ロシアの原油輸出価格（輸出先の平均、FOB）は 2014 年の

93.2 ドル/バレルから 43.7 ドル/バレル低下し、49.5 ドル/バレルとなった。逆に、2015 年の国内販

売価格は 1,666 ルーブル/バレルで、2014 年の 1,329 ルーブル/バレルより 337 ルーブル/バレル高

くなった。（米ドルで換算すると、5.5 ドル上昇） 

 

国内原油価格が上昇したため、2015 年のガソリン、軽油価格が高騰し、値上げ幅は 5.1～9.2％

となった。油価上昇の影響を受けて、2015 年のロシアの石油消費量は 2014 年の 326 万 B/D より

15 万 B/D 少ない 311 万 B/D となった。石油（ガソリン）消費量の価格に対する弾性値は▲0.5 前

後である。また、国内の原油販売価格は、輸出価格より 1,349 ルーブル/バレル安い。 

 

2014 2015 2016 2014 2015 2016 2014 2015 2016

合計/平均 514 585 583 100 100 100 125.6 102.5 90.7

Russia 202 259 253 39.3 44.3 43.4 113.2 92.6 81.6

Australia 137 169 182 26.7 28.9 31.2 116.1 93.0 84.4

China 109 98 93 21.3 16.8 16.0 145.1 127.8 111.8

Others 65 59 55 12.7 10.1 9.4 151.0 131.4 117.9

国名
輸入量（万トン） シェア（％） 輸入価格（ドル/トン）
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（出所）Federal State Statistics Service「Russia in Figures 2016」 

図 2.2.1 ロシア原油の国内販売価格と輸出価格の推移 

 

2015 年のロシア国内の天然ガス価格にも原油と同じ傾向が見られる。ロシア統計局の資料によ

ると、2015 年の国内販売価格は 5,205 ルーブル/千 m3、輸出価格は 1 万 3,772 ルーブル/千 m3 で、

輸出価格は国内価格の 2.6 倍である。また、2015 年の国内販売価格は、2014 年の 4,666 ルーブル/

千 m3 を 539 ルーブル/千 m3 上回ったが、2015 年の米ドルベースの輸出価格は 226 ドル/千 m3 で、

2014 年の 317 ドル/千 m3を 91 ドル下回った。 

 

（出所）Federal State Statistics Service「Russia in Figures 2016」 

図 2.2.2 ロシア天然ガスの販売価格と輸出価格の推移 

 

価格高騰の影響を受けて、2015 年の天然ガス消費量は 3,915 億 m3 となり、2014 年の 4,119 億

m3 より 204 億 m3 減少した。ただし、ロシアの国内天然ガス価格は安く、2015 年の天然ガス消費

量の価格に対する弾性値は▲0.4 である。 
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ロシア統計局23によると、2015 年のロシアの石炭価格は、原料炭の平均山元価格が 2,029 ルーブ

ル/トンで、2014 年の 1,440 ルーブル/トンを 589 ルーブル/トン上回り、平均販売価格は 5,524 ルー

ブル/トンで、2014 年の 4,245 ルーブル/トンを 1,279 ルーブル/トン上回った。2015 年の一般炭の

平均山元価格は 1,268 ルーブル/トンで、2014 年の 1,391 ルーブル/トンを 123 ルーブル/トン下回

り、2015 年の平均販売価格は 1,658 ルーブル/トンで、2014 年の 1,591 ルーブル/トンより 67 ルー

ブル/トン上昇した。2015 年の褐炭の平均山元価格は 637 ルーブル/トンで、販売価格は 1,114 ルー

ブル/トンである。上記のとおり、2015 年は国際エネルギー価格が低迷したが、ロシア国内の石炭

価格は上昇した。 

 

表 2.2.1 ロシア国内の炭種別石炭価格の推移 

 

（出所）Federal State Statistics Service「Russia in Figures 2016」 

 

さらに、ロシアの原料炭の販売価格と山元価格の価格差は、一般炭と褐炭の場合よりも大きく、

2015 年は 2.7 倍の開きがあった。これは、需要者と供給者の距離、供給量などに起因すると推測

される。 

 

（出所）Federal State Statistics Service「Russia in Figures 2016」 

図 2.2.3 ロシアの炭種別の石炭販売価格と山元価格の差 

 

                                                        
23 Federal State Statistics Service「Russia in Figures 2016」 
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2013 年以降の一般炭24の販売価格と石炭消費量の変動について考察すると、2013 年の石炭販売

価格は 2012 年より 14 ルーブル/トン低下し、2013 年の石炭消費量は 2012 年の 9,842 万 toe より

791 万 toe 減少した。また、2014 年の一般炭販売価格は、2013 年より 79 ルーブル/トン高くなり、

石炭消費量は 2013 年の 9,051 万 toe より 287 万 toe 減少した。さらに、2015 年の一般炭の販売価

格は 2014 年より 67 ルーブル/トン高く、石炭消費量は 2014 年の 8,764 万 toe より 110 万 toe 増加

した。2013 年～2015 年の石炭消費量の一般炭価格に対する弾性値は▲0.5 前後である。 

 

ロシア統計局の資料によると、2015 年のロシアの輸出炭の平均価格は 61.3 ドル/トンで、CIS（独

立国家共同体）諸国への輸出価格は 73.2 ドル/トンである。2015 年の CIS 諸国への石炭輸出量は

わずかであるため、その他諸国への石炭平均輸出価格にはほとんど影響を与えなかった。ロシア

の石炭の平均輸出価格をルーブルで換算すると 3,736 ルーブル/トンになり、上掲の一般炭と褐炭

の販売価格を上回るが、原料炭より安い25。 

 

ロシア国内のエネルギー価格変動とエネルギー消費量の関係を見ると、価格変動はエネルギー

消費量に影響を及ぼすが、ロシアでは国際エネルギー価格よりも安い国内価格政策をとっている。

このため、2014 年半ば以降の国際エネルギー価格低迷期にもロシアでは国内エネルギー価格を上

げており、エネルギー消費量の減少につながった。また、エネルギーの輸出額は、米ドルベース

では減少しているが、ルーブル安により輸出産業への影響が相殺された形になった。経済の減速、

特に工業生産の低迷により、エネルギー需要が減少（除く石油）した。また、国内エネルギー価

格を安く抑える政策は、ロシアのエネルギー消費効率を落としている原因の一つである。 

 

2.2.2 COP21 の公約と石炭消費量に及ぼす影響 

2015 年 12 月の COP21 で、ロシアは 2030 年までに温室効果ガス（GHG）の排出量を 1990 年比

で 25～30%削減する目標を提出した。ロシアエネルギー省は「2035 年に向けたエネルギー戦略（草

案）」（以下 ES2035）を略す）の中で、2008～2014 年に GHG 削減のため、自動車燃料の改質、随

伴ガスの有効利用、エネルギー分野の環境保護に対する投資増加などの政策を実施したとしてい

る。また、石炭の開発・生産分野の総合対策として、土地開発や環境改善にプラスとなる取り組

みを推進した。一連の政策の効果として、2015 年のカーボンオフセット分を除く GHG の排出量

が 1990 年の 71%になったとしている。 

 

BP 統計によると、2015 年のロシアの二酸化炭素（CO2）排出量は 14 億 8,318 万トンで、1990

年の 22 億 5,843 万トンより 34.3%減少した26。現時点では 2030 年の削減目標をクリアすると見ら

れるが、今後は経済成長に伴ってエネルギー消費量が増加し、CO2 排出量も増加すると想定され

るため、温暖化ガスの排出抑制政策と具体的措置が必要である。 

 

                                                        
24 インターファクスの資料によると、ロシアの石炭消費の 8 割弱は一般炭である。詳細は第 3 章参照。 
25 炭種別の販売価格と輸出価格の分析は第 3 章の内容を参照。 
26 BP 統計によると、2015 年の化石燃料消費 5.8 億 toe、1990 年の 8.0 億 toe より 2.2 億 toe 減であり、2015 年の

石炭消費は 1990 年の 1.8 億 toe より約 96 百万 toe 減である。 
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（出所）BP 統計 

図 2.2.4 1990 年以降の CO2 排出量と削減率の推移 

 

また、IEA の「World Energy Outlook 2016」の「新政策シナリオ」によると、2030 年のロシアの

CO2 排出量は 13 億 9,304 万トンと予測27されており、2030 年の CO2 排出量は 1990 年レベルより

35.6%削減28されることになり、目標達成が可能である。また、450 シナリオでは、2030 年の CO2

排出量は 9 億 2,900 万トンとなり、1990 年比 57.1%削減となる。 

 

表 2.2.2 ロシアの CO2 排出量に関する IEA の予測 

 

（出所）IEA「World Energy Outlook 2016」 

 

IEA の予測によると、2030 年の石炭由来の CO2 排出量は、新政策、450 の各シナリオではそれ

ぞれ 340 万トンと 110 万トンであり、ロシアの CO2 排出総量の 24.2%と 11.8%を占める。2030 年

                                                        
27 IEA の石炭などの需要予測は第 6 章の内容を参照。 
28 IEA の統計で 1990 年のロシアの CO2 排出量は 2,163 百万トン、BP 統計より 2,258 百万トンより少ない。 
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の石炭由来の CO2 の削減量は、1990 年比でそれぞれ 51.9%と 84.5%削減されると見ており、他の

化石燃料より削減量が多い。 

エネルギー省の「ES2035」によると、2015 年のロシアの GHG 排出量は森林吸収源の効果を除

くと、1990 年の排出量の 71%である。京都議定書の計算に基づく場合、排出量は 1990 年の 57%

になる。ただし、今後のエネルギー消費の増加などを考えると現行の対策ではなお不十分であり、

エネルギー会社の排出が多い。2016 年にロシア連邦政府はバリ協定に調印した。今後、エネルギ

ー消費の拡大によって GHG 排出量は増える。ロシアは GHG 排出を抑えるためには、エネルギー

分野で特定の追加規制を導入することが必要になる。 

 

エネルギー分野における環境と気候温暖化対策として、生産・輸送及び消費による環境汚染と

気候変動に対する影響を減少することが必要である。2035 年までの石炭需給と環境および GHG

に関する主な政策は以下の通りである。 

 

・ 温室効果ガス排出に関する国のモニタリングと報告システムの確立 

・ プロジェクトの F/S 段階において、財政・経済性と同等に環境評価を考慮に入れる。 

・ ロシアおよび国際環境法の規範の調和を取る。 

・ 財政・規制などにより、GHG の排出削減を推進する 

・ 廃棄物の処理と削減を促進し、土地の再生や生態環境の回復などの技術を開発し、促進す

る。 

・ 環境および環境リスクへの悪影響を軽減するための研究の推進と有望な技術的解決策の開

発を支援する。 

・ 温室効果ガスに関する規制を実施する。 

・ 再生可能エネルギーと原子力の利用を拡大する。 

・ 企業の社会的責任に関して国際基準を導入し、主要業績評価指標と持続可能な開発指標の

統合を進める。 

・ CO2 貯蔵技術（CCS）の開発・導入を進める 

・ エネルギーの生産・輸送・貯蔵・活用に関しては、環境に優しく、GHG 排出量が少ない省

エネルギー技術を開発する 

・ 2035 年の発電のエネルギー消費原単位は 2015 年の水準より 10%減、送配電ロス 8%減 

・ 2035 年のエネルギー企業の自家消費は 2015 年の水準より 17%減 

・ エネルギー会社は他の分野への投資を進め、企業の GHG 排出量の増加を 1990 年水準の

70%以内に抑える。 

などである。 

 

エネルギー省の「ES2035」では、フェーズ 1（2015～2020 年、2 年延長も可）の GHG 削減目標

として、2020 年に GHG 排出量を 1990 年実績の 70%に、フェーズ 2（2020～2035 年）で 2035 年

の GHG 排出量を 1990 年実績の 70%とする目標を設定している。この目標は COP21 でロシア政

府が提出した目標（2030 年までに GHG 排出量を 1990 年比で 25～30%削減）をクリアする。 
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上掲の内容を見ると、ロシア政府は、CO2 削減目標を達成するために、省エネルギー技術の導

入、再生可能エネルギーの利用拡大、原子力発電設備の能力拡大などに取り組む方針である。こ

こには、石炭消費に関する取り組みは明記されていないが、電力消費量の削減政策を講じて、石

炭消費量を抑制するとしている。 

 

また、ロシアの報道によると、ロシア政府はフェーズ 1 で 15 米ドル/トン、フェーズ 2 で 35 ド

ル/トンの炭素税導入を計画しており、ロシアの全産業の支払額はフェーズ 1 で約 400 億米ドル/

年、フェーズ 2 で約 1,000 億ドル/年となる見込みである。2016 年時点で、ロシアでは石炭採掘業

を主要産業とする地方が 31 か所、人口は合計 150 万人以上おり、炭素税導入により炭鉱の閉山が

相次ぐと予測され、50 万人以上が失業し、地方政府は税収減少と支出増加に見舞われ、財政が破

綻する可能性が高いと言われている。さらに、石炭火力発電と熱供給の減少により電気代と熱料

金が引き上げられる可能性もある29。 

 

2.3 まとめ 

2013 年以降のロシアのエネルギー需給は、国際政治・経済・エネルギー価格低迷などの影響を

ある程度は受けたが、エネルギー価格低迷とルーブル安が同時に発生したことにより影響が相殺

され、エネルギー産業はそれほど大きなダメージを受けなかった。ただし、地方政府は税収が減

少し、厳しい財政環境に置かれたため、インフラ整備に遅れが生じる可能性が高い。また、西側

諸国のロシアに対する経済制裁により、エネルギー分野の技術開発と設備輸入が禁じられ、新規

開発が難しくなっており、今後のエネルギー安定供給（主に輸出）に対するリスクが高まった。 

 

CO21 の公約実現に向けて、ロシア政府は炭素税を導入する方針である。エネルギー企業、特に

石炭生産企業の財政負担が増え、炭鉱閉山に追い込まれる可能性もある。また、省エネ導入と再

エネ利用拡大により、石炭消費量が抑制される可能性もある。 

  

                                                        
29 JOGMEC「ロシア：パリ協定（COP21）署名関連報道」（http://coal.jogmec.go.jp/content/300312800.pdf） 
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第 3 章 ロシアの石炭生産・消費・輸出動向及び近年の変化 

 

本章ではロシアの石炭消費、生産および輸出動向、特に 2013 年以降の変化を解析する。石炭消

費については、業種別、炭種別および地域別に解析する。しかしながら、ロシア国内の石炭消費

に関する公式統計情報が少なく、一部の分析は IEA などの国際専門機関の統計を利用する。石炭

の生産については、データ入手が可能な限り生産方式別、炭種別、地域別に分析する。ただし、

ロシア国内の情報の中には国際専門機関の情報と整合が取れない場合があるため、データの出所

については注意を要する。輸出動向については、炭種別、仕向地別の輸出量と輸出価格の分析を

行う。本章の内容を通じてロシアの石炭需給フローの概況と動向を整理し、今後の変化の可能性

について明示したい。 

 

3.1 石炭消費 

3.1.1 石炭消費の変化 

ロシア UGOL（ウーゴル）誌の 2016 年 9 月号のロシア石炭鉱業に関する資料30（以下 UGOL 誌

と略す）によると、2015 年におけるロシアの石炭消費は合計で 202 百万トンで、2014 年の 197 百

万トンに比べ 2.5％増である。ロシアの石炭消費量は 2008 年に過去最高の 230 百万トンに達した

が、リーマンショック翌年の 2009 年には 201 百万トンまで大幅に減少した。2010 年に一度は回

復したものの 2011 年から 2014 年までは年々減少した。2015 年は若干増加したが、2013 年以前の

石炭消費量よりは低い。この資料から計算すると、2005～2010 年の石炭消費の年平均減少率 0.6％

に対し、2010～2015 年の年平均減少率は 1.0%に拡大した。ロシアの石炭消費の減少はロシア政府

の「2030 年に向けたエネルギー戦略」や「2030 年までの石炭発展計画」で目標とした、石炭消費

の増加や一次エネルギー消費に占める石炭のシェア拡大とは逆の方向に向かっている。 

 

 

（出所）UGOL「Russian coal industry for January-June 2016」 

図 3.1.1 2005 年以降の石炭消費量と年率の推移 

                                                        
30 UGOL「Analytical Review」（Russian coal industry for January-June 2016）（露文） 
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また、インターファクス（Interfax）通信社の資料31によると 2015 年の石炭消費の増加は主に東

シベリア地域での渇水による水力発電電力量減少を補うための石炭火力発電電力量の増加が石炭

消費をけん引したと指摘している。従って、この渇水の要因を除けば 2010 年以降の石炭消費は

年々減少していることになる。石炭消費量の継続的な減少の要因は経済成長の減速と天然ガスと

の価格競争能力低下だと思われる。UGOL の情報によると、2016 年の 1～6 月の石炭消費は 94 百

万トンで、2015 年同期の 93 百万トンより百万トン増となっている。 

 

UGOL 誌によると、2015 年の石炭消費のうち国産炭は 179 百万トンで、石炭消費総量の 88.7%

を占める。残り 11.3%が輸入炭であり、年間消費量 23 百万トンである。インターファクス情報に

よると、ロシアの石炭輸入先は殆どカザフスタンであり、輸入炭の仕向け先は基本的にロシアの

石炭生産地から離れたウラル地域であり、主にウラル地域の石炭火力発電所で消費されている。

また、2005 年以降の石炭消費に占める輸入炭の比率を見ると全て 15%以下であり、大幅な変動が

殆どなく、国内炭は安定的に供給されていると見られる一方、2011 年以降の輸入炭の比率は 2011

年の 14.7%から徐々に低下している。国内需要の減少とルーブル安が関連していると推測される。 

 

 

（出所）UGOL「Russian coal industry for January-June 2016」 

図 3.1.2 石炭消費に占める国産炭と輸入炭の比率変動 

 

3.1.2 部門別の石炭消費 

UGOL 誌の資料によると、2015 年の 202 百万トンの石炭消費のうち、発電の消費は全体の 56%

を占め、コークス生産が 18%、熱供給が 12%、その他産業（工業、家庭などおよびロス32）が 14%

と続く。2015 年の石炭消費構造は 2010 年に比べて、発電の石炭消費は 3 ポイント減、コークス

生産と熱供給の石炭消費は横ばい、その他産業の石炭消費は 3 ポイント増である。 

                                                        
31 Interfax「Russia’s Coal Industry Adjusting To Low Prices」、2016 年 4 月 
32 その他部門を含まれた分野は推定 
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（出所）UGOL「Russian coal industry for January-June 2016」 

図 3.1.3 2015 年の石炭消費構成 

 

2005 年以降の各年別、分野別の石炭消費量を見ると、2015 年の発電の石炭消費は 114.2 百万ト

ンで 2005 年に比べて殆ど変らないが、2005～2010 年の石炭消費の年平均増加率 2.6%に対し、2010

～2015 年の年平均増加率は▲1.8%となった。2015 年のコークス生産の石炭消費は 2005 年の 40.4

百万トンより約 400 万トン減、2010～2015 年の間での石炭消費増加率は▲1.7%に達し、2005～

2010 年の▲0.6%より大きい減少となった。また、2015 年のコークス生産用の石炭消費は 2000 年

以降の最低水準である。 

 

表 3.1.1 2005 年以降の分野別の石炭消費動向 

 

（出所）UGOL「Russian coal industry for January-June 2016」 

 

2015 年の熱供給の石炭消費は 23.4 百万トンで 2005 年の 29 百万トン、2010 年の 25.2 百万トン

に比べ減少し、2005～2010年と 2010～2015年の年平均増加率はそれぞれ▲2.8%と▲1.5%である。

一方、2015 年のその他産業の石炭消費は 2005 年の 39.2 百万トンより 11 百万トン減の 28.3 百万
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トンとなったが、2010～2015 年の年平均増加率は 4.2%である。ただし、各年のその他産業の石炭

消費は不安定の状態である。以下で分野別の石炭消費の変化の要因を簡単に解析する。 

 

(1)電力産業 

インターファクスの「Russia’s Electric Power Sector: Recent Trends 2016」によると、2015 年のロ

シアの発電電力量は 1 兆 620 億 kWh、2014 年の１兆 590 億 kWh に比べ 0.3%増加した。また、

2015 年の電源別の発電電力量を見ると、原子力発電が発電電力量全体の 18.4%を占め、熱電併給

（火力）の発電電力量は全体の 65.6%を占め、水力発電電力量は全体の 16.0%を占める。 

 

表 3.1.2 ロシアの電源別の発電電力量 

 

(出所)  インターファクス「Russia’s Electric Power Sector: Recent Trends 2016」 

 

同資料によると、2015 年の電力消費は 2014 年より 0.4％減の 1 兆 364 億 kWh となった。また、

2015 年の電力消費は 2010 年に比べ、わずか 2%の増加である。電力消費のうち製造業が全体の

35％を占め、エネルギー部門（ガス、石油、石炭、電力）の電力消費は全体の 18％を占め、民生

部門などの消費は電力消費の 15％を占める。 

 

 

（出所）インターファクス「Russia’s Electric Power Sector: Recent Trends 2016」 

図 3.1.4 2010 年以降の電力消費の変化 

年率（%）

2011 2012 2013 2014 2015 15/14

原子力 173 178 173 180 195 8.1

火力 713 726 703 706 697 -1.2

水力 165 164 181 173 170 -1.8

合計 1,051 1,068 1,057 1,059 1,062 0.3

原子力 16.5 16.6 16.4 17.0 18.4

火力 67.8 68.0 66.5 66.6 65.6

水力 15.7 15.4 17.1 16.3 16.0
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また、エネルギー部門の電力消費のうち、電力部門の消費が最も多く、電力部門の自家消費と

送配電ロスは電力消費全体の 11.5％を占めた。ロシアの送配電ロスは先進国と比べ、30～50％の

改善余地があると指摘されている。さらに、資料はロシア政府が 2035 年までに、GDP 当たりの電

力消費を 2015 年比 30％減少させるものの、2035 年の電力消費は 1 兆 4,500 億 kWh に達すると予

測している。この資料は 2015 年の石炭火力発電電力量を示していないが、火力発電（石炭、ガス、

石油）は 2014 年に比べ 1.2％減である。 

 

IEA 統計では 2014 年のロシアの熱電併給発電のうち、石炭火力発電量は 1,524 億 kWh、発電電

力量全体の 14.3%を占める。また、2014 年の発電電力量に占める石炭火力発電の比率は、2005 年

の 16.6%、2008 年の 18.2%、2010 年の 15.3%に比べ、低下している。 

 

 

（出所）IEA 

図 3.1.5 石炭火力発電電力量と発電電力量に占める石炭火力の比率 

 

ちなみに、発電・熱供給の石炭消費減少の要因は石炭火力発電電力量の減少、電力需要の低迷

の二つであると思われる。また、石炭火力の減少で熱供給用石炭消費も減少すると見込まれる。 

 

ここで一つ加筆が必要である。IEA 統計の 2014 年の石炭火力発電と熱供給の消費は 1 億 3,037

万トン、石炭消費量はロシア UGOL 資料の発電と熱供給の合計とほぼ同じである。また、2014 年

の石炭総消費の 1 億 9,500 万トンに占める比率が 66.9%であり、UGOL の 68%より 1 ポイント低

い。ただし、両者の 2005 年以降の石炭消費の推移の傾向はほぼ同じであり、両者の 2014 年の石

炭消費統計誤差は 200 万トン以内（約 1％）である。統計学的には誤差の範囲内である。 
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（出所）UGOL「Russian coal industry for January-June 2016」、IEA 

図 3.1.6 ロシア国内統計と IEA の比較 

 

(2)コークス生産と需要 

ロシア統計局の統計資料33によると 2015 年のコークス生産は 26 百万トンで、2010 年と 2014 年

の 26.8 百万トンと 26.5 百万トンより減少している。コークス生産量と石炭消費量の変動が一致し

ているため、これは石炭消費減少の要因とみられる。 

 

一方で、同じ統計資料によると、2015 年の銑鉄の生産は 53.7 百万トンで、2013 年と 2014 年の

49.9 百万トンと 51.5 百万トンより増えた。また 2015 年の粗鋼生産は 69.4 百万トン34で、2014 年

の 70.5 百万トンより減少したが、2013 年の 68.9 万トンに比べ増えている。世界鉄鋼協会（World 

Steel Association）の「Steel Statistical Yearbook 2016」によると、銑鉄生産量の増加には銑鉄輸出の

増加も影響している。また、2015 年の銑鉄増産によって、コークスあるいは無煙炭などの消費も

増えたと推測され、コークスの在庫消化か、他の原因か現時点では推測が難しい。 

 

表 3.1.3 銑鉄・粗鋼・コークス生産の推移 

  

（出所）ロシア統計局「Russia in Figures 2016」 

 

ただし、IEA 統計は 2014 年のコークス生産用石炭消費は 5,642 万トンで、UGOL 資料の 3,970

万トンより 1,672 万トン多い。 

                                                        
33 Federal State Statistics Service (Rosstat)「Russia in Figures」、2016 
34 世界鉄鋼協会は 2015 年のロシアの粗鋼生産 70.9 百万トンである。 
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(3) その他分野 

IEA 統計によると、エネルギー転換部門以外の 2014 年の石炭最終消費の合計は 760 万トンで、

UGOL 資料の 2,830 万トンに比べ 2,070 万トン少ない。また、最終消費の推移を見ると、2010 年

の石炭消費は 1,003 万トンで 2005 年の 1,295 万トンより 292 万トン減、年平均減少率 5.0%であ

る。また、2014 年の石炭消費は 2010 年よりさらに減少して 760 万トンとなり、年平均減少率 6.7%

となった。 

 

2014 年の最終消費の部門別を見ると、家庭部門の石炭消費は最終消費全体の 37.2%を占め、2005

～2010 年の年平均減少率が 11.4%となったが、2010～2014 年の年平均減少率がゼロである。ただ

し、2013 年の石炭消費は 2012 年に比べ、100 万トン近く減少した。一方、IEA 統計によるとロシ

アの家庭部門の天然ガス消費は 3 年連続増、LPG 消費は 2009 年から 5 年連続増であり、エネルギ

ー消費に占める石炭の比率が年々に低下している。これは所得水準の上昇と石炭の価格競争力減

などが要因とみられる。 

 

2014 年の工業部門の石炭消費は 225 万トンで、2012 年以降に 2 年連続減少した。また、工業用

エネルギー消費全体は石炭消費と同じく 2013 年から 2 年連続減となり、これはロシア工業の不況

を反映していると見られる。 

 

2014 年の石炭最終消費に占める商業の比率は 26.9%、2014 年の石炭消費 204 万トンで、2005 年

と 2010 年の 480 万トンと 471 万トンに比べ半分以上減少し、2010～2014 年の年平均減少率は

18.9%に達した。近年、商業の天然ガスの消費も減少しているが、熱（集中供給を推定）消費は増

えている。 

 

表 3.1.4 部門別の石炭消費 

 

（出所）IEA 統計 

 

ロシアの「2035 年に向けたエネルギー戦略」では、2020 年と 2035 年の石炭消費量は 2014 年に

比べて増加傾向にあるが、UGOL、インターファクスおよび IEA の石炭消費から見ると、ロシア

の分野別の石炭消費全体としては基本的に減少傾向である。また、石炭多消費産業である電力産

業は新規石炭火力発電所の建設も予定されたが、電力消費効率の改善などにより、電力需要の伸

びは低く、長期的に電力分野での石炭需要の増加は難しいと見込まれる。 

 

比率(%)

2005 2010 2011 2012 2013 2014 2014 10/05 14/10

最終消費合計 1,295 1,003 1,061 1,083 845 760 100.0 -5.0 -6.7

工業 199 186 242 257 249 225 29.7 -1.4 5.0

商業 480 471 470 500 366 204 26.9 -0.4 -18.9

家庭 520 283 284 282 187 283 37.2 -11.4 0.0

農業・漁業 22 18 15 11 11 16 2.1 -4.1 -2.8

その他部門 74 45 50 32 32 32 4.2 -9.5 -8.4

分野
年率（％）消費量（万トン）
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3.1.3 炭種別の石炭消費 

炭種別の消費はロシアの UGOL とインターファクスの統計とでは若干の差がある。UGOL 資料

によると、2015 年の一般炭の消費量（販売量）165.9 百万トンの内訳は、国産炭 143.8 百万トン、

輸入炭 22.1 百万トンであり、2015 年の一般炭消費の合計は 2014 年の 157.3 百万トンに比べ 5.5%

増となっている。また、2015 年の原料炭消費量 36 百万トンの内訳は、国産炭 35.2 百万トン、輸

入 0.8 百万トンで、2015 年の原料炭消費は 2014 年の 39.7 百万トンより減少している。 

 

一方、インターファクスの統計では、2015 年の一般炭消費は 139 百万トンで、2014 年の 132.7

百万トンより 4.7%増、2013 年の 140 百万トンに比べ 0.4%減である。2015 年の原料炭の消費は 38

百万トン、2014 年の 39 百万トンより 2.6%減、2013 年の 38.1 百万トンに比べ 0.1%減である。2015

年のロシアの一般炭消費は石炭消費全体の 78.5%を占め、2014 年の 77.3%より拡大した。インタ

ーファクスの石炭消費統計には輸入炭が含まれていない可能性があるが、2015 年の原料炭の消費

は UGOL 統計より多い。 

 

表 3.1.5 ロシアの炭種別の石炭消費統計 

 

（出所）Interfax「Russia’s Coal Industry Adjusting To Low Prices」、 

UGOL「Russian coal industry for January-June 2016」 

 

他方、IEA 統計では 2014 年の原料炭消費は 5,642 万トン、瀝青炭 7,613 万トン、無煙炭 129.3 万

トン、褐炭 6,726 万トン、合計で 2 億 110 万トンである（統計誤差がある）。IEA の原料炭の消費

はインターファクスの統計の 2014 年の消費より 1,800 万トン以上多く、一般炭の消費（瀝青炭と

褐炭の合計）はロシアの資料とほぼ同じである。また、IEA 統計によると、2014 年の瀝青炭と褐

炭の消費合計は 71.3%を占め、原料炭の消費は石炭消費全体に占める比率 28.1%である。 

 

  

2010 2011 2012 2013 2014 2015

一般炭 173 178.4 176.6 172.9 157.3 165.9 -9.0 5.5

国産 144.1 148.1 147.3 145.1 133.3 143.8 -8.1 7.9

輸入 28.9 30.3 29.3 27.8 24 22.1 -13.7 -7.9

原料炭 39.2 40.7 39 39.9 39.7 36 -0.5 -9.3

国産 38.5 38.8 37.1 38.1 38.4 35.2 0.8 -8.3

輸入 0.7 1.9 1.9 1.8 1.3 0.8 -27.8 -38.5

一般炭 159.5 150.5 140 132.7 139 -5.2 4.7

原料炭 38.8 37.1 38.1 39 38 2.4 -2.6

炭種 供給源

UGOL統計

インターファクス統計

14/13 15/14

消費量(百万トン） 年率(％）
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表 3.1.6 IEA の炭種別の石炭消費統計 

 

（出所）IEA 統計 

 

3.1.4 部門別・炭種別の石炭消費 

ロシアの国内統計は部門別、炭種別の統計がないため、ここでは IEA 統計を利用する。IEA の

部門別、炭種別の消費を見ると、2014 年の発電部門の瀝青炭消費は 4,800 万トン、瀝青炭消費全

体に占める比率は 63.0%で、2005～2010 年の瀝青炭消費の年平均増加率▲0.7%に対し、2010～2014

年の年平均増加率はさらに減少し▲3.8%となった。 

 

2014 年の電力部門の褐炭消費は 5,340 万トン、褐炭消費合計に占める比率 79.4%で、2005～2010

年の褐炭消費の年平均増加率 1.8%であったが、2010～2014 年では▲2.1%に落ちた。2014 年のそ

の他転換部門の瀝青炭消費 2,202 万トンで、2010 年の 1,066 万トンより倍増であり、瀝青炭消費

全体の 28.9%を占める。2014 年のその他転換部門の褐炭消費 1,238 万トンで消費全体の 18.4%を

占め、2010～14 年の年平均増加率は▲6.5%である。 

 

表 3.1.7 部門別の瀝青炭と褐炭の消費 

 

（出所）IEA 統計 

 

最終消費部門の瀝青炭と褐炭の消費量は全体として少なく、2014 年の瀝青炭と褐炭の消費量は

合計 原料炭 瀝青炭 褐炭 無煙炭 原料炭 瀝青炭 褐炭 無煙炭

2005 21,459 4,499 9,645 7,316 0 21.0 44.9 34.1 0.0

2006 21,970 4,462 10,115 7,393 0 20.3 46.0 33.6 0.0

2007 21,218 4,653 9,551 7,015 0 21.9 45.0 33.1 0.0

2008 22,953 4,220 10,656 8,077 0 18.4 46.4 35.2 0.0

2009 18,666 4,681 6,963 7,023 0 25.1 37.3 37.6 0.0

2010 20,082 4,970 7,484 7,628 0 24.7 37.3 38.0 0.0

2011 20,363 5,367 6,946 7,757 293 26.4 34.1 38.1 1.4

2012 22,739 5,694 9,291 7,755 0 25.0 40.9 34.1 0.0

2013 21,045 5,250 8,195 7,331 268 24.9 38.9 34.8 1.3

2014 20,110 5,642 7,613 6,726 129 28.1 37.9 33.4 0.6

年
消費量（万トン） 構成比（％）

構成比%

2005 2010 2011 2012 2013 2014 2014.0 10/05 14/10

発電 11,136 11,424 11,467 12,043 10,664 10,140 70.7 0.5 -2.9

瀝青炭 5,824 5,610 5,597 6,180 5,081 4,800 63.0 -0.7 -3.8

褐炭 5,312 5,813 5,870 5,862 5,583 5,340 79.4 1.8 -2.1

その他 4,530 2,685 2,175 3,920 4,016 3,440 24.0 -9.9 6.4

瀝青炭 2,736 1,066 494 2,235 2,439 2,202 28.9 -17.2 19.9

褐炭 1,795 1,620 1,681 1,685 1,578 1,238 18.4 -2.0 -6.5

最終消費 1,295 1,003 1,061 1,083 845 760 5.3 -5.0 -6.7

瀝青炭 1,085 808 856 875 675 611 8.0 -5.7 -6.7

褐炭 209 195 206 208 170 148 2.2 -1.4 -6.6

合計 16,960 15,112 14,703 17,046 15,526 14,339 100 -2.3 -1.3

瀝青炭 9,645 7,484 6,946 9,291 8,195 7,613 100 -4.9 0.4

褐炭 7,316 7,628 7,757 7,755 7,331 6,726 100 0.8 -3.1

消費量（万トン）
分野 炭種

年率(%)
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611 万トンと 148 万トンであり、ロシアの瀝青炭と褐炭の消費量に占める比率は 8.0%と 2.2%であ

る。また、2014 年の最終消費部門の瀝青炭消費のうち、工業部門 208 万トン（最終消費に占める

比率 34.0%、以下同）、家庭部門 197 万トン（32.2%）、商業部門 162 万トン（26.4%）などである。

2014 年の最終消費分門の褐炭消費の内訳は、工業部門 18 万トン（11.9%）、家庭部門 86 万トン

（57.9%）、商業部門 42 万トン（28.6%）である。 

 

また、最終消費に占める瀝青炭と褐炭の比率は 80.5％と 19.5％であり、2005 年と 2010 年の比

率と殆ど同じである。ただし、2011 年以降の 3 年間で家庭部門の褐炭消費は年々増え、2014 年の

石炭消費に占める褐炭の比率が 2010 年の 12.9％から 17.5％増の 30.4％に達した。これは主に価格

が理由と推測される。2010 年以降の最終部門の石炭消費全体を見ると、工業部門を除くほぼ全て

の部門で消費が減少している。 

 

表 3.1.8 最終消費部門の瀝青炭と褐炭の消費 

 

（出所）IEA 統計 

 

3.1.5 地域別の石炭消費 

ロシアの主な石炭消費地域はシベリアである。Argus35の資料によると、2015 年のシベリアの石

炭消費は 115.3 百万トンであり、ロシアの石炭総消費の 201.7 百万トンに占める比率は 57.2%であ

る。また、2014 年の石炭消費は 2013 年より 7.3%減少したのに対し、2015 年の石炭消費は 2014 年

に比べ 8.3%増となった。シベリア地域の最大消費地は Kemerovo Region（ケメロボ）であり、2015

年の消費量は 49.3 百万トンで、シベリア地域の石炭消費の 42.7%を占める。 

 

2015 年の極東地域の石炭消費の合計は 15.7 百万トンで、2014 年の 13.9 百万トンより 12.9%増、

2013 年の 16.2 百万トンより減少した。2015 年の極東地域の石炭消費はロシアの石炭消費の 7.8%

を占める。 

                                                        
35 本調査の一部としての、Argus 社による調査資料 

構成比%

2005 2010 2011 2012 2013 2014 2014.0 10/05 14/10

工業 199 186 242 257 249 225 29.7 -1.4 5.0

瀝青炭 157 155 211 227 218 208 34.0 -0.2 7.6

褐炭 43 31 31 30 31 18 11.9 -6.2 -13.1

住民 520 283 284 282 187 283 37.2 -11.4 0.0

瀝青炭 433 246 247 248 141 197 32.2 -10.7 -5.5

褐炭 87 37 37 35 47 86 57.9 -15.9 23.8

商業 480 471 470 500 366 204 26.9 -0.4 -18.9

瀝青炭 424 355 340 360 276 162 26.4 -3.5 -17.9

褐炭 56 116 130 140 90 42 28.6 15.9 -22.2

その他 96 63 65 44 43 48 6.3 -8.1 -6.7

瀝青炭 72 52 57 41 40 45 7.4 -6.3 -3.2

褐炭 24 11 8 3 3 2 1.6 -14.4 -32.0

最終消費合計 1,295 1,003 1,061 1,083 845 760 100 -5.0 -6.7

瀝青炭 1,085 808 856 875 675 611 100 -5.7 -6.7

褐炭 209 195 206 208 170 148 100 -1.4 -6.6

分野 炭種
消費量（万トン） 年率(%)
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シベリアと極東地域の石炭消費増加に対し、2015 年のこの二つの地域以外（その他地域）の石

炭消費量は 70.7 百万トンで、2014 年の 77.5 百万トンより減少した。その他地域の 2015 年の石炭

消費はロシア石炭消費の 35.1%を占める。また、その他地域の中で Sverdlovsk Region（スヴェドロ

フスク州）と Chelyabinsk Region（チェリャビンスク州）の石炭消費が多く、2015 年の消費はそれ

ぞれ 17.3 百万トンと 15.8 百万トンである。 

 

表 3.1.9 地域別の石炭消費 

 

（出所）Argus 

 

主な石炭消費地の分布から見ると、ロシアの石炭消費は基本的に石炭生産地の周辺であり、カ

ザフスタン国境地域の石炭消費は主にカザフスタンからの輸入炭である。 

シェア% 年率(%)

2011 2012 2013 2014 2015 2015 2014-15

シベリア 117.3 119.7 114.9 106.5 115.3 57.2 8.3

ケメロボ州 48.1 46.4 47.1 45.7 49.3 24.4 7.9

クラスノヤルスク地方 16.0 17.0 14.4 13.3 15.9 7.9 20.2

イルクーツク州 15.5 17.7 16.4 13.3 13.0 6.5 -2.4

アルタイ地方 11.6 12.3 11.4 11.2 12.2 6.0 8.1

ノボシビルスク州 8.3 8.7 7.2 6.2 7.8 3.9 26.6

バイカル地方 6.1 5.7 6.5 5.7 5.6 2.8 -1.5

オムスク州 5.4 5.1 5.2 4.3 4.7 2.4 11.6

ブリヤート共和国 3.8 3.4 3.7 3.3 3.6 1.8 10.2

ハカス共和国 1.4 1.8 1.5 1.8 2.0 1.0 10.5

トムスク州 1.1 1.6 1.6 1.7 1.1 0.5 -36.8

極東 19.3 17.7 16.2 13.9 15.7 7.8 12.9

沿海地方 8.8 7.3 7.2 6.5 7.9 3.9 21.6

アムール 3.8 3.6 4.0 3.3 3.5 1.7 5.9

ハバロフスク地方 3.3 3.7 2.9 2.4 2.9 1.4 16.7

サハ共和国 1.5 1.6 1.3 1.0 0.8 0.4 -15.9

サハリン州 1.9 1.5 0.9 0.6 0.6 0.3 -10.7

その他 85.8 78.7 76.6 77.5 70.7 35.1 -8.7

スベルドロフスク州 23.1 20.2 19.8 18.1 17.3 8.6 -4.6

チェリャビンスク州 18.5 18.0 17.2 17.3 15.8 7.9 -8.7

ヴォログダ州 5.8 5.5 6.5 7.9 7.4 3.7 -5.9

アルハンゲリスク州 2.7 2.2 2.1 2.0 1.7 0.8 -15.7

ムルマンスク州 0.6 0.5 0.5 0.7 0.7 0.4 1.5

その他 35.1 32.3 30.5 31.4 27.8 13.8 -11.7

合計 222.4 216.1 207.7 197.9 201.7 100.0 1.9

地域
消費（百万トン）



50 

 

（出所）Argus 

図 3.1.7 2013 年の各地の石炭消費と 2015 年の比較 

 

3.2 石炭生産 

ロシア統計によると、2015 年のロシアの石炭生産の合計は 3 億 7,340 万トンで、2010 年の 3 億

2,340 万トンに比べ 5,000 万トン増、年平均増加率 2.9％である。また、2015 年の石炭生産は 2014

年の 3 億 5,820 万トンと 2013 年の 3 億 5,210 万トンに比べ、それぞれ 1,520 万トンと 2,130 万トン

増で、ロシアの石炭生産は国際石炭価格の下落と国内外の石炭需要減退という影響をあまり受け

ていない。 

 

3.2.1 採炭方式別の石炭生産 

ロシア統計およびインターファクスの資料によると、2015 年の石炭生産のうち露天掘り炭鉱の

生産は 2 億 6,970 万トン（石炭生産全体に占める比率 72.2%）、坑内 1 億 370 万トン（石炭生産全

体の 27.8%）である。また、2009 年以降の露天掘り炭鉱の生産は年々に増加し、2015 年の生産は

2010 年の 2 億 2,130 万トンより 4,840 万トン増え、年平均増加率が 4.0％である一方で、坑内掘り

炭鉱の生産は基本的に 1 億トン程度で維持されている。 

 

また、2015 年の露天掘り炭鉱の生産は 2014 年の 2 億 5,290 万トンより 1,680 万トン増加し、坑

内掘炭鉱の石炭生産は 2014 年の 1 億 530 万トンより 100 万トン減少した。これは国際石炭価格の

下落の要因で生産コストが安い露天掘り炭鉱の競争力が坑内掘炭鉱より高いからと見られる。ま

た、UGOL の資料によると、2016 年の 1～6 月でロシアの露天掘り炭鉱の石炭生産は 1 億 3,500 万

トンで、2014 年同期の 1 億 2,790 万トンより 710 万トン増である。坑内掘り炭鉱の生産も 5,170 万

トンと 2014 年同期の 4,770 万トンより 400 万トン増加している。 

49
17

16

16

13

12
8

8

7

6

5

5

47

20

14

17

16

11
7

7

6

6

5

6



51 

 

（出所）Interfax「Russia’s Coal Industry Adjusting To Low Prices」 

図 3.2.1 露天掘り炭鉱と坑内炭鉱の石炭生産 

 

3.2.2 炭種別の生産 

IEA 統計によると、2015 年の石炭生産の合計 3.5 億トンのうち、瀝青炭は 1.8 億トン（52.9%）、

原料炭 7,795 万トン（22.3%）、無煙炭 1,344 万トン（3.8%）、褐炭 7,324 万トン（21.0%）である。

2010～2015 年の間で、石炭生産の年平均増加率の 3.2%に対し、瀝青炭の年平均増加率が 4.7%、

原料炭 3.1%、無煙炭 9.0%であり、褐炭の年平均減少率は 0.8%である。また、2010 年以降の石炭

生産に占める瀝青炭の割合は年々増加、原料炭の割合は基本的に 22%前後に推移、褐炭生産の割

合は低下している。これはロシアの高品位炭生産拡大の政策が反映されたことが見てとれる。 

 

表 3.2.1 炭種別の石炭生産の推移 

 

（出所）IEA 統計 

10740 10210 10,070 10,570 10,130 10,530 10,370

19520

22130
23,580

24,890 25,080 25,290
26,970

30,260
32,340

33,650
35,460 35,210 35,820

37,340

0
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35000
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2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015

坑内 露天掘 合計万トン

生産合計（万トン）

瀝青炭 原料炭 無煙炭 褐炭 瀝青炭 原料炭 無煙炭 褐炭

2000 24,032 10,150 5,104 8,779 42.2 21.2 36.5

2001 24,804 11,095 5,382 8,327 44.7 21.7 33.6

2002 23,758 11,129 5,226 7,403 46.8 22.0 31.2

2003 25,698 12,088 5,655 7,954 47.0 22.0 31.0

2004 25,894 12,862 6,114 6,919 49.7 23.6 26.7

2005 28,288 14,741 5,551 630 7,367 52.1 19.6 2.2 26.0

2006 28,457 14,810 5,403 829 7,415 52.0 19.0 2.9 26.1

2007 28,902 15,178 5,744 866 7,114 52.5 19.9 3.0 24.6

2008 30,496 16,165 5,440 638 8,253 53.0 17.8 2.1 27.1

2009 27,599 14,113 5,985 600 6,901 51.1 21.7 2.2 25.0

2010 29,870 14,695 6,688 875 7,612 49.2 22.4 2.9 25.5

2011 29,564 14,393 6,536 1,000 7,635 48.7 22.1 3.4 25.8

2012 32,936 16,785 7,277 1,144 7,730 51.0 22.1 3.5 23.5

2013 32,599 16,568 7,380 1,283 7,368 50.8 22.6 3.9 22.6

2014 33,294 17,421 7,632 1,352 6,889 52.3 22.9 4.1 20.7

2015 34,928 18,465 7,795 1,344 7,324 52.9 22.3 3.8 21.0

年
構成比率（％）
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ただし、IEA 統計は 2013 年からの国内外の需要減で、生産量の増加傾向が鈍化し、2013～2015

年の瀝青炭の年平均増加率は 3.7%、原料炭 1.8%、無煙炭 1.6%となっている。 

 

一方、ロシア統計によると、2015 年の石炭生産のうち瀝青炭（無煙炭を含む）は 2 億 1,320 万

トン（石炭生産量の 57.1%を占める）、原料炭 8,700 万トン（23.3％）、褐炭 7,300 万トン（19.6%）、

合計 3 億 7,340 万トンである。ロシア統計の 2015 年の石炭生産量は IEA より 2,000 万トン強多い

が、2012 年以降の変化動向は同じである。 

 

 

（出所）Interfax「Russia’s Coal Industry Adjusting To Low Prices」 

UGOL「Russian coal industry for January-June 2016」 

図 3.2.2 瀝青炭と褐炭の生産推移 

 

2013 年以来の炭種別の生産変化を見ると、2015 年の瀝青炭の生産は 2013 年より約 18 百万トン

増、原料炭 400 万トン増、褐炭 100 万トン減であり、石炭生産に占める瀝青炭の比率が上昇し、

褐炭の比率が低下している。 

 

UGOL の資料によると、2015 年の選炭量の合計 169.2 百万トンのうち、原料炭は 87.8 百万トン、

一般炭は 81.4 百万トンであり、選炭比率（選炭量の対石炭生産の比率）は原料炭が 100%を超え

36、一般炭が 28.4%である。また、2015 年の原料炭と一般炭の合計選炭率は 2005 年および 2010 年

に比べ、14.7 ポイントと 6.8 ポイント高く、一般炭の選炭率は 16.4 ポイントと 5.6 ポイント高く

なったが、2013 年以降の一般炭の選炭量はほぼ横ばいとなった。推測として、経済の影響で新規

選炭設備の導入が停滞しているものと推測される。 

  

                                                        
36 石炭在庫の部分を含めていると推測。 
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表 3.2.2 炭種別の選炭量と選炭率 

 

（出所）UGOL「Russian coal industry for January-June 2016」 

 

3.2.3 地域別の石炭生産 

UGOL 資料によると、2015 年の地域別の石炭生産は西シベリア 220.7 百万トン、ロシアの石炭

生産全体の 59.1%を占める。西シベリアの次に、東シベリア 91 百万トン、ロシア全体の 24.4%を

占める。第 3 位は極東地域 40.2 百万トン、ロシア全体の 10.8%を占める。残り 5.7%は北西部 14.7

百万トン（3.9%）、南部 520 百万トン（1.4%）、ウラル 130 万トン（0.3%）と中央地域 28.7 万トン

（0.1%）である。 

 

（出所）UGOL「Russian coal industry for January-June 2016」 

図 3.2.3 地域別の石炭生産 

 

また、2012 年以降の地域別の石炭生産の変化を見ると、西シベリアの石炭は年々増産されてい

るが、2015 年の増加率は 2014 年より低い。2015 年の東シベリア炭も増産されたが、2012 年の 92.3

百万トンに比べ、生産量は少ない。また、2015 年の極東地域の石炭生産は他の地域より大幅に増

産され、ロシアの石炭生産全体に占める比率が 2012 年の 9.9%から 0.3 ポイント増えた。一方、

2015 年の南部・ウラル・中央地域の石炭は減産となり、石炭需要の低下を反映したものと推測さ

れる。 

原料炭 一般炭 合計 原料炭 一般炭 合計

2005 64.2 27.6 91.8 91.8 12.0 30.6

2006 68.9 29.8 98.7 97.7 12.4 31.8

2007 74.9 39.1 114 102.7 16.2 36.3

2008 66.8 43.8 110.6 97.4 16.8 33.6

2009 62.3 46.5 108.8 102.1 19.2 36.0

2010 66.8 57.6 124.4 95.0 22.8 38.5

2011 68.7 57.1 125.8 101.0 21.3 37.4

2012 77.3 64.2 141.5 103.6 22.9 39.9

2013 81.5 74.6 156.1 97.8 27.8 44.3

2014 88.1 75.5 163.6 103.5 27.6 45.7

2015 87.8 81.4 169.2 100.9 28.4 45.3

年
選炭量（百万トン） 選炭率（％）

東シベリア, 91百万トン

（24.4%）

極東, 40.2百万トン

（10.8%）

中央, 0.3百万トン

（ 0.1%）
北西部, 14.7百万トン

（ 3.9%）
南部, 5.2百万トン

（1.4%）

ウラル, 1.3百万トン

（0.3%）

西シベリア, 220.7百万トン

（59.1%）



54 

 

表 3.2.3 地域別の石炭生産の変化 

 

（出所）UGOL 各年誌 

 

2015 年のシベリア地域の石炭生産のうち、Kemerovo Region（ケメロボ州）の石炭生産量は 215.8

百万トンでロシアの石炭総生産の 57.8%を占め、2015 年の生産は 2013 年の 202.8 百万トンに比

べ、13 百万トン増である。 

 

表 3.2.4 地域別の石炭生産動向 

 

（出所）Argus 

構成(%)

2012 2013 2014 2015 2015 14/13 15/14

西シベリア 205.2 207.8 215.7 220.7 59.1 3.8 2.3

東シベリア 92.3 89.8 87 91 24.4 -3.1 4.6

極東 35.1 33.2 34 40.2 10.8 2.4 18.2

北西部 13.8 14 13.2 14.7 3.9 -5.7 11.4

南部 5.6 4.7 5.9 5.2 1.4 25.5 -11.9

ウラル 2.4 2.3 2.1 1.3 0.3 -8.7 -38.1

中央 0.2 0.3 0.3 0.3 0.1 12.7 -5.0

合計 354.6 352.1 358.2 373.4 100.0 1.7 4.2

年率(%)
地域

生産量（百万トン）

シェア％

2013 2014 2015 2015 2014-13 2015-14

シベリア 297.6 302.7 311.7 83.5 1.7 3.0

ケメロボ州 202.8 211.0 215.8 57.8 4.0 2.3

クラスノヤルスク地方 38.0 37.0 39.2 10.5 -2.7 6.0

バイカル地方 21.5 21.1 19.5 5.2 -1.6 -7.7

ハカス共和国 14.4 16.0 17.9 4.8 10.9 11.9

イルクーツク州 13.3 10.2 11.2 3.0 -23.3 9.6

ノボシビルスク州 5.0 4.7 4.9 1.3 -5.5 3.7

ブリヤート共和国 1.9 2.0 2.4 0.6 0.4 22.7

トゥヴァ共和国 0.6 0.7 0.8 0.2 23.0 12.0

極東 33.2 34.0 40.2 10.8 2.4 18.2

サハ共和国 12.7 12.7 16.1 4.3 0.3 26.9

沿海地方 8.3 7.4 9.1 2.4 -10.5 22.6

ハバロフスク地方 4.6 5.4 5.6 1.5 16.1 4.0

サハリン州 3.8 4.5 5.5 1.5 18.8 21.0

アムール 3.0 3.2 3.3 0.9 4.3 4.1

マガダン州 0.4 0.3 0.3 0.1 -11.2 0.1

チュクチ自治管区 0.4 0.4 0.2 0.1 23.0 -46.4

その他 21.2 21.4 21.5 5.7 0.9 0.1

コミ共和国 13.9 13.1 14.6 3.9 -5.8 11.3

ロストフ州 4.7 5.9 5.2 1.4 25.0 -11.4

その他 2.7 2.5 1.7 0.5 -6.4 -31.7

合計 352.0 358.2 373.4 100.0 1.7 4.2

生産量（百万トン） 年率（％）
地域
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石炭生産第 2 位である Krasnoyarsk Territory（クラスノヤルスク地方）の石炭生産は 39.2 百万ト

ンでロシア石炭生産の 10.5%を占め、2013 年の 38 百万トンより若干増えた。第 3 位の Trans-Baikal 

Territory（バイカル地方）の石炭生産は 19.5 百万トンでロシアの石炭生産の 5.2%を占め、2014 年

の 21.1 百万トンに比べ若干減少した。2015 年の極東地域の石炭生産の合計は 40.2 百万トンでロ

シアの石炭生産量の 10.8％を占め、2014 年の 34 百万トンに比べ 600 万トン増である。 

 

2015 年のシベリアと極東地域以外のその他地域の石炭生産の合計は 21.5 百万トン、2014 年と

2013 年の 21.2 百万トンと 21.4 百万トンの横這いである。その他地域のうち、Komi Republic（コ

ミ共和国）の石炭生産は 14.6 百万トンで、2013 年と 2014 年の 13.9 百万トンと 13.1 百万トンに比

べて増産となった。 

 

 

（出所）Argus 

図 3.2.4 2015 年の地域別の石炭生産と 2013 年の比較 

 

2015 年に 1,000 万トン以上石炭を生産しているのが 7 地域、その生産量合計は 334 百万トンで

ロシアの石炭生産の 89.5%を占める。また、この 7 地域の 2015 年の石炭生産は 2013 年の 317 百

万トン、2014 年の 321 百万トンに比べ増加している。 
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（出所）Argus 

図 3.2.5 年間 1,000 万トン以上の石炭生産地域 

 

また、石炭生産のうちの原料炭生産を見ると、2015 年の Kemerovo Region（ケメロボ）の原料炭

生産 59 百万トンでロシアの原料炭生産の 71.2%を占め、Komi Republic（コミ共和国）の原料炭生

産 13 百万トンで原料炭生産の 15.9%を占め、Republic of Sakha（サハ共和国）の原料炭生産 10 百

万トンで原料炭生産の 12.6%を占める。 

 

 

（出所）Argus 

図 3.2.6 地域別の原料炭生産 

 

最後に、地域別の石炭需給関係を見ると、2015 年のシベリア地域の移出・輸出可能の量は約 2.0

億トンで 2013 年の 1.8 億トンより増えたが、2014 年の横這いである。極東地域の石炭移出・輸出

可能な量は 24.5 百万トンで 2 年連続で増えた。その他地域の石炭移入あるいは輸入は 4.9 百万ト
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ン、2014 年と 2013 年より減少した。また地理的にみると、アジア・太平洋地域への輸出は欧州よ

り輸送コストが安い。 

 

表 3.2.5 地域別の石炭需給バランス（百万トン） 

 

（出所）本調査 

 

3.3 石炭の輸出と石炭価格 

3.3.1 炭種別の輸出 

ロシアの税関統計によると、2015 年のロシアの褐炭を含めた石炭輸出量は合計で 1 億 5,604 万

トンで 2014 年の 1 億 5,557 万トンに比べ 0.3％増であるが、国際、特に中国の石炭需要の鈍化が

原因で、2010～2014 年の年率 4.7％より増加率が低下した。2015 年の石炭輸出のうち、瀝青炭輸

出量は 1 億 1,801 万トン（石炭輸出全体の 75.6％、以下同）、原料炭 1,848 万トン（11.8％）、無煙

炭 1,538 万トン（9.9％）、褐炭 337 万トン（2.2％）、亜瀝青炭 80 万トン（0.5％）である。 

 

表 3.3.1 炭種別の石炭輸出の変化 

 

（出所）ロシア税関統計 

  

2015 年のロシアの石炭輸出金額は合計で 96.1 億ドルで、2012 年ピーク時の 129.6 億ドル、2013

年の 119.1 億ドルおよび 2014 年の 117.6 億ドルに比べ 3 年連続減少となった。2015 年の瀝青炭の

輸出額は 67.1 億ドルで、2014 年より 20.6％減で、石炭輸出額に占める比率 69.9％である。原料炭

の輸出額は 14.4 億ドルで、2014 年より 26.2％減、石炭輸出額の 15.0％を占める。無煙炭の輸出額

は 12.8 億ドルで、2014 年の 12.3 億ドルより増加し、石炭輸出額の 13.3％を占める。褐炭の輸出

額は 1.3 億ドルで、2014 年の 1.2 億ドルより増え、輸出額の 1.4％を占める。亜瀝青炭の輸出額は

2013 2014 2015

シベリア（需給バランス） 182.7 196.3 196.4

生産 297.6 302.7 311.7

消費 114.9 106.5 115.3

極東（需給バランス） 17.0 20.1 24.5

生産 33.2 34.0 40.2

消費 16.2 13.9 15.7

その他地域（需給バランス） -55.3 -56.1 -49.3

生産 21.2 21.4 21.5

消費 76.6 77.5 70.7

輸出ポテンシャル 144.3 160.3 171.6

地域

年率(%) 比率(%)

2010 2011 2012 2013 2014 2015 15/14 2015

瀝青炭 8,768 8,692 10,057 10,616 11,930 11,801 -1.1 75.6

原料炭 1,817 1,418 1,770 2,153 2,108 1,848 -12.3 11.8

無煙炭 959 733 1,083 1,129 1,271 1,538 21.0 9.9

褐炭 53 91 141 178 240 337 40.2 2.2

亜瀝青炭 130 111 14 1 6 80 1,176.7 0.5

合計 11,726 11,045 13,066 14,076 15,557 15,604 0.3 100.0

炭種
輸出量（万トン）
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4,700 万ドルで、2014 年の 500 万ドルより増加し、輸出額の 0.5％を占める。輸出金額と輸出量を

比べると、輸出量は 2011 年から年々増加しているが、ドル建ての輸出額は石炭価格の影響で 2012

年から年々減少している。 

表 3.3.2 石炭輸出額の変化 

（出所）ロシア税関統計 

3.3.2 石炭輸出先の変化 

2015 年現在、ロシア炭の主な輸出先は欧州であり、欧州への石炭輸出量は全体の 53％を占める。

北東アジアはロシア石炭輸出量の 39％を占め、東南アジアと南アジアの合計は 5％を占める。 

（出所）ロシア税関統計 

図 3.3.1 ロシア炭の輸出先（2015 年） 

ただし、2010 年以降のロシア炭の輸出先の変化を見ると、ロシア統計局の資料によれば、2010

年の石炭輸出 1.2 億トンのうち、大西洋向けの輸出は 8,220 万トンで輸出全体の 70.6%を占め、東

方向けの石炭輸出は 3,420 万トンで輸出全体の 29.4%を占めたが、2015 年の石炭輸出の 1.6 億ト

ンのうち、大西洋向けの石炭輸出は 8,400 万トンで輸出全体の 53.8%を占め、東方向けの石炭輸出

は 7,200 万トンで石炭輸出全体の 46.1%を占めた37。2010～2015 年の間の輸出量を見ると、欧州の

石炭需要減ではなく、アジア・太平洋地域の石炭需要増の要因で、ロシアの石炭輸出シェアが変

化している。 

37 ロシア税関統計と統計局の統計は若干の誤差がある。 

年率(%) 比率(%)

2010 2011 2012 2013 2014 2015 15/14 2015

瀝青炭 6,156 7,919 9,004 8,342 8,459 6,714 -20.6 69.9

原料炭 2,161 2,460 2,558 2,257 1,951 1,441 -26.2 15.0

無煙炭 874 828 1,307 1,221 1,229 1,279 4.1 13.3

褐炭 22 50 77 88 116 130 12.0 1.4

亜瀝青炭 86 84 9 1 5 47 752.8 0.5

合計 9,299 11,341 12,955 11,909 11,760 9,611 -18.3 100.0

炭種
金額（百万ドル）

北東アジア
39%

東南アジア
3%

南アジア
2%

中央アジア
0%

欧州
53%

その他
3%
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（出所）ロシア統計局 

図 3.3.2 2010 年以降のロシア炭の輸出先の変化 

3.3.3 日本および北東アジア諸国のロシア炭の輸入動向 

ロシア税関統計によると、2015 年の北東アジア地域への石炭輸出合計は 6,264 万トンでロシア

の石炭輸出全体の 40.7%を占め、そのうち対日本の石炭輸出38は 1,618 万トンで、対北東アジア地

域の石炭輸出の 25.8%、ロシアの石炭輸出全体の 10.4%を占める。2015 年の対中国・韓国の石炭

輸出はそれぞれ 1,639万トンと 2,166万トンであり、対北東アジア地域の石炭輸出の 26.2%と 34.6%

を占める。 

（出所）ロシア統計局 

図 3.3.3 2015 年の北東アジア地域の国別のロシア炭の輸入 

北東アジア地域のロシア炭の輸入は瀝青炭が中心である。また、中国の原料炭、無煙炭および

その他炭の輸入は国内経済の影響で、2013 年から連続で減少した一方で、日本と韓国のロシア産

の原料炭の輸入は増えている。 

38 ロシア税関の輸出統計数字は日本および他の諸国の輸入統計と誤差がある。 
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3.3.4 地域別の石炭輸出 

UGOL 誌の情報によると、2015 年のロシア炭の輸出の 78.3%が西シベリア地域からである。2015

年のロシア炭の輸出量の 1 億 5,604 万トンで計算すると、輸出量は 1 億 2,218 万トンに達してい

る。西シベリアの次は東シベリアであり、年間輸出量 1,810 万トンで、ロシアの石炭輸出の 11.6%

を占める。第 3 位の極東地域の石炭輸出は 1,358 万トンで、ロシアの石炭輸出の 8.7%を占める。

2015 年と 2013 年の地域別の輸出構造を比較するとロシア炭の輸出に占める西シベリア地域は

0.7%減、東シベリアは 1%増、極東地域は横這いである。 

また、2015 年の西シベリア地域の石炭生産 220.7 百万トンに占める石炭輸出の比率は 55.3%、

同じく、東シベリア地域の石炭生産の 91 百万トンに占める石炭の輸出比率は 19.8%で、極東地域

の石炭生産の 40.2 百万トンに占める石炭の輸出比率は 33.8%である。 

（出所）UGOL 各年誌 

図 3.3.4 地域別の輸出 

3.3.5 石炭輸出価格と国内価格の変化 

2015 年のロシアの石炭輸出平均価格（FOB 価格、以下同）は 61.6 ドル/トンで、最高年の 2011

年価格 102.7 ドル/トンに比べ 41.1 ドル/トン安く、2013 年と 2014 年の 84.6 ドル/トンと 75.6 ドル

/トンに比べ 23 ドル/トンと 14 ドル/トン安い。2015 年の炭種別の価格を見ると、瀝青炭の価格は

56.9 ドル/トン、原料炭の価格 78.0 ドル/トン、無煙炭の価格 83.2 ドル/トン、褐炭の価格 38.7 ドル

/トンとなり、すべて 2010 年以降の最低価格である。 
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表 3.3.3 炭種別の輸出の石炭価格 

（出所）Customs Committee of Russia 

ロシア税関統計によると 2015 年のロシアの原料炭輸出の平均価格（FOB 価格、以下同）は 78

ドル/トンで 2014 年の 92.6 ドル/トンに比べ 14.6 ドル/トン安く、一般炭の輸出の平均価格は 56.9

ドル/トンで 2014 年の 70.9 ドル/トンに比べ 14 ドル安く、褐炭の輸出の平均価格 38.7 ドル/トン

で、2014 年の 48.4 ドル/トンより 9.7 ドル安い。 

また、ロシアの輸出価格と国内販売価格を比べると、各年の原料炭の輸出価格（税込）はすべ

て国内販売価格より安く、2013 年～2015 年の間で両者の差は 12.7～22.2 ドル/トンである。一般

炭と褐炭の輸出価格と国内販売価格を見ると、輸出価格は国内販売価格より高く、一般炭の輸出

価格は国内販売価格の差 29.7～31.1 ドル/トン、褐炭の輸出価格と国内販売価格の差は 17.8～20.4

ドル/トンである。 

表 3.3.4 ドル建ての炭種別の輸出価格と国内販売価格の比較 

（出所）Federal State Statistics Service「Russia in Figures 2016」、ロシア税関 

ただし、上掲の表をルーブルに換算すると、2015 年の石炭の輸出価格と国内販売価格は両方と

も値上げされ、輸出価格と国内販売価格の差も拡大している。 

2010 2011 2012 2013 2014 2015 15/14 15/13

瀝青炭 70.2 91.1 89.5 78.6 70.9 56.9 -19.8 -14.9

原料炭 118.9 173.6 144.5 104.8 92.6 78.0 -15.8 -13.8

無煙炭 91.1 112.9 120.7 108.2 96.6 83.2 -13.9 -12.3

褐炭 41.2 55.2 54.6 49.7 48.4 38.7 -20.1 -11.8

亜瀝青炭 66.1 75.6 63.6 146.4 87.5 58.5 -33.2 -36.8

平均 79.3 102.7 99.1 84.6 75.6 61.6 -18.5 -14.7

価格（ドル/トン） 年率（％）
炭種

炭種 区分 増減（ドル/トン）

原料炭 2010 2011 2012 2013 2014 2015 14/13 15/14

輸出 118.9 173.6 144.5 104.8 92.6 78.0 -12.3 -14.6

国内販売 194.9 221.4 146.7 127.1 110.6 90.7 -16.4 -20.0

差 76.0 47.8 2.2 22.2 18.1 12.7 -4.2 -5.4

一般炭

輸出 70.2 91.1 89.5 78.6 70.9 56.9 -7.7 -14.0

国内販売 43.1 50.9 49.5 47.5 41.5 27.2 -6.0 -14.2

差 -27.1 -40.2 -40.0 -31.1 -29.4 -29.7 1.6 -0.2

褐炭

輸出 41.2 55.2 54.6 49.7 48.4 38.7 -1.3 -9.7

国内販売 29.5 30.9 29.7 31.9 26.6 18.3 -5.3 -8.3

差 -11.8 -24.4 -24.9 -17.8 -21.8 -20.4 -4.0 1.4

価格（ドル/トン）
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表 3.3.5 ルーブル建ての炭種別の輸出価格と国内販売価格の比較 

 

（出所）Federal State Statistics Service「Russia in Figures 2016」、ロシア税関 

 

上掲の表で見るとロシアの石炭企業は世界エネルギー価格下落の経営に対する影響は少ないと

見られる。石炭はドル建てで輸出され、2015 年の価格は 2014 年価格より 10%前後安くなった。

しかし、同時にルーブル安も進んで、石炭会社の石炭輸出による売り上げは、自国通貨に戻すと

き、石炭価格の低落が相殺されることになり、一方で価格の下落は輸出税、産出税および政策コ

ストの縮小につながることから、石炭企業の税引き後の利益が拡大しているケースが多く見られ

た。他方、政府の税収が減少していることから、税制などの財政条件は近将来、変更される可能

性が高くなった。 

 

3.4 ロシアの石炭産業の動向と経営実態 

UGOL 誌によると、2016 年現在、ロシアの石炭生産企業は 173 社（坑内掘 65 社、露天掘 108

社）である。石炭産業の従業員数は 15 万人である。また、労働者の家族を入れると、石炭と関連

産業の人数は 70 万人前後である。また、1 企業当たり従業員は 148 人であり、2013 年の 164 人よ

り 16 人減で、2016 年 1～6 月で 1 企業当たりの従業員はさらに 7 人減少した。 

 

表 3.4.1 従業員の平均給与と労働生産性 

 

（出所）UGOL「Russian coal industry for January-June 2016」 

炭種 区分 増減（ドル/トン）

原料炭 2010 2011 2012 2013 2014 2015 14/13 15/14

輸出 3,612 5,099 4,455 3,338 3,552 4,751 214 1,199

国内販売 5,920 6,505 4,523 4,045 4,245 5,524 200 1,279

差 2,308 1,406 68 707 693 773 -14 80

一般炭

輸出 2,132 2,677 2,761 2,502 2,721 3,467 219 746

国内販売 1,308 1,496 1,526 1,512 1,591 1,658 79 67

差 -824 -1,181 -1,235 -990 -1,130 -1,809 -140 -679

褐炭

輸出 1,253 1,623 1,683 1,582 1,857 2,356 275 499

国内販売 895 907 915 1,015 1,019 1,114 4 95

差 -358 -716 -768 -567 -838 -1,242 -271 -404

価格（ルーブル/トン）

平均給与 平均給与 1企業当たり 一人当たり

ルーブル/月 ドル/月 従業員 トン/月・人

2005 13,599 481 246 142.5

2006 15,980 588 225 146.4

2007 17,874 699 210 159.8

2008 22,918 922 191 167.7

2009 23,402 737 171 167.7

2010 27,260 898 169 193.8

2011 32,156 1,094 169 208.4

2012 35,694 1,157 168 250.0

2013 38,179 1,199 164 257.0

2014 40,529 1,056 155 282.0

2015 44,397 729 148 289.0

2016 45,740 700 141 303.6

年
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2015 年の従業員の月平均給与は 44,397 ルーブル/月で、ドルに換算すると 729 ドル/月である。

2015 年の給与水準は 2013 年の 38,179 ルーブル/月より 6,218 ルーブル増加しているが、2013 年ド

ル換算 1,199 ドル/月より 470 ドル減となった。また、2016 年 1～6 月のドルベースの従業員の平

均給与はさらに減少し、700 ドル/月となった。2016 年 1～6 月の一人当たりの生産量は初めて 300

トン/月を超える 304 トン/月に達し、2005 年の 143 トン/月と 2010 年の 194 トン/月に比べ、労働

生産性が高くなった。 

 

UGOL 誌によると、2015 のロシアの石炭生産の 72.2%が露天掘、27.8％が坑内掘である。坑内

掘はロングウォール生産方式の導入により、採炭切羽数が全体として減少する傾向にある。2016

年 1～6 月の稼働平均切羽数 64.9（2015 年同期の 67.9 より 4%減）のうち、クズネッツ炭田 35.1

（2015 年同期 39.1）、ペチョーラ炭田 10.9（2015 年同期と同じ）、ドネツク炭田 5.5（2015 年同期

6.0）、極東炭田 11.6（2015 年 10.1）、ハカシア共和国 0.8（2015 年と同じ）などとなっている。 

 

（出所）UGOL「Russian coal industry for January-June 2016」 

図 3.4.1 平均切羽数の変化 

 

UGOL 誌によると、2015 年の石炭産業の新規稼働炭鉱の生産能力は 460 万トン/年で、2005 年

以降の最低水準となった。また、新規稼働の選炭設備能力 150 万トン/年で、2013 年以降の最低水

準となった。 
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（出所）UGOL「Russian coal industry for January-June 2016」 

図 3.4.2 新規稼働炭鉱と選炭設備の生産能力 

 

2015 年 1～11 月のロシアの石炭生産コストの構成を見ると、材料費はコスト全体の 44.8%を占

め、2013 年同期の 41.7%と 2014 年同期の 42.3%に比べ上昇した。人件費の比率は全体の 12.9%を

占めているが、2 年連続で減少しており、従業員の削減の効果と見られる。一方、社会必要経費控

除と設備の減価償却費の比率は二年連続増で、5.0%と 9.6%となった。また、その他経費は 2014 年

同期の 12.3%より減少し、10.3%を占める。管理費の比率は 17.4%で、2013 年の 20.0%と 2014 年

の 17.7%に比べ減少した。 

 

（出所）UGOL 誌各年 

図 3.4.3 石炭生産コストの構成の変化 

 

UGOL 誌の 2016 年 3 月号によると、2015 年 1～11 月の石炭生産の平均原価 1,417.4 ルーブル/ト

ンで、年間で 85.9 ルーブル/トン上がっている。管理費を除く石炭生産コストは 75.2 ルーブル/ト

ン増加し 1,171.6 ルーブル/トンとなった。石炭生産の管理コストは 10.7 ルーブル/トン増えて 245.8

ルーブル/トンに達した。 
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また、材料費は 635.8 ルーブル/トン（2014 年 1～11 月に比べ 71.2 ルーブル/トン増、以下同）、

人件費 182.4 ルーブル/トン（5.7 ルーブル/トン増）、社会貢献必要経費 70.8 ルーブル/トン（5.3 ル

ーブル/トン増）、設備の減価償却費 136.5 ルーブル/トン（10.6 ルーブル/トン増）、その他経費 146.0

ルーブル/トン（17.6 ルーブル/トン減）などである。

石炭生産コストの上昇の最大理由は材料費の上昇であり、材料費の上昇は生産コスト上昇をけ

ん引し、これはルーブル安により輸入材料費が高くなったものと考えられる。また、2015 年の為

替レートで計算すると 2015 年の石炭生産原価は 23.3 ドル/トンで、2014 年の 34.7 ドル/トン、2013

年の 45.8 ドル/トンよりさらに安くなった。2015 年の生産原価を一般炭の平均輸出価格（FOB 価

格）56.9 ドル/トンと比べると、輸送タリフを考えても、企業の利益は高くなっていると推測され

る。一方、2015 年の一般炭の平均販売価格は 1,658 ルーブル/トンであり、企業の利益はかなり薄

いと推測される。また、ロシア統計局の数字によると、2015 年の一般炭の山元価格は（平均）1,268

ルーブル/トンであり、平均生産原価の 1,417 ルーブル/トンより低く、管理費を除いた生産原価の

1,172 ルーブル/トンとの差はわずか 96 ルーブル/トンとなった。石炭の輸出が企業の収益の源泉と

なっているものと推測される。 

第 1 章で解析した通り、2015 年は世界のエネルギー価格の暴落と西側諸国の対ロシア経済制裁

などの影響も加わって。ルーブルの対米ドル為替レートは 2010 年の 29.4：1、2014 年の 38.4：1

から 60.9：1 に暴落した。ルーブル安によって、石炭企業全体の石炭売上高をドルで計算すると

2014 年比でマイナス 17.9%になるが、ルーブルで計算すると 31.1%のプラスになる。また、

EBITDA(税引き前・利息払い前・減価償却前営業利益)をルーブルで計算すると、2015 年は前年比

72.3%増加したことになる。 

（出所）Interfax－CAN’s analysis 

図 3.4.4 2015 年の石炭企業全体の売上高と EBITDA の対 2014 年比の変化 

最後に、2012 年以降の各年および 2016 年前半のロシア石炭産業の主な指標を下記の表に纏め

た。数字指標の一部は出所が違っているため若干の誤差がある。 
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表 3.4.2 ロシア石炭産業の主な指標

（出所）UGOL 誌各年 

3.5 まとめ 

本章はロシアの石炭需給動向、変化を重点的に解析した。この章の内容を見ると、ロシアの石

炭生産と輸出の余地は多いが、国内と海外の需要減退により、生産と輸出を抑えている。また、

欧州の石炭需要減退と北東アジア地域を含めたアジア・太平洋地域の需要増加によりロシアの石

炭輸出戦略は転換期に来ている。また、2013 年以降の世界のエネルギー価格の下落はルーブル安

で相殺され、ロシアの石炭産業に対する影響は少ないと見られるが、ロシア政府の歳入の減少な

どの要因で税制などが変更される可能性もあり、新規投資が減少する可能性が出てくると考えて

いる。 

項目 単位 2012 2013 2014 2015 2016 上半期 15/13

石炭生産量 354,562 352,117 358,182 373,363 186,744 106.0

　坑内掘 千トン 105,665 102,012 106,727 103,662 51,717 101.6

　露天掘 千トン 248,897 250,105 251,455 269,701 135,027 107.8

　うち 原料炭 千トン 74,611 83,274 85,516 86,995 43,698 104.5

選炭処理された石炭 千トン 150,952 165,624 171,638 178,333 93,922 107.7

　選炭工場 千トン 141,537 156,089 161,857 169,254 92,454 108.4

　機械選別 千トン 9,415 9,535 9,781 9,079 1,468 95.2

供給炭量 千トン 314,487 318,658 322,707 326,004 163,622 102.3

　国内への供給 千トン 182,543 177,660 170,648 174,565 83,987 98.3

　輸出 千トン 131,944 140,998 152,059 151,439 79,635 107.4

輸入量 千トン 31,197 29,625 25,301 22,895 10,027 77.3

国内需要量 千トン 213,740 207,285 195,949 197,460 94,014 95.3

石炭産業労働者数 人 167,732 164,039 153,631 148,032 140,729 90.2

採炭一次労働者数 人 160,550 158,059 148,321 142,920 135,599 90.4

採炭（四半期）労働者数 人 100,207 97,719 78,747 87,661 76,884 89.7

　坑内掘 人 55,181 53,390 45,900 43,882 36,833 82.2

　露天掘 人 45,026 44,329 32,848 43,779 40,051 98.8

平均月間生産性 トン/月・人 213 225 232 258 304 114.5

　坑内掘 人 145 162 167 214 115.0

　露天掘 人 322 329 350 386 108.5

石炭労働者の平均給与 ルーブル/月 35,694 38,179 40,619 44,397 45,740 116.3

採炭箇所の一日の採炭量 トン/日 3,112 3,605 3,902 4,326 4,540 120.0

クルー当たりの一日採炭量 トン/日 3,963 4,166 4,267 4,504 4,800 108.1

剥土量 千m3 1,560,629 1,502,026 1,489,508 1,586,983 808,584 105.7
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第 4 章 主要石炭企業の状況 

4.1 ロシアの主要石炭企業 

4.1.1 主要産炭企業 

ロシアには数多くの石炭生産企業が存在するが、その多くが大資本の下でグループ化されてい

る。石炭の生産で上位に位置するのは、SUEK 社、Kuzbassrazrezugol（KRU）社、SDS-Ugol 社、

Mechel 社、Evraz 社、Russian Coal 社、Severstal 社、Vostsibugol (En+)社、Kuzbasskaya Toplivnaya 

Company (KTK) 社、Sibuglemet 社の 10 グループで、これらの 2015 年における石炭生産量はロシ

ア全体の 86.1％を占めた。同 10 グループの多くは金属を主とする鉱工業企業であり、必ずしも石

炭生産事業を主業とする訳ではない。このため、必ずしも石炭事業の成否のみがこれらの企業グ

ループの業績を大きく左右するとは限らない。しかし反対に、石炭以外の事業の不振がこれらの

企業グループに石炭事業を含む合理化を強いる可能性があるのも事実である。 

（出所）CDU TEK39発表の統計と Argus 社による独自調査を基に作成。 

図 4.1.1 ロシアの企業グループ別石炭生産量（2015 年） 

4.1.2 主要輸出企業 

本報告書は本邦企業による石炭調達の最適化に資する情報を整理することを目的としているた

め、上記 10 グループのなかからアジア太平洋市場への供給元として重要と考えられるロシア産炭

企業に焦点を当てたい。概ね生産量の多い企業の輸出量は多く、アジア太平洋市場向けの供給量

も同様に多い傾向が見られる。しかし、ロシア会計局の下部組織である CDU-TEK 発表の統計と

Argus 社の独自調査に基づいて整理した 2015 年のデータによると、生産量では第 4 位に位置する

Mechel 社はアジア太平洋市場向け輸出量では第 3 位となり、生産量では第 9 位に位置する KTK

社が第 4 位となる。 

39 ロシア会計局の下部組織「Central Dispatching Department of Fuel Energy Complex」。 
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反対に、生産量では第 6 位に位置する Russian Coal 社は、アジア太平洋市場向け輸出量では第 9

位となる。ちなみに、グラフには無いが生産量では第 11 位となる Zerechnaya 社のアジア太平洋市

場向け輸出量は 90 万トンあり、Russian Coal 社の 80 万トンを上回っている。また、2015 年の生

産量で第 7 位となる Severstal 社はアジア太平洋市場向けには殆ど輸出していない。 

（出所）CDU TEK40発表の統計と Argus 社による独自調査を基に作成。 

図 4.1.2 ロシアの主要産炭企業グループの石炭輸出量（2015 年） 

4.1.3 アジア太平洋市場向け輸出の概要 

ここで、ロシアで生産される石炭のアジア太平洋市場向けの輸出の概要を簡単に整理しておき

たい。ロシアでは極東に位置するプリモルスク地方やハバロフスク地方、あるいはアムール地方

でも石炭が生産されているため、アジア太平洋市場向けに輸出される石炭は同国極東地域で生産

されていると誤解されることがある。しかし、ロシアから輸出される石炭の多くは同国中央に位

置するケメロヴォ州、ノヴォシビルスク州、イルクーツク州、ハカス共和国、ブリヤート共和国、

ザバイカリエ地方、サハ共和国で生産されているのが実際のところである。 

それらの同国中央部に所在する各炭鉱で生産された石炭は通常、選炭設備や粉砕装置等で処理

されるが、各炭鉱にそうした設備が必ず備わっている訳ではない。そうした設備を持たない炭鉱

で生産された石炭は、比較的近距離にある他の炭鉱の選炭設備や第三者が運営する選炭設備等に

運ばれて処理されている。その後、それぞれの産炭企業が運営する鉄道支線によって国営のロシ

ア鉄道社が運営するトランス・シベリア鉄道の長距離路線上にあるターミナルに運ばれ、そこか

らは長距離路線に乗せられて極東地域の輸出港に到着する。 

当然、極東地域に所在する炭鉱から輸出される石炭は原則的にアジア太平洋市場向け、ロシア

西部に位置する炭鉱から輸出される石炭は大西洋市場向けと考えて間違いない。しかし、前述の

通り、ロシアから輸出される石炭の大部分は同国中央部で生産され、概ね上述のプロセスを経て

40 ロシア会計局の下部組織「Central Dispatching Department of Fuel Energy Complex」。 
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アジア太平洋市場あるいは大西洋市場に輸出されている。また、産炭企業によっては、特定の炭

鉱で生産された石炭を他の石炭と混ぜることなく出荷することもあるが、生産量および輸出量の

多い産炭企業の場合は複数の炭鉱で生産された石炭を一定比率で混ぜ合わせたブレンド炭を出荷

する傾向が強い。 

 

このため、ロシア中央部に所在する炭鉱の場合、どの炭鉱がアジア太平洋市場向けであり、ど

の炭鉱が国内市場あるいは大西洋市場向けであると整理することは困難である。反対に、それら

の炭鉱の殆どは、産出する石炭の品位が国際市場で求められる水準を満たす限り、アジア太平洋

市場向けにも大西洋市場向けにも輸出され得ると考えるのが正しい。 

    

 

（出所）Argus 社所有の資料 

図 4.1.3 ロシアの主要産炭地域 

 

4.2 主要企業グループの概況と経営状況 

ここからは、アジア太平洋市場において重要な供給元として認識される主要なロシア産炭企業

による生産および供給の現況、経営状況、および戦略について個別に見ていくこととする。前項

で整理した通り、生産量の多い産炭企業が必ずしもアジア太平洋市場において重要な供給元と認

識されている訳ではない。ここでは、2015 年における同地域向けの輸出量が 100 万トンを超えた

SUEK 社、Kuzbassrazrezugol 社（KRU 社）、Mechel 社、KTK 社、SDS-Ugol 社、Evraz 社、Sibuglemet

社、En+社の 8 社を取り上げることとする。 

 

4.2.1 SUEK 

(1) 沿革 

SUEK 社（Siberian Coal Energy Company）はロシアの石炭企業民営化の流れのなかで、2001 年

にザバイカリエ地方、イルクーツク州およびブリヤート共和国での産炭事業を核に創立した。2004

年にはケメロヴォ州での産炭事業に進出し、翌年には輸出事業の拡大を視野にロシア極東に位置
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するハバロフスク地方において Vanino Bulk Terminal の建設に着手すると同時に、販売専門子会社

SUEK 社 AG を創立している。同輸出ターミナルは 2009 年に竣工し、アジア太平洋市場への輸出

量を伸ばしている。同地域への輸出拡大をさらに進める目的で、2011 年にはシベリア東部に位置

するザバイカリエ地方において新規の生産拠点となる Apastskoye 炭鉱の開発に着手すると同時に、

Vanino Bulk Terminal の輸出能力拡大工事も開始した。2012 年には大西洋市場への輸出の要所とな

る Murmansk Commercial Sea Port の最大株主にもなっている。2013 年以降は、より付加価値の高

い石炭の輸出を目指し、既存炭鉱において選炭設備の新設や追設を行っている。 

 

(2) 生産 

SUEK 社はロシア最大の石炭生産事業者である。2015 年には同国第 2 位の石炭生産事業者であ

る Kuzbassrazrezugol の 4,440 万トンの約 2 倍に相当する合計 9,780 万トンを生産している。SUEK

社の 2015 年の生産量は同年におけるロシア全体の 26.2％を占める。同社は 2010 年から 2012 年に

かけて生産量を大きく増やしたが、その後は概ね年産 9,700 万～9,900 万トン程度を維持している。

2015 年の生産量は 2014 年比では 100 万トン程度低下しているが、SUEK 社によると市況の悪化

とクズネツク盆地およびハバロフスク地方における生産稼働が悪天候によって低下したことに起

因する。 

 

SUEK 社は現在、図 4.2.1 が示す通り、ブリヤート共和国、ケメロヴォ州、ハカス共和国、クラ

スノヤルスク地方、ハバロフスク地方、ザバイカリエ地方において、合計 27 カ所の炭鉱を運営し

ている。その多くが D あるいは G と分類される燃料として利用される一般炭あるいは褐炭を産出

しており、いわゆる原料炭と定義される品位の生産はザバイカリエ地方の Apsatsky 炭鉱でのみと

なる。ただ、ケメロヴォ州の Kirova 炭鉱および Komsomolets 炭鉱ではセミソフト原料炭も生産し

ている。 

 

表 4.2.1 SUEK 社の石炭生産量の推移 

 2010 2011 2012 2013 2014 2015 

SUEK の生産量（100 万トン） 86.8 92.2 98.8 96.5 98.6 97.7 

ロシア全体に占める割合（％） 26.9% 27.4% 27.8% 27.4% 27.6% 26.2% 

SUEK 社の原料炭生産量（100 万トン） NA NA 8.7 9.7 10.1 11.1 

同社の生産量全体に占める割合（％） NA NA 8.8% 10.1% 10.2% 11.4% 

※原料炭生産量は G、GZh、GZhO、K、KS、KSN、OS、T、TS、Zh 品位の生産量の合計。 

（出所）CDU TEK 発表の統計と Argus 社による独自調査を基に作成。 
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※年産の単位は 100 万トン。生産量は 2013 年の実績。 

（出所）SUEK 社の公表情報、CDU TEK 発表の統計、Argus による独自調査を基に作成。 

図 4.2.1 SUEK 社傘下の炭鉱 

 

同社の生産拠点の大部分はロシア中央部に所在するケメロヴォ州、ハカス共和国に集中してお

り、前者においては同社が運営する炭鉱の約半分を占める 12 カ所が所在し、後者においては 4 カ

所を運営する。ケメロヴォ州での生産量は SUEK 社全体の約 34％を占め、ハカス共和国での生産

量は同 11％を占める。 
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表 4.2.2 SUEK 社傘下の炭鉱と選炭設備設置状況 

地方 炭鉱 品位 選炭設備の有無 選炭状況 

ブリヤート共和
国 

Tugnuisky open pit D Installed Partly washed 

ケメロヴォ州 

Yalevsky mine (Mine No.7) D,G  Partly washed 

Kotinskaya  D,G  Partly washed 

Taldinskaya-Zapadnaya  No.1 D Installed All washed 

Taldinskaya-Zapadnaya  No.2 
D, 

D,G 
 All washed 

Zarechniy open pit D  Washed at T-Z 

mine 

Kirova  G Installed (2 plants) All washed 

Komsomolets  G Installed All washed 

Polysaevskaya  G Installed All washed 

Rubana  D  Washed at Kirova 

mine 

November 7 G  NA 

Kamyshansky open pit D  NA 

Maisky open pit D   

ハカス共和国 

Chernogorskaya Coal 

Company 
D Intalled All washed 

Izykhsky open pit D  All washed 

Vostochno-Beisky Opencast  D  All washed 

Khakasskaya  D  NA 

クラスノヤルス
ク州 

Borodinsky open pit B  

Not washed Berezovsky open pit B  

Nazarovsky open pit B  

ハバロフスク地
方 

Severnaya G Installed Partly washed 

Bureinsky open pit G Installed All washed 

ザバイカリエ地
方 

Apsatsky K,SS   

Kharanosrsky open pit B  Not washed 

Vostochny open pit B  Not washed 

プリモルスク地
方 

Pavlovsky open pit B  Not washed 

Vostochnoe D Installed All washed 

※「Installed」は選炭設備の設置あり、無記載は選炭設備の設置なし。「Partly washed」は生産量の一部分は選炭

処理されている、「All washed」は生産全量が選炭処理されている、「Not washed」は選炭処理がなされていない、

「NA」は選炭処理がなされているか否かが確認できない。 

（出所）SUEK 社 

 

アジア太平洋市場に近い地域に位置する炭鉱としては、ハバロフスク地方の Severmanya 炭鉱お

よび Burelnsky Open-Pit 炭鉱、ザバイカリエ地方の Apatsky 炭鉱41、ブリヤート共和国の Tugnuisky 

Open-Pit 炭鉱が挙げられる。ハバロフスクでの年産は約 460 万トンで、そのうちの 350 万トンが

輸出されている。ザバイカリエ地方での年産は約 530 万トンあるが、輸出量は 40 万トンにとどま

る。ブリヤート共和国での年産は約 1,260 万トンに上り、その大半を占める 1,000 万トンが輸出さ

れている。 

 

2015 年の生産量は減少したものの、SUEK 社の選炭率はハバロフスク地方に所在する

Chegdomyn 選炭プラントの利用率の上昇と、クズバス地方での選炭処理能力の拡張によって向上

                                                        
41 ザバイカリエ地方ではその他に Kharanosrsky Open-Pit および Vostochny Open-Pit を運営するが、これらは主に

国内発電所向けの石炭を生産しており輸出はしていない。 
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している。2015 年の選炭量は前年の 3,210 万トンを 120 万トン上回る 3,330 万トンに達している。

同社は近年、自社生産する石炭の付加価値を選炭によって高めることを戦略の一つとして掲げて

おり、現在 12 カ所の炭鉱で生産される石炭については、その全量あるいは一部が選炭されている。

必ずしもそれらすべての炭鉱に選炭設備が備えられている訳ではないが、現在 10 カ所の選炭設備

が稼働しており、その一部は近隣の炭鉱で生産された石炭も処理する規模のものとなっている。 

 

表 4.2.3 SUEK 社の選炭量と選炭率 

 2013 年 2014 年 2015 年 

生産量（100 万トン） 96.5 98.6 97.7 

選炭量（100 万トン） 28.1 32.1 33.3 

選炭率 29.1% 32.6% 34.1% 

（出所）CDU TEK 発表の統計と Argus 社による独自調査を基に作成。 

 

(3) 国内供給 

SUEK 社は生産量の半分強を国内市場に供給し、残りの半分弱を国外に輸出している。最近の

ロシアの国内需要は必ずしも増加傾向にあるとは言えないが、SUEK 社の国内供給量は 2014 年か

ら 2015 年にかけて年間 4,970 万トンから 9.1％増に相当する 5,420 万トンに増加している。同年、

ロシアではシベリアから極東地域において低降水量を背景に水力発電量が減少したため、石炭火

力発電設備の稼働が高まった。同社による国内供給量の増加はこれを背景とするものと理解され

ている。 

 

表 4.2.4 SUEK 社の国内供給量と輸出量 

  2013 年 2014 年 2015 年 

生産量（100 万トン） 96.5 98.6 97.7 

輸出量（100 万トン） 42.4 45.6 46.9 

国内供給量（100 万トン） 50.2 49.7 54.2 

（出所）CDU TEK 発表の統計と Argus 社による独自調査を基に作成。 

 

SUEK 社による国内向けの石炭供給量の最も大きな割合を占めるのは同社が保有する発電会社

である Siberian Generating Company（SGK）向けの供給である。2015 年においては国内販売量の

44％を占める 2,380 万トンが同発電子会社向けに供給された。また、国内販売量の 36％に相当す

る 1,950 万トンは同社が株式を保有する発電事業者向けに供給されている。残りの約 1,090 万トン

は他の電力および熱供給事業者等に販売されている。 

 

(4) 輸出 

2015 年における生産量が前年の 9,890 万トンから 9,780 万トンに減少するなかで国内供給量が

増加したため、SUEK 社は輸出量を増やすことが難しい状況にあったことが覗える。ただ、輸出

については他社から調達した石炭の再販も行うため、2015 年の輸出量を見ると 2014 年比 130 万

トン増の 4,690 万トンとなっている。しかし、その伸び率は 2.9％と国内供給量の伸び率 9.1％の
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三分の 1 以下にとどまる。同社は他のロシア産炭企業と同様に、品位の高い、つまり高価格が期

待できる品位を積極的に輸出し、品位の低い褐炭については主に国内市場に販売している。 

 

表 4.2.5 SUEK 社傘下の炭鉱別の輸出量 

地方 炭鉱 年間生産量 品位 年間輸出量 

ブリヤート共和国 Tugnuisky open pit 12.6 D 10.0 

ケメロヴォ州 

Yalevsky mine (Mine No.7) 0.9 DG 3.6 

Kotinskaya  3.0 DG 3.6 

Taldinskaya-Zapadnaya  No.1 3.3 D 2.5 

Taldinskaya-Zapadnaya  No.2 3.2 D, DG 2.5 

Zarechniy open pit 4.0 D 3.0 

Kirova  3.7 G 3.0 

Komsomolets  1.5 G 1.5 

Polysaevskaya  1.7 G 1.5 

Rubana  3.4 D 2.0 

November 7 3.9 G NA 

Kamyshansky open pit 2.0 D NA 

Maisky open pit 2.0 D NA 

ハカス共和国 

Chernogorskaya Coal Company 5.5 D 4.0 

Izykhsky open pit 0.75 D 0.2 

Vostochno-Beisky Opencast  3.0 D 1.6 

Khakasskaya  1.6 D NA 

クラスノヤルスク州 

Borodinsky open pit 16.5 B2, B3 NA 

Berezovsky open pit 6.9 B2 NA 

Nazarovsky open pit 3.1 B2 NA 

ハバロフスク地方 
Severnaya 2.9 G 2.9 

Bureinsky open pit 1.7 G 1.6 

ザバイカリエ地方 

Apsatsky 0.6 K,SS 0.4 

Kharanosrsky open pit 3.3 B2 NA 

Vostochny open pit 1.4 BR2 NA 

プリモルスク地方 
Pavlovsky open pit 2.9 B1 NA 

Vostochnoe 1.1 D 1.1 

※年産と年間輸出量の単位は 100 万トン。「NA」は輸出の有無が確認できない。 

（出所）CDU TEK 発表の統計、Argus 社による独自調査、SUEK 社 AG の資料を基に作成。 

 

SUEK 社の輸出はアジア太平洋市場向けが多く、2015 年においては輸出量全体の 59％に相当す

る 2,770 万トンが同地域向けに供給された。残りの 41％に相当する 1,920 万トンは大西洋市場向

けであった。アジア太平洋市場向けの輸出は前年比で約 5％の増加となったが、大西洋市場向け

はほぼ横ばいにとどまっている。アジア太平洋市場向けにおいては日本、中国、韓国、台湾向け

が全体の 75％以上を占めるが、今日においてはインドやスリランカ、ベトナムやパキスタン向け

の輸出も増やしている。 

 

大西洋市場向けにおいては、オランダが最大の仕向け先となるが、これは必ずしも同国への輸

出を意味していない。オランダのロッテルダムやアムステルダムに到着した石炭の多くは、そこ

からフランスやドイツなどのライン河沿いにある近隣諸国に再販されている。SUEK 社はまた、

旧ソ連諸国に対しても輸出をしており、これらが大西洋市場向けその他の 730 万トンを構成する

と考えられる。 
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表 4.2.6 SUEK 社の仕向地別輸出量（2015 年） 

地域 地域合計輸出量 国 国別輸出量 

アジア太平洋市場 27.7 

日本 6.6 

中国 5.8 

韓国 5.3 

台湾 3.6 

インド 3.6 

その他 2.8 

大西洋市場 19.2 

オランダ 4.0 

英国 2.9 

ドイツ 1.9 

モロッコ 1.5 

トルコ 1.5 

その他 7.3 

※年間輸出量の単位は 100 万トン。 

（出所）CDU TEK 発表の統計と Argus 社による独自調査を基に作成。 

 

当然ながら、SUEK 社が生産する石炭は炭鉱ごとに品位が異なる。しかし、同社が運営する炭

鉱の大半はロシア中央部に所在しており、したがって同社の石炭輸出は大西洋市場向けにも、ア

ジア太平洋市場向けにも鉄道輸送あるいはその後の船積みという過程を経てなされることになる。

同社はその輸送過程において一定品位のブレンド炭を混成し、それを販売することを原則として

いる。大西洋市場向けには PCI 用を含む合計 4 種類のブレンド炭を、アジア向けにはセミソフト

原料炭を含む合計 5 種類のブレンド炭を混成している。 

 

SUEK 社のアジア太平洋市場向け輸出の拠点となるのは、他の石炭生産事業者と同様に、年間

最大輸出能力 2,260 万トンを誇るヴォストチヌイ港となるが、同社はアジア太平洋市場向け輸出

における競争力強化を狙って自社 100％所有の Vanino Bulk Terminal の輸出能力拡張にも取り組ん

でいる。CDU TEK の統計によると SUEK 社が 2015 年にヴォストチヌイ港から輸出したのは 520

万トンとなり、これは同社によるアジア太平洋市場向け輸出量の 18.8％に相当するに過ぎない。

一方、Vanino Bulk Terminal からの輸出量はヴォストチヌイ港からの輸出量の約 3 倍に相当する

1,460 万トンに上る。同ターミナルの現時点の年間最大輸出能力は 2,100 万トンあり、同社は 2018

年までにその最大能力を 2,400 万トンにまで拡大する計画である。SUEK 社はまた、ヴォストチヌ

イ港に隣接するマリ港の株式 49.9％を保有しており、同港から年間 270 万トン程度を輸出してい

る。同港は積載重量 3 万トン程度の近海船専用の港となる。 
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表 4.2.7 SUEK 社のアジア太平洋市場向けブレンド炭の品位 
 A B C D E 

Type of coal 

SEMI-SOFT 

KUZBASS 

TUGNUISKY 

5 500 NAR 

URGAL TYPE 

COKING 

KIROVA 

(LOW 

NITROGEN) 

(LOW 

NITROGEN) 
 Typical Limit Typical Limit Typical Limit Typical Limit Typical Limit 

Moisture, % AR 10 11 11 12 10 11 9 11 9 11 

Ash, % AD 7 8 12 14 13-14 15 16-19 23 25 30 

VM, % AD 35-39  30-35  34-37  36-38  31-35  

Sulphur, % AD 0,4 0,5 0,4 0,6 0,35 0,4 0,4 0,6 0,3 0,4 

GADCV, 
7,500 7,400 6,800 6,600 6,300 6,200 6,200 6,000 5,700 5,500 

kcal/kg 

NARCV, 
– – 6,150 6,000 5,650 5,450 5,500 5,300 5,000 4,800 

kcal/kg 

Size, mm 0-50 0-50 0-50 0-50 0-50 

Oversize, % 0,5 1 0,5 1 0,5 1 0,5 1 0,5 1 

FSI 5,5 5 – – – – – – – – 

Nitrogen 
– – 2,2 2,5 1,2 1,4 1,8 2,0 1,0 1,5 

Dry 

HGI 60 55 57 54 57 54 57 54 57 54 

AFT RA T1 1,250 1,200 1,200 1,150 1,300 1,250 1,300 1,250 1,400 1,300 

（出所）SUEK 社 

 

SUEK 社は大西洋市場向け輸出の拠点となる Murmunsk Commercial Sea Port の 39.3％を保有す

る主要株主であり、同地域向け輸出の約 8 割を同港に集中させることで競争力の確保に努めてい

る。ただ、大西洋市場向けの輸出はその後の仕向先が多様に亘るため、残りの 2 割の同地域向け

輸出は合計 11 カ所の港を経由して行われている。 

 

表 4.2.8 SUEK 社の大西洋市場向けブレンド炭の品位 
 A B C D 

Type of coal Kuzbass blend 
High AFT  

Kuzbass blend 
LOW CV PCI 

 Typical Limit Typical Limit Typical Limit Typical Limit 

Moisture, % AR 9 12 11 12 9 11 9 11 

Ash, % AR 11 15 10 13 14 17 7 8 

VM, % AR 33  30-35 30  29-35 33  30-35 34  30-37 

Sulphur, % AR 0,35 0,5 0,3 0,5 0,4 0,6 0,3 0,5 

NCV, KCAL/KG 5,900 5,800 6,000 5,800 5,650 5,500 6,600 6,300 

Size, mm 0-50 0-50 0-50 0-50 

Oversize, % 0,5 1 0,5 1 0,5 1 0,5 1 

CHLORINE, % 0,004 – 0,01 – 0,003 – 0,003 – 

HGI 55 50 54 50 55 50 55 50 

AFT RA T1 1,200 1,150 1,300 1,200 1,200 1,150 1,200 1,150 

（出所）SUEK 社 
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表 4.2.9 SUEK 社の主要港別輸出量 

仕向先 輸出港 2012 2013 2014 2015 

大西洋市場 
ムルマンスク 9.0 10.8 11.7 10.6 

その他西側の輸出港 4.8 3.7 4.0 2.5 

アジア太平洋市場 
ワニノ 11.4 13.1 16.2 14.6 

ヴォストチヌイ 5.5 4.9 5.6 5.2 

※単位は 100 万トン。陸送分および極東のマリ港が含まれないため合計は同社の輸出量合計に満たない。 

（出所）CDU TEK 発表の統計と Argus 社による独自調査を基に作成。 

 

(5) 財務状況 

ここで SUEK 社の財務状況に触れておきたい。同社の 2015 年の米ドル建て売上高は前年比

18.2％減の 41 億 3,200 万ドルとなった。輸出量、国内販売量ともに増加したが価格の下落分を相

殺するに十分な販売量の増加は得られなかった。一方、同社の売上原価はルーブル安に加えて生

産量の減少などを背景に同 19.7％減となる 35 億 7,600 万ドルにまで圧縮され、これにより同社の

粗利益は前年比 7％減の 5 億 5,600 万ドルの水準を保っている。これにより EBITDA マージンは

2014 年と同水準となる 21％を維持している。また、総負債額を前年の 33 億 4,200 万ドルから 27

億 8,600 万ドルにまで圧縮することに成功している。 

 

SUEK 社の 2015 年の純利益は、昨年の 8 億 8,700 万ドルの損失から 2 億ドルの利益に転じてい

るが、これは昨年から為替の適用方法が変更されたことによる変化である。2014 年には 13 億 3,200

万ドルの為替損失の計上を余儀無くされたが、2015 年においては 3,100 万ドルの為替損失を計上

するにとどまっている。このため、2014 年から 2015 年にかけての純利益の変化は、必ずしも SUEK

社の経営状態を示すものではない。同社は 2015 年中にも 3 億 5,500 万ドルの設備投資を販売する

石炭の付加価値を高める選炭設備の新設および拡張に投じており、ルーブル安を逆手にとった経

営を行うことで財務状況を健全に保っていると見ることができる。 

 

表 4.2.10 SUEK 社の 2015 年決算概要 

（100 万ドル） 2014 年 2015 年 

売上 5,053 4,132 

売上原価 4,455 3,576 

粗利益 598 556 

EBITDA 1,044 887 

純利益 -807 200 

設備投資 496 355 

純負債 3,342 2,786 

（出所）SUEK 社 

 

(6) 戦略 

SUEK 社は今後の企業成長の柱としてアジア太平洋市場向け輸出の拡大を掲げている。日本、

韓国および台湾をプレミアム市場と定め、これらの国において付加価値の認められる高品質な石
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炭の供給の実現に投資をするとしている。ここで言う高品質な石炭とは選炭処理の成された石炭

のことを意味し、したがって選炭設備能力の拡大に資本を投じる戦略である。また、各生産およ

び輸送インフラについても積極的に改修していくとしている。アジア太平洋市場向けの輸出量を

増やすために、自社で 100％保有する Vanino Bulk Terminal の出荷能力の拡大や、新たな港権益の

獲得を目指すとし、加えて輸出港までの鉄道網に連結する炭鉱からの鉄道輸送設備の効率化およ

び輸送能力拡大にも投資を行うとしている。 

 

炭鉱開発においても高品質な石炭の供給を増やす目標を掲げているが、これは必ずしも熱量の

高い石炭を産出する炭鉱の開発を目指すという意図ではない。既存の炭鉱のなかで品位の高い、

つまり付加価値の高い石炭を産出し、さらに極東への輸送が経済的に合理的な炭鉱の生産能力を

拡大することに資本を集中させる計画である。その上で、複数の炭鉱での生産を総合的に管理す

ることでより安定的かつ長期的な供給を可能にすることを目指す。 

   

付加価値の高い石炭という観点から、原料炭を産出するザバイカリエ地方の Apatsky 炭鉱やセ

ミソフトを産出するケメロヴォ州の Kirova 炭鉱および Komsomolets 炭鉱からの供給量の増加の必

要性も強調している。増産においては、既存炭鉱のレイアウト等を見直すことで、より効率の高

い生産から出荷までのオペレーションを確立し、地理的あるいは気候的な悪条件によって稼働が

妨げられる余地を減らすとしている。 

 

また、アジア太平洋市場向けの販売増加がそのまま企業成長につながるよう、大西洋市場向け

およびロシア国内市場において高い市場シェアを維持することも目標として掲げている。ロシア

国内で発電事業を行う企業の多くが欧州の大手発電企業であることから、それらの企業との関係

性の強化を多角的に模索すると推測される。 

 

4.2.2 Kuzbassrazrezugol 

(1) 沿革 

Kuzbassrazrezugol 社（以下、KRU 社）は 1964 年にケメロヴォ州に所在していた 13 カ所の露天

掘炭鉱の運営を一元化する目的で設立された。同社の設立においては生産量の増加と生産性の向

上が目指され、設立後すぐに新たに 3 カ所の炭鉱開発に着手したほか、6 カ所の既存炭鉱の合理

化が進められた。その後も近隣の産炭企業を吸収する形で生産量を伸ばし、一時は 21 カ所の炭鉱

を所有し 1989 年には 3,300 万トンを生産するに至っている。その後、2003 年の民営化にともない

隣接する炭鉱同士をまとめる形で 11 グループに統括する合理化を進め、2003 年には民営化がな

され、2004 年には年産が 4,000 万トンを、2008 年には 5,000 万トンを超えるに至っている。その

間、KRU 社は 2006 年に、銅や非鉄金属を主業とする鉱業大手 Ural Mining & Metallurgical Company

（UMMC）の傘下に入り、さらなる合理化を進めることとなった。2009 年以降の欧州景気の低迷

や 2011 年以降の石炭市況の悪化、2014 年のクリミア危機に端を発するロシアへの経済制裁等を

背景に、KRU 社の生産量は減少傾向にある。UMMC による経営管理の下での合理化と業況の悪

化の結果、一時 21 カ所に及んだ露天堀炭鉱は 6 グループに統括している。現在は、この 6 カ所に

集約された露天掘炭鉱に加えて、1 カ所の坑内掘炭鉱を子会社を通じて運営する。 
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(2) 生産 

KRU 社はロシア第 2 位の産炭企業である。ただ、同社の生産量は近年減少傾向にあり、2015 年

の実績は 2010 年比 11.9％減となる 4,440 万トンにとどまっている。同社の生産量がロシア全体の

生産量に占める割合は、2010 年には 15.4％に達していたが、その後は生産量とともに減少し、2015

年時点では 11.9％にまで低下している。上記の悪条件はロシアの産炭企業すべてに影響を及ぼす

ものであるが、同国の 2010 年から 2015 年にかけての生産量は、SUEK 社、Evraz 社、Vostsibugol

社（En+社）、KTK 社、Sibglmet 社などによる増産を背景に、2010 年比 16％増の 3 億 7,340 万トン

に増加している。このことから、KRU 社は国際市況の変化と同時に起きたルーブル安に上手く対

応することができず、これまで数年かけて進めている合理化策は必ずしも奏功するには至ってい

ないことが覗える。 

 

 表 4.2.11 KRU 社の石炭生産量の推移 

 2010 2011 2012 2013 2014 2015 

KRU の生産量（100 万トン） 49.7 47.0 45.4 43.9 43.5 44.4 

ロシア全体に占める割合（％） 15.4% 14.0% 12.8% 12.5% 12.2% 11.9% 

KRU 社の原料炭生産量（100 万トン） NA NA 5.7 5.8 5.3 5.8 

同社の生産量全体に占める割合（％） NA NA 12.6% 13.2% 12.2% 13.1% 

※原料炭生産量は G、GZh、GZhO、K、KS、KSN、OS、T、TS、Zh 品位の生産量の合計。 

（出所）CDU TEK 発表の統計と Argus 社による独自調査を基に作成。 

 

KRU 社は現在、図 4.2.2 に示す 7 カ所の炭鉱を運営しているが、それぞれの生産量や稼働詳細

については公表していない。前述の通り、KRU 社による 2015 年の生産量は、この 7 カ所の合計

で 4,440 万トンに上り、会社別では SUEK 社に次いでロシア第 2 位の規模となる。UMMC による

と、KRU 社は「D、DG、G」に分類される一般炭と、「T、 SS、KS」に分類される原料炭を販売

している。ここで言う販売が自社生産品の販売のみを指すのか、他社から調達した分の再販を含

むのかは不明であるが、7 カ所の炭鉱が 21 カ所を集約したものであることから、KRU 社が多様な

品位を生産していることは表 4.2.12～4.2.17 が示す通りである。KRU 社によると、2015 年中の総

採取量は 5,031 万トン、そのうちの 462 万トンが原料炭であった。同年の取扱量42は 4,864 万トン

で、そのうちの 422 万トンが原料炭であった。 

 

 

                                                        
42 外部への販売と自家利用の合計と推測される。 
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※年産の単位は 100 万トン。KRU 社は構成炭鉱別の生産量を発表していない。合生産量は 2015 年の実績。 

（出所）KRU 社の公表情報、CDU TEK 発表の統計、Argus による独自調査を基に作成。 

図 4.2.2 KRU 社傘下の炭鉱 

 

 

表 4.2.12 Kedrovsky 炭鉱（Kedrovsky）で産出される石炭の品位 

Mine before 

consolidation 
Type 

Size 

(mm) 

Moisture 

(%) 
Ash (%) 

Sulphur 

(%) 
NCV 

(Kcal/kg) 

VM 

(%) 
Min Max Min Max Min Max 

Kedrovsky  

Blend 1 50-300 5.3 8 7.8 10.5 0.3 0.5 7,060 25.8 

Blend 2 13-50 6 9 8.6 11 0.3 0.5 6,930 26 

Blend 3 13-50 6 9 8.6 11 0.3 0.5 6,950 26 

Blend 4 0-13 10 13 20 25 0.3 0.5 5,700 27.5 

Blend 5 0-300 7.5 12 18.5 20.5 0.3 0.6 6,000 26 

Processed 1 25-150 6 9 12 17 0.3 0.5 6,670 25.8 

Processed 2 0-25 9.5 13 18.6 25 0.3 0.5 5,850 26 

（出所）KRU 社 
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表 4.2.13 Kedrovsky 炭鉱（Bachatskij）で産出される石炭の品位 

Mine before 

consolidation 
Type 

Size 

(mm) 

Moisture 

(%) 
Ash (%) 

Sulphur 

(%) 
NCV 

(Kcal/kg) 

VM 

(%) 
Min Max Min Max Min Max 

Bachatskij  

Product 1 0-300 6.8 11 7.5 13.5 0.4 0.6 6,900 21 

Product 2 50-300 6 9 5.2 10 0.3 0.5 7,260 21 

Product 3 25-50 6.5 9 6.5 11 0.3 0.5 7,100 21 

Product 4 0-25 7.6 11 8 13 0.4 0.6 6,900 21 

Product 5 0-300 7 11 15 20 0.4 0.6 6,400 23.2 

Product 6 0-25 8.5 12.5 14.5 19.5 0.4 0.6 6,300 23.5 

Product 7 50-200 6 10 7 11 0.3 0.5 7,100 22.6 

Product 8 25-50 6 10 10 14 0.3 0.5 6,900 23.2 

Product 9 0-300 6 9 15.8 20.6 0.5 0.7 6,400 25.6 

Product 10 0-300 6 9 15.9 20.6 0.5 0.7 6,400 26 

Product 11 0-100 7 9.5 8 10.5 0.5 0.7 6,900 23.6 

Product 12 0-100 6.5 7 8 10.5 0.5 0.7 6,950 23.6 

Product 13 50-300 7 10 4.5 9 0.3 0.5 7,250 20 

Product 14 13-50 7 10 4.5 9 0.3 0.5 7,250 20 

Product 15 0-13 10.5 13 7.5 12.5 0.4 0.6 6,750 21 

（出所）KRU 社 

 

表 4.2.14 Mokhovsky 炭鉱で産出される石炭の品位 

Mine before 

consolidation 
Type 

Size 

(mm) 

Moisture 

(%) 
Ash (%) Sulphur (%) NCV 

(Kcal/kg) 

VM 

(%) 
Min Max Min Max Min Max 

Mokhov  

Product 1 0-300 12 16 13.5 18.5 0.2 0.4 5,500 43.7 

Product 2 25-300 9 11 9 12 0.2 0.4 6,090 44 

Product 3 0-50 12 13 10.5 15.5 0.2 0.4 5,750 44 

Product 4 0-50 11 13 10 14 0.2 0.4 5,900 43 

Product 5 0-300 21 22 16.5 18.5 0.5 0.7 4,470 40.5 

Blend 1 0-300 14.5 18 13.8 18 0.4 0.6 5,200   

Sartakinsky   

Product 1 0-300 16.5 21 13.6 18.6 0.4 0.6 5,100 41.9 

Product 2 25-300 14 17 10.2 15 0.4 0.6 5,400 41.9 

Product 3 0-50 16 20 12.9 17.9 0.4 0.6 5,200 41.9 

Processed 1 0-150 16.5 21 16.5 21.5 0.4 0.6 4,900 41.9 

Karakansky  
Product 1 0-300 16.5 21 15.5 21 0.2 0.5 4,900 42 

Product 2 0-300 20.5 27 14 22 0.4 0.6 4,600 44 

（出所）KRU 社 
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表 4.2.15 Krasnobrodsky 炭鉱で産出される石炭の品位 

Mine before 

consolidation 
Type 

Size 

(mm) 

Moisture 

(%) 
Ash (%) Sulphur (%) NCV 

(Kcal/kg) 

VM 

(%) 
Min Max Min Max Min Max 

Krasnobrodsky  

Product 1 0-50 6.7 10 12 17 0.3 0.5 6,630 14 

Product 2 25-300 5.7 9 15.5 20 0.3 0.5 6,550 13.5 

Product 3 0-300 6.5 10 18 24 0.3 0.5 6,200 14 

Product 4 25-200 6 9 8 11 0.3 0.5 6,900 21 

Processed 1 0-25 9 12 14 18 0.3 0.5 6,300 20 

Product 5 0-300 6.5 10 14 17.7 0.4 0.6 6,500 23.5 

Product 6 50-300 5.6 10 10.5 15.5 0.4 0.6 6,880 23.2 

Product 7 0-50 6.5 10 12 17 0.4 0.6 6,720 23.5 

Product 8 0-300 6.7 10 13 18 0.4 0.6 6,650 24.5 

Vahrushevsky   

Product 1 50-300 7.9 11 4.9 8 0.3 0.5 6,900 30 

Product 2 0-300 9 12 7.5 11 0.3 0.5 6,500 30 

Product 3 0-25 10.5 13 16.2 21 0.3 0.5 5,860 31 

（出所）KRU 社 

 

表 4.2.16 Taldinsky 炭鉱で産出される石炭の品位 

Mine before 

consolidation 
Type 

Size 

(mm) 

Moisture 

(%) 
Ash (%) 

Sulphur 

(%) 
NCV 

(Kcal/kg) 

VM 

(%) 
Min Max Min Max Min Max 

Taldinsky  

Product 1 0-300 12.5 14 16 20 0.3 0.5 5,350 39.9 

Product 2 0-50 11 13 14 16 0.3 0.5 5,800 39 

Product 3 0-300 15 18 17 22 0.3 0.5 5,000 39.5 

Product 4 0-300 24 27 19 23.5 0.3 0.5 3,800 40 

Product 5 25-300 9 11 14 17 0.3 0.5 5,900 39 

Taiga incision 

Product 1 0-300 12.4 15 14.3 20 0.3 0.5 5,400 39.5 

Product 2 0-300 17 22 16.4 20 0.3 0.5 4,750 40 

Product 3 0-300 11 13 13.5 15 0.3 0.5 5,650 38.5 

Product 4 0-50 11 13 12.3 15 0.3 0.5 5,750 38.5 

Erunakovskij  

Product 1 0-300 9.7 12.5 19 25 0.5 0.6 5,520 40 

Product 2 0-300 14.5 17.5 18 23.5 0.4 0.6 4,900 40 

Product 3 0-50 8.8 11 14 16.5 0.4 0.6 6,000 40 

（出所）KRU 社 
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表 4.2.17 Kaltansky 炭鉱で産出される石炭の品位 

Mine before 

consolidation 
Type 

Size 

(mm) 

Moisture 

(%) 
Ash (%) 

Sulphur 

(%) 
NCV 

(Kcal/kg) 

VM 

(%) 
Min Max Min Max Min Max 

Kaltansky   

Product 1 0-300 13.5 15 22.4 25 0.3 0.6 4,950 19 

Product 2 25-300 5.5 8 15.5 20 0.4 0.6 6,550 12.7 

Product 3 0-50 7.5 10 18 22 0.4 0.8 6,250 12.7 

Product 4 0-300 7.4 10 19.5 24 0.4 0.6 6,100 13.8 

Osinnikovskaya   

Product 1 0-300 15 16 22 25 0.3 0.5 4,750 23 

Product 2 0-50 7 10 18.2 22 0.3 0.4 6,200 16.6 

Product 3 0-300 8 10 18.6 22 0.3 0.5 6,050 16.6 

（出所）KRU 社 

 

KRU 社は 6 カ所に集約した露天掘炭鉱のすべてにおいて選炭設備を有しており、生産する石炭

の約 90％を処理しているとしている。同社は設立以来、選炭によって販売する石炭の付加価値を

高めることを重要視しており、1969 年には現在の Krasnobrodsky 炭鉱の一部となる Vahrushevskaya

炭鉱に最初の選炭設備を建設し、1982 年には Kedrovsky 炭鉱に、2003 年と 2008 年には Bachatsky

炭鉱にそれぞれ一般炭用と原料炭用の選炭設備を設置している。さらに、2011 年には

Krasnobrodsky 炭鉱に、2015 年には Kaltansky 炭鉱に選炭設備を建設した。 

 

生産する石炭の付加価値向上は輸出市場での収益拡大を意図したものであるのは明らかであり、

KRU 社は実際に選炭設備量の増加にともない販売全体に占める輸出の比率を高めている。同社に

よると、2015 年の輸出比率は 67％に上り、2011 年の 48％から実に 20 ポイントも増加している。 

 

 表 4.2.18 KRU 社の選炭量と選炭率 

 2013 年 2014 年 2015 年 

生産量（100 万トン） 43.9 43.5 44.4 

選炭量（100 万トン） 36.3 38.7 39.5 

選炭率（％） 82.7% 89.0% 89.0% 

（出所）CDU TEK 発表の統計と Argus 社による独自調査を基に作成。 
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表 4.2.19 KRU 社傘下の炭鉱と選炭設備設置状況 

地方 集約後の炭鉱 集約前の炭鉱 選炭設備の有無 選炭状況 

ケメロヴォ州 

Kedrovsky open pit Kedrovsky Installed 

生産の 89％

を処理 

Bachatsky open pit Bachatsky Installed (T&C) 

Mokhovsky open pit 

Mokhov  

Sartakinskoe  

Karakansky  

Krasnobrodsky open pit 
Krasnobrodsky Installed (T&C) 

Vahrushevskoe Installed 

Taldinsky open pit 

Taldinskoye  

Taiga  

Erunakovskij  

Kaltansky open pit 
Kaltanskoe Installed 

Osinnikovskaya  

Baykamiskaya mine   

※「Installed」は一般炭の選炭設備の設置あり、無記載は選炭設備の設置なし、「Installed (T&C)」は一般炭と原

料炭の選炭設備の設置あり。 

（出所）KRU 社 

 

(3) 国内供給 

KRU 社は生産する石炭の大部分を輸出している。2015 年の輸出量は 2,980 万トンとなり、前年

の 3,020 万トンからは微減したが、同年の生産量の 67％に相当する量が国外に販売されたことに

なる。前年の輸出量も生産量 4,350 万トンの 69％に相当する。このことは KRU 社は生産する石炭

の 3 割強を国内に販売していることを意味するが、統計が示す国内販売量（表 4.2.20）は、2014

年、2015 年ともに 1,180 万トンと、各年の生産量の 26~27％の水準にとどまっている。統計上の

誤差と考えられなくもないが、本統計が示す国内供給量に KRU 社による自家消費分が含まれて

いないと考えることもできる。 

 

表 4.2.20 KRU 社の国内供給量と輸出量 

 2013 年 2014 年 2015 年 

生産量（100 万トン） 43.9 43.5 44.4 

輸出量（100 万トン） 25.8 30.2 29.8 

国内供給量（100 万トン） 14.9 11.8 11.8 

（出所）CDU TEK 発表の統計と Argus 社による独自調査を基に作成。 

 

KRU 社の国内販売の約半数は石油ガス等の掘削を主業とするエネルギー会社である。2015 年

における同分野への販売量は総販売量の 47％に相当する 550 万トンを占めた。一方、近隣の発電

事業者や熱供給事業者等への販売量は全体の 15％に相当する 180 万トンと比較的小さな規模にと

どまっている。金属精錬部門への販売量は 2015 年においては全体の 15％に相当する 180 万トン

を占めた。前述の通り、同社による 2015 年における原料炭の取扱量は約 420 万トンであったこと
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から、原料炭についても、生産量の約 3 分の 1 が国内に供給され、残りの 3 分の 2 は輸出されて

いると考えられる。2015 年の国内販売の残りの 24％に相当する 280 万トンはその他の需要家向け

であった。 

 

(4) 輸出 

前項までに KRU 社の 2015 年の輸出量は前年から微減したことを確認したが、海上輸送による

輸出量を見ると一定の増加傾向が見られる。とは言え、2015 年の海上輸送による輸出量の合計は

2,960 万トンとなり、前年の 2,890 万トンを僅か 70 万トン上回ったに過ぎない。ただ、2015 年の

実績を 2012 年と比較すると約 600 万トンの増加となる。この間、大西洋市場向けの輸出量は 1,760

万トンから 8％増となる 1,900 万トンに伸びたが、アジア太平洋市場向けの輸出量は 620 万トンか

ら 71％増となる 1,060 万トンに急伸している。大西洋市場向けの輸出量が成長していないとは言

い切れないが、アジア太平洋市場向けの輸出が KRU 社の輸出量全体の維持に貢献しているのは

明らかである。 

 

表 4.2.21 KRU 社の仕向先別石炭輸出量の推移 

 2012 年 2013 年 2014 年 2015 年 

アジア太平洋市場向け輸出量（100 万トン） 
6.2 5.9 11.8 10.6 

(26.0%) (24.5%) (40.9%) (35.7%) 

大西洋市場向け輸出量（100 万トン） 
17.6 18.1 17.1 19.0 

(74.0%) (75.5%) (59.1%) (64.3%) 

合計輸出量（100 万トン） 23.8 24.0 29.0 29.6 

※到着港別の陸送量を加算して導いたため合計量には陸送による輸出が含まれず、他の図表の輸出量と一致し

ない。括弧内のパーセントは全体に占める割合。 

（出所）CDU TEK 発表の統計と Argus 社による独自調査を基に作成。 

 

 大西洋市場向けには欧州向け輸出の要諦となるウスト・ルガ港を始めとし、実に 16 港から国外

の需要家に供給している。一方、アジア太平洋市場への輸出はヴォストチヌイ港のみからの出荷

となる。 

 

(5) 財務状況 

KRU 社の 2015 年における輸出量は前年比 40 万トン減の 2,980 万トンとなり、国内販売量は前

年横ばいの 1,180 万トンにとどまった。同年の生産量は前年比 90 万トン増加しているが、業況は

必ずしも好転しているとは言い難い状況である。ただ、同社の財務状況は 2014 年から 2015 年に

かけて大きく改善している。2014 年は 109 億 3,800 万ルーブル（同年の平均為替で約 2 億 9,050 万

ドル）の純損失を計上していたが、2015 年の決算では一転して 36 億 8,300 万ルーブル（同年の平

均為替で 6,093 万ドル）の純利益を計上している。2015 年の売上当期純利益率は 5.0％、売上当期

粗利益率は 22％となり、SUEK 社のそれぞれ 4.8％と 13％を上回っている。 
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表 4.2.22 KRU 社の 2015 年決算概要 

（100 万ルーブル） 2014 年 2015 年 

売上高 58,095 73,496 

売上原価 42,903 48,277 

粗利益 6,311 16,336 

純利益 -10,938 3,683 

（出所）KRU 社 

 

2014 年の純損失は販売量の減少、輸出価格の低迷、ルーブルに対する米ドル高がさほど進まな

かったことに起因する。これに対し、2015 年は販売数量は減少し、平均輸出価格も下落したもの

の、米ドルに対するルーブル安が急速に進んだため、ドル建ての輸出高のルーブル換算値が前年

から 26.5％増える結果となった。一方、売上原価の大部分はルーブルでの支出となるため前年比

12.5％の増加にとどまり、粗利益が前年の 63 億 1,110 万ルーブル（2015 年の平均為替で 1 億 440

万ドル）から 163 億 3,360 万ルーブル（同 2 億 7,001 万ドル）に増加した。 

 

ただ、2015 年決算の改善は KRU 社自身による取組というよりも為替変動によるところが大き

いのも実際のところである。KRU 社の 2015 年における売上原価率は 65.7％と、SUEK 社の 86.5％

を大きく下回っている。この点だけを見れば、UMMC 資本の下で進められてきた合理化が本業の

利益率の獲得においては一定の成果を出していると言えなくもない。しかし、KRU 社の純利益が

粗利益に占める割合は 22.5％と、SUEK 社の 36.0％を大きく下回る。KRU 社の 2015 年決算は為

替変動によって好転した格好であるが、SUEK 社ほどには為替変動がもたらす優位的な状況を確

実に利益として獲得することができなかったことも示唆される。 

 

(6) 戦略 

前述の通り、KRU 社の生産量は減少傾向にある上、経営環境は為替変動に大きく左右される状

況が続いている。2015 年決算は為替が有利に動いたことを主因に 2014 年から改善しているが、

今後の企業成長を確実なものとするためには生産性の向上と販売する石炭の付加価値の向上が不

可欠となるのは明らかである。 

 

2006 年から KRU 社の経営を管理することとなった UMMC は、KRU 社の今後の経営方針とし

て選炭設備や処理設備を増設することによって販売する石炭の付加価値を高めることを最上段に

掲げている。2015 年時点で既に生産する石炭の 89％を選炭するに至っているが、現時点で選炭設

備を持たない Taldinsky 炭鉱にそれを新設し、既に選炭設備を有する Krasnobrodsky 炭鉱および

Bachatsky 炭鉱にも新たな選炭設備を追設する計画である。 

 

また、生産性の向上を目的に炭鉱設備および輸送設備の近代化を進める。その一環として、同

社が運営するヴォストチヌイ港の第二次拡張計画を続ける計画で、現在は年間 1,700 万トンの石

炭出荷能力を 2017 年には同 2,450 万トン、2019 年には同 2,900 万トンに拡張することを目指して

いる。ヴォストチヌイ港ではさらに、2020 年から第三次となる拡張計画が既にあり、これが実行

されれば同港の石炭出荷能力はいずれ 3,900 万トンに達することになる。 
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ヴォストチヌイ港の拡張に対する投資を見れば、KRU 社がアジア太平洋市場への輸出を増やす

方針であることは明らかである。選炭設備の拡充についても、比較的高い品位の石炭を求める日

本、韓国、台湾などへの増販を意識した戦略であることは想像に難くない。 

 

4.2.3 Mechel 

(1) 沿革 

Mechel社の前身となるのはケメロヴォ州で石炭とニッケル鋼等の金属製品を国内外に販売して

いた商社であるが、同社を中核に複数の産炭企業、金属鉱業および精錬会社、輸送企業などがグ

ループを形成し 2004 年の IPO を経て Mechel 社が設立された。設立後も、民営化される国営の同

業企業や発電企業などを複数傘下に収める他、積極的に鉱区の権益を獲得し、現在までに年間

2,300 万トン以上の石炭、同 400 万トン以上の銑鉄、同 400 万トン以上の粗鋼を生産するまでに至

っている。2015 年における同社の売上高は 2,530 億ルーブル（2015 年の平均為替で約 40 億ドル）

と、ロシア最大の産炭企業である SUEK 社の同年の売上高 41 億 3,200 万ドルと肩を並べる。 

 

ただ、昨今においては Mechel 社の負債が問題視されている。2015 年時点の同社の純負債は前

年比 1,000 億ルーブル増の 5,070 億ルーブルに上り、同時点の総資産額 3,421 億ルーブルを大きく

上回る。同社は負債の支払期限延長を軸とした交渉を貸付金融機関等と進めており、一定の成果

を得ているが、その条件として不採算事業からの撤退や低収益事業の売却等を強いられることに

なるとの指摘も聞かれている。 

 

(2) 生産 

Mechel 社による 2015 年の石炭生産量は前年比 2.5％増の 2,320 万トンとなり、ロシア産炭企業

のなかで第 4 位、同年のロシア全体の 6.2％を占める規模となる。同社の生産量は 2013 年までは

増加傾向にあり、同年には 2,500 万トン以上に達していた。しかし、2014 年以降は 2013 年実績を

200 万～250 万トン下回る状況が続いている。多くのロシア産炭企業がこの間においても、ルーブ

ル安による国際競争力の向上などを背景に増産に成功している。しかし、Mechel 社においては、

有利子負債の返済負担が大きく同様の恩恵を得ることができなかったことが推察される。 

 

表 4.2.23 Mechel 社の石炭生産量の推移 

 2010 2011 2012 2013 2014 2015 

Mechel の生産量（100 万トン） 23.2 22.2 24.2 25.1 22.6 23.2 

ロシア全体に占める割合（％） 7.2% 6.6% 6.8% 7.1% 6.3% 6.2% 

Mechel 社の原料炭生産量（100 万トン） NA NA 15.05 15.65 14.41 14.15 

同社の生産量全体に占める割合（％） NA NA 62.3% 62.2% 63.7% 61.0% 

※原料炭生産量は G、GZh、GZhO、K、KS、KSN、OS、T、TS、Zh 品位の生産量の合計。 

（出所）CDU TEK 発表の統計と Argus 社による独自調査を基に作成。 

 

Mechel 社は現在、図 4.2.3 が示す通り、ケメロヴォ州およびサハ共和国43において石炭を生産し

                                                        
43 別称ヤクート共和国（Yakutia）。 
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ている。ケメロヴォ州においては Sibirginskaya 坑内掘炭鉱、Sibirginskayas 露天掘炭鉱、Lenin 炭

鉱、Krasnogorsky炭鉱、Olzherasskaya-Novaya炭鉱、Olzehrasskaya露天掘炭鉱の合計6カ所をSouthern 

Kuzubass 炭鉱として一元操業し、サハ共和国においては Neryungrinsky 露天掘炭鉱、Kangalassky

露天掘炭鉱、Jebariki-Khaya 炭鉱の 3 カ所を Yukutugol 炭鉱として、Elginsky 露天掘炭鉱を Elgaugol

炭鉱として操業している。 

 

※年産の単位は 100 万トン。Mechel 社は構成炭鉱別の生産量を発表していない。生産量は 2015 年の実績。 

（出所）Mechel 社の公表情報、、CDU TEK 発表の統計、Argus による独自調査を基に作成。 

図 4.2.3 Mechel 社傘下の炭鉱 

 

ケメロヴォ州およびサハ共和国のどちらにおいても、Mechel 社の生産する石炭の大半は原料炭

に適した品位である。これは、同社が金属製錬事業をも主業としており、自社利用を目的に原料

炭に適した品位を産出する炭鉱を狙って傘下に収めてきたためである。このため、「D、DG ある

いは G」と分類される一般炭、および国内市場において燃料としての需要が高い褐炭の生産につ

いては、Yukutugol 炭鉱を構成する Jebariki-Khaya 炭鉱および Kangalassky 露天掘炭鉱でのみ行わ

れている。 

 

Mechel 社が生産する石炭の大半が原料炭としての利用を想定するものであることから、同社の

炭鉱には選炭設備が設置されている。2015 年実績で 1,010 万トンを生産した Southern Kuzubass 炭

鉱には合計 5 カ所の選炭設備があり、その合計処理能力は年間 1,700 万トンに上る。Yukutugol 炭

鉱においても、原料炭を生産する構成炭鉱 Neryungrinsky 露天掘炭鉱には選炭設備が設置されてい

る。年間処理量は明らかとなっていないが、生産される原料炭を処理するには十分な能力を有す
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るとされる。また、Elgaugol 炭鉱においては、2014 年に選炭設備を改修し、通年稼働を可能にし

ている。ただ、同選炭設備の年間処理能力は 300 万トンであり、同炭鉱の 2015 年における生産量

400 万トンに満たない。 

 

表 4.2.24 Mechel 社傘下の炭鉱と選炭設備設置状況 

炭鉱 構成炭鉱 選炭設備の有無 選炭状況 

Southern Kuzbass 

（ケメロヴォ州） 

Sibirginskaya Total 5 washing plants;  

– Siberia washing plant,  

– Kuzbasskaya washing plant,  

– Tomusinskaya washing plant, 

Kransnogorskaya washing 

plant, 

– Sibirginskaya washing unit 

Total 17mn t/yr 

of washing 

capacity 

Sibirginsky open pit 

Lenin 

Kransnogorsky open pit 

Olzherasskaya-Novaya 

Olzherassky open pit 

Yukutugol 

（サハ共和国） 

Neryungrinsky open pit Installed 

NA Kangalassky open pit  

Jebariki-Khaya  

Elgaugol 

（サハ共和国） 
Elginsky open pit 

Installed (upgraded to year-round 

in 2014 from seasonal plant) 

3mn t/yr of 

washing 

capacity 

※「Installed」は選炭設備の設置あり、無記載は選炭設備の設置なし。Mechel 社は炭鉱別の選炭処理量あるいは

選炭率を発表していない。 

（出所）Argus 社調べ 

 

(3) 国内供給 

Mechal は生産する石炭の約 40％を国内に供給している。販売先の詳細は明らかにされていない

が、原料炭の大部分はグループ内の精錬部門に供給されていると理解されている。ただ、一般炭

や褐炭については外部への販売が主となると言われている。同社によると、2015 年の国内販売量

は前年比 10 万トン減の 920 万トンとなり、輸出量が 990 万トンであった。同年の生産量は 2,320

万トンであることから、国内販売量と輸出量の合計との間に大きな差異が生じることになる。た

だ、ここで示される国内供給量には含まれていない Mechel 社内部の部門間取引もあるとされてお

り、生産量と国内販売量および輸出量の合計の差分が在庫に追加されたと考えるのは正しくない。 

 

Mechel社が発表している国内販売量 920万トンのうち、500万トンが金属製錬部門への供給で、

110 万トンがコークス製造を含むその他部門への供給となった。この販売量の大半は Mechel 社内

部での部門間取引であると推察されるが、関係者によると外販が全くなされていない訳ではない。

他方、エネルギー部門への販売は 310 万トンとなり、全体の 34％程度を占めた。Mechel 社は鉱業

事業と金属製錬事業のほかに専門子会社 Mechel 社 Energo を通じてケメロヴォ州に 540 メガワッ

ト規模の発電所を運営している。ここで利用する石炭は全て、Southern Kuzubass 炭鉱から供給さ

れている。ただ、Mechel 社はサハ共和国において一般炭および褐炭を生産しており、したがって

エネルギー部門への供給についても外販がなされていると考えられる。 
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 表 4.2.25 Mechel 社の国内供給量と輸出量  

 2013 年 2014 年 2015 年 

生産量（100 万トン） 25.1 22.6 23.2 

輸出量（100 万トン） 11.7 12.0 9.9 

国内供給量（100 万トン） 10.8 9.3 9.2 

（出所）CDU TEK 発表の統計と Argus 社による独自調査を基に作成。 

 

(4) 輸出 

表 4.2.25 において、Mechel 社の 2015 年の輸出量は前年の 1,200 万トンから 990 万トンに減少し

たことを示した。これは同社が生産する石炭の多くが原料炭として利用され得る品位であり、さ

らに輸出の多くがアジア太平洋市場向けであることに起因する。2015 年は、中国産粗鋼の過剰供

給が鉄鋼市場のみならず鉄鋼石および原料炭市場にも影を落とした。世界各地の高炉が中国産の

供給過剰を背景に減産あるいは増産見送り、したがって原料調達の抑制を余儀なくされたことは

想像に難くない。 

 

表 4.2.26 Mechel 社の仕向先別石炭輸出量の推移 

 2012 年 2013 年 2014 年 2015 年 

アジア太平洋市場向け輸出量（100 万トン） 
5.8 8.1 9.5 8.1 

(64.7%) (71.0%) (80.5%) (84.5%) 

大西洋市場向け輸出量（100 万トン） 
3.2 3.3 2.3 1.5 

(35.3%) (29.0%) (19.5%) (15.5%) 

合計輸出量（100 万トン） 9.0 11.5 11.8 9.6 

※到着港別の陸送量を加算して導いたため合計量には陸送による輸出が含まれず、他の図表の輸出量と一致し

ない。括弧内のパーセントは全体に占める割合。 

（出所）CDU TEK 発表の統計と Argus 社による独自調査を基に作成。 

 

表 4.2.26 は、ロシア政府の統計と Argus 社による独自の調査に基づき推算した Mechel 社の海上

輸送をともなう輸出量である。2015 年の合計は 960 万トンとなり、前年の 1,180 万トンを 220 万

トン下回っている。仕向地別に見ると、2015 年のアジア太平洋市場向けは 810 万トンとなり、前

年比で 140 万トンの減少となる。大西洋市場向けは 150 万トンとなり、前年の 230 万トンを 80 万

トン下回った。 

 

アジア太平洋市場向けの輸出は、総量では大西洋市場向けよりも大幅に減少しているものの、

Mechel 社の輸出総量に占める同地域向けの割合は前年の 80.5％を 4 ポイント上回る 84.5％に増加

している。2012 年以降のアジア太平洋市場向け輸出の比率を見ると、2015 年までに 64.7％から約

20 ポイント増の 84.5％にまで増えている。その背景には中国の粗鋼生産量の急伸があったことは

明らかである。ただ反対に、中国の粗鋼生産量の過剰が問題視されるようになった今日、Mechel

社が自社で生産する石炭の輸出を伸ばしていくことは容易でないことも示唆する。 

 

ちなみに、Mechel 社はロシア極東のプリモルスク地方に所在するポシエト港を所有しており、
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2015 年においてはアジア太平洋市場向け輸出量の 62.7％に相当する 506 万トンを同港から出荷し

ている。残りの 300 万トンはワニノ港からの輸出となる。Mechel 社は、2012 年まではヴォストチ

ヌイ港、ナホトカ港からも輸出していた。しかし 2013 年以降は、それまで所有していたワニノ港

の 28％の権益を売却したこともあり、アジア太平洋市場向けに輸出する石炭の多くをポシエト港

に集めるようになっている。 

 

ポシエト港はシベリア鉄道と直結しており、比較的近いサハ共和国で生産される石炭のみなら

ずケメロヴォ州で生産される石炭も効率的にアジア太平洋市場に輸出することが可能であるとい

う。現時点において、ポシエト港は石炭専用港ではないが、Mechel 社は同港を石炭輸出専用ター

ミナルに改修することを検討している。現在の石炭出荷能力は年間 700 万トンを 1,200 万トンに

まで拡大し、さらに積載重量 6 万トンのパナマックスを着桟させられるようにする計画である。 

 

(5) 財務状況 

前述の通り、Mechel 社は純負債が総資産を上回る債務超過に陥っている。2015 年決算（12 月末

時点）の純負債は前年比 24.5％増の 5,069 億ルーブル（2015 年の平均為替で 90 億ドル）となり、

同時点の総資産額 3,421 億ルーブル（同 60 億ドル）を大幅に上回っている。 

 

本業での利益は生み出せているものの、他のロシア産炭企業と同様に巨額の為替差損を計上し

ており、さらに借入資金の返済負担が大きく、2015 年決算では 1,152 億ルーブルの純損失を計上

している。同年の売上は前年比 3.7％増となる 2,531 億ルーブルとなり、その一方で販売原価が前

年比 1.1％減の 1,513 億ルーブルに減ったため、2015 年の粗利益は前年比 12％増となる 1,018 億ル

ーブルに増加している。しかし、為替差損 711 億ルーブルに加えて、604 億ルーブルの資本調達費

用を計上している。これらの支出が本業の利益を相殺する格好で、同社の 2015 年決算は前年に引

き続き 1,000 億ルーブル以上の純損失となった。 

 

2015年の純損失は2014年比では13.2％圧縮されてはいるが、このままの経営を続けても約1,650

億ルーブル（2015 年の平均為替で 27 億 5,000 万ドル）の債務超過の解消が難しいとの判断から、

Mechel 社は貸付金融機関との返済期限延期の交渉を進めている。同社はこれまでに、ロシア国営

の VTB 銀行と国営 Sber 銀行からそれぞれに対する返済期限を当初の 2020 年から 2022 年、2016

年 10 月から 2023 年に延ばすことで合意を得ている。また、同じく国営の Gazprom 銀行への返済

期限についても、2020 年以降に延期する方向で協議が進められている。Mechel 社によるとこれら

の国営 3 銀行からの借入が同社の有利子負債の 67％を占めており、また、同 3 行から返済期限の

延期に対する合意を得られれば、他の債務者から同様の合意を得られる公算が大きくなるとして

いる。 
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表 4.2.27 Mechel 社の 2015 年決算概要 

（100 万ルーブル） 2014 年 2015 年 

売上高 243,992 253,141 

売上原価 153,057 151,334 

粗利益 90,935 101,807 

EBITDA 45,730 29,759 

純利益 -132,704 -115,163 

資本投資 11,000 5,000 

純負債 407,240 506,891 

総資産 369,258 342,072 

（出所）Mechel 社 

 

ただし、こうした返済期間の延期は、当然ながら、Mechel 社に不採算部門の廃止や低収益事業

からの撤退や、資産売却による返済計画の策定を迫るものとなっている。その主策として、Mechel

社は 2016 年 6 月に Elgaugol 炭鉱の株式 49％を Gazprom 銀行に 3,430 億ルーブル（2015 年の平均

為替で 56 億 7,000 万ドル）で売却している。同売却額は Mechel 社の 2015 年末時点の債務超過額

である約 1,650 億ルーブルの 2 倍に相当する。同社はこの売却益を国営 3 行への返済に充てる計

画である。 

 

 (6) 戦略 

前述の通り、Mechel 社が直面する喫緊の課題は財務の健全化である。産炭企業として、また製

鉄・金属製錬企業として、自社の生産体制を内外市場の環境変化に順応させる必要があるのは当

然のことだが、有効な手段を講じるための設備投資額を十分に確保できる財務体質を取り戻すこ

とが不可欠である。表 4.2.27 が示す通り、Mechel 社の 2015 年における設備投資は前年の半分以

下となる 50 億ルーブル（2015 年の平均為替で 8,300 万ドル）にまで減少している。 

 

Elgaugol 炭鉱の株式 49％を売却したこと、貸付金融機関に対する返済の延期等によって、同社

の債務超過は 2023 年頃までに解消される見通しが立ってきたと言えなくもない。しかし、これは

同時に Elgaugol 炭鉱からの収益が半減することをも意味している。また、今日の鉄鋼市場はアジ

ア太平洋市場においても拡大的な流れにはなく、原料炭の生産が主となる Mechel 社が収益力を高

めるためには、抜本的な経営構造の改革が望まれる、つまり積極的な設備投資の実践が望まれる

のも事実である。Mechel 社はその方策として、一般炭生産拠点の拡大、ポシエト港の能力増強、

外販の増加、社外取引機会の最大獲得を目的とする社内取引の柔軟化などを戦略の柱として掲げ

ている。 

 

4.2.4 Kuzbasskaya Toplivnaya Company（KTK） 

(1) 沿革 

Kuzbasskaya Toplivnaya Company 社（以下、KTK 社と記載）は、2000 年にケメロヴォ州とノヴ

ォシビルスク州が共同で運営する公営企業として、前者に位置する Karansky-South 炭鉱の操業を

開始する形で創立された。同炭鉱を拡張しながら生産量を増やした後、2003 年には隣接する
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Vinogradovsky 炭鉱の開発権益を獲得し、2005 年には同じく隣接する Cheremshansky 炭鉱、および

Kransky-South 炭鉱と Vinogradovsky 炭鉱それぞれの第 2 区画の開発権益も獲得している。2008 年

には全ての炭鉱および鉱区が商業生産に至り、2010 年には Cheremshansky 炭鉱に最初の選炭設備

を建設し、2013 年には Vinogradovsky 炭鉱に選炭設備を設置している。同年、KTK 社はロシア最

大の国営石油会社 Rosneft の傘下に入っている。 

 

(2) 生産 

 KTK 社は創業以来、順調に炭鉱開発を成功させてきており、2015 年の生産量は 2010 年比では

63.8％増となる 1,100 万トンに達している。この生産量は同年のロシア全体の 3％を占める。ただ、

2013 年以降は新たな鉱区の開発がなされておらず、同年以降の生産量は 1,000 万トンから 1,100

万トン規模への増加にとどまる。同社が操業する 3 炭鉱の合計生産能力は 1,100 万トンであり、

近い将来に新規炭鉱あるいは鉱区の始動が予定されていないことから、当面の生産量は減少する

ことはあっても増えることはないと見るのが正しい。ただ、KTK 社はこれまで、他のロシア産炭

企業から調達した石炭の再販も行ってきており、同社の国内販売量および輸出量の合計が 1,100 万

トン以上に増える可能性は否定できない。 

 

表 4.2.28 KTK 社傘下の石炭生産量の推移 

 2010 2011 2012 2013 2014 2015 

KTK の生産量（100 万トン） 6.7 8.7 8.7 10.1 10.6 11.0 

ロシア全体に占める割合（％） 2.1% 2.6% 2.5% 2.9% 3.0% 3.0% 

KRU 社の原料炭生産量（100 万トン） 0 0 0 0 0 0 

同社の生産量全体に占める割合（％） 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 

※原料炭生産量は G、GZh、GZhO、K、KS、KSN、OS、T、TS、Zh 品位の生産量の合計。 

（出所）CDU TEK 発表の統計と Argus 社による独自調査を基に作成。 

 

前述の通り、KTK 社は Krakansky-South 炭鉱、Vinogradovsky 炭鉱、Cheremshansky 炭鉱を操業

している。いずれもケメロヴォ州に所在し、前者 2 炭鉱はそれぞれ年間 300 万トン、後者 1 炭鉱

は同 500 万トンの生産能力を有する。いずれにおいても、「D」と分類される一般炭が産出される。

表 4.2.29 が示す通り、各炭鉱で生産される一般炭は、発熱量が 6,250～7,510kcal/kg と比較的高く、

熱量 6,000kcal/kg 以上を求めない欧州需要家や、品位よりもコストを優先する国内需要家よりも、

発電効率の高い石炭に相応の対価を支払う北東アジアの需要家向けであると言える。 
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※年産の単位は 100 万トン。生産量は 2015 年の実績。 

（出所）KTK 社の公表情報、CDU TEK 発表の統計、Argus による独自調査を基に作成。 

図 4.2.4 KTK 社傘下の炭鉱 

 

表 4.2.29 KTK 社傘下の炭鉱で生産される石炭の品位 

炭鉱 HV (Kcal/kg) Moisture (%) Ash(%) 

Krakansky-South open pit 7,110-7,250 7.0-21.0 9.2-15.4% 

Vinogradovsky open pi 6,250-7,200 8.5-18.2 NA 

Chheremshansky open pit 7,200-7,510 8.0-14.0 NA 

（出所）KTK 社 

 

KTK 社が操業する 3 炭鉱のうち、Vinogradovsky 炭鉱と Cheremshansky 炭鉱には選炭設備が設置

されている。Vinogradovsky 炭鉱の選炭設備の年間処理能力は 400 万トンで、Cheremshansky 炭鉱

の選炭能力は年間 200 万トンとされている。ただ、Vinogradovsky 炭鉱の生産能力は年間 300 万ト

ンであるのに対し、Cheremshansky 炭鉱の生産能力は 500 万トンに上る。このため、同社は

Cheremshansky 炭鉱で生産される石炭の一部は Vinogradovsky 炭鉱に運ばれた後に選炭されている

と推察される。あるいは、Krakansky-South 炭鉱においては選炭設備が設置されていないため、同

炭鉱で生産される石炭の一部が Vinogradvsky 炭鉱の選炭設備で処理されているとも考えられる。 

 

KTK 社所有の選炭設備の年間処理能力の合計は 600 万トンとなるが、同社によると 2015 年に

おいては合計 830 万トンが選炭処理された後に出荷されている。このことから、Krakansky-South

炭鉱および Cheremshansky 炭鉱で生産される石炭の一部は第三者が運営する選炭設備で処理を受

けていることも示唆される。 
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表 4.2.30 KTK 社傘下の炭鉱と選炭設備設置状況 

地方 炭鉱 選炭設備の有無 選炭状況 

ケメロヴォ州 

Krakansky-South open pit   

Vinogradovsky open pi Installed 4.0mn t/year capacity 

Cheremshansky open pit Installed 2.0mn t/year capacity 

（出所）KTK 社 

 

表 4.2.31 KTK 社傘下の炭鉱と選炭設備設置状況 

 2013 年 2014 年 2015 年 

生産量（100 万トン） 10.1 10.6 11.0 

選炭量（100 万トン） 8.2 8.7 8.3 

選炭率(%) 81.2% 82.1% 75.5% 

（出所）CDU TEK 発表の統計と Argus 社による独自調査を基に作成。 

 

(3) 国内供給 

KTK 社は比較的品位の高い一般炭を主に生産しているため、価格の低い褐炭などの低品位炭が

主に求められる国内市場への販売量は少ない。2015 年の国内供給量は前年比 6.7％減となる 280

万トンとなった。同年は低降水量を背景に国内販売量を増やしたロシア産炭企業が少なくないが、

KTK 社が販売する高品位炭に対する需要は高まらなかったことが覗える。 

とは言え、同社が生産する石炭はすべて「D」と分類される一般炭であるため、その多くは発電

あるいは熱供給事業者や石油ガス部門の自家発向けであるとされる。2015 年における発電あるい

は熱供給事業者向けの供給は、全体の 46％に相当する 130 万トン、石油ガス部門の自家発向けは

同 8％に相当する 20 万トンであった。他の生産事業者と異なる点として、KTK 社は商社向けの販

売に積極的な姿勢をとっている。2015 年においては、国内供給量の 24％に相当する 70 万トンを

商社に販売している。KTK 社は自身が他の生産事業者から調達した石炭の再販に積極的であり、

それを商社への販売と両立させることで適時適量の生産および販売を実践していると見られる。 

 

表 4.2.32 KTK 社の国内供給量と輸出量 

 2013 年 2014 年 2015 年 

生産量（100 万トン） 10.1 10.6 11.0 

輸出量（100 万トン） 7.0 7.1 6.7 

国内供給量（100 万トン） 2.1 3.0 2.8 

（出所）CDU TEK 発表の統計と Argus 社による独自調査を基に作成。 

 

(4) 輸出 

KTK 社はこれまで、石炭生産量を増やすに応じて輸出量も増やしている。2013 年以降の生産量

は年間 1,000 万トン規模から同 1,100 万トン規模に増えたにとどまるが、輸出量は年間 480 万トン

から 680 万トンに増加している。これまで繰り返し述べてきた通り、同社が生産する石炭は国際

市場、特にアジア太平洋市場においてその価値を高く評価される品位であり、このため KTK 社に
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とっては同地域への輸出量の増加に努めることでより高い収益を望める。 

 

2015 年の海上輸送をともなう輸出量を見ると、アジア太平洋市場向けが輸出量全体の 79.4％を

占める 540 万トンに上り、大西洋市場向けは 140 万トンである。アジア太平洋市場向けと欧州向

けの比率は毎年変動するが、2012 年以降の実績で見ると、アジア太平洋市場向けが常に 75％以上

を占めている。KTK 社はアジア太平洋市場向けの輸出においては、ヴォストチヌイ港のみを利用

しており、その主な仕向け先となるのは韓国と台湾である。大西洋市場向けは、その大半が東欧

諸国および旧ソ連諸国向けとなり、ウスト・ルガ港とマウリポリ港の 2 カ所が利用されている。 

 

表 4.2.33 KTK 社の仕向先別石炭輸出量の推移 

 2012 年 2013 年 2014 年 2015 年 

アジア太平洋市場向け輸出量（100 万トン） 
3.1 4.5 4.7 5.4 

(75.2%) (93.8%) (83.0%) (79.4%) 

大西洋市場向け輸出量（100 万トン） 
1.0 0.3 1.0 1.4 

(24.8%) (6.2%) (17.0%) (20.6%) 

合計輸出量（100 万トン） 4.1 4.8 5.7 6.8 

※到着港別の陸送量を加算して導いたため合計量には陸送による輸出が含まれず、他の図表の輸出量と一致し

ない。括弧内のパーセントは全体に占める割合。 

（出所）CDU TEK 発表の統計と Argus 社による独自調査を基に作成。 

 

(5) 財務状況 

KTK 社は 2013 年にロシア国営石油会社 Rosneft の傘下に入っているが、その後も単独での決算

を毎年公表している。2015 年決算は、売上が 249 億 9,400 万ルーブル（同年の平均為替で 4 億 1,347

万ドル）、売上原価が 209 億 3,200 万ルーブル（同 3 億 4,628 万ドル）、粗利益が 40 億 6,200 万ル

ーブル（同 6,720 万ドル）であった。売上当期粗利益率は 16％となり、他のロシア産炭企業と比

べて顕著に高いわけではないものの、同国最大の産炭企業である SUEK 社の 13％を 3 ポイント上

回っている。 

 

多くのロシア産炭企業が 2014 年および 2015 年の決算においては、市況の悪化とルーブル安を

理由に多額の純損失を計上している。しかし、KTK 社は両年ともに少ないながらも純利益を計上

している。2015 年の純利益は 3,700 万ルーブル（同年の平均為替で 61 万 2,089 ドル）となり、売

上当期純利益率は 1.5％と極少であるが、2014 年の 700 万ルーブルから 3,000 万ルーブルの増益を

果たしている。これは、同社の石炭販売の 8 割近くが米ドル建ての輸出であり、ルーブル安が反

対に同通貨に換算した売上高および粗利益を押し上げた格好である。 
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表 4.2.34 KTK 社の 2015 年決算概要 

（100 万ルーブル） 2014 年 2015 年 

売上高 22,250 24,994 

売上原価 18,925 20,932 

粗利益 3,325 4,062 

EBITDA 2,518 2,697 

純利益 7 37 

（出所）Rosneft 

 

(6) 戦略 

KTK 社は今後の成長戦略として、既存 3 炭鉱の生産性の向上を掲げている。同社によると各炭

鉱の可採埋蔵量は今後の掘削によってさらに増大する可能性が高く、したがって炭鉱寿命を過度

に縮めることなく増産が可能であると見込んでいる。また、輸出量の増加による収益の拡大を狙

っており、その手段として選炭設備等の新設、拡充および炭鉱設備の近代化に資金を投じていく

考えを示すほか、国際的な資源商社に長期契約で販売する石炭の量を増やしていくことを目指す

としている。 

 

4.2.5 SDS-Ugol 

(1) 沿革 

SDS-Ugol 社は、ロシア広域で機械製造、交通、農業、食料、建設、住宅、通信など多様な事業

を展開する Sibirskiy Delovoy Soyuz 社の一角を成す産炭企業である。SDS-Ugol 社の創立は 2006 年

と最近ではあるが、2011 年にケメロヴォ州で複数の炭鉱を操業する産炭企業 Sibenergougol 社を買

収し急速に生産量を増やすことに成功している。SDS-Ugol 社はまた、2014 年には同じくケメロヴ

ォ州に所在する East Ananyinsky 2 鉱区の開発および生産権益を獲得している。現在までに 8 カ所

の炭鉱を操業し、年間約 3,000 万トンを生産するに至っている。ちなみに、Sibirskiy Delovoy Soyuz

社は SDS-Ugol 社の他に Prokopyevskugol という産炭企業も傘下に持ち、同社は現在 3 カ所の炭鉱

を操業し 2015 年には合計 54 万 6,600 トンの原料炭を生産している。 

 

(2) 生産 

前述の通り、SDS-Ugol 社は急速に成長したロシアの産炭企業である。2010 年時点の生産量は

1,360 万トン程度であったが、2011 年の Sibenergougol 買収を背景に 2012 年にはその約 2 倍に相当

する 2,520 万トンを生産し、2015 年には 3,000 万トンを生産するに至っている。2010 年時点にお

ける同社の生産量はロシア産炭企業のなかで第 6 位に位置していたが、2015 年の生産量は第 3 位

となる。 
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表 4.2.35 SDS-Ugol 社の石炭生産量の推移 

 2010 2011 2012 2013 2014 2015 

SDS-Ugol の生産量（100 万トン） 13.6 22.4 25.2 25.7 29.3 30.0 

ロシア全体に占める割合（％） 4.2% 6.6% 7.1% 7.3% 8.2% 8.1% 

SDS-Ugol 社の原料炭生産量（100 万トン） NA NA 1.5 1.1 0.8 0.6 

同社の生産量全体に占める割合（％） NA NA 5.7% 4.4% 2.6% 1.8% 

※原料炭生産量は G、GZh、GZhO、K、KS、KSN、OS、T、TS、Zh 品位の生産量の合計。 

（出所）CDU TEK 発表の統計と Argus 社による独自調査を基に作成。 

 

SDS-Ugol 社は現在、図 4.2.5 に示される 8 カ所の炭鉱を操業している。いずれの炭鉱もケメロ

ヴォ州に所在しているが、産出する石炭の品位は多岐に亘る。特徴としては、D や DG、あるいは

G といったいわゆる一般炭を産出する炭鉱は Salek 炭鉱、Kistvyazhnaya 炭鉱および Pervomaysky

炭鉱に限られ、他の炭鉱では無煙炭や原料炭といった高付加価値の品位が産出されている。 

 

8 カ所の炭鉱のうち 6 カ所が選炭設備を有しており、2015 年においては総生産量 3,000 万トン

の 58％に相当する 1,750 万トンが選炭処理された後に出荷されている。また、選炭処理をするこ

とによって多様な品位の供給が可能となっており、生産する石炭の付加価値向上および需要家の

品位要求に応えることができているとしている。表 4.2.36 に SDS-Ugol 社が販売している石炭の

品位を示す。 

 

※年産の単位は 100 万トン。生産量は 2014 年実績。 

（出所）SDS-Ugol 社の公表情報、CDU TEK 発表の統計、Argus による独自調査を基に作成。 

図 4.2.5 SDS-Ugol 傘下の炭鉱 
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表 4.2.36 SDS-Ugol 社傘下の炭鉱と選炭設備設置状況 

Region Mine Grade 
Washing/Processing 

plants 

Washing 

status 

ケメロヴォ州 

Chernigoverts open pit Zh, KS, SS Installed 

58% of 

production 

was washed 

in 2015 

Yuzhnaya mine T.A 
 

Kiselyovskaya open pit SS Installed 

Salek mine (Vostochny 

open pit and Salek mine) 
DG  

Listvyazhnaya mine D Installed 

Sibenergougol T.A Installed 

Prokophyevsky open pit SS Installed 

Pervomaysky open pit D 
 

※「Installed」は選炭設備の設置あり、無記載は選炭設備の設置なし。SDS-Ugol 社は炭鉱別の選炭処理量あるいは

選炭率を公表していない。 

（出所）Argus 社調べ 

 

表 4.2.37 SDS-Ugol 社の選炭量と選炭率 

 2013 年 2014 年 2015 年 

生産量（100 万トン） 25.7 29.3 30.0 

選炭量（100 万トン） 13.4 16.5 17.4 

選炭率（％） 52.1% 56.2% 58.0% 

（出所）CDU TEK 発表の統計と Argus 社による独自調査を基に作成。 

 

表 4.2.38 SDS-Ugol 社が販売する石炭の品位 

Type Grade 
Size 

(mm) 

Ash  

(%) 

Moisture  

(%) 

VM  

(%) 

Sulphur 

(%) 

NHV 

(Kcal/kg) 

原料炭 
Grade 1 13-50 6-7 8 19-24 0.4  

Grade 2 0-25 12-14 11 18-24 0.2-0.4  

Anthracite Grade 1 0-50 14 9 6-8 0.5 6,250 

一般炭 

Grade 1 0-50 11 12.5 44 0.2 5,800 

Grade 2 0-25 20-22 10 19-24 0.4 5,600 

Grade 3 0-50 16 10 10-12 0.5 6,000 

Grade 4 0-50 12-14 10 18-24 0.4 6,700 

Grade 5 13-50 6-8 8 19-24 0.4 6,700 

Grade 6 50-200 8 7 19-24 0.4 6,800 

Grade 7 0-50 7.5 12 38-40 0.4 6,000 

PCI 
Grade 1 0-25 9 10 25 0.3 6,700 

Grade 2 0-50 9 9 10-12 0.4 6,600 

（出所）SDS-Ugol 社 
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(3) 国内供給 

SDS-Ugol 社は生産量の大半を輸出しており、国内販売量は 2015 年の実績で 430 万トンと少な

い。同社の生産する石炭の多くが付加価値の高い無煙炭や原料炭、あるいは比較的熱量の高い一

般炭であることに起因する。ロシア国内における一般炭需要の多くは熱量が低い、したがって価

格の低い褐炭に集まる傾向にあるが、SDS-Ugol 社が操業する炭鉱においては褐炭の生産は見られ

ない。 

 

2015 年の国内販売量 430 万トンは、エネルギー部門の自家発用需要の増加を主因に前年比では

43.3％の増加となる。しかし、この急伸の背景にあるのは低降水量にともなう水力発電量の減少で

あり、SDS-Ugol 社が操業する炭鉱の近隣に新たな発電設備等が新設されたり、同社が国内需要に

程よく適応する新たな炭種の生産を開始したりした訳ではない。 

 

SDS-Ugol 社の国内販売先の内訳を見ると、2015 年においては石油ガス等のエネルギー部門向

けが全体の 60％を占める 260 万トン、金属製錬部門向けが同 13％を占める 60 万トン、その他が

全体の 27％に相当する 120 万トンとなっている。 

 

SDS-Ugol 社は今後の企業成長の柱として輸出の増大を掲げており、その実現のためには国内市

場でのシェア縮小も厭わない姿勢を示している。このため、同社の今後の増産はそのほぼ全量が

国際市場における供給に追加されるものと期待される。 

 

表 4.2.39 SDS-Ugol 社の国内供給量と輸出量 

 2013 年 2014 年 2015 年 

生産量（100 万トン） 25.7 29.3 30.0 

輸出量（100 万トン） 19.0 22.0 22.6 

国内供給量（100 万トン） 4.0 3.0 4.3 

（出所）CDU TEK 発表の統計と Argus 社による独自調査を基に作成。 

 

(4) 輸出 

SDS-Ugol 社は炭鉱別の輸出実績を発表していない。ただ、国内販売において金属製錬部門への

販売量が 2015 年の実績で 60 万トンと極めて少ないことから、生産する無煙炭、原料炭および PCI

炭の多くは国際市場に供給していると推察される。同社によると、2015 年においては生産量の約

87％が輸出されたとしている。同年の生産量は 3,000 万トンであったため、2,610 万トンが輸出さ

れた計算となるが、表 4.2.39 が示す統計データでは同年の輸出量は 2,260 万トンとなっている。

SDS-Ugol 社の主張と統計データの間に約 350 万トンの差があるが、これは恐らく炭鉱からの出荷

とその石炭が実際に輸出通関されるまでに時差があることや、統計が集計される際の誤差等によ

る差異であると思われる。 

 

いずれにしても、同社は生産する石炭の大部分を輸出しており、今後の企業成長の手段として

利益の低い国内市場への販売を減らし、より高い付加価値の獲得が期待できる国際市場への販売

量を増やすとしている。 
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同社は 2011 年に欧州市場向け輸出の要所となる Murmansk Sea Port の株式 63.5％を取得し年間

出荷能力 1,800 万トンの石炭専用ターミナルを建設している。一方、SDS-Ugol 社はアジア太平洋

市場向けの輸出拠点となる極東の港には権益を持っていない。このため、同社によるこれまでの

石炭輸出は大西洋市場向けを主としてきており、2015 年時点においても海上輸送をともなう輸出

総量の 77％に相当する 1,420 万トンが大西洋市場向け、残りの僅か 420 万トンがアジア太平洋市

場向けとなっている。 

 

ただ、SDS-Ugol 社による 2014 年以前のアジア太平洋市場向け輸出量は 200 万～300 万トンの

水準にあったことから、2015 年以降においては同社が、他のロシア産炭企業と同様に、アジア太

平洋市場への販売に力を注いでいることが覗える。SDS-Ugol 社のアジア太平洋市場向け輸出は、

2013 年はウラジオストック港からの輸出もあり、2012 年はウラジオストック港に加えてワニノ港

からの輸出もあったが、2014 年以降はヴォストチヌイ港およびナホトカ港のみから出荷されるよ

うになっている。 

 

表 4.2.40 SDS-Ugol 社の仕向先別石炭輸出量の推移 

 2012 年 2013 年 2014 年 2015 年 

アジア太平洋市場向け輸出量（100 万トン） 
2.3 2.9 2.0 4.2 

(13.4%) (16.5%) (10.8%) (22.9%) 

大西洋市場向け輸出量（100 万トン） 
14.9 14.8 16.7 14.2 

(86.6%) (83.5%) (89.2%) (77.1%) 

合計輸出量（100 万トン） 17.2 17.7 18.7 18.5 

※到着港別の陸送量を加算して導いたため合計量には陸送による輸出が含まれず、他の図表の輸出量と一致し

ない。括弧内のパーセントは全体に占める割合。 

（出所）CDU TEK 発表の統計と Argus 社による独自調査を基に作成。 

 

(5) 財務状況 

SDS-Ugol 社はロシア産炭企業のなかでも比較的高付加価値な石炭を産出する炭鉱を操業して

おり、その生産量も増加傾向にある。このため、同社が他のロシア産炭企業に比べて芳しい経営

状況にあるように推測されるが、2015 年の決算においては 2 年連続となる純損失を計上している。

2015 年の売上高は前年比 17.6％増となる 78 億 300 万ルーブル（2015 年の平均為替で 1 億 3,000

万ドル）となる一方、売上原価は同 9.4％増の 62 億 7,900 万ルーブル（同 1 億 400 万ドル）に抑

制された。この結果、2015 年の粗利益は前年比 70％増となる 15 億 2,400 万ルーブル（2015 年の

平均為替で 2,500 万ドル）となった。売上当期粗利益率は実に 20％に上り、ロシア最大の産炭企

業である SUEK 社の 13％を大きく上回っている。 

 

しかし、SDS-Ugol 社の 2015 年における最終決算は 13 億 6,700 万ルーブルの純損失となってい

る。このことから、同社が、KRU 社と同様に、市況悪化によるドル建てでの売上高の減少をルー

ブル安による為替変動効果で相殺することができなかったことが見てとれる。 

 

2015 年にルーブルが米ドルに対して大きく下落したため、同年の純損失は 2014 年のそれの半
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分程度にまで圧縮されているが、純損失からの脱却ができない状況のなか設備投資が前年の 56 億

ルーブル（2015 年の平均為替で 9,300 万ドル）から 30 億ルーブル（同 5,000 万ドル）にまで減ら

される結果となっている。 

 

表 4.2.41 SDS-Ugol 社の 2015 年決算概要 

（100 万ルーブル） 2014 年 2015 年 

売上高 6,637 7,803 

売上原価 5,740 6,279 

粗利益 897 1,524 

純利益 -2,787 -1,367 

設備投資 5,600 3,000 

（出所）SDS-Ugol 社 

 

(6) 戦略 

SDS-Ugol 社は当面の成長戦略として、高付加価値炭の輸出量の増加を掲げている。その目的を

達成するためには国内供給を減らすことも示唆している。同社は現在、大西洋市場向けの輸出を

主としている。しかし、積極的な温暖化防止対策を背景に欧州需要の後退が確実視されるなか、

SDS-Ugol 社がアジア太平洋市場向けの商流の拡大に多くの資本を投じるようになるのは時間の

問題であると思われる。実際に、2015 年のアジア太平洋市場向けの輸出量は前年比 210％増の 420

万トンに増えている。販売する石炭の品質を高めるために、選炭設備をさらに増やし、現在 60％

弱の選炭率を 70％にまで引き上げる方針を掲げている。また、高品質の供給を求める日本、韓国

および台湾向けの供給を意識し、生産設備の近代化を進めるとしている。 

 

4.2.6 Evraz 

(1) 沿革 

Evraz 社は 1992 年に Evraz 社 Metal という社名で鉄鋼製品および鉄鋼原料の商社として創立し

た後、ロシア国内で複数の製鉄会社および鉄鉱石鉱山会社を買収し成長した。2005 年にはイタリ

アの製鉄会社 Palini & Bertoli 社を買収し、2006 年には米国のバナジウム精錬大手 Strategic Minerals

社を、その翌年には南アフリカ共和国のバナジウム精錬会社 Highveld Steel & Vanadium 社を傘下

に収めている。2011 年には英国のロンドン証券取引所に自社株の上場を果たしている。Evraz 社

は、傘下に収めたロシア企業が保有していた炭鉱の操業を引き継いでおり、今日ではロシア第 5

の産炭企業でもある。 

 

(2) 生産 

Evraz 社は現在、ケメロヴォ州で子会社 2 社を通じて合計 9 カ所の炭鉱を操業するほか、トゥヴ

ァ共和国で 1 カ所の炭鉱を開発し 2016 年から本格的な生産を開始している。同社による 2015 年

の生産量は、ロシア全体の 5.6％に相当する 2,080 万トンに上り、同国産炭企業のなかで第 5 位の

規模となった。2015 年の生産量は 2014 年比では 100 万トンの減少となるが、これは Raspadskaya

社が操業する MUK-96 炭鉱の大規模改修が行われたためとされる。 
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Evraz 社による 2012 年以前の生産量は 1,550 万～1,850 万トンの水準にあったが、2013 年に

Yuzhkuzbassugol 社が年間最大生産能力 250 万トンの Yerunakovskaya-VIII 炭鉱の操業を開始した

ことで同年以降の生産量は 2,000 万トン規模に増加した。2015 年の生産量は 2014 年比では減少し

ているが、ここ数年の操業は安定していると見ることができる。 

 

表 4.2.42 Evraz 社の石炭生産量 

 2010 2011 2012 2013 2014 2015 

Evraz の生産量（100 万トン） 18.5 15.5 17.8 20.4 21.8 20.8 

ロシア全体に占める割合（％） 5.7% 4.6% 5.0% 5.8% 6.1% 5.6% 

Evraz 社の原料炭生産量（100 万トン） NA NA 15.5 18.9 21.0 20.6 

同社の生産量全体に占める割合（％） NA NA 87.1% 93.0% 96.4% 98.8% 

※原料炭生産量は G、GZh、GZhO、K、KS、KSN、OS、T、TS、Zh 品位の生産量の合計。 

（出所）CDU TEK 発表の統計と Argus 社による独自調査を基に作成。 

 

図 4.2.6 が示す通り、Evraz 社傘下の炭鉱で生産される石炭はいずれも「KS、Zh、GZh、GZhO、

K」といった原料炭として利用される品位となる。これは、同社がこれまでに買収した製鉄会社が

自社利用を主目的に保有していた炭鉱の操業を引き継いでいるためである。同社は 2016 年に本格

操業を開始した Mezhegeyugol 炭鉱においても、「Zh」と分類される原料炭が生産されている。ち

なみに同炭鉱が所在するトゥヴァ共和国は、ケメロヴォ州の東側、イルクーツク州、クラスノヤ

ルスク地方およびハカス共和国に挟まれるように位置する。 
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※年産の単位は 100 万トン。生産量は 2015 年の実績。 

（出所）Evraz 社の公表情報、CDU TEK 発表の統計、Argus による独自調査を基に作成。 

図 4.2.6 Evraz 社傘下の炭鉱 

 

Evraz 社によると、2015 年においては合計 1,790 万トンの石炭を選炭処理している。同年の生産

量が 2,080 万トンであったため、選炭率は 86.1％となる。同社は各炭鉱毎の選炭量を公表してい

ないが、Yuzhkubassugol 社においては 2 カ所の選炭設備を持ち、Raspadskaya 社においては自前の

1 設備の他、近隣の第三者設備を活用して選炭処理を行っているとしている。 

 

表 4.2.43 Evraz 社の選炭量と選炭率 

 2013 年 2014 年 2015 年 

生産量（100 万トン） 20.4 21.8 20.8 

選炭量（100 万トン） NA NA 17.9 

選炭率（％） NA NA 86.0% 

（出所）CDU TEK 発表の統計と Argus 社による独自調査を基に作成。 
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表 4.2.44 Evraz 社傘下の炭鉱と選炭設備設置状況 

操業子会社 炭鉱 品位 選炭設備の有無 選炭状況 

Yuzhkuzbassugol 

Alardinskaya KS 2 enrichment plants: 

-Kuznetskaya washing 

plant  

-Abashevskaya 

washing plant 

Washed total 

17.9mn t of 

produced coal 

in 2015. 

Yesaulskaya Zh 

Oshinnikovskaya Zh 

Uskovskaya GZh 

Yerunakovskaya-VIII GZh 

Raspadskaya 

Raspadskaya GZh 

1 enrichment plant, and 

third-party washing 

plant available 

Razrez Raspadskaya 
GZh, 

GZhO 

MUK-96 GZhO 

Raspadskaya-Koksovaya K 

Mezhegeyugol Tyva Zh NA NA 

※「NA」は詳細不明。Evraz 社は炭鉱別の選炭処理量あるいは選炭率を公表していない。 

（出所）Evraz 社および Argus 社による独自調査を基に作成。 

 

(3) 国内供給 

Evraz 社の石炭生産事業は原則的には自社の金属製錬部門で利用する石炭の安定確保を目的と

しており、したがって生産する石炭の大部分を国内に供給している。2015 年における Evraz 社の

国内供給量は 1,090 万トン、輸出量は 430 万トンである。2015 年は中国産鉄鋼製品の供給過剰感

が国際市場で高まり、世界各地の高炉が稼働低下を余儀なくされた。ロシアの高炉各所もその例

外ではなく、Evraz 社による 2015 年の国内向け石炭供給量は、前年比 150 万トンの減少となって

いる。 

 

ただ、Evraz 社の同年の生産量は前年比 100 万トン減少しており、同社の輸出量は前年比 70 万

トン増加している。このため、国内供給量の減少が Evraz 社傘下の炭鉱の在庫を高めてはいない

ことが推察できる。Evraz 社によると、国内供給量のうち 600 万トンが自社精錬用に消化されてお

り、残りの 490 万トンが外部に販売されている。外販の内訳を見ると、250 万トンが金属製錬部門

向け、残りの 240 万トンがコークス製造を含むその他部門向けとなっている。 

 

他の産炭企業の場合と同様に、ここで示す Evraz 社の国内供給量と輸出量の合計は、同年の生

産量の合計と一致しない。これは、統計上の誤差に加え、同社が生産する石炭の大半が原料炭で

あり、その多くが一定の選炭処理を施されてから出荷されることに起因すると考えられる。生産

されてから出荷されるまでに処理工程に滞留する数量が発生するほか、選炭後に各炭鉱あるいは

近隣の同社設備で自家消費されるものが供給量に含まれていないものと推測される。 
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表 4.2.45 Evraz 社の国内供給量と輸出量 

 2013 年 2014 年 2015 年 

生産量（100 万トン） 20.4 21.8 20.8 

輸出量（100 万トン） 3.6 3.6 4.3 

国内供給量（100 万トン） 9.7 12.4 10.9 

（出所）CDU TEK 発表の統計と Argus 社による独自調査を基に作成。 

 

(4) 輸出 

前述の通り、Evraz 社は生産する石炭の多くを自社で消化しており、輸出量は必ずしも多くな

い。2015 年の輸出量は前年比では 70 万トン増となるが、その総量は 430 万トンにとどまる。

Evraz 社の輸出については、十分な仕向地別、炭鉱別等に分類した統計データがなく、その詳細

を知ることができない。ただ、輸出の大部分は中国向けとなり、2015 年には輸出総量 430 万ト

ンのうち 270 万トンが極東のナホトカ港から出荷されている。 

 

Evraz 社は 2001 年から Nakhodoka Trade Sea Port を保有しており、同社の極東向け石炭輸出は

原則的に同港から出荷されている。同港は石炭専用港ではないが、16 本の商用バースを備える

大型輸出ターミナルで、全てのバースにおいてドラフト 11 メートル、全長 230 メートル、全幅

32 メートルの船舶を受け入れることができる。2015 年には、Evraz 社が生産した石炭および鉄鋼

製品、さらに他の産炭企業が生産した石炭等を含み、合計 920 万トンが同港から輸出されてい

る。 

 

(5) 財務状況 

Evraz 社の石炭部門は 2015 年決算において、他のロシア産炭企業と同様に、健全と評価できる

粗利益を挙げながらも、7 億 1,900 万ドルの純損失を計上している。ただ、これは同社の決算が米

ドル建て44であるものの、事業の大部分がロシア国内で行われていることに起因する。2015 年に

ルーブルが米ドルに対して大きく下落したことを受けて、同社のロシア国内事業の収益が米ドル

換算では前年比から大幅な減少となった。 

 

Evraz 社の石炭部門の 2015 年の売上高は 10 億 6,800 万ドルとなり、前年比では 19％の減少と

なっている。ただ、同社の売上原価は前年比 28％減となる 7 億 4,900 万ドルまで圧縮されており、

粗利益は同 14.7％増の 3 億 1,900 万ドルに増えている。2015 年の売上当期粗利益率は、前年から

9 ポイント向上して 30％にまで達している。この売上当期粗利益率は、SUEK 社の 13％、KRU 社

の 20％などと比較しても顕著に高い水準となる。 

 

2015 年の平均為替は、前年の 1 米ドルあたり 0.027 ルーブルから同 0.017 ルーブルに下落した

が、同社の石炭部門は本業での増益によって為替差損を一部抑制することができている。2015 年

の最終決算は 7 億 1,900 万ドルの純損失となるが、前年の純損失 12 億 7,800 万ドルと比較すれば、

実に 5 億 6,000 万ドル圧縮された計算となる。同社の 2015 年の設備投資は前年比 34.6％減の 4 億

                                                        
44 ロンドン証券取引所に上場しているため、米ドル建て決算を行う。 



107 

2,800 万ドルにとどまっているが、ルーブル換算では 2014 年が 246 億 2,500 万ルーブル（2014 年

の平均為替で換算）、2015 年が 258 億 7,200 万ルーブル（2015 年の平均為替で換算）と、一定水準

を保っている。 

 

表 4.2.46 Evraz 社の石炭部門の 2015 年決算概要 

（100 万ドル） 2014 年 2015 年 

売上高 1,318 1,068 

売上原価 1,040 749 

粗利益 278 319 

EBITDA 376 351 

純利益 -1,278 -719 

設備投資 654 428 

（出所）Evraz 社 

 

(6) 戦略 

Evraz 社の石炭生産は、同社の製鉄事業における原料の安定確保を主目的としている。このため、

同社は産炭事業の戦略として、安定的な生産の維持、既存炭鉱の可採年数の延長、2016 年に本格

操業を開始した Mezhegeyugol 炭鉱の拡張開発を掲げている。ただ、同社が生産する石炭の一部は

外販しており、特に輸出については同社石炭部門のドル建てでの収入源となっている。前述の通

り、Evraz 社の決算は米ドル建てとなるため、この販売収益は財務の安定化に資するものとして重

要視されており、その増加が目指される。Evraz 社はその実現手段として、選炭率の向上、比較的

小規模にとどまる大西洋市場向けの輸出量の増加、生産効率の向上による売上原価の低減などを

目標として掲げている。 

 

4.2.7 Sibuglemet 

(1) 沿革 

Sibuglemet 社は多くの自社情報を公開しておらず、他の主要ロシア産炭企業ほどに同社の内容

を知ることは難しい。創立は 1995 年で、現在は Antonovskaya 炭鉱と Bolshevik 炭鉱の 2 カ所の坑

内掘炭鉱、および Mezhdurechye 炭鉱と Beregovoy 炭鉱（Yuzhnaya 炭鉱）の 2 カ所の露天掘炭鉱を

操業している。これらの炭鉱はいずれもケメロヴォ州に所在し、主に原料炭を産出している。 

 

Sibuglemet 社の経営は 2015 年 10 月以降、本報告書でも取り上げている Evraz 社傘下の Evraz 社 

Mezhdurechensk Management 社が担っている。それまで同社の経営権を保有していた国営 VTB 銀

行等がその権益を入札形式で売り出し、Evraz 社がそれを獲得したとされている。ただ、ロシア会

計局の下部組織である CDU TEK が発表する統計データにおいては、Sibuglemet 社は独立した産

炭企業として取り扱われている。 

 

(2) 生産 

CDU TEK の統計と Argus 社による独自調査に基づいて作成したデータによると、Sibuglemet 社

による 2015 年の石炭生産量は 1,090 万トンとなり、ロシア全体の 2.9％を占めた。同社の生産量
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は 2013 年までは概ね 900 万トン台にあったが、2014 年に 1,080 万トンにまで増え、翌年もその規

模を維持した格好である。2014 年の増産は、新規炭鉱開発ではなく、既存炭鉱における設備の近

代化によって実現したとされている。 

 

他方、2011 年の生産量は 770 万トンと前年から 130 万トン減っているが、これは同時点におけ

る Sibuglement の炭鉱の一部がオーナーの一部を同じくする West Siberian 社の生産量に付け替え

られたためとされている。2012 年の生産量が 900 万トン台に戻っていることから、そうした付け

替え措置は単年で終了したと見られる。 

 

表 4.2.47 Sibuglemet 社の石炭生産量 

 2010 2011 2012 2013 2014 2015 

Sibuglemet の生産量（100 万トン） 9.0 7.7 9.4 9.1 10.8 10.9 

ロシア全体に占める割合（％） 2.8% 2.3% 2.6% 2.6% 3.0% 2.9% 

Sibuglemet 社の原料炭生産量（100 万トン） NA NA 5.4 5.0 6.3 5.9 

同社の生産量全体に占める割合（％） NA NA 57.3% 54.5% 58.2% 53.8% 

※原料炭生産量は G、GZh、GZhO、K、KS、KSN、OS、T、TS、Zh 品位の生産量の合計。 

（出所）CDU TEK 発表の統計と Argus 社による独自調査を基に作成。 

 

前述の通り、Sibuglemet 社はケメロヴォ州において、Antonovskaya 炭鉱、Bolshevik 炭鉱、

Mezhdurechye 炭鉱、および Beregovoy 炭鉱（Yuzhnaya 炭鉱）を操業している。いずれの炭鉱にお

いても、「D、DG、G」と分類される一般炭、あるいは「B」と分類される褐炭の生産はなく、無

煙炭あるいは原料炭として使われる石炭が産出されている。Sibuglemet 社は各炭鉱の生産量を公

表していないが、表 4.2.48 が示す通り、Antonovskaya 炭鉱では、同炭鉱で生産される石炭に加え

て Bolshevik 炭鉱で生産される石炭を選炭しており、同選炭設備の年間処理能力は 470 万トンであ

る。また、Mezhdurechye 炭鉱には年間処理能力 770 万トンの選炭設備が設置されている。Beregovoy

炭鉱には選炭設備が設置されていないが、Mezhdurechye 炭鉱の選炭設備で処理されているのは明

らかである。Argus 社の調査に基づく推算によると、Sibglemet は 2015 年の生産量 1,090 万トンの

うち 930 万トンを選炭処理している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



109 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※年産の単位は 100 万トン。生産量は 2015 年の実績。 

（出所）Sibuglemet 社の公表情報、CDU TEK 発表の統計、Argus による独自調査を基に作成。 

図 4.2.7 Sibuglemet 社傘下の炭鉱 

 

表 4.2.48 Sibuglemet 社傘下の炭鉱と選炭設備設置状況 

地方 炭鉱 選炭設備の有無 選炭状況 

ケメロヴォ州 

Antonovskaya Installed 4.7mn t/year capacity 

Bolshevik  Washed at Antonovskaya 

Mezhdurechye open pit Installed 7.7mn t/year capacity 

Beregovoy open pit  NA 

※無記載は選炭設備の設置なし。「NA」は詳細情報が確認できない。 

（出所）Sibuglemet 社の提供情報および Argus 社による独自調査に基づき作成。 

 

表 4.2.49 Sibuglemet 社の選炭量と選炭率 

 2013 年 2014 年 2015 年 

生産量（100 万トン） 9.1 10.8 10.9 

選炭量（100 万トン） NA NA 9.3 

選炭率（％） NA NA 85.2% 

（出所）CDU TEK 発表の統計と Argus 社による独自調査を基に作成。 

 

(3) 国内供給 

Sibuglemet 社は生産する石炭の多くを国内市場に供給している。2015 年には前年比 70 万トン増
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となる 670 万トンを国内に供給している。この国内供給量は同年の生産量の 61.5％に相当する。

一方、Sibuglemet 社による 2015 年の輸出量は前年比 60 万トン減の 300 万トンとなる。中国産鉄

鋼製品の過剰供給を背景とする世界各地の高炉稼働率の低下が同社の輸出量を減らす要因となっ

たのは明らかである。Sibuglemet 社は輸出の減少分を国内販売に回すことで 2015 年の販売量を

2014 年並みに維持した格好である。 

 

表 4.2.50 Sibuglemet 社の国内供給量と輸出量 

 2013 年 2014 年 2015 年 

生産量（100 万トン） 9.1 10.8 10.9 

輸出量（100 万トン） 3.5 3.6 3.0 

国内供給量（100 万トン） 6.1 6.0 6.7 

（出所）CDU TEK 発表の統計と Argus 社による独自調査を基に作成。 

 

2015 年の生産量が 1,090 万トンであるのに対し、国内供給量は 670 万トン、輸出量は 300 万ト

ンであるため、生産と供給合計の間に 120 万トンの差異が生じていることになる。当然のことと

して、統計上の誤差、流通経路上の滞留分がそうした差異を生む要因となるが、この差異は流通

在庫の高まりを示唆するのも事実である。 

 

CDU TEK の統計によると、Sibuglemet 社の 2015 年における国内販売量のうち 51％に相当する

340 万トンは金属製錬部門へ、27％に相当する 180 万トンはコークス生産事業者へ供給されてい

る。同社が操業する 4 カ所の炭鉱すべてが無煙炭や原料炭を産出しているため、両部門への供給

が多くなるのは当然のことと言える。ただ、残りの 22％に相当する 131 万トンは発電・熱供給を

含むエネルギー部門およびその他部門への供給であった。 

 

これまでに見てきた通り、2015 年のロシア国内市場では、低降水量を背景に発電用の石炭に対

する需要が高まった。こうした需要は価格の低い褐炭や品位の低い一般炭に集中し、品位の高い

一般炭を生産する KTK 社は国内販売量を落としている。こうしたなかで、Sibuglemet 社がエネル

ギー部門に 130 万トンもの数量を販売しながら同年の国内供給量の合計を前年から 70 万トン増

やしている。このことから、同社が輸出量の減少を国内販売の増加で相殺するために、エネルギ

ー部門の需要家に対して競争力の高い価格を提示することで販売量を伸ばしたことが推察される。 

 

(4) 輸出 

Sibuglemet 社の輸出量を仕向先別に見ると、その大半がアジア太平洋市場向けとなる。2015 年

の海上輸送を伴う輸出量の実績でみると、アジア太平洋市場向けが 247 万トンで、大西洋市場向

けは無かった。同年の輸出総量は 300 万トンであることから、50 万トンは陸送によって隣接する

旧ソ連諸国あるいは東欧諸国向けに出荷されたものと推測される。2012 年以降の実績で見ても、

大西洋市場向けの海上輸送を伴う輸出は殆どない。 

 

アジア太平洋市場向けの輸出は主にナホトカ港から出荷されており、2015 年の実績で見ると

208 万トンが同港から、残りの約 40 万トンがヴォストチヌイ港から出荷されている。2013 年まで
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はヴォストチヌイ港からの輸出が多く、またワニノ港からの輸出も見られたが、2014 年以降はア

ジア太平洋市場向け輸出の大半がナホトカ港に集約されている。 

 

CDU TEK の統計と Argus 社による独自調査に基づくデータで見ると、2015 年の輸出量の 88％

に相当する 264 万トンがアジア太平洋市場向けの輸出となり、10％に相当する 30 万トンが旧ソ連

諸国向け、残りの 6 万トンがその他向けとなる。 

 

表 4.2.51 Sibuglemet 社の仕向先別石炭輸出量の推移 

 2012 年 2013 年 2014 年 2015 年 

アジア太平洋市場向け輸出量（100 万トン） 
3.5 2.7 2.0 2.5 

(92.2%) (90.8%) (98.1%) (100.0%) 

大西洋市場向け輸出量（100 万トン） 
0.3 0.3 0.0 0.0 

(7.8%) (9.2%) (1.9%) (0.0%) 

合計輸出量（100 万トン） 3.8 3.0 2.1 2.5 

※到着港別の陸送量を加算して導いたため合計量には陸送による輸出が含まれず、他の図表の輸出量と一致し

ない。括弧内のパーセントは全体に占める割合。 

（出所）CDU TEK 発表の統計と Argus 社による独自調査を基に作成。 

 

(5) 財務状況 

ロシアの主要産炭企業の多くが 2014 年および 2015 年の決算で市況の悪化、為替差損および資

金調達コストの増加などを理由に純損失を計上するなか、Sibuglemet 社は両年ともに 6～7％の売

上当期純利益率を達成している。2015 年の純利益は、前年の 19 億ルーブル（2015 年の平均為替

で 3,143 万ドル）から 11％増となる 21 億ルーブル（同年の平均為替で 3,474 万ドル）となる。国

内販売比率が大きいことから、国際市況の悪化および為替差損の影響を大きく受けなかったほか、

輸出量の減少を積極的な国内販売で補ったことが奏功したと見られる。2015 年の売上高は 337 億

ルーブルとなり、2014 年の 282 億ルーブルから 19.5％の増加となっている。一方、2015 年の売上

原価は、前年比 21％減の 193 億ルーブルとなり、この結果、粗利益が前年の 38 億ルーブルから

144 億ルーブルに急伸している。 

 

表 4.2.52 Sibuglemet 社の 2015 年決算概要 

（100 万ルーブル） 2014 年 2015 年 

売上高 28,200 33,700 

売上原価 24,400 19,300 

粗利益 3,800 14,400 

純利益 1,900 2,100 

（出所）Sibuglemet 社 

 

(6) 戦略 

2015 年 10 月以降、Sibuglemet 社の経営は Evraz 社傘下の Evraz 社 Mezhdurechensk Management
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社が担っている。それまで同社の経営権を保有していた国営 VTB 銀行等がその権益を入札形式で

売り出し、Evraz 社がそれを獲得したとされている。Evraz 社は Sibuglemet 社社の経営方針や今後

の戦略について詳述していないが、同社が操業する鉄鋼生産およびバナジウム等の金属製錬事業、

それらに原料を供給するための石炭生産事業とのシナジー効果を高める方策を採ることは明らか

である。このことは、Evraz 社および Sibuglemet 社が今後輸出する原料炭の産地あるいは品位に変

化が生じる可能性があることを示唆する。 

 

4.2.8 En+（Vostsibugol） 

(1) 沿革 

En+社は 2002 年に複数のアルミ精錬企業を集約する形で創業した。2007 年には国際資源商社最

大手の Glencore 社のアルミニウム事業を吸収する形で世界最大規模のアルミ精錬企業 RUSAL 社

を傘下に創立させている。同社の金属製錬事業はその後も多角的に成長し、今日ではモリブデン

鉱石や銅鉱石の採掘、ニッケル、金およびコバルト等の精錬、および各種金属製品の製造と多岐

に亘る。 

 

En+社は、RUSAL のアルミ精錬工程において必要となる大規模な電力供給を自前で確保する目

的で、2003 年から 2007 年の間に複数の水力発電や石炭火力発電所の権益を獲得し、今日におい

ては 10 カ所の石炭火力発電所を運営している。これらの石炭火力発電所の発電能力は合計 12,900

メガワットに達し、自社で運営するアルミ製錬所に供給するほか、外部にも電力を販売するにい

たっている。En+社の発電事業は傘下に創立した EuroSibEnergo 社（ESE 社）に集約されている。 

 

En+社は ESE 社の燃料需要を満たすことを目的に、2008 年に主にイルクーツク州およびクラス

ノヤルスク地方で複数の炭鉱を操業する Vostsibugol 社を買収している。En+社によると、

Vostsibugol 社の買収により、ESE 社の石炭需要すべてを自前で賄えるようになった上、国内外の

顧客への販売も実践するようになった。En+社はその後も産炭事業の拡大を図り、2008 年には

RUSAL を通じてカザフスタンの Ekibasfuz 炭鉱を操業する Bogatyr Komir 社の株式 50％を取得し

たほか、2009 年から 2011 年にかけてトゥヴァ共和国に所在する Kaa-Khem 炭鉱の開発権益を取

得している。 

 

(2) 生産 

En+社によるロシア国内の石炭生産事業は子会社 Vostsibugol 社によって行われている。ロシア

会計局の下部組織 CDU TEK 発表の統計および Argus 社による独自調査に基づき整理したデータ

によると、Vostisibugol による 2015 年の生産量は前年比 6.4％増となる 1,270 万トンとなった。

Vostisibugol は 2014 年の生産量が 1,360 万トン、2015 年の生産量が 1,430 万トンに達したとしてお

り、CDU TEK および Argus 社による整理後の統計と差異が生じている。Vostsibugol 社が生産する

石炭の大半は En+社グループ内で消化されており、同社が言う生産量には、例えば選炭後に廃棄

される残渣分など、CDU TEK が生産量と把握するもの以外が含まれていると考えられる。 

 

2015 年においては中国経済の成長鈍化が顕著となり、世界各地の建設素材メーカー等に稼働の

抑制を強いたことが容易に想像できる。しかし、En+社グループ内の発電事業主体である ESE の
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発電事業がイルクーツク州で発電事業を営む Irkutskenergo の株式を 40.29％まで買い増すなどし

て事業規模を拡大させており、これが Vostsibugol 社の石炭生産量の増産を支えた。 

 

表 4.2.53 Vostsibugol 社の石炭生産量の推移 

 2010 2011 2012 2013 2014 2015 

Vostisibugol の生産量（100 万トン） 7.2 7.2 9.6 11.7 12.0 12.7 

ロシア全体に占める割合（％） 2.2% 2.1% 2.7% 3.3% 3.3% 3.4% 

Vostisibugol 社の原料炭生産量（100 万トン） NA NA NA NA NA NA 

同社の生産量全体に占める割合（％） NA NA NA NA NA NA 

※原料炭生産量は G、GZh、GZhO、K、KS、KSN、OS、T、TS、Zh 品位の生産量の合計。 

（出所）CDU TEK 発表の統計と Argus 社による独自調査を基に作成。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※年産の単位は 100 万トン。 

（出所）Vostsibugol 社の公表情報、CDU TEK 発表の統計、Argus による独自調査を基に作成。 

図 4.2.8 Vostsibugol 社傘下の炭鉱 

 

Vostsibugol 社は現在、クラスノヤルスカ地方、イルクーツク州、トゥヴァ共和国において合計

9 カ所の炭鉱を操業している。同社は各炭鉱の生産量を公表していないが、Argus 社の独自調査に

よると、クラスノヤルスカ地方に所在する Irbeyskoe 炭鉱では 2015 年中に約 184 万トンが生産さ

れ、イルクーツク州に所在する Cheremkhovo 炭鉱では 380 万トン、Azejskogo 炭鉱と Mugunskoe

炭鉱の合計で 633 万トン、Zherosky 炭鉱で 26 万トン、その他の炭鉱で合計 50 万トンが生産され

た。 
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クラスノヤルスカ地方の Irbeyskoe 炭鉱、およびイルクーツク州の Azejskogo 炭鉱と Mugunskoe

炭鉱では「B」と定義される褐炭が生産され、同州の Cheremkhovo 炭鉱と Golovinskoye 炭鉱では

「D」と定義される一般炭が生産されている。同社の主要な石炭需要は同グループ傘下の ESE が

操業する石炭火力発電所での燃料用であるが、イルクーツク州の Zheronsky 炭鉱、トゥヴァ共和

国の Kaa-Khem 炭鉱、Chadan 炭鉱、およびサハ共和国の Chulmakansky 炭鉱では「SS や GzH」と

分類される原料炭として利用される品位も生産している。 

 

Vostsibugol 社 の生産する石炭の多くが En+社グループ内での自家消費となるため、同社の選炭

率は外販を主とする他のロシア産炭企業と比べて低い。Vostsibugol 社はイルクーツク州の

Golovinskoye 炭鉱と Zheronsky炭鉱で生産される一般炭を近隣に所在する Kasyanovskaya 選炭設備

で処理している。Argus 社の独自調査によると、Vostsibugol 社による 2015 年の選炭処理量は 320

万トンとなり、これは同社が言う同年の生産量 1,420 万トンの僅か 22.5％となる。CDU TEK およ

び Argus 社の調査に基づいて整理した同年の生産量 1,270 万トンを基に計算した場合においても、

Vostsibugol 社の選炭率は 25.2％にとどまる。 

 

表 4.2.54 Vostsibugol 社の選炭量と選炭率 

 2013 年 2014 年 2015 年 

生産量（100 万トン） 11.7 12.0 12.7 

選炭量（100 万トン） NA NA 3.2 

選炭率 NA NA 25.1% 

（出所）CDU TEK 発表の統計と Argus 社による独自調査を基に作成。 

 

(3) 国内供給 

前述の通り、Vostsibugol 社の石炭生産事業は、同社が所属する En+社グループの発電事業にお

ける燃料の確保を目的としている。En+社は主業とも言えるアルミ精錬事業において自家発電設

備からの電力供給に強く依存する。同グループではこの発電事業を ESE と呼ばれる電力事業専門

子会社に集約しており、同子会社が必要とする石炭は全て Vostsibugol 社が供給している。CDU 

TEK の統計と Argus 社の独自調査を基に整理したデータによると、2015 年における Vostsibugol 社

の国内販売量は前年比 20 万トン増となる 1,260 万トンとなった。 

 

同国内販売量のうち、94％に相当する 1,170 万トンが発電部門向け、残りの 90 万トンがその他

向けとなっている。CDU TEK の統計と Argus 社の独自調査を基に整理した通り、Vostsibugol 社に

よる 2015 年の生産量が 1,270 万トンであれば、そのほぼ全量に相当する量が自家消費されたと言

ってもよい。ただ、同年の生産量が Vostsibugol 社の公表する通り 1,430 万トンであった場合は、

170 万トン程度が輸出され得た計算となる。 
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表 4.2.55 Vostsibugol 社の国内供給量と輸出量 

 2013 年 2014 年 2015 年 

生産量（100 万トン） 11.7 12.0 12.7 

輸出量（100 万トン） 0.5 0.7 1.0 

国内供給量（100 万トン） 15.6 12.4 12.6 

※生産量における括弧内は Vostsibugol 社が公表している値。 

（出所）Vostsibugol 社 の公表情報、CDU TEK 発表の統計と Argus 社による独自調査を基に作成。 

(4) 輸出 

表 4.2.55 が示す通り、2015 年における Vostsibugol 社の石炭輸出量は 100 万トンとなり、前年比

では 30 万トンの増加となった。同社の石炭輸出は全量がアジア太平洋市場向けであるとされ、そ

の主要な仕向先としては中国、日本、韓国、台湾などが挙げられている。 

 

(5) 財務状況 

En+社グループによると、Vistsibugol 単体における 2015 年の売上高は 147 億 8,500 万ルーブル

（同年の平均為替で 2 億 4,459 万ドル）となった。同売上は前年比では 8.3％の増加となっている

が、Vistsibugol の最終決算は 11 億 8,900 万ルーブルの純損失となっている。同社の 2014 年決算は

45 億 8,300 万ルーブルの純損失であったため、財務状況は好転したと言えなくない。 

 

ただ、輸出が少ないことは米ドル建ての収入が少ないことを意味する。このため、ルーブルが

ドルに対して急落する局面において、Vistsibugol は輸出の多い産炭企業が採り得たようなルーブ

ル建ての経費負担を米ドル収入で相殺するという方策を打つことができなかったことが推察でき

る。また、2009 年から 2011 年にかけてトゥヴァ共和国の Kaa-Khem 炭鉱権益を獲得した際に調達

した資金の金利負担、およびその開発費用が最終決算を純損失とする要因のひとつとされている。

ちなみに、Vistsibugol の 2015 年における設備投資額は前年比 61％増の 9 億 8,200 ルーブルに増加

している。 

 

表 4.2.56 Vostsibugol 社の 2015 年決算概要 

（100 万ルーブル） 2014 年 2015 年 

売上高 13,657 14,785 

純利益 -4,583 -1,189 

設備投資 610 982 

（出典）En+社 

 

(6) 戦略 

ここまでに整理した通り、Vistsibugol は En+社グループの発電部門 ESE の安定燃料供給元とし

て産炭事業を展開してきた。しかし、ロシア国内の電力需要は必ずしも成長局面にあるとは言い

切れず、En+社が Vistsibugol が生産する石炭の付加価値を回収する新たな手段を講じる必要に迫

られていることは想像に難くないところである。実際に、En+社は Vistsibugol の今後の経営戦略と

して、輸出量を現行の 5 倍の規模となる年間 500 万トン規模に増やすことを掲げている。達成期
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限は設けていないが、品質的にも価格的にも高い競争力を得ることを目的に、ロシア炭鉱の多く

が所在するケメロヴォ州よりもアジア太平洋市場に近いハカス共和国、トゥヴァ共和国、イルク

ーツク州、ザバイカリエ地方での炭鉱開発、既存炭鉱における選炭設備やその他処理設備の拡充、

産炭および輸送オペレーションの効率化に投資する考えを示している。ザバイカリエ地方では中

国の神華集団との共同事業として Zashulanskoye 炭鉱の開発を進めている。 

 

4.3 まとめ 

ここまでに見てきた通り、ロシア産炭企業によるこの数年における生産状況、あるいは経営状

況は必ずしも好調と言えるものではない。これらの企業を取り巻く事業環境には、石炭価格の下

落、欧米諸国を中心とする対ロ経済政策、それによるルーブルの下落、中国経済の成長鈍化、同

国産鉄鋼製品の過剰供給など、試練が多いのが実際のところであった。 

 

ただ、こうした苦境においても、ドル高・ルーブル安を逆手にとって生産量と輸出量を伸ばし、

増益あるいは損失の圧縮を果たす産炭企業も少なからず存在する。また、2014 年および 2015 年

の決算において純損失を計上する産炭企業の多くも、その主因となるのはドル資金の調達コスト

の上昇であり、産炭事業が生み出す粗利益は増加傾向にある。各社の経営状況・特徴の纏めは表

4.3.1 に示す。 

 

ただ、大手産炭企業の大半は、多数に上る買収の結果に現在の規模に至っている。そうした買

収資金の借入の多くがドルやユーロなど外貨建てであったことは想像に難くなく、今日のルーブ

ル下落が借入金の返済負担を大きくしていることも実際のところである。今回の調査においては、

Mechel 社の債務超過が関係者の間で問題視されるに至っていることを紹介したが、他の産炭企業

においても程度の差はあれども Mechel 社と同様に借入資金の返済が本業での収益の一部あるい

は全部を相殺している状況にあるのは明らかである。 

 

今回取り上げたロシアの大手産炭企業はいずれも、最終決算で利益を生めない、あるいは純損

失から脱却できない現況を打破すべく、輸出量の増大を成長戦略の主柱のひとつとして掲げてい

る。そして、その仕向け先として大西洋市場ではなくアジア太平洋市場に焦点を当てている。急

進的な温暖化防止対策の影響で欧州の石炭需要は後退傾向にあるが、アジア太平洋市場の石炭需

要は、過去に見られた程の急伸は期待できないものの、少なくとも成長が見込める。 

 

また、日本、韓国あるいは台湾の発電事業者や製鉄会社など、高品位な石炭を求め、それに正

当な対価を支払う需要家が存在する点においても、ロシア産炭企業にとってアジア太平洋市場は

魅力的に映る。最終決算において純損失が続く状況のなかで、各産炭企業ともに設備投資を削減

せざるを得ない状況に置かれているのも事実ではあるが、アジア太平洋向けの高品位炭輸出の増

加を果たす目的において、それらの多くは選炭設備の拡張や新設、炭鉱設備および輸送設備の近

代化に資本を投入する計画を強調している。 
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表 4.3.1 ロシアの主要石炭生産企業一覧表 

 

（出所）本調査

炭 原料炭 選炭 売上高 粗利 純利益

社名 創業年 生産 輸出 国内 鉱 ÷生産 率 輸出の 積出し港 会社の特徴、戦略

数 ％ % 割合％

249,771 33,609 12,090 生産量第１位

SUEK 2001年 9,780 4,690 5,420 27 11.4 34.1 59.0 ｳﾞｵｽﾄﾁﾇｲ 187,163 22,150 ▲ 29,891 アジア太平洋向けの

▲ 1.1 2.9 9.1 ﾜﾆﾉ 4,132 556 200 輸出を拡大する戦略

5,053 598 ▲ 807 原料炭増産

73,496 16,336 3,683 UMMC傘下

KRU 1964年 4,440 2,980 1,180 7 13.1 89.0 35.7 ｳﾞｵｽﾄﾁﾇｲ 58,095 6,311 ▲ 10,938 アジア太平洋向けの

2.1 ▲ 1.3 0.0 1,216 270 61 輸出を拡大する戦略

1,568 170 ▲ 295 選炭率UP

253,141 101,807 ▲ 115,163 債務超過→財務改善

Mechel 2004年 2,320 990 920 9 61.0 非公表 84.5 ポシエト 243,992 90,935 ▲ 132,704 鉄鋼・金属・精錬

2.5 ▲ 17.5 ▲ 1.1 ワニノ 4,188 1,684 ▲ 1,905 売上高はSUEKに

6,587 2,455 ▲ 3,583 肩を並べる

24,994 4,062 37 Rosneft 傘下

KTK 2000年 1,100 670 280 3 0.0 75.5 79.4 ｳﾞｵｽﾄﾁﾇｲ 22,250 3,325 7 ３炭鉱の生産性向上

3.8 ▲ 5.6 ▲ 6.7 414 67 0.6

601 90 0.2

7,803 1,524 ▲ 1,367 SDS傘下で急成長

SDS- 2006年 3,000 2,260 430 8 1.8 58.0 22.9 ｳﾞｵｽﾄﾁﾇｲ 6,637 897 ▲ 2,787 アジア太平洋向けの

      Ugol 2.4 2.7 43.3 ナホトカ 130 25 ▲ 23 輸出を拡大する戦略

179 24 ▲ 75 選炭率UP

64,558 19,283 ▲ 43,462 製鉄、鉄鋼業の

Evrag 1992年 2,080 430 1,090 10 98.8 86.0 62.7 ナホトカ 48,819 10,297 ▲ 47,337 原料炭安定供給

▲ 4.6 19.4 ▲ 12.1 1,068 319 ▲ 719 石炭輸出先は中国

1,318 278 ▲ 1,278

33,700 14,400 2,100 Evrag傘下

Sibuglemet 1,090 300 670 4 53.8 85.2 100.0 ナホトカ 28,200 3,800 1,900 製鉄事業との

1995年 0.9 ▲ 17.7 11.7 ｳﾞｵｽﾄﾁﾇｲ 558 238 35 シナジー

761 103 51

14,785 - ▲ 1,189 金属精錬

En＋ 2002年 1,270 100 1,260 9 N.A 25.1 100.0 N.A 13,657 - 4,583 石炭火力10か所

石炭は 6.4 42.9 1.6 245 - ▲ 20 輸出量を５倍にする

Vostsbugol社 369 - 124

下段：前年比  ％

アジア太平洋向け

1段2015年 ,2段2014年  百万ﾙｰﾌﾞﾙ

3段2015年 ,4段2014年  百万US$

2015年実績　万トン
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付属資料 

付属表 ロシア炭の分類 

 

（出所）JOGMEC「平成 26 年度 ロシアにおけるアジア向け輸出用炭鉱開発動向及び鉄道の石炭輸送能力

並びにロシア炭の我が国およびアジア市場でのコスト競争力調査」 

  

反射率（％） 揮発分（％） Y指数（mm） その他

B1 褐炭 ＜0.6 ＞45 粘結せず 水分＞40％

B2 褐炭 ＜0.6 ＞45 粘結せず 水分 30-40％

B3 褐炭 ＜0.6 ＞45 粘結せず 水分＜30％

D 長炎炭 0.4-0.79 ＞28-30 ＜6

DG 長炎ガス炭 0.5-0.79 ＞28-30 6-9

0.5-0.89 ＞38 10-12

0.8-0.99 ＞30 13-16

＜0.8 ＞38 10-16

＜0.99 ＜38 14-16

0.5-0.99 ＞38 ＜16

0.8-0.99 ＞36 17-25

0.8-1.19 28-35 14-17

0.8-0.99 ＞36 ＞26

0.8-0.99 30-36 ＞18

1.0-1.19 ＜30 ＜18

KZh コークス用脂肪炭 0.9-1.29 24-30 ＞18

1.0-1.29 24-28 13-17

1.3-1.69 ＜24.9 ＞13

KO 半劣化コークス用炭 0.8-1.39 24-28 10-12

KSN 若年性弱粘結炭 0.8-1.09 ＜30 6-9

KS 弱粘結コークス用炭 1.0-1.69 ＜30 6-9

OS 半劣化粘結炭 1.3-1.79 ＜21.9 6-12

TS 短炎粘結炭 1.4-1.99 ＜22 ＜6 C：89-91％

SS 微弱粘結炭 0.7-1.79 ＞20 ＜6

T 短炎炭 1.3-2.59 8-15.9 粘結せず

A 無煙炭 ＞2.2 ＜8

脂肪炭Zh

コークス用炭K

G ガス用炭

GZhO ガス用脂肪半劣化炭

GZh ガス用脂肪炭

定義
日本語名記号
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第 5 章 アジア向け輸出ソースとなる炭鉱および港湾開発計画 

 

5.1 開発動機 

5.1.1 極東開発に関する国家プログラム 

ロシアにおいては、2013 年 3 月に大統領発案による「極東およびバイカル地方の社会・

経済発展に関する国家プログラム（以下、極東開発プログラム）」を採択している。これは、

ほぼ未活用の国土となっていた東半分の国土に国家投資を行うことで、同地域の社会的か

つ経済的な発展を目指すものである。同プログラムで言う極東とはサハ共和国以東の 9 行

政区を指し、バイカル地方とはイルクーツク州、ブリヤート州およびザバイカル地方のこと

を指す。 

 

この国家プログラムにおいては広範に及ぶ各種産業および社会インフラの開発計画が盛

り込まれており、その一部として石炭産業の開発も優先順位の高い実行課題として含まれ

ている。具体的には、サハ共和国、ハバロフスク地方、サハリン州での炭鉱開発と極東地域

の石炭専用輸出港の拡張および新設が掲げられた。これらの炭鉱開発は、国内供給を想定し

ないわけではないが、その地理的な位置からも容易に想像できるように、アジア太平洋市場

への輸出を想定したものとなる。また、極東地域の石炭専用輸出港の拡張および新設が同時

に計画されていることからも、それらの炭鉱開発が輸出による外貨獲得を意識したもので

あるのは明らかである。 

 

ただ、これらの炭鉱開発においては、当然ながら産出される石炭を国内の需要家および輸

出港に運ぶための輸送インフラの整備も不可欠となる。ロシア政府は極東開発プログラム

には全体で 3 兆ルーブル（2015 年の平均為替で約 500 億ドル）を超す国家予算を計上して

いるが、そのうちの 1 兆 6,000 億ルーブル以上を輸送インフラの整備に割り当てることとし

ており、その計画の中にはロシア鉄道によるチェクチ自治管区からサハ共和国までの新鉄

道路線の建設、バイカル・アムール鉄道（BAM 鉄道45）の建設によるロシア中央部から極東

地域までの輸送能力の拡大、極東各地方における石炭輸出港湾インフラの拡大等が含まれ

ている。 

 

輸送インフラに投じた残りの予算の一部が上記 3 地方における新規炭鉱開発および既存

炭鉱の生産能力拡大等に投じられることになるが、その予算はあくまでも民間および外資

による投資の呼び水としての位置づけである。実際に、SUEK 社、Mechel 社、En+社といっ

た大規模な産炭企業や、中小規模の産炭企業などが自己資金も投じながら同プログラムの

下での炭鉱開発に参画している。 

 

                                                        
45 Baikal-Amur Mainline の略。 
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ただ、外国資本の呼び込みについては、必ずしも成功しているとは言えない状況である。

2014 年のクリミア危機以降、それを理由に対ロ経済制裁に踏み切った欧米およびそれに同

調する日本や韓国の民間企業にとって、ロシア国内での開発事業への投資は容易なもので

はなくなったことがその主因として挙げられる。このため、現状においては主に中国46やイ

ンド47等、欧米による対ロ経済制裁に同調しない国の大資本がロシアの炭鉱開発に参加する

にとどまっている。 

 

5.1.2 産炭企業の動機 

ロシア産炭企業の多くは、企業ごとに温度差はあるものの、今後の企業成長を需要拡大が

見込まれるアジア太平洋市場への輸出を増やすことで実現する考えを示している。その背

景には、大西洋市場の中核となる欧州市場における石炭需要が温暖化防止策の進捗と共に

減退すると見込まれること、2014 年のクリミア危機に端を発した欧米との摩擦がロシア国

内経済の成長を妨げるとの悲観が拭えないことなどがある。 

 

今日のアジア太平洋市場においては、中国経済の成長鈍化や日本ならびに韓国の温暖化

防止対策などが石炭需要の成長を抑制する要因として懸念視されるが、東南アジアおよび

南アジア諸国の経済成長とそれに伴う発電設備量および燃料需要の増加が期待されるのも

事実である。中国についても、同国の統計が正しければ、成長率が低下しているにすぎず、

今後も GDP 成長に連動した石炭需要の増加が見込まれない訳ではない。 

 

第 4 章で見た通り、ロシアの主要産炭企業はアジア太平洋市場への輸出量を増加させる

手段として、生産量の拡大以上に、既存炭鉱の近代化や選炭設備量の拡張によって高品質な

石炭を提供する能力の獲得に重点を置いている。また、炭鉱から輸出港までの輸送インフラ

を拡充する必要性を強調している。 

 

5.2 炭鉱開発計画  

5.2.1 極東開発プログラム下での開発 

ロシアでは現在、極東開発プログラムの下、ザバイカリエ地方で 1 件、サハ共和国で 3 件、

アムール州で 1 件、サハリン州で 2 件、チェクチ自治管区で 1 件、カムチャッカ地方で 2 件

の炭鉱開発が進められている。図 5.2.1 が示す通り、その多くは 2020 年以降の商業生産開

始を予定しているが、それ以前の操業開始を予定している炭鉱では既に試験生産が行われ

ている。 

 

これらのプロジェクトが全て計画通りに商業生産を開始すると、その追加生産量の合計

                                                        
46 中国の産炭大手である神華集団が En+と Chikoy 炭鉱開発を目的とする共同出資会社を創立している。 
47 インドの最大財閥 Tata 社が SUEK 社と共同開発事業の模索で協働する MOU を締結している。 
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は生産能力ベースで年間約 9,300 万トン、各炭鉱の平均稼働率を 80％と想定しても年間約

7,500 万トンに達する。2015 年時点のロシア全体の石炭生産量が 3 億 7,260 万トンであった

ことから、同国の石炭生産量はこの極東開発プロジェクトによって 20～25％増える計算と

なる。 

 

ただ、これらの炭鉱開発においては、当然ながら産出される石炭を国内の需要家および輸

出港に運ぶための輸送インフラの整備も不可欠となる。ロシア政府は極東プロジェクトに

おいて計上している 3 兆ルーブル以上の投資予算のうち、1 兆 6,000 億ルーブル以上を輸送

インフラの整備に割り当てることとしており、その計画の中にはロシア鉄道によるチェク

チ自治管区からサハ共和国までの新鉄道路線の建設、第二シベリア鉄道（BAM 鉄道48）の

建設によるロシア中央部から極東地域までの輸送能力の拡大、ハバロフスク地方での石炭

輸出専用の港湾インフラの拡大等が含まれている。 

 

 

※年産見込量の単位は 100 万トン。また、年産見込量は各プロジェクトの目標生産量であるため、それら

の合計は別称の地域別生産量見通し等と必ずしも整合しない。 

（出所）Long-term programme for the development of coal-mining in Russia to 2030 と Argus 社による独自調査

に基づき作成。 

図 5.2.1 極東開発プログラム下での炭鉱開発計画 

 

                                                        
48 Baikal-Amur Mainline の略。 
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現在、ロシア政府による極東プロジェクトの進捗については、一定の遅れは否めないもの

の当初計画から大きく縮小されることなく進んでいるとの評価が聞かれる一方、昨今の国

際的な資源価格の下落とルーブル安により、ロシア政府は同プロジェクトを進める原資を

当初計画の通りに確保できないとの指摘も聞かれている。 

 

ロシア政府は 2014 年に策定したエネルギー戦略の一部を成す「2030 年までの石炭産業長

期発展計画」のなかで、生産量を 2020 年までに 3 億 8,000 万～4 億 2,500 万トン、2025 年

までに 4 億～4 億 5,000 万トン、2030 年までに 4 億 1,000 万～4 億 8,000 トンにまで増やす

ことを目指している。極東開発プロジェクトの下で進められている新規炭鉱開発および既

存炭鉱の拡張が実現した場合、同国の合計生産量は 2022 年までに生産能力ベースで 4 億

6,600 万トン、稼働率 80％の想定でも 4 億 4,800 万トン規模に達することになる。この値は、

「2030 年までの石炭産業長期発展計画」のなかで示される 2025 年時点の目標生産量をも上

回ることになる。 

 

以下に、各地方における開発概況をまとめる。 

 

(1) ザバイカリエ地方 

ザバイカリエ地方では、SUEK 社が Apsatsukoye 炭鉱の開発に取り組んでおり、2019 年の

操業開始が目指されている。同炭鉱では 2015 年から既に試験生産が開始されており、2015

年には 38 万トンが産出された。同炭鉱では年間最大 300 万トンの原料炭が産出される見込

みである。同プロジェクトには 15 億ルーブルの助成金を含む総額 150 億ルーブル（2015 年

の平均為替で約 2 億 4,800 万ドル）が投じられる計画である。 

 

表 5.2.1 ザバイカリエ地方における極東開発プログラム下の炭鉱開発計画 

プロジェクト 企業 年産見込 炭種 現況 生産開始 投資額 

Apsatskoye deposit SUEK 3.0 原料炭 
試験生産 

(383kt in 2015) 
2019 15.0 

年産見込量の単位は 100 万トン。投資額の単位は 10 億ルーブル。 

（出所）Long-term programme for the development of coal-mining in Russia to 2030 と Argus 社による独自調査

に基づき作成。 

 

(2) サハ共和国 

サハ共和国では、Mechel 社が 2021 年の創業開始を目指して Elginsky 炭鉱の開発を進めて

いるほか、En+社が 2017 年の生産開始を目指して Chulmakanskaya 炭鉱の開発に取り組んで

いる。 

 

Mechel 社は国営銀行 Vnesheconombank（VEB）から借り入れる 25 億ドルを原資に、同炭

鉱プロジェクトに合計 1,600 億ルーブル（2015 年の平均為替で約 26 億 4,700 万ドル）を投
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じる。Elginsky 炭鉱ではすでに年産 400 万トンの生産が操業されており、そのうちの 300 万

トンを選炭する設備が稼働している。同社はこの投資によって同炭鉱の年間生産能力を最

大 2,700 万トンに拡大する計画である。同炭鉱では現在、原料炭が生産されており、拡張後

の生産もほぼその全量が原料炭となる見込みである。 

 

一方、Chulmanskanskaya 炭鉱の開発には En+社の自己資金 39 億ルーブル（2015 年の平均

為替で約 6,450 万ドル）が投入される。同炭鉱では 2017 年に年産 125 万トン規模の操業を

開始する予定で、現在は既に試験生産の段階に入っている。2015 年には合計 45 万トンを産

出している。 

 

他方、生産量でロシア第 15 位に位置する産炭企業 Kolmar 社が 2020 年の操業開始を目指

して Ingalinsky 炭鉱を開発している。同プロジェクトには Kolmar 社が自ら用意する 55 億ル

ーブル（2015 年の平均為替で約 9,100 万ドル）の資金が投じられる。同炭鉱では既に原料炭

と一般炭の合計で年間 300 万トン規模の生産が行われているが、同プロジェクトでは、その

年産規模を 1,400 万トンに拡張する計画である。 

 

表 5.2.2 サハ共和国における極東開発プログラム下の炭鉱開発計画 

プロジェクト 企業 年産見込 炭種 現況 生産開始 投資額 

Elginsky coal 

complex 
Mechel 27.0 原料炭 

第 1 露天掘炭鉱の
整備に着工 

2021 160 

Ingalinsky coal 

complex  
Kolmar 14.0 

一般炭, 

原料炭 

Ingalinsky 露天掘炭
鉱、および 

Ingalinskaya-1 炭鉱
の整備に着工 

2020 5.5 

Chulmakanskaya 

mine 
En+ 1.25 

一般炭, 

原料炭 

試験生産 

 (45kt in 2015) 
2017 3.9 

年産見込量の単位は 100 万トン。投資額の単位は 10 億ルーブル。 

（出所）Long-term programme for the development of coal-mining in Russia to 2030 と Argus 社による独自調査

に基づき作成。 

 

(3) アムール州 

アムール州においては、ロシア国営の軍事および民生企業約 700 社を統括する持ち株会

社 Rostec 社が中国の産炭最大手である神華集団と共同で Ogodzhinskoye 炭鉱の開発に取り

組む。同炭鉱の開発状況については両社ともに情報を公表していないが、同炭鉱からは年間

最大 3,000 万トンの一般炭が産出される見込みである。同プロジェクトには、2022 年の操業

開始までに総額 1,410 億ルーブルが投資される計画となっている。 
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表 5.2.3 アムール州における極東開発プログラム下の炭鉱開発計画 

プロジェクト 企業 年産見込 炭種 現況 生産開始 投資額 

Ogodzhinskoye  

mine 

Rostec/ 

Shenhua  
30.0 一般炭 NA 2022 141 

年産見込量の単位は 100 万トン。投資額の単位は 10 億ルーブル。 

（出所）Long-term programme for the development of coal-mining in Russia to 2030 と Argus 社による独自調査

に基づき作成。 

 

 (4) サハリン州 

サハリン州では、同地での炭鉱開発に特化した East Mining Company 社（EMCO 社）が既

存の Solntsevskoye 炭鉱の拡張を進めている。同炭鉱では既に合計年産 320 万トン規模の褐

炭と一般炭の商業生産がなされているが、EMCO 社は極東開発プロジェクトから提供され

る資金を活用し、同炭鉱の生産能力を 2020 年までに 1,000 万トンにまで拡張する計画であ

る。同拡張プロジェクトには総額 13 億ルーブル（2015 年の平均為替で約 2,150 万ドル）の

自己資金が投じられる。 

 

同社はまた、極東開発プロジェクトの下で新規 Udarnovskaya 炭鉱の開発にも着手してい

る。同炭鉱においても褐炭と一般炭の生産が見込まれるが、その年産見込は 82 万トンと小

規模にとどまる。この新規炭鉱の商業生産開始は 2018 年に予定されており、現在は既に試

験生産の段階に入っている。 

 

表 5.2.4 サハリン州における極東開発プログラム下の炭鉱開発計画 

プロジェクト 企業 年産見込 炭種 現況 生産開始 投資額 

Solntsevskoye 

deposit  
EMCO 10.0 

褐炭  

一般炭 

現行の年産 320 万
トンからの拡張 

2020 1.3 

Udarnovskaya 

mine 
EMCO 0.82 

褐炭 

 一般炭 

試験生産 

(130kt in 2015) 
2018 NA 

年産見込量の単位は 100 万トン。投資額の単位は 10 億ルーブル。 

（出所）Long-term programme for the development of coal-mining in Russia to 2030 と Argus 社による独自調査

に基づき作成。 

 

(5) チェクチ自治管区 

ロシア製北端に位置するチェクチ自治管区では、年産 200 万トン規模の原料炭を産出す

ることが見込まれる Amaamskoye 炭鉱が開発されている。新興の産炭企業である Tigers 

Realm Coal 社（TIG 社）が同炭鉱の開発に携わり、2017 年から生産を開始し、2019 年には

年産 200 万トン規模の本格的な商業生産に達する計画である。現在は、プロジェクト F と

命名された初期投資額が比較的低い Amaam North 鉱区における第 1 フェーズの開発を進め

ており、当初予定の 2017 年よりも早く 2016 年 12 月には、同鉱区の表層を形成する一般炭

の生産を開始した。Amaamskoye 炭鉱は、Amaam North 鉱区と Amaam 鉱区の 2 鉱区の開発

が計画されており、それらの深層を形成する原料炭を生産することを目的としている。

Amaam North 鉱区は順調に開発が進んでいるが、一方の Amaam 鉱区の開発は当初予定され
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た 2017 年からの初期生産の開始には至らない公算が大きい。 

 

同社はこのプロジェクトに総額 450 億ルーブル（2015 年の平均為替で約 7 億 4,400 万ド

ル）を投じる計画で、その一部は国営銀行等から融資を受ける予定である。TIG 社は豪州メ

ルボルンに本社を置くが、チェクチ自治管区の原料炭炭鉱の開発を行うために設立された

企業であり、豪州での産炭事業は行っていない。 

 

同社は既にチェクチ自治管区に所在する Nagornaya 炭鉱で年間 70 万トン程度の原料炭を

生産しており、その大半は自社で保有するベリンゴフスキ港から輸出している。プロジェク

ト F から輸出される石炭も同港から出荷されることになる。一方、Amaam 鉱区から輸出さ

れる石炭は新設が計画されるアリナイ港からの出荷を想定している。 

 

表 5.2.5 チェクチ自治管区における極東開発プログラム下の炭鉱開発計画 

プロジェクト 企業 年産見込 炭種 現況 生産開始 投資額 

Amaamskoye 

deposit 
TIG 2.0 原料炭 探削中 2019 45.0 

年産見込量の単位は 100 万トン。投資額の単位は 10 億ルーブル。 

（出所）Long-term programme for the development of coal-mining in Russia to 2030 と Argus 社による独自調査

に基づき作成。 

 

(6) カムチャッカ地方 

チェクチ自治区の南端から伸びる半島に位置するカムチャッカ地方においては、年間 300

万～500 万トン規模の一般炭の生産が見込まれる Krutogorovskoye 炭鉱、および同 40 万トン

程度の一般炭の生産が見込まれる Korfskoye and Gorelovskoye 炭鉱の開発計画がある。いず

れもカムチャッカ地方政府の下で運営される公営企業 Development Corporation of Kamchatka

社（DCK 社）が開発に取り組む。前者は、2017 年中に着工され、2021 年の創業開始を見込

む。総額 810 億ルーブル（2015 年の平均為替で約 13 億 4,000 万ドル）の公的資金が同プロ

ジェクトには投じられるとされている。一方、Korfskoye and Gorelovskoye 炭鉱は 2020 年の

操業を目指すが、現在の状況および開発資金の規模および出処については明らかにされて

いない。 

 

表 5.2.6 カムチャッカ地方における極東開発プログラム下の炭鉱開発計画 

プロジェクト 企業 年産見込 炭種 現況 生産開始 投資額 

Krutogorovskoye 

deposit 
DCK 3.0-5.0 一般炭 

2017 年に着工
予定 

2021 81.0 

Korfskoye and 

Gorelovskoye 

deposits 

DCK 0.4 一般炭 NA 2020 NA 

年産見込量の単位は 100 万トン。投資額の単位は 10 億ルーブル。 

（出所）Long-term programme for the development of coal-mining in Russia to 2030 と Argus 社による独自調査

に基づき作成。 
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5.2.2 企業の成長戦略に基づく開発 

今日の国際石炭市場においては過去に見られたような需要成長や価格の持続的な上昇は

見られないものの、一部のロシア産炭企業は上記の動機に基づいて炭鉱開発を進めている。

それらの炭鉱開発の多くはロシア中央部に位置するケメロヴォ州、ハカス共和国、トゥヴァ

共和国で行われている。前述の通り、これらの地方に所在する炭鉱は既にアジア太平洋市場

向けの主要な供給元となっており、図 5.2.2 に示される炭鉱開発についても同様にアジア太

平洋市場への輸出を想定したものであることは明らかである。また、同表に示される炭鉱開

発計画の一部は、ロシア極東にほど近いザバイカリエ地方とハバロフスク地方で行われて

おり、これらは明らかにアジア太平洋市場への輸出を想定したものである。 

 

 
※年産見込量の単位は 100 万トン。また、年産見込量は各プロジェクトの目標生産量であるため、それら

の合計は別称の地域別生産量見通し等と必ずしも整合しない。「原料炭」は原料炭、「一般炭」は一般炭の

意。「IMH」は Industrial Metallurgical Holding 社の略。「SCC 」は Sibirskaya Coal Company 社の略。「TEPK」

は Tuva Energy & Industrial Corporation 社の略。 

（出所）Long-term programme for the development of coal-mining in Russia to 2030 と Argus 社による独自調査

に基づき作成。 

図 5.2.2 企業による炭鉱開発計画 

 

以下に、各社の開発概況をまとめる。 
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(1) SUEK 

SUEK 社は現在、サハ共和国に所在する Kabaktinskoye 炭鉱とハバロフスク地方に所在す

る Urgalugol 炭鉱の拡張に取り組んでいる。Kabaktinskoye 炭鉱は新規に開発される炭鉱で、

現在は炭鉱設備の建設作業が進められている状況にある。SUEK 社は 2014 年に同炭鉱の権

益を獲得しているが、その権益獲得費用およびプロジェクトの総工費については詳細を明

らかにしていない。同炭鉱からは合計年産 250 万トンの一般炭と原料炭が産出される見通

しで、SUEK 社は 2020 年中の操業開始を目指している。同社は Kabaktinskoye 炭鉱の設備詳

細を明らかにしていないが、原料炭が産出されること、アジア太平洋市場に近いサハ共和国

に所在することから、生産される石炭全量を処理することが可能な規模の選炭設備を設置

するものと推測される。 

 

一方、Urgalugol は SUEK 社のハバロフスク地方における産炭事業を担う子会社で、

Severnaya 炭鉱と Bureinsky 炭鉱を一元操業する。Urgalugol は 2015 年実績で 560 万トンを生

産しているが、SUEK 社は総工費 118 億ルーブル（2015 年の平均為替で約 1 億 9,500 万ド

ル）を投じて 2021 年までに年産を 1,200 万トン以上に引き上げる計画である。増産される

石炭は、近隣に設置された Chegdomyn 選炭設備で処理する。同選炭設備は Urgalugol の増産

を見越して設置された設備で、年間 700 万トンの処理能力を持つ。 

 

表 5.2.7 SUEK 社による炭鉱開発計画 

地方 プロジェクト 炭種 年産見込 現況 生産開始 投資額 

サハ共和国 Kabaktinskoye 
一般炭, 

原料炭 
2.5 建設中 2020 NA 

ケメロヴォ州 
Urgalugol 

(upgrading) 
一般炭 

12.7  

(5.6mn t in 2015) 
建設中 2020 11.8 

※年産見込量の単位は 100 万トン。投資額の単位は 10 億ルーブル。これらの炭鉱開発は極東開発プログラ

ムに含まれない。 

（出所）Long-term programme for the development of coal-mining in Russia to 2030 と Argus 社による独自調査

に基づき作成。 

 

(2) Evraz 

Evraz 社は 2015 年にトゥヴァ共和国において新規炭鉱となる Mezhegeyugol 炭鉱の操業を

開始している。ただ、同年においては試験生産の段階にあったため生産量は 25 万トン程度

にとどまった。Evraz 社は当面、同炭鉱で年間 130 万トン程度の原料炭の生産を目指す。た

だ、継続的に生産能力の拡張工事を続けることで、2030 年には年産規模を 600 万トンにま

で拡大する方針である。同社は Mezhegeyugol 炭鉱の設備詳細を明らかにしていないが、「最

も近代型設備の備わった炭鉱」と評しており、十分な選炭設備が備わっていることを示唆し

ている。同プロジェクトには総額 160 億ルーブル（2015 年の平均為替で約 2 億 6,500 万ド

ル）の自己資金が投じられる見通しとなっている。 
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表 5.2.8 Evraz 社による炭鉱開発計画 

地方 プロジェクト 炭種 年産見込 現況 生産開始 投資額 

トゥヴァ共
和国 

Mezhegeyugol 原料炭 1.3-6.0 

試験生産 

（250kt in 

2015） 

2016 16.0 

※年産見込量の単位は 100 万トン。投資額の単位は 10 億ルーブル。これらの炭鉱開発は極東開発プログラ

ムに含まれない。 

（出所）Long-term programme for the development of coal-mining in Russia to 2030 と Argus 社による独自調査

に基づき作成。 

 

(3) En+ 

En+社は同グループの産炭事業を担う子会社 Vostsibugol 社を通じて、ハカス共和国に所在

する Beyskoye 炭鉱と、トゥヴァ共和国に所在する Kaa-Khem Chadan 炭鉱の開発に取り組む。 

 

表 5.2.9 En+社による炭鉱開発計画 

地方 プロジェクト 炭種 年産見込 現況 生産開始 投資額 

ハカス共和
国 

Beyskoye 一般炭 8.0 建設中 2019 22.0 

トゥヴァ共
和国 

Kaa-Khem and 

Chadan 
原料炭 10.0 

試験生産 

（683kt in 

2015） 

2023 44.0 

ザバイカリ
エ地方 

Chikoy basin 
一般炭, 

原料炭 
15.0-20.0 

試験生産 

(40-50kt in 2016) 
2023 85.0 

※年産見込量の単位は 100 万トン。投資額の単位は 10 億ルーブル。これらの炭鉱開発は極東開発プログラ

ムに含まれない。 

（出所）Long-term programme for the development of coal-mining in Russia to 2030 と Argus 社による独自調査

に基づき作成。 

 

Vostsibugol 社は 2014 年に一般炭の産出が期待される Beyskoye 炭鉱の開発権益を取得し、

現在は 2019 年の操業開始を目指して炭鉱設備の建設を進めている。当面の年間生産能力は

800 万トンと設計されている。同プロジェクトには総額 220 億ルーブル（2015 年の平均為

替で約 3 億 6,400 万ドル）の資金が投じられる予定で、En+社はその最大 30％については自

己資金を拠出し、残りは金融機関からの融資を受ける予定である。 

 

一方、Kaa-Khem Chadan 炭鉱においては、2023 年から年産 1,000 万トン規模の本格稼働を

予定しているものの、既に試験生産が行われ、2015 年には約 70 万トンの原料炭を産出して

いる。Vostsibugol 社は両炭鉱に選炭設備を設置するか否か、あるいは設置設備の詳細を明ら

かにしていない。しかし、同社はこれからの成長戦略の柱として輸出量を現在の 5 倍の規模

に相当する年間 500 万トンに増やすことを掲げており、両炭鉱にもアジア太平洋市場の需

要を獲得し易い高品位炭を産出するための選炭設備が設置されることは容易に推察される。

En+社は同プロジェクトに総額 440 億ルーブル（2015 年の平均為替で約 7 億 2,800 万ドル）

を投じる計画で、そのうちの最大 30％は自己資金を割り当て、残りは金融機関からの融資

を受ける。 
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En+はまた、ザバイカリエ地方の Zahulanskoye 炭鉱を開発する目的において、2013 年に

中国の産炭最大手である神華集団と持株比率 50 対 50 の合弁会社 Razrezugol 社を設立して

いる。現在は、試験生産をしながら、第一鉱区の設備建設を進めている。ちなみに、2016 年

中には 4 万～5 万トンを試験生産している。本格操業は 2023 年を予定しており、生産され

る石炭は同社が運営する発電所向けに供給されるほか、中国に輸出されることとなってい

る。同プロジェクトには総額 850 億ルーブル（2015 年の平均為替で約 14 億 600 万ドル）が

投じられる計画となっている。 

 

(4) Industrial Metallurgical Holding (IMH) 

IMH はロシアの製鉄会社であるが、自社で消費する以上のコークスを製造し、それを外

部に販売もしている。コークスの原料となる石炭の一部は外部から調達しているが、自身で

年産 85 万トン規模の Uchastok Kokcoiy 炭鉱と年産 90 万トン規模の Butovskaya 炭鉱を操業

し自社のコークス生産部門に原料を供給している。両炭鉱ともにケメロヴォ州に所在する。

同社はまた、年間処理量 330 万トンの Berezovskaya 選炭設備を運営し、外部から調達する

石炭と自前で生産する石炭を処理し、その一部は外販している。 

 

表 5.2.10 IMH 社による炭鉱開発計画 

地方 プロジェクト 炭種 年産見込 現況 生産開始 投資額 

ケメロヴォ
州 

Butovskaya at 

Chesnokovsky 
原料炭 1.8 

第 2 ステージ 

建設中 
2020 14.1 

ケメロヴォ
州 

Tikhov mine at 

Nikitinsky 
原料炭 2.8 建設中 2020 28.4 

※年産見込量の単位は 100 万トン。投資額の単位は 10 億ルーブル。これらの炭鉱開発は極東開発プログラ

ムに含まれない。 

（出所）Long-term programme for the development of coal-mining in Russia to 2030 と Argus 社による独自調査

に基づき作成。 

 

IMH は現在、既存の Butovskaya 炭鉱の第 2 鉱区の開発プロジェクトに取り組んでおり、

これにより同炭鉱の年間生産量は 2020 年までに現行の 2 倍となる 180 万トンに達する見通

しとなっている。同プロジェクトには総額 141 億ルーブル（2015 年の平均為替で約 2 億 3,300

万ドル）が投じられる計画である。 

 

また、同じくケメロヴォ州に所在する新規 Tikhov 炭鉱の建設にも取り組んでいる。同プ

ロジェクトには総額 284 億ルーブル（2015 年の平均為替で約 4 億 7,000 万ドル）が投じら

れ、2020 年の操業開始時点で年産 280 万トンの規模を見込む。IMH は同プロジェクトの詳

細を明らかにしていないが、現行のBerezovskaya選炭設備の年間処理量 330万トンでは 2020

年以降に想定される同社の年間生産量 460 万トンを処理しきれないことから、Tikhov 炭鉱

には選炭設備も新設されると見られる。 
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IMH によるこれらの炭鉱開発は自身の需要を外部からの調達なく賄うことを主目的とし

ている。しかし、現時点において同社が選炭処理する年間 330 万トンの石炭のすべてが自家

消費されていないのも事実であり、Butovskaya 炭鉱の拡張と Tikhov 炭鉱の開発によって同

社が石炭の輸出事業者として台頭することも期待し得る。 

  

(5) Sibirskaya Coal Company 

Sibirskaya Coal Company社（以下、SCC 社）は、生産量でロシア第 11 位の産炭企業 Zerechnya

社の子会社である。SCC 社は同炭鉱の本格操業を 2018 年に開始する計画で、現在は試験生

産をしながら炭鉱設備の建設を行っている。試験生産量は現時点までに、月産 12 万 5,000

トンに達しているという。本格的な操業が開始されれば、年間 450 万トンの原料炭が生産さ

れ、そのほぼ全量が炭鉱内に設置された選炭設備で処理される見通しである。SSC 社は同炭

鉱開発に総額 115 億ルーブル（2015 年の平均為替で約 1 億 9,000 万ドル）の自己資金を投

じる。 

 

表 5.2.11 SCC 社による炭鉱開発計画 

地方 プロジェクト 炭種 年産見込 現況 生産開始 投資額 

ケメロヴォ州 Serafimovsky coal cluster  一般炭 4.2 設計中 2020 40.6 

※年産見込量の単位は 100 万トン。投資額の単位は 10 億ルーブル。これらの炭鉱開発は極東開発プログラ

ムに含まれない。 

（出所）Long-term programme for the development of coal-mining in Russia to 2030 と Argus 社による独自調査

に基づき作成。 

 

(6) Tuva Energy & Industrial Corporation (TEPK) 

TEPK 社は、トゥヴァ共和国を拠点とする産炭企業で、原料炭の炭床としてはロシア最大

とも言われる Elegest 炭鉱の開発を手掛ける。同炭鉱の権益は当初、1990 年代のペレストロ

イカ政策において財を成した Sergei Pugachev 氏が運営する多角経営企業 OPK 社が、子会社

Yanisei Industrial Company 社を通じて所有していた。その後、OPK 社が Yanisei Industrial 

Company 社を外国資本に売却することを検討したため、ロシア政府は Elegest 炭鉱の権益を

OPK 社から剥奪することとなり、それを TEPK 社が 2012 年に取得する結果となった。 

 

OPK 社が同炭鉱の権益を所有していた 2008 年には、三井物産が一部権益獲得も視野に開

発事業化調査に参加することで同社と合意をしていた。しかし、その後の権益所有者の変遷

のなかで、三井物産が同炭鉱の権益を獲得するには至らなかった。 

 

同炭鉱開発においては 2014 年時点ですでに設備設計が完了し、試験生産も開始されてい

る。ただ、最終的に年産 1,500 万トンの大規模設備の建設を計画しているため、政府による
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補助金支給に関わる各承認に時間を要し、本格的な商業生産の開始は 2020 年と見込まれて

いる。同炭鉱には生産する石炭全量を処理することが可能な選炭設備が設置される計画と

なっている。同プロジェクトには総額 490 億ルーブル（2015 年の平均為替で約 8 億 1,100 万

ドル）の自己資金を投じる。 

 

表 5.2.12 TEPK 社による炭鉱開発計画 

地方 プロジェクト 炭種 年産見込 現況 生産開始 投資額 

トゥヴァ共
和国 

Elegest 原料炭 3.0-15.0 
試験生産 

（98kt in 2015） 
2020 49.0 

※年産見込量の単位は 100 万トン。投資額の単位は 10 億ルーブル。これらの炭鉱開発は極東開発プログラ

ムに含まれない。 

（出所）Long-term programme for the development of coal-mining in Russia to 2030 と Argus 社による独自調査

に基づき作成。 

 

(7) Severstal 

Severstal 社はロシアの製鉄会社であり、原料の採掘から粗鋼生産、さらには鉄鋼製品の製

造までを手掛ける。産炭事業は子会社 Vorkutaugol 社を通じて運営し、2015 年の生産量は

1,320 万トンでロシア第 7 位の規模であった。同社は現在、2021 年の操業開始を目指してト

ゥヴァ共和国に所在する Ulugh-Khem 炭鉱の開発を進めている。 

 

表 5.2.13 Severstal 社による炭鉱開発計画 

地方 プロジェクト 炭種 年産見込 現況 生産開始 投資額 

トゥヴァ共
和国 

Central section of 

Ulugh-Khem basin 
原料炭 5.5-9.5 NA 2021 16.0 

※年産見込量の単位は 100 万トン。投資額の単位は 10 億ルーブル。これらの炭鉱開発は極東開発プログラ

ムに含まれない。 

（出所）Long-term programme for the development of coal-mining in Russia to 2030 と Argus 社による独自調査

に基づき作成。 

 

同社が操業する他の炭鉱と同様に、Ulugh-Khem 炭鉱は原料炭を産出し、稼働開始時点の

年間生産量は 550 万トンを見込んでいる。Severstal 社はその後も継続的に同炭鉱の拡張を

進め、2030 年には年間生産量を 950 万トンにまで増やす計画である。Severastal 社は同プロ

ジェクトに総額 160 億ルーブル（2015 年の平均為替で約 2 億 6,500 万ドル）を投じる。 

 

Vorkutaugol 社は現在、ロシア西部の中ほどにあるコミ共和国において Vokutinskaya 炭鉱、

Severnaya 炭鉱、Komsomolskaya 炭鉱、Zapolyarnaya 炭鉱、Vorgashorskaya 炭鉱、Yunyaginsky

炭鉱を操業している。これらの炭鉱で生産される石炭は近隣に設置された Pechorskaya 選炭

工場で処理されている。しかし、Ulugh-Khem 炭鉱はロシア中央部の南端に位置するトゥヴ

ァ共和国にあるため、既存の選炭設備での処理は不可能である。Vorkutaugol社はUlugh-Khem

炭鉱の設備詳細を公表していないが、同炭鉱に選炭設備が設置されるのはほぼ確実と言え

る。 
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Vorkutaugol 社が生産する石炭の大半は Severstal 社の製鉄部門を含む国内の需要家に供給

されている。2015 年における輸出量は 60 万トンと少なく、その全量が大西洋市場に供給さ

れた。Ulugh-Khem 炭鉱の開発によって Vorkutaugol 社の石炭生産量は 2021 年時点で現行の

約 4 割増、2030 年時点で約 7 割増となる見通しである。同社は 2016 年 2 月に爆発事故を起

こした Severnaya 炭鉱を閉鎖することを決めているが、同炭鉱の年間生産能力は 150 万トン

であり、Ulugh-Khem 炭鉱の生産能力はそれを補って余る。自社の粗鋼生産能力あるいはコ

ークス生産能力が飛躍的に拡大しない限り、Severstal 社は石炭の外販を増やすことになる。

Ulugh-Khem 炭鉱がトゥヴァ共和国に所在することから、Severstal 社はその販路をアジア太

平洋市場に求める公算が大きい。 

 

5.3 港湾開発  

5.3.1 極東開発に関する国家プログラム 

前述の通り、ロシア政府は 2013 年 3 月に採択した極東開発プログラムの総費用 3 兆ルー

ブル超の約半分を輸送インフラの整備に割り当てている。ここで言う輸送インフラには、新

規炭鉱開発が進む北東地域から既存のシベリア鉄道に通じる新たな鉄道路線の建設、石炭

生産量が多い中央部からアジア太平洋向け輸出港が所在する極東各地域への輸送能力を高

めるシベリア鉄道の輸送能力増強および新規 BAM 鉄道の建設、さらには極東各地方におけ

る石炭輸出専用の港湾設備の拡張や新設などが含まれる。 

 

 

（出所）Argus Russian Coal 

図 5.3.1 ロシアのシベリア鉄道拡張計画とバイカル・アムール鉄道の計画路線 
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（出所）Argus Russian Coal 

図 5.3.2 ロシア極東地域における既存輸出港と新規建設計画 

 

表 5.3.1 ロシア極東地域における石炭輸出港開発計画 

地方 港 港湾設備 企業 プロジェクト 

プリモルス
ク地方 

Vostochny 

Vostochny Port KRU 拡張 

Maly Port SUEK 拡張 

Severny Port Summa 新設 

Nakhodka Astafyev terminal Aqua Resources 拡張 

Sukhodol Sukhodol Sea Port SDS-Ugol 新設 

Vera Vera Port RT Global Resources 新設 

Posyet Posyet Commercial Port Mechel 拡張 

Shakhtersk Coal Sea Port of Shakhtersk MCR 拡張 

サハリン州 Vanino Sakhatrans Volga Group 新設 

ハバロフス
ク地方 

Vanino 

Daltransugol SUEK 拡張 

Commercial Port of 

Vladivostok 
TEPK 拡張 

（出所）Strategy of the sea port infrastructure development of Russia to 2030 と Argus 社による独自調査に基づ

き作成。 

 

極東開発プログラムの下で用意される助成が具体的にどのような形で各港の開発に投じ

られるのかを知ることは極めて困難であるが、この国家的な経済政策が極東地方の石炭輸

出港の拡張や新設を促しているのは事実である。現在、プリモルスク地方では、ヴォストチ

ヌイ港で 3 件の石炭輸出可能な港湾設備拡張あるいは新設が、ナホトカ港およびポシエト

港では港湾設備の拡張が進められ、その他にもスラヴィヤンカ港、スホドル港、ヴェラ港の

新設も計画されている。また、サハリン州では石炭輸出専用のシャハテルスク港の拡張が計

画されており、ハバロフスク地方のワニノ港では 1 件の石炭輸出ターミナルの新設、2 件の
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輸出ターミナルの拡張工事が進められている。以下に、各港における港湾設備の開発概況を

まとめる。 

 

5.3.2 プリモルスク地方 

(1) ヴォストチヌイ港 

ロシア炭のアジア太平洋向け輸出の最重要拠点であるプリモルスク地方のヴォストチヌ

イ港においては、2 件の港湾設備拡張プロジェクトと 1 件の新規設備建設プロジェクトが進

行している。 

表 5.3.2 ヴォストチヌイ港における石炭輸出港湾設備開発計画 

港湾設備 企業 出荷能力 受入可能船舶 竣工予定 

Vostochny Port KRU increase to 39.0 150kdwt 

2017 (24.5mn t/yr) 

2019 (29.0mn t/yr) 

2020 (39.0mn t/yr) 

Maly Port SUEK increase to 3.0-3.5 20kdwt 2020 

NA Summa 12.0/20.0 150kdwt 

2018 (6.0mn t/yr) 

2020 (12.0mn t/yr) 

2025 (20.0mn t/yr) 

※出荷能力の単位は 100 万トン／年。受入可能船舶は受入可能な船舶の最大積載量（単位は 1,000dwt）。竣

工予定に記載の括弧内の値はその時点における出荷能力。 

（出所）Strategy of the sea port infrastructure development of Russia to 2030 と Argus 社による独自調査に基づ

き作成。 

 

拡張プロジェクトのひとつは、KRU 社が管理運営している Vostochny Port に第 2 の石炭

専用ターミナルを建設するものである。同港湾設備には現在、年間出荷能力 1,730 万トンの

石炭専用ターミナルと同 450 万トンのバルク汎用ターミナルが備わっている。同バルク汎

用ターミナルからは石炭以外の輸出品も出荷されているが、石炭も同ターミナルから出荷

されている。Vostochny Port ではこれらの既存ターミナルに新たな石炭専用ターミナルを追

加することで、設備全体の年間出荷能力を 3,900 万トンにまで拡張する計画である。同新タ

ーミナルは最大積載量 15 万トン規模の船舶が着桟できるように設計され、2017 年から段階

的に利用を開始する。同年における Vostochny Port の年間出荷能力は 2,450 万トンに拡大さ

れている見通しで、その後 2019 年には 2,900 万トン、2020 年には最終目標である 3,900 万

トンに達する計画となっている。 

 

ヴォストチヌイ港ではまた、SUEK が運営するマリ港でも出荷能力の拡張プロジェクトが

進行している。同港湾設備は 2013 年に竣工したバルク汎用設備で、現在の年間最大能力は

260 万トンである。マリ港は現在ほぼ最大能力で稼働しており、SUEK はアジア太平洋市場

向けの輸出量を増やすという戦略目標を掲げていることもあり、同港湾設備に新ターミナ

ルを追設することで 2020 年時点の出荷能力を年間 3,500 万トンにまで拡張する計画を進め

ている。 
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また、ロシアのエネルギー物流およびエンジニアリング大手の Summa 社は、2014 年から

ヴォストチヌイ港内に新設となる石炭専用港湾設備の建設に着手している。最大積載量 15

万トン規模の船舶を受入ることが可能となるターミナルが設置され、2018 年には年間 600

万トンの出荷能力を備えて稼働を開始した。その後も拡張工事を続け、2020 年には年間出

荷能力が 1,200 万トン、2025 年には 2,000 万ドンに達する計画である。 

 

(2) ナホトカ港 

ナホトカ港では現在、地元の港湾サービス企業 Aqua Resources が運営する Astafyev 

Terminal で拡張プロジェクトが進められている。同ターミナルはバルク汎用ターミナルであ

るものの、この拡張プロジェクトはアジア太平洋向け石炭輸出量の増加に対応することを

目的としている。現時点の Astafyev Terminal の年間出荷能力は 300 万トン程度にとどまる

が、この拡張プロジェクトによって 2018 年には同 600 万トン、2020 年には同 1,200 万トン、

2025 年には同 2,000 万トンの出荷能力を備える見通しである。ただ、同ターミナルのドラフ

トは浅く、拡張後も最大積載量 4 万トン程度の船舶しか受け入れることができない。 

 

表 5.3.3 ヴォストチヌイ港における石炭輸出港湾設備開発計画 

港湾設備 企業 出荷能力 受入可能船舶 竣工予定 

Astafyev terminal 
Aqua 

Resources 

increase to 

6.0/12.0 
40 

2018 (6.0mn t/yr) 

2020 (12.0mn t/yr) 

2025 (20.0mn t/yr) 

※出荷能力の単位は 100 万トン／年。受入可能船舶は受入可能な船舶の最大積載量（単位は 1,000dwt）。竣

工予定に記載の括弧内の値はその時点における出荷能力。 

（出所）Strategy of the sea port infrastructure development of Russia to 2030 と Argus 社による独自調査に基づ

き作成。 

 

(3) スホドル港 

SDS-Ugol 社は現在、付加価値の高い石炭の輸出を増やすことを成長戦略の柱として掲げ、

その結果として国内販売量が減ることも辞さない姿勢を示している。現時点における同社

の石炭輸出の大部分は大西洋市場向けとなるが、付加価値の高い石炭に正当な対価を支払

う傾向の強い北東アジア諸国の需要家向けの販売量を増やすことを狙っているのは明らか

である。その戦略の実行として、同社は、複数の石油ガス大手企業を傘下に持つ Volga 社と

共同で、ヴォストチヌイ港の北に位置するスホドル港に石炭輸出ターミナルを新設してい

る。 

 

当初は 2017 年の竣工を予定していたが、建設許認可の取得に想定以上の時間がかかり、

現在は 2018 年の竣工を目指して作業が進められている。同港は最大積載量 12 万トン規模

の船舶を受け入れることが出来るよう設計され、2018 値の竣工時点の年間出荷能力は 600

万トンを予定している。その後も拡張工事を続け 2024 年には年間出荷能力を 2,000 万トン

にまで拡大する計画である。 
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表 5.3.4 スホドル港における石炭輸出港湾設備開発計画 

港湾設備 企業 出荷能力 受入可能船舶 竣工予定 

Sukhodol Sea Port SDS-Ugol 20.0 120 
2018 (6.0mn t/yr) 

2024 (20.0mn t/yr) 

※出荷能力の単位は 100 万トン／年。受入可能船舶は受入可能な船舶の最大積載量（単位は 1,000dwt）。竣

工予定に記載の括弧内の値はその時点における出荷能力。 

（出所）Strategy of the sea port infrastructure development of Russia to 2030 と Argus 社による独自調査に基づ

き作成。 

 

(4)ヴェラ港 

ヴェラ港はプリモルスク地方政府と国営の軍事および民生大手 Rostec 社が中心となって

設立した特別目的会社によって建設が進められている石炭専用輸出ターミナルである。同

プロジェクトには韓国の発電会社 Kowepo 社と中国の産炭大手神華集団も参加している。ヴ

ェラ港は最大積載量 15 万トン規模の大型船の着桟が可能となるよう設計されており、2018

年に年間出荷能力 10 万トンの設備を竣工させる計画である。また、その後に同規模の第 2

ターミナルを建設する計画も立てられており、これが完成すれば同港湾設備の合計出荷能

力は年間 2,000 万トンに達する。第 2 ターミナルの竣工は 2020 年を予定している。 

 

表 5.3.5 ヴェラ港における石炭輸出港湾設備開発計画 

港湾設備 企業 出荷能力 受入可能船舶 竣工予定 

Vera Port Rostec 10.0/20.0 150 
2018 (10.0mn t/yr) 

2020 (20.0mn t/yr) 

※出荷能力の単位は 100 万トン／年。受入可能船舶は受入可能な船舶の最大積載量（単位は 1,000dwt）。竣

工予定に記載の括弧内の値はその時点における出荷能力。 

（出所）Strategy of the sea port infrastructure development of Russia to 2030 と Argus 社による独自調査に基づ

き作成。 

 

(5) ポシエト港 

ポシエト港はシベリア鉄道と直結しており、比較的近いサハ共和国で生産される石炭の

みならずケメロヴォ州で生産される石炭も効率的にアジア太平洋市場に輸出することが可

能である。同港は Mechel 傘下の産炭企業 Yukutugol 社、Yuzhny Kuzbass 社および Elga Coal 

Field 社が所有しており、2013 年の竣工以来それらが生産する石炭のアジア太平洋向け輸出

の重要拠点となっている。現時点においては石炭専用の港湾設備ではなく、Mechel 社が輸

出する鉄鋼製品やその他金属製品の輸出にも使われている。 

 

ただ、石炭輸出に利用する割合が圧倒的に多いことから、Mechel 社は同港湾設備を石炭

専用設備に改修し、現時点においては 700 万トンの年間出荷能力を 2020 年までに同 900 万

トンにまで拡張する計画である。同時に、受入可能な船舶を現在の 4 万トン規模から 6 万

トン規模に引き上げる改修も行う予定である。 
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表 5.3.6 ポシエト港における石炭輸出港湾設備開発計画 

港湾設備 企業 出荷能力 受入可能船舶 竣工予定 

Posiet Commercial Port Mechel increase to 9.0 60 2020 

※出荷能力の単位は 100 万トン／年。受入可能船舶は受入可能な船舶の最大積載量（単位は 1,000dwt）。竣

工予定に記載の括弧内の値はその時点における出荷能力。 

（出所）Strategy of the sea port infrastructure development of Russia to 2030 と Argus 社による独自調査に基づ

き作成。 

 

5.3.3 サハリン州 

サハリン州では、前項で紹介した East Mining Company 社（EMCO 社）が既存 Solntsevskoye 

炭鉱の生産能力を 2020 年までに現在の年間 320 万トンから 1,000 万トンに拡張する計画を

進めており、これに伴ってその輸出拠点となっている Coal Sea Port of Shakhtersk の拡張プロ

ジェクトにも着手している。現在、同港湾設備の年間出荷能力は 450 万トンであるが、2022

年には 1,200 万トンに拡張される計画である。同港湾設備は現時点で最大積載量 6 万トン規

模の船舶を受け入れることができ、今回の拡張プロジェクトにおいては受入可能な船舶の

規模を上げる改修は行われない。 

 

表 5.3.7 サハリン州における石炭輸出港湾設備開発計画 

港湾設備 企業 出荷能力 受入可能船舶 竣工予定 

Coal Sea Port of Shakhtersk EMC increase to 12.0 60 2022 

※出荷能力の単位は 100 万トン／年。受入可能船舶は受入可能な船舶の最大積載量（単位は 1,000dwt）。竣

工予定に記載の括弧内の値はその時点における出荷能力。「EMC」は East Mining Company の略。 

（出所）Strategy of the sea port infrastructure development of Russia to 2030 と Argus 社による独自調査に基づ

き作成。 

 

5.3.4 ハバロフスク地方（ワニノ港） 

ハバロフスク地方には、プリモルスク地方のヴォストチヌイ港やナホトカ港に並んで知

名度の高い石炭輸出港であるワニノ港がある。同港においては現在、SUEK 社が運営する

Deltransugol 石炭専用輸出ターミナルと、トゥヴァ共和国でロシア最大の原料炭の炭床とも

言われる Elegest 炭鉱の開発を手掛ける TEPK 社が運営するバルク汎用ターミナル

Commercial Port of Vladivostok からロシア産の石炭が輸出されている。 

 

ワニノ港では、今後予想されるアジア太平洋向け石炭輸出量の増加に備え、既存の 2 ター

ミナルがともに年間出荷能力を高める拡張プロジェクトを進めている。また、SDS-Ugol と

共同でプリモルスク州のスホドル港に石炭輸出ターミナルを新設している Volga 社が、ワニ

ノ港においても Sakhatrans 石炭専用ターミナルの新設に取り組んでいる。 

 

SUEK 社が運営する Deltransugol 石炭専用輸出ターミナルの現在の年間出荷能力は 1,800

万トンと既に大規模であるが、同社はこれを 2017 年中に 2,400 万トンまで拡張する計画で
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ある。同ターミナルでは既に最大積載量 18 万トン規模の船舶の入港が可能である。 

 

一方、TEPK 社が運営するバルク汎用ターミナル Commercial Port of Vladivostok では現在、

年間最大 870 万トンの石炭を出荷することができるが、同社は 2017 年末までに同ターミナ

ルの年間出荷能力を 1,500 万トンに倍増させる計画である。ただ、同港においては最大積載

量 4 万 5,000 トン以上の船舶を着桟させることができない。 

 

Sakhatrans 石炭専用ターミナルの竣工は、年間出荷能力 1,200 万トンとなる第 1 ターミナ

ルが 2017 年、同じ出荷能力の第 2 ターミナルが 2020 年と予定されている。第 1 ターミナ

ルが許容できる船舶の規模は最大積載量で 11 万 5,000 トンとなるが、第 2 ターミナルは同

16 万 8,000 トン規模の船舶の着桟が可能となる予定である。 

 

表 5.3.8 ハバロフスク地方（ワニノ港）における石炭輸出港湾設備開発計画 

港湾設備 企業 出荷能力 受入可能船舶 竣工予定 

Sakhatrans Volga Group 12.0/24.0 115/168 
2017 (12.0mn t/yr) 

2020 (24.0mn t/yr) 

Daltransugol SUEK increase to 24.0 180 2017 

Commercial Port of 

Vladivostok 
TEPK increase to 15.0 45 2017 

※出荷能力の単位は 100 万トン／年。受入可能船舶は受入可能な船舶の最大積載量（単位は 1,000dwt）。竣

工予定に記載の括弧内の値はその時点における出荷能力。「TEPK」は Tuva Energy & Industrial Corporation 社

の略。 

（出所）Strategy of the sea port infrastructure development of Russia to 2030 と Argus 社による独自調査に基づ

き作成。 

 

5.4 外資の参画 

アジア太平洋市場向けの輸出を想定したロシアの炭鉱およびその物流設備の開発は、同

地域の需要家企業にとって歓迎すべきものであるのは明らかである。特に、日本、韓国およ

び中国といった北東アジア地域の国はロシア極東から比較的近く、そこからの石炭輸出量

が増えることは輸送コストの低い輸入を増やす機会を得ることを意味する。また、ロシアの

輸出増は、国際石炭価格に下方圧力を加える要因となり得る。このため、アジア太平洋地域

の需要家あるいはそれらの需要家向け販売において競争力を強めたい考える商社等にとっ

て、ロシアにおける炭鉱開発および輸出ターミナルの開発への参画は自らの利益に資する

ものであると考え易く、したがって好条件な投資案件があれば積極的に検討する対象とな

り得る。 

 

しかし、ソビエト連邦崩壊から四半世紀以上が経過した今日においても、ロシアが国際地

政学的に置かれる立場は安定的とは言えない。同国と西側諸国との緊張が続くなか、政治的

な対立が経済制裁等の強硬策の応酬に発展し易い。このため、西側諸国に歩調を寄せる日本
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や韓国の企業にとって、ロシアでの事業はカントリーリスクの高い投資案件と認識せざる

を得ないのが実際のところである。とりわけ、炭鉱開発や物流設備の建設等の大型案件は、

民間企業が自ら判断だけで参画できるものではない。 

 

ロシア政府は主に北東アジア諸国に対し、2013 年 3 月に採択した極東開発プログラムへ

の投資を呼びかけ続けている。しかし、上記の地政学的な問題を背景に、その呼びかけは必

ずしも成功しているとは言えない状況である。2010 年前後の数年間においては、その時点

の両国関係が比較的良好であったこともあり、日本においてもロシアでの大型事業への投

資や参画が前向きに検討される機運が高まった。しかし、2014 年のクリミア危機以降、そ

れを理由に対ロ経済制裁に踏み切った欧米およびそれに同調する日本の企業にとって、ロ

シア国内での開発事業への投資は容易なものではなくなった。 

 

このため、前項で見た通り、本調査で取り上げた極東開発プログラム下での炭鉱および輸

出港湾の開発、あるいは各ロシア産炭企業が個別に取り組む開発事業に参画する外国資本

は欧米諸国と対ロ姿勢を同じくしない中国49やインド50の企業、独自の対ロ関係を構築する

韓国の企業51が主であり、欧米企業はもちろんのこと、日本企業の参画はほとんど確認でき

ないのが現状である。 

 

例外的に、極東開発プログラムの下でチェクチ自治管区において実施されている

Ammamskoye 炭鉱の開発52には、豪州に本社を置く Tiger Realm Coal 社が合計 450 億ルーブ

ル（2015 年の平均為替で 7 億 4,400 万ドル）の資本投入を含む参画を果たしている。同社は

豪州証券取引所に上場しているが、展開事業はこの Ammamskoye 炭鉱の開発のみであり、

その意味では同炭鉱開発に携わる現地企業が豪州証券市場で資金を調達していると見るこ

ともできる。 

 

ただし、ロシアは引き続き、極東開発が相互利益となり得る日本、韓国ならびに中国から

の投資を強く望む姿勢を示しており、粘り強い外交交渉によって一定の成果あるいは政府

間での協力合意を勝ち取るに至っている。日本とは、2016 年に行われた首脳会談によって

極東開発を主軸とする経済協力を進めていくことで合意している。韓国からは極東開発プ

ログラムに対し合計 53.7 億ドルの投資を、中国からは合計 24 億ドルの投資を受ける合意を

得ている。さらに、インドとも極東開発プログラムへの同国の参画を議題とする協議を続け

ている。これらの協力合意に基づき、今後、日本、韓国、中国企業あるいはインド企業によ

るロシアの炭鉱および輸送設備の開発に対する資本参画が増える可能性がある。 

                                                        
49 5.2.1（3）、5.2.2（3）、5.3.2（4）参照。 
50 インドの最大財閥 Tata 社が SUEK 社と共同開発事業の模索で協働する MOU を締結している。 
51 5.3.2（4）参照。 
52 5.2.1（5）参照。 
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5.5 まとめ 

ロシアにおいては現在、産炭各企業による輸出量増加を軸とする成長戦略と政府主導に

よる極東開発プログラムが、同国中央部に集中する既存炭鉱の拡張、および同国東部地域に

おける新規炭鉱開発を促している。ロシア政府は 2014 年に策定したエネルギー戦略の一部

を成す石炭産業発展戦略のなかで、生産量を 2020 年までに 3 億 8,000 万～4 億 2,500 万ト

ン、2025 年までに 4 億～4 億 5,000 万トン、2030 年までに 4 億 1,000 万～4 億 8,000 トンに

まで増やす目標を掲げている。 

 

現在確認できる既存炭鉱拡張プロジェクトおよび新規炭鉱開発が想定する年間生産量を

合計すると、それらの開発作業が順調に進めば、政府の掲げる目標は十分に達成される見通

しである。ただし、2014 年のクリミア危機に端を発する欧米諸国等による対ロ経済制裁、

それによるルーブル安を背景に、多くの産炭企業が減益あるいは純損失の計上を余儀なく

されているのも事実である。その結果、設備投資額を圧縮する産炭企業も少なくなく、それ

らが取り組む既存炭鉱拡張あるいは新規炭鉱開発の竣工が遅れる可能性も否定できない。 

 

ただ、現時点においては、資金不足による凍結や撤回を余儀なくされるプロジェクトは確

認されておらず、ロシアの石炭生産量は、多少の遅れはあったとしても、政府が掲げる目標

水準に達する公算が大きい。 

 

こうした増産計画は、各企業の成長戦略を動機とするものであっても、政府主導の極東開

発プロジェクトの下で実施されるものであっても、原則的には需要成長が見込まれるアジ

ア太平洋市場への輸出を想定したものである。このことは、極東地方の輸出港湾設備と炭鉱

からそれらの港までの陸送インフラの拡張も必須であることを意味する。 

 

ロシア政府は増産と輸出増を実現するため、極東開発プロジェクトの総予算 3 兆ルーブ

ル超の半分に相当する約 1 兆 6,000 億ルーブルを輸送インフラの拡張整備に割り当ててい

る。ここで対象となる輸送インフラには、石炭陸送に不可欠となるシベリア鉄道の輸送能力

拡張、第 2 シベリア鉄道とも呼ばれるバイカル・アムール鉄道の建設、新規炭鉱開発が実施

されているロシア北東部のチェクチ自治管区からサハ共和国までの新鉄道路線の建設、お

よび極東地域の既存輸出港の拡張および新設などが含まれている。 

 

現在確認できるだけでも、プリモルスク地方、サハリン州、ハバロフスク地方において、

合計 7 件の既存輸出ターミナルの拡張プロジェクトと 4 件の石炭輸出ターミナルの新設が

計画されている。これらのプロジェクトは早ければ 2017 年、遅くても 2025 年の竣工を目

指して進められている。現在、同 3 地方に所在するバルク汎用ターミナルを含む石炭輸出タ

ーミナルの年間出荷能力は約 8,000 万トン程度と推算されるが、計画される拡張および新設
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プロジェクトによって 2020 年には 1,685 万トンにまで倍増し、2025 年には 2,010 万トンに

達する見通しである。 

 

ただ、こうした港湾設備の拡張あるいは新設計画においても、主要な産炭企業が実施主体

となっている場合が多い。このため、既存炭鉱の拡張や新規炭鉱の開発プロジェクトと同様

に、それらの企業の財務状況によっては竣工が遅れる可能性が否定できない。ただ、これら

の港湾設備開発プロジェクトにおいても、資金難による凍結や撤回は現時点までに報告さ

れていない。 
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第 6 章 ロシア炭の需給及び関連地域の石炭需要見通し 

 

本章では、まず国際専門機関が最近作成したロシアの石炭需給と輸出見通しを概略的に解析し

纏める。次にロシア側の情報からロシア炭の国内需給および輸出見通しを解析し、国際専門機関

の見通しと比較する。さらに、ロシア炭の主な二つの輸出先である欧州とアジアの石炭需給およ

び輸入の現状と見通しをそれぞれ解析し、最後に本章の内容を纏める。 

 

6.1 最新の国際機関のロシア石炭需給見通し 

6.1.1 エネルギー需要に占める石炭の割合 

IEA の 2016 年版の「World Energy Outlook」（以下 WEO2016 を略す）の新政策シナリオ（New 

Policies Scenario）によると、2014 年のロシアの一次エネルギー消費は 6 億 8,622 万 toe である。そ

のうち、石炭消費は 1 億 395 万 toe で一次エネルギー消費に占める石炭の比率は 15.1%である。

2040 年の一次エネルギー需要は 7 億 5,755 万 toe で 2014～2040 年の年平均増加率を 0.4%と予測

している。また、2040 年の石炭需要については、2014 年より 948 万 toe 増の 1 億 1,343 万 toe、年

平均増加率を 0.3%と予測している。石炭の一次エネルギー需要に占める割合は 2014 年とほぼ横

ばいの 15.0%である。また、2020～2030 年の石炭需要の年平均増加率が 0.5%であるのに対し 2030

～2040 年の年平均増加率は 0.3%に低下と予測している。 

 

表 6.1.1 一次エネルギー需要に占める石炭の割合 

 

（出所）IEA「WEO2016」 

 

2014 年の石炭消費のうち、電力部門の消費は 5,947 万 toe で石炭消費全体の 57.2%を占める。工

業部門の消費は 1,105 万 toe で石炭消費全体の 10.6%を占める。ビルディング（家庭、商業など）

の消費は 253 万 toe で石炭消費全体の 2.4%を占める。その他部門は主にコークス生産であり、年

間の石炭消費は 3,089 万 toe で石炭消費全体の 29.7%を占める。 

 

実績

2014 2020 2025 2030 2035 2040 14/20 20/30 30/40 15/40

一次エネルギー（万toe） 68,622 68,253 69,576 71,417 73,726 75,755 -0.1 0.5 0.6 0.4

石炭 10,395 10,497 10,632 11,054 11,305 11,343 0.2 0.5 0.3 0.3

石油 14,339 14,173 14,228 14,164 13,800 13,187 -0.2 0.0 -0.7 -0.3

ガス 36,914 35,650 35,418 35,673 36,406 36,997 -0.6 0.0 0.4 0.0

原子力 4,746 5,331 6,263 6,811 7,536 8,349 2.0 2.5 2.1 2.2

水力 1,507 1,608 1,704 1,831 1,970 2,124 1.1 1.3 1.5 1.3

バイオ 707 776 856 1,013 1,318 1,745 1.6 2.7 5.6 3.5

その他 14 218 476 871 1,392 2,009 57.9 14.9 8.7 21.0

石炭 15.1 15.4 15.3 15.5 15.3 15.0

石油 20.9 20.8 20.4 19.8 18.7 17.4

ガス 53.8 52.2 50.9 50.0 49.4 48.8

原子力 6.9 7.8 9.0 9.5 10.2 11.0

水力 2.2 2.4 2.4 2.6 2.7 2.8

バイオ 1.0 1.1 1.2 1.4 1.8 2.3

その他 0.0 0.3 0.7 1.2 1.9 2.7

構成比率（％）

項目
年率（％）予測（万toe）
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IEA の「WEO2016」によると 2014 年のロシアの石炭火力発電電力量は 1,583 億 kWh で発電電

力量全体 1 兆 550 億 kWh の 15.0%を占める。2014 年の石炭火力発電設備容量は 4,646 万 kW で発

電設備総容量 2 億 5,674 万 kW の 18.1%を占める。2040 年については、石炭火力発電電力量を 1,603

億 kWh、設備容量を 1,956 万 kW と予測している。石炭火力発電設備容量は 2014～2040 年の期間

で徐々に減少していくが設備の稼働率と効率が高まるため、発電電力量は 1,583 億 kWh～1,659 億

kWh の範囲で留まるとしている。 

 

表 6.1.2 石炭火力発電電力量と設備容量 

 

（出所）IEA「WEO2016」 

 

2040 年の部門別の石炭需要については、電力部門が 6,558 万 toe（石炭消費全体の 57.8%を占め

る。以下同）で 2015～2040 年の年平均増加率は 0.4%である。工業部門は 1,309 万 toe（11.5%）で

同期間の年平均増加率は 0.7%である。ビルディング部門は 107 万 toe（0.9%）で、2014 年の 253

万 toe より 146 万 toe 減少し、期間中の年平均増加率は▲3.2%である。その他部門は 3,369 万 toe

（29.7%）で期間中の年平均増加率 0.3%である。将来における部門別の石炭需要全体を見ると発

電部門、工業部門およびその他部門の需要が増え、ビルディング部門の需要が減少すると予測し

ている。 

 

表 6.1.3 部門別の石炭需要 

 

（出所）IEA「WEO2016」 

 

6.1.2 石炭生産と輸出 

IEA「WEO2016」によると、2014 年のロシアの石炭消費量は 148 百万 tce（石炭換算トン）、石

炭生産量は 271 百万 tce である。2040 年の石炭消費は 162 百万 tce で 2014 年より 14 百万 tce 増、

実績

2014 2020 2025 2030 2035 2040 14/20 20/30 30/40 15/40

発電電力量（億kWh） 10,550 10,776 11,278 11,919 12,561 13,147 0.4 1.0 1.0 0.9

石炭火力 1,583 1,632 1,595 1,659 1,620 1,603 0.5 0.2 -0.3 0.0

発電設備容量（万kW） 25,674 26,002 26,558 27,326 28,384 10,000 0.2 0.5 -9.6 -3.6

石炭火力 4,646 4,113 3,476 3,329 3,148 1,956 -2.0 -2.1 -5.2 -3.3

石炭火力/発電量 15.0 15.1 14.1 13.9 12.9 12.2

石炭火力/設備容量 18.1 15.8 13.1 12.2 11.1 19.6

項目
予測（万toe） 年率（％）

構成比率（％）

実績

2014 2020 2025 2030 2035 2040 14/20 20/30 30/40 15/40

石炭消費（万toe） 10,395 10,497 10,632 11,054 11,305 11,343 0.2 0.5 0.3 0.3

発電 5,947 6,053 6,058 6,380 6,521 6,558 0.3 0.5 0.3 0.4

工業 1,105 1,132 1,191 1,245 1,294 1,309 0.4 1.0 0.5 0.7

ビルディング 253 225 197 170 141 107 -1.9 -2.8 -4.5 -3.2

その他 3,089 3,087 3,186 3,259 3,349 3,369 0.0 0.5 0.3 0.3

発電 57.2 57.7 57.0 57.7 57.7 57.8

工業 10.6 10.8 11.2 11.3 11.4 11.5

ビルディング 2.4 2.1 1.9 1.5 1.2 0.9

その他 29.7 29.4 30.0 29.5 29.6 29.7

構成比率（％）

項目
予測（万toe） 年率（％）
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年平均増加率 0.3%と予測している。一方、石炭生産については 284 百万 tce で 2014 年より 13 百

万 tce 増、期間中の年平均増加率は消費量の増加率より低い 0.2%である。石炭消費と生産で単純

に計算すると、2040 年におけるロシアの石炭純輸出量は 122 百万 tce で、2014 年の 120 百万 tce

より 200 万トン増えると見込まれた。 

 

（出所）IEA「WEO2016」 

図 6.1.1 ロシアの石炭需要・生産と輸出 

 

6.2 ロシア国内の石炭需給見通し 

6.2.1 政府の石炭需給と輸出見通し 

第 1 章で述べたように「2035 年に向けたエネルギー戦略」（ES2035）では、2020 年におけるロ

シアの一次エネルギー需要（保守シナリオと楽観シナリオ、以下同）は 988～1,002 百万 tce であ

る。そのうち、石炭需要は 149～159 百万 tce、一次エネルギー需要に占める石炭の比率は 15.1～

15.9%で、2015～2020 年の一次エネルギー需要の年平均増加率 0.5～0.8%に対し、同期間の石炭の

年平均増加率 0.3～1.6%である。 

 

2035 年におけるロシアの一次エネルギー需要は 1,092～1,115 百万 tce のうち、石炭需要は 146

～169 百万 tce、一次エネルギー需要に占める石炭の比率は 13.4～15.2%で、2020～2035 年の一次

エネルギー需要の年平均増加率は両方とも 0.7%なのに対し、同期間の石炭の年平均増加率は

▲0.1%～0.4%である。 

 

2020 年の一次エネルギー生産は 1,959～2,043 百万 tce である。一次エネルギー生産のうち、石

炭生産は 260～293 百万 tce、一次エネルギー生産に占める石炭の比率は 13.3～14.3%である。2015

～2020 年の一次エネルギー生産の年平均増加率 0.9～1.8%に対し、同期間の石炭生産の年平均増

加率 0.2～2.7%である。 

 

2035 年の一次エネルギー生産 1,998～2,335 百万 tce のうち、石炭生産 245～335 百万 tce であり、

保守シナリオの石炭生産は 2015 年の生産実績より少なく、マイナス成長になると見込まれた。 
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2020 年のエネルギー輸出（電力を含む）999～1,065 百万 tce のうち、石炭の輸出は 108～130 百

万 tce53で、エネルギー輸出に占める割合は 10.8～12.2%である。ただし、保守シナリオの石炭輸出

量は 2015 年の実績の 109 百万 tce より減少される。 

 

また、2035 年のエネルギー輸出 916～1,231 百万 tce のうち、石炭の輸出は 101～165 百万 tce で、

エネルギー輸出に占める割合は 11.0～13.4%である。保守シナリオの 2035 年の石炭輸出量は 2020

年よりさらに減少すると見込まれた。 

 

表 6.2.1 エネルギー需要と輸出に占める石炭の比率 

 

（出所）「ES2035」 

 

6.2.2 ロシアの研究機関のエネルギー需給見通し 

2016 年 11 月、ロシア科学アカデミー・エネルギー研究所（The Energy Research Institute of the 

Russian Academy of Sciences）とロシア連邦政府分析センター（Analytical Center for the Government 

of the Russian Federation）は「世界・ロシアのエネルギー開発予測 2016」（Global and Russian Energy 

Outlook up to 2040 in 2016）を発表した54。この予測の中で 2040 年までのロシアのエネルギー需要、

石炭生産と輸出を予測された。 

 

この予測では実現性が高いシナリオ（likely scenario）、危険シナリオ（Critical Scenario）および

有利シナリオ（Favorable Scenario）を設定した。本文は基本的に実現性が高いシナリオ（likely 

scenario）の結論を述べる。このシナリオの前提条件は世界経済が緩やかに成長し、エネルギー需

要の伸びは中程度で、エネルギー価格が上昇し、西側の対ロシア経済・企業に対する技術と資金

関連の制裁を解消、緩和することなどである。 

 

 

                                                        
53 ロシアの石炭生産は、一般炭（瀝青炭、亜瀝青炭）、原料炭、無煙炭と褐炭である。輸出炭は殆ど原料炭と一

般炭であるので、石炭輸出の実績から輸出炭の平均発熱量は 5,600kcal/kg を推定。 
54 ロシア科学アカデミー・エネルギー研究所「Прогноз развития энергетики мира и России 2016」

（https://www.eriras.ru/data/772/rus） 

実績

2015 2020 2035 2020 2035 15/20 20/35 15/20 20/35

一次エネルギー需要 964 988 1,092 1,002 1,115 0.5 0.7 0.8 0.7

石炭 147 149 146 159 169 0.3 -0.1 1.6 0.4

シェア（％） 15.2 15.1 13.4 15.9 15.2 -0.2 -0.8 0.8 -0.3

一次エネルギー生産 1,873 1,959 1,998 2,043 2,335 0.9 0.1 1.8 0.9

石炭 257 260 245 293 335 0.2 -0.4 2.7 0.9

シェア（％） 13.7 13.3 12.3 14.3 14.3 -0.7 -0.5 0.9 0.0

エネルギー輸出 961 999 916 1,065 1,231 0.8 -0.6 2.1 1.0

石炭 109 108 101 130 165 -0.1 -0.5 3.6 1.6

シェア（％） 11.3 10.8 11.0 12.2 13.4 -0.9 0.1 1.5 0.6

原炭（百万トン） 136 135 126 162 206 -0.1 -0.5 3.6 1.6

項目
楽観（百万tce）保守（百万tce） 楽観（％）保守（％）
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この予測は経済については、2018～2024 年の間で経済改革が成功し、投資の強化とコスト削減、

国民貯蓄の活用と社会開発、エネルギーと輸送インフラの整備、公共支出の減少などが実現し、

2020 年以降の経済成長は主にサービス産業となり、2020～2040 年の実質 GDP の年平均成長率は

2.2～2.4%になると予測された。また、2040 年の時点でのエネルギー輸出の対 GDP の貢献度が 2015

年の 16%から減少され、7%になると予測された。一方で、2035 年の時点でロシアの購買力で換算

した GDP は日本を超え、世界の第 6 位になると予測された。主な経済・環境指標の予測は以下の

通りである。 

 

表 6.2.2 経済・環境指標 

 

（出所）「世界・ロシアのエネルギー開発予測 2016」 

 

2020 年の一次エネルギー消費は 2013 年実績の 6.9 億 toe より 0.2%減の 6.8 億 toe である。一次

エネルギー消費のうち、石炭は 1.0 億 toe と 2013 年の実績より 2.0%減で、一次エネルギー消費に

占める石炭の比率は 2013 年実績の 17.4%から低下し、15.3%となる。2040 年の一次エネルギー消

費は約 8.0 億 toe で、2020～2040 年の年平均増加率は 0.8%である。また、2040 年の石炭消費は

2020 年から横這いで 1.0 億 toe であり、一次エネルギー消費に占める石炭の比率 13.1%で、減少が

続きていると予測された。 

 

一方、2020 年以降のガスの消費は増加し、特に 2040 年のガス消費は 2020 年の 3.6 億 toe より

64 百万 toe 増、年平均増加率は一次エネルギー消費全体の 0.8%と同じであり、一次エネルギー消

費に占める天然ガスのシェアは 2020 年の 53.1%より高い 53.5%になり、依然としてロシアの最大

のエネルギー源であると見込まれた。2020 年と 2040 年の石油消費はそれぞれ 1.3 億 toe と 1.5 億

toe であり、一次エネルギー消費に占める石油の比率は 18.8%と 18.5%であると予測された。 

 

  

実績 年率

2013 2020 2025 2030 2035 2040 2013/40

GDP（PPP、2014年価格）  10億ドル 3,796 3,927 4,415 4,939 5,519 6,152 1.8

人口 百万 143 148 148 147 146 145 0.1

一人当たりGDP ドル/人 26,459 26,543 29,898 33,627 37,829 42,420 1.8

エネルギー消費原単位 toe/千ドル 0.18 0.17 0.16 0.15 0.14 0.13 -1.2

CO2排出量 百万トン 1,621 1,550 1,618 1,671 1,691 1,733 0.2

項目 単位
予測
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表 6.2.3 一次エネルギー需要予測 

 

（出所）「世界・ロシアのエネルギー開発予測 2016」 

 

エネルギー生産についてはこの予測中で明確に示していなかったので、ここで第 1 章に述べた

ロシアエネルギー省の 2017 年版の「ES2035」の生産計画（保守シナリオ）を比べて見てみると、

「ES2035」の 2020 年の一次エネルギー生産 2,071 百万 tce（1,450 百万 toe）、2035 年の一次エネル

ギー生産 2,349 百万 tce（1,644 百万 toe）である。計算すると、2020 年と 2035 年の時点でロシア

の一次エネルギー輸出可能量はそれぞれ 7.7 億 toe と 8.8 億 toe である。 

 

また、「ES2035」は 2020 年と 2035 年の石炭生産 293 百万 tce（205 百万 toe）と 335 百万 tce（235

百万 toe）で、2020 年と 2035 年におけるロシアの石炭輸出能力が 1 億 toe と 1.3 億 toe となる。 

 

（出所）「世界・ロシアのエネルギー開発予測 2016」、エネルギー省「ES2035」、税関統計 

図 6.2.1 ロシアの石炭輸出能力の推定 

実績

2013 2020 2025 2030 2035 2040 13/20 20/40 13/40

合計 688 680 712 742 763 795 -0.2 0.8 0.5

石油 126 128 132 137 142 147 0.2 0.7 0.6

ガス 367 361 390 407 415 425 -0.2 0.8 0.5

石炭 120 104 102 104 102 104 -2.0 0.0 -0.5

原子力 45 58 58 60 65 73 3.7 1.2 1.8

水力 16 17 17 17 18 19 0.9 0.6 0.6

バイオマス 11 9 9 11 14 18 -2.8 3.5 1.8

その他 3.3 3 4 6 7 9 -1.4 5.6 3.8

石油 18.3 18.8 18.5 18.5 18.6 18.5

ガス 53.3 53.1 54.8 54.9 54.4 53.5

石炭 17.4 15.3 14.3 14.0 13.4 13.1

原子力 6.5 8.5 8.1 8.1 8.5 9.2

水力 2.3 2.5 2.4 2.3 2.4 2.4

バイオマス 1.6 1.3 1.3 1.5 1.8 2.3

その他 0.5 0.4 0.6 0.8 0.9 1.1

予測（百万toe） 年平均伸び率(%）
エネルギー

構成比(%)
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ロシアの電源別の発電電力量の予測によると、2020 年の発電電力量の 1,098TWh のうち、石炭

火力発電電力量は 147TWh で発電電力総量の 13.4%を占め、2013 年実績の発電電力量の 162TWh

より少なく、発電電力総量に占めるシェアは 1.9 ポイント低下する。 

 

表 6.2.4 電源別の発電電力量の予測 

 

（出所）「世界・ロシアのエネルギー開発予測 2016」 

 

また、2040 年の発電電力量の 1,380TWh のうち、石炭火力発電電力量 143TWh、発電電力量に

占めるシェアは 10.4%で、2020 年の予測値よりさらに減少すると見込まれた。石炭火力発電電力

量の減少によって、石炭（一般炭）の消費は減少すると推測される。他方、2020 年以降の再生エ

ネルギー（その他）の発電電力量は増加し続けると見込んでいる。 

 

今後の石炭生産と輸出については、公表された報告書の中で具体的な数字を示していなかった

が、石炭生産の課題、輸出方向を示した。 

 

今後のロシアの石炭生産は基本的に海外と国内需要で決まるが、東シベリア・極東地域の石炭

生産がロシアの石炭生産を支えると見られる。 

 

ロシアはガス価格の低迷、経済成長率の低下、国内石炭需要の停滞の中で、輸出を石炭産業の

主なけん引力としているが、ロシアの石炭産業は主に海外市場に依存し、制約されている。今後

の成長は海外市場の状況、生産と輸送コストが左右すると言える。また、多くの国、特に EU と中

国の気候変動対策がロシアの石炭産業の成長にとっては最も不確実な要素である。また、石炭産

業の最大課題は海外市場での競争力の確保である。石炭生産地は港湾までの距離が長く、鉄道で

長距離の石炭を輸送する。2015 年にはルーブルの切り下げによってドル建てのタリフが大幅に低

下したが、今後の為替レート変動で長期的にわたり持続することは難しいと「世界・ロシアのエ

実績

2013 2020 2025 2030 2035 2040 13/20 20/40 13/40

合計 1,058 1,098 1,170 1,235 1,310 1,380 0.5 1.1 1.0

石油 9 5 4 3 2 2 -8.1 -4.5 -5.4

ガス 518 498 533 561 582 586 -0.6 0.8 0.5

石炭 162 147 150 151 149 143 -1.4 -0.1 -0.5

原子力 173 221 223 229 250 280 3.6 1.2 1.8

水力 181 198 208 215 222 222 1.3 0.6 0.8

バイオマス 3 3 3 4 6 8 0.0 5.0 3.7

その他 12 26 49 72 99 139 11.7 8.7 9.5

石油 0.9 0.5 0.3 0.2 0.2 0.1

ガス 49.0 45.4 45.6 45.4 44.4 42.5

石炭 15.3 13.4 12.8 12.2 11.4 10.4

原子力 16.4 20.1 19.1 18.5 19.1 20.3

水力 17.1 18.0 17.8 17.4 16.9 16.1

バイオマス 0.3 0.3 0.3 0.3 0.5 0.6

その他 1.1 2.4 4.2 5.8 7.6 10.1

構成比(%)

電源
予測（TWh） 年平均伸び率(%）
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ネルギー開発予測 2016」は指摘する。 

 

また、今後の輸出については、欧州向けの石炭輸出の急減を、アジア向けの増加によって速や

かに補うことはできないと断言した。また、今後のアジアの石炭消費のけん引力は中国ではなく、

インドであり、インドは石炭火力発電が急速に増加し、石炭の利用を拡大していると分析する。 

 

6.2.3 ロシアと IEA のロシア炭輸出見通しの比較 

6.2.1 節で IEA の「WEO2016」では 2035 年におけるロシア炭の輸出ポテンシャルは 124 百万 tce

で、2014 年の輸出実績の 120 百万 tce（ロシア統計は 2014 年の輸出実績 121 百万 tce）より 400 万

tce 程度増えると予測していた。ロシア炭の平均発熱量を 5,600kcal/kg として試算すると、2014 年

の輸出実績はロシア統計の輸出合計の 150 百万トンと同じになる。 

 

IEA の 2020 年のロシア炭の輸出予測 155 百万トンに対し、ロシア「ES2035」の保守シナリオは

135 百万トン、楽観シナリオは 162 百万トンであり、IEA の予測はロシアの予測範囲内である。ま

た、IEA の 2035 年のロシア炭の輸出予測 155 百万トンに対し、「ES2035」の保守シナリオは 126

百万トン、楽観シナリオは 206 百万トンであり、両者は 29～51 百万トンの差がある。 

 

IEA の 2014～2020 年のロシア炭の輸出の年平均増加率予測 0.2%に対し、「ES2035」では保守シ

ナリオの場合▲1.7%、楽観シナリオの場合 1.3%である。また、IEA の 2020～2035 年のロシア炭

の輸出の横這いの予測に対し、保守シナリオの場合▲0.5%、楽観シナリオの場合 1.6%である。

「ES2035」の保守シナリオを除き、ロシアの石炭輸出量は、横這い乃至は、小幅ながら増加して

いくとみられている。 

 

 

（出所）IEA、「ES2035」 

図 6.2.2 IEA とロシアの石炭輸出見通しの比較 
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最後に、ロシア政府は今後の石炭輸出マーケットは欧州からアジア・太平洋地域に移ると認識

しているが、極東地域での新規炭鉱開発や輸送関連インフラ整備などには莫大な資金が必要であ

る。また、アジア、主に中国経済の減退、鉄鋼などの過剰生産、環境汚染深刻化などの問題が解

決されることによって、中国の石炭需要が減少する可能性が高く、ロシアの投資リスクが高くな

る可能性もある。他方、アジア・太平洋地域にとっては石炭調達先が増え、石炭の安定供給面で

のロシア炭の重要な役割が期待できる。 

 

6.3 欧州の石炭需給見通し 

6.3.1 一次エネルギー需要見通し 

欧州委員会（European Commission）の資料55によると、2015 年の EU 加盟の 28 ヵ国の一次エネ

ルギー消費の合計 16.7 億 toe のうち、固体燃料（石炭と廃棄物を含む、以下同）の消費は 2.8 億

toe で、一次エネルギー消費の 16.7％を占める。また、2015 年の固体燃料の消費は 2010 年に比べ

若干減少したが、一次エネルギー消費に占める固体燃料の比率は 2010 年の 16.1％より微増となっ

ている。 

 

2016 年、欧州委員会はアテネ国立技術大学（National Technical University of Athens）に委託し

2050 年までのエネルギー需要予測を行った。その目的は、既存エネルギー政策と市場変化および

EU の 2020～2050 年の気候変動とエネルギー発展目標に基づく新たな政策提案を評価することで

ある。また、この予測は加盟国 28 ヵ国（イギリスを含む）それぞれのエネルギー源別、分野別の

需要と CO2排出量を含んでいる。他の予測と比較するため、本文はこの予測（以下 REF2016 と略

す)の 2040 年までの結果のみ論じる。 

 

「REF2016」予測のマクロ経済指標としては、2010～2020 年の加盟国（28 ヵ国、以下同）の人

口の年平均増加率を 0.2％、実質国内総生産（実質 GDP、2013 年価格）の年平均成長率を 1.2％、

2020～2030 年の人口の年平均増加率 0.1％、GDP の年平均成長率 1.4％、2030～2040 年の人口の

年平均増加率は前の 10 年間と同じく 0.1％で、GDP の年平均成長率 1.5％としている。 

 

上掲の前提条件とマクロ経済指標の予測に基づく 2020 年の一次エネルギー消費は 16.4 億 toe

で、2010～2020 年の年平均増加率▲0.7％である。一次エネルギー需要のうち、固体燃料の需要は

2.5 億 toe で、2010～2020 年の年平均増加率▲1.2％、一次エネルギー需要に占める比率は 2015 年

の 16.7％から 1.4 ポイント下がり、15.3％になる。 

 

2030 年の一次エネルギー需要は 15.5 億 toe で、2020～2030 年の年平均増加率▲0.5％である。

一次エネルギー需要のうち、固体燃料は 1.9 億 toe で、2020～2030 年の年平均増加率▲3.0％、一

次エネルギー需要に占める比率は 2020 年の 15.3％から 3.4 ポイント下がり、11.9％になる。 

 

                                                        
55 European Commission 「Energy, transport and GHG emissions Trends to 2050」2016 年 7 月 
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2040 年の一次エネルギー需要は 15.0 億 toe で、2030～2040 年の年平均増加率▲0.3％である。

一次エネルギー需要のうち固体燃料は 1.1 億 toe で、2030～2040 年の年平均増加率▲5.2％、一次

エネルギー需要に占める比率は 2030年の 11.9％から大幅に下がり 7.2％になると予測されている。 

 

表 6.3.1 EU28 ヵ国の一次エネルギー需要予測 

 

（出所）PRIMES 

 

また、2040 年の一次エネルギー需要は 2015 年の実績より 1.6 億 toe 減、2015～2040 年の年平均

増加率は▲0.4％であり、そのうち固体燃料の需要減は他の化石燃料に比べ一番大きい。今後の 25

年間での固体燃料の需要は 1.7 億 toe 減で、年平均 678.8 百万 toe 減である。さらに、この予測は

固体燃料を除いた 2040 年の化石燃料の需要は天然ガスの微増と石油の減少という傾向を示して

いる。また、再エネ需要を拡大する一方で原子力と輸入電力のシェアが低下する方向である。 

 

6.3.2 最終エネルギー需要と発電用燃料需要における石炭の需要 

「REF2016」予測によると、2015 年のエネルギー最終消費は 11.3 億 toe で、上掲の一次エネル

ギー消費の 16.7 億 toe の 68.0％を占める。また、2015 年のエネルギー最終消費のうち石炭消費は

4,769.4 万 toe で、エネルギー最終消費の 4.2％を占める。 

 

この予測では 2020 年におけるエネルギー需要は 2015 年から横這いの 11.3 億 toe で、固体燃料

の需要は 4,571.1 万 toe、エネルギー最終需要に占める比率は 4.0％である。2010～2020 年の固体

燃料需要の年平均増加率は▲1.0％で、エネルギー最終需要の年率の▲0.2％より減少する。2030 年

のエネルギー最終需要 10.8 億 toe のうち固体燃料は 3,428.5 万 toe でエネルギー最終需要の 3.2％

を占め、2020～2030 年の年平均増加率▲2.8％、エネルギー最終需要の▲0.5％よりさらに減少す

る。さらに、2040 年のエネルギー需要 10.7 億 toe のうち固体燃料は 1,846.9 万 toe でエネルギー最

終需要の 1.7％を占め、2030～2040 年の年平均増加率▲6.0％になると予測している。また、2015

2010 2015 2020 2025 2030 2035 2040 10/20 20/30 30/40 15/40

人口（百万) 500 505 510 513 516 518 521 0.2 0.1 0.1 0.1

GDP(億ユーロ, 2013価格） 12,895 13,427 14,550 15,585 16,682 17,977 19,431 1.2 1.4 1.5 1.5

一次エネルギー（ktoe) 1,760,315 1,666,601 1,639,429 1,593,747 1,554,387 1,520,273 1,501,734 -0.7 -0.5 -0.3 -0.4

個体燃料 282,994 277,891 251,245 219,893 185,491 143,644 108,197 -1.2 -3.0 -5.2 -3.7

石油 612,954 579,805 545,752 531,014 513,151 503,555 497,324 -1.2 -0.6 -0.3 -0.6

天然ガス 447,394 387,731 384,876 387,387 371,311 379,480 393,827 -1.5 -0.4 0.6 0.1

原子力 236,562 213,043 188,974 174,739 187,232 187,748 171,124 -2.2 -0.1 -0.9 -0.9

輸入電力 712 1,761 1,501 779 175 147 23 7.7 -19.3 -18.5 -16.0

再エネ 179,699 206,371 267,080 279,935 297,028 305,699 331,240 4.0 1.1 1.1 1.9

個体燃料 16.1 16.7 15.3 13.8 11.9 9.4 7.2

石油 34.8 34.8 33.3 33.3 33.0 33.1 33.1

天然ガス 25.4 23.3 23.5 24.3 23.9 25.0 26.2

原子力 13.4 12.8 11.5 11.0 12.0 12.3 11.4

輸入電力 0.0 0.1 0.1 0.0 0.0 0.0 0.0

再エネ 10.2 12.4 16.3 17.6 19.1 20.1 22.1

実績 予測
項目

構成比率％

年率％



152 

～2040 年の間で、固体燃料の需要の年平均増加率は▲3.7％、エネルギー最終消費に占める固体燃

料の比率は 2015 年の 4.2％から 2.5％減である。 

 

表 6.3.2 EU28 ヵ国のエネルギー最終需要 

 

（出所）PRIMES 

 

「REF2016」によると、2015 年の電力消費は 2.4 億 toe でエネルギー最終消費の 21.3％を占め、

2040 年の電力需要は 2.9 億 toe でエネルギー最終需要の 26.7％を占める。2015～2040 年の電力需

要の年平均増加率は 0.7％である。 

 

電力需要の増加で、2040 年の発電設備容量は 2015 年の 9.7 億 kW から 1.2 億 kW 増の 10.9 億

kW に達し、年平均増加率 0.5％と予測されているが、火力発電設備容量は 2015 年の 4.8 億 kW 弱

から 1.1 億 kW 減の 3.6 億 kW 強になり、年平均増加率▲1.1％弱である。 

 

（出所）PRIMES 

図 6.3.1 EU28 ヵ国の電源構成予測 

 

2010 2015 2020 2025 2030 2035 2040 10/20 20/30 30/40 15/40

最終エネルギー需要（ktoe） 1,155,879 1,133,457 1,133,797 1,106,322 1,081,368 1,065,407 1,067,769 -0.2 -0.5 -0.1 -0.2

固体燃料 50,512 47,694 45,711 42,313 34,285 25,558 18,469 -1.0 -2.8 -6.0 -3.7

石油 455,207 437,598 405,293 390,260 373,318 365,300 358,889 -1.2 -0.8 -0.4 -0.8

ガス 273,366 265,879 264,623 251,208 241,000 233,980 234,095 -0.3 -0.9 -0.3 -0.5

電力 244,471 241,010 250,682 257,237 265,172 274,372 285,235 0.3 0.6 0.7 0.7

熱 52,875 49,062 50,935 52,357 54,346 54,510 56,136 -0.4 0.7 0.3 0.5

再エネ 79,448 92,104 116,178 112,396 112,458 110,598 113,098 3.9 -0.3 0.1 0.8

その他 0 111 375 550 787 1,089 1,847 - 7.7 8.9 11.9

個体燃料 4.4 4.2 4.0 3.8 3.2 2.4 1.7

石油 39.4 38.6 35.7 35.3 34.5 34.3 33.6

天然ガス 23.7 23.5 23.3 22.7 22.3 22.0 21.9

電力 21.2 21.3 22.1 23.3 24.5 25.8 26.7

熱 4.6 4.3 4.5 4.7 5.0 5.1 5.3

再エネ 6.9 8.1 10.2 10.2 10.4 10.4 10.6

その他 0.0 0.0 0.0 0.0 0.1 0.1 0.2

項目
実績 予測 年率％

構成比率％
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火力発電設備のうち、石炭火力発電は 2015 年の 1.8 億 kW から 1.2 億 kW 減で 5,657 万 kW に

なり、年平均増加率▲4.5％である。天然ガス火力発電は 2015 年の 2.2 億 kW より若干増の 2.4 億

kW になり、年平均増加率 0.4%である。また、石油火力発電は 2015 年の 5,308 万 kW から減少し

て 640 万 kW になり、年平均増加率▲8.1%である。その他（廃棄物、バイオマスなど）火力発電

は 2015 年の 2,878 万 kW より増の 5,670 万 kW に達し、年平均増加率 2.7%であると予測された。 

 

原子力発電の設備容量は火力発電と同じく、2040 年の設備容量は 9,724 万 kW で、2015 年の 1.2

億 kW より減少し、年平均増加率▲0.9%である一方で、2040 年の再エネ発電の設備容量は 2015 年

の 3.7 億 kW より大幅に増加して 6.3 億 kW に達し、年平均増加率 2.2%である。 

 

2040 年の電源構成を見ると、火力発電は全体の 33.4%を占め、2015 年の 49.5％より 16.1 ポイン

ト低下する。火力発電のうち、石炭火力発電の発電設備容量は設備容量全体の 5.2%となり、2015

年の 18.3%より 13.1 ポイント低下する。原子量発電設備容量は 8.9%を占め、2015 年の 12.5%より

3.6 ポイント低下する一方、再エネ発電設備容量は 57.7%を占め、2015 年の 38.0%より 19.7 ポイ

ント上昇する。 

 

表 6.3.3 EU28 ヵ国の発電設備容量と構成比率 

 

（出所）PRIMES 

 

2040 年の発電電力量 3 兆 7,598kWh は 2015 年の 3 兆 2,513kWh より 5,085 億 kWh 増、年平均増

加率 0.6%である。電源別の発電電力量を見ると、固体燃料の発電電力量は 3,294 億 kWh で 2015

年の 8,468 億 kWh より 5,174.2 億 kWh 減少し、年平均増加率は▲3.7%と予測されている。2040 年

の固定燃料の発電電力量は発電電力量全体の 8.8%を占め、2015 年の 26.0%より 17.2 ポイント低

下する。 

 

  

2010 2015 2020 2025 2030 2035 2040 10/20 20/30 30/40 15/40

発電設備容量（万kW） 85,863 96,559 102,968 102,495 105,923 104,853 108,893 1.8 0.3 0.3 0.5

48,738 47,805 44,030 40,114 37,875 35,496 36,341 -1.0 -1.5 -0.4 -1.1

石炭 18,011 17,656 14,610 11,759 10,087 7,616 5,657 -2.1 -3.6 -5.6 -4.5

天然ガス 21,548 21,963 21,032 20,973 20,839 21,520 24,374 -0.2 -0.1 1.6 0.4

石油 6,930 5,308 3,117 2,053 1,522 975 640 -7.7 -6.9 -8.3 -8.1

その他 2,249 2,878 5,271 5,328 5,427 5,385 5,670 8.9 0.3 0.4 2.7

13,261 12,080 11,420 10,505 10,990 10,861 9,724 -1.5 -0.4 -1.2 -0.9

23,864 36,674 47,518 51,876 57,057 58,496 62,828 7.1 1.8 1.0 2.2

56.8 49.5 42.8 39.1 35.8 33.9 33.4

石炭 21.0 18.3 14.2 11.5 9.5 7.3 5.2

天然ガス 25.1 22.7 20.4 20.5 19.7 20.5 22.4

石油 8.1 5.5 3.0 2.0 1.4 0.9 0.6

その他 2.6 3.0 5.1 5.2 5.1 5.1 5.2

15.4 12.5 11.1 10.2 10.4 10.4 8.9

27.8 38.0 46.1 50.6 53.9 55.8 57.7

原子力発電

再エネ発電

火力発電

原子力発電

再エネ発電

構成比率％

火力発電

項目
実績 予測 年率％
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表 6.3.4 EU28 ヵ国の電源別の発電電力量 

 

（出所）PRIMES 

 

一方、2040 年の天然ガス発電電力量は 9,254 億 kWh で 2015 年の 5,661 億 kWh より 3,593 億

kWh 増加し、発電電力量全体の 24.6%を占め、2015 年の 17.4%より 7.2%ポイント上昇する。発電

電力量の最大の増加は再エネ発電であり、2040 年における再エネ発電電力量は 2015 年の 7,476 億

kWh より 6,459 億 kWh 増の 1 兆 3,935 億 kWh に達し、発電電力量の 37.1%を占める。 

 

6.3.3 石炭生産と輸入見通し 

予測によると、2040 年の EU28 ヵ国の石炭需要は 108 百万 toe で、2015 年の 278 百万 toe に比

べ 170 百万 toe 減少し、年平均増加率▲3.7%である。また、2040 年の石炭生産は 65 百万 toe で、

2015 年の 148 百万 toe より 83 百万 toe 減少する。石炭純輸入は 43 百万 toe で 2015 年の 130toe よ

り 87 百万 toe 減少し、石炭生産と石炭純輸入の年平均増加率はそれぞれ▲3.2%と▲4.3%である。

石炭消費、生産から見ると、EU の環境重視と脱石炭の傾向を強く感じる。 

 

一方、2040 年の脱 EU のイギリスの石炭消費は 2.4 百万 toe、石炭生産と純輸入は 0.8 百万 toe

と 1.5 百万 toe であり、イギリスを除く 2040 年の EU27 ヵ国の石炭消費は 106 百万 toe、石炭生産

は 6 百万 toe になり、石炭の純輸入は 41 百万 toe となる。石炭の純輸入は 2015 年の 130 百万 toe

より 89 百万 toe の減少であり、2015～2040 年の年平均増加率は▲4.5%と予測される。 

 

また、EU の 2020 年と 2030 年のエネルギー戦略では、2020 年までに 1990 年の温暖化ガス排

出量の 20%を削減し、再エネ消費を 20%引き上げ、2030 年までに温暖化ガスの排出量を 1990 年

対比 40%削減する目標が策定された。外国からの化石エネルギー輸入に対する依存度を減少させ

る戦略もある56。 

  

                                                        
56 European Commission「2020 Energy Strategy」（https://ec.europa.eu/energy/en/topics/energy-strategy/2030-energy-

strategy） 

2010 2015 2020 2025 2030 2035 2040 10/20 20/30 30/40 15/40

発電電力量（億kWh) 33,328 32,513 33,577 34,306 35,275 36,328 37,598 0.1 0.5 0.6 0.6

個体燃料 8,304 8,468 7,673 6,554 5,627 4,415 3,294 -0.8 -3.1 -5.2 -3.7

石油 869 346 218 213 193 142 140 -12.9 -1.2 -3.2 -3.6

天然ガス 7,986 5,661 5,810 6,821 6,549 7,965 9,254 -3.1 1.2 3.5 2.0

原子力 9,166 8,674 7,730 7,177 7,777 7,899 7,341 -1.7 0.1 -0.6 -0.7

バイオマス 1,458 1,888 2,131 2,497 2,835 3,174 3,635 3.9 2.9 2.5 2.7

再エネ 5,544 7,476 10,015 11,045 12,293 12,732 13,935 6.1 2.1 1.3 2.5

個体燃料 24.9 26.0 22.9 19.1 16.0 12.2 8.8

石油 2.6 1.1 0.7 0.6 0.5 0.4 0.4

天然ガス 24.0 17.4 17.3 19.9 18.6 21.9 24.6

原子力 27.5 26.7 23.0 20.9 22.0 21.7 19.5

バイオマス 4.4 5.8 6.3 7.3 8.0 8.7 9.7

再エネ 16.6 23.0 29.8 32.2 34.8 35.0 37.1

構成比率％

項目
実績 予測 年率％
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表 6.3.5 EU28 ヵ国の石炭需給予測 

 

（出所）PRIMES 

 

さらに、イギリス政府の最新版のエネルギーと温暖化ガス排出予測57（Updated energy and 

emissions projections 2015, 2016 年 2 月の修正版）によると、2035 年の石炭需要は 610 万 toe で 2015

年の 3,657 万 toe より 3,047 万 toe 減少し、一次エネルギー需要に占める石炭の比率が 2015 年現在

の 12.9%から 9.9 ポイント低下し、3.0%となる。イギリスの実績値と予測値は欧州委員会の数字と

違うが、2035 年までに石炭需要が大幅に減少することでは一致している。 

 

上掲の内容を纏めると、ロシア炭の輸出マーケットが大西洋から極東へ変化する最大の要因は

欧州市場の石炭消費減と EU のエネルギー供給セキュリティ重視、並びにエネルギー源の多様化

の方針であろう。 

 

6.4 日本を含めたアジア太平洋地域の石炭需給見通し 

IEA の「WEO2016」によると、中長期の世界石炭需給は引き続きアジア市場中心の展開になる

と見込まれるなか、環太平洋市場におけるコールフロー（石炭貿易の流れ）では中国からインド、

東南アジア諸国へと主役の交代が進むと見込まれている。 

 

6.4.1 アジア太平洋地域の石炭需要見通し 

「WEO2016」は高所得国における石炭需要の動きはすでに経済の動きから切り離されたといえ

るが、南アジア、東南アジアは今後も所得とエネルギー需要の増加が石炭消費を押し上げること

になるだろうとしている。一方、これまで石炭をベースとして重化学工業を進めてきた中国の石

炭消費は、今後次第に高所得国型の需要パターンに移行していくと見込まれている。 

                                                        
57 Department of Energy & Climate Chang 「DECC Updated Energy & Emissions Projections - November 2015」 

2010 2015 2020 2025 2030 2035 2040 10/20 20/30 30/40 15/40

EU28

生産 165 148 135 121 102 81 65 -2.0 -2.8 -4.3 -3.2

純輸入 112 130 116 98 84 62 43 0.4 -3.2 -6.5 -4.3

消費 283 278 251 220 185 144 108 -1.2 -3.0 -5.2 -3.7

イギリス

生産 10.8     6.1       3.4       3.0       1.7       1.2       0.8       -10.8 -6.6 -7.0 -7.6

純輸入 16.0     24.8     8.9       5.0       2.5       1.9       1.5       -5.7 -12.1 -4.6 -10.5

消費 30.8     30.9     12.4     8.0       4.2       3.0       2.4       -8.7 -10.2 -5.5 -9.7

EU27

生産 165      148      132 118 100 80 65 -2.2 -2.7 -4.3 -3.3

純輸入 112      130      107 93 81 60 41 -0.4 -2.7 -6.6 -4.5

消費 283      278      239 212 181 141 106 -1.7 -2.7 -5.2 -3.8

年率％
項目

実績 予測（百万toe）
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さらに、産業構造の高度化と気候変動対策のための低炭素化政策を反映して、2040 年までに欧

州の石炭需要は現在よりも 60%、米国の石炭需要は 40%、日本の石炭需要は 30%減少する。中国

でも 15%減少する。一方、インドの石炭消費は 2.5 倍、東南アジアの石炭消費は 3 倍に増加する

と見込まれる。 

 

この結果、トータルとしてみるとアジア太平洋圏の石炭消費は引き続き増加を続ける。また、

欧州や米国の石炭消費が大幅に減少するため、世界の石炭消費に占めるアジ太平洋圏のシェアは

2014 年の 71.5%から 2040 年には 79.6%に上昇する。 

 

表 6.4.1 アジア太平洋圏の石炭消費見通し 

 

（出所）IEA「WEO2016」 

 

主要石炭消費国のうち、日本の石炭需要は 2014 年の 1.7 億 tce から 2040 年には 1.2 億 tce に減

少し、世界の石炭消費に占める日本のシェアは 2014 年の 3.0%から 2040 年には 2.0%に低下する。

中国では石炭需要は 2014 年に入ると頭打ちになり、2015 年にはさらに 2.6%の減少となった。今

世紀最初の 10 年間、中国経済では急速な経済成長を支えるための石炭火力の大増設や世界最大の

重化学工業の構築を背景として、石炭消費は年率 10%という高率で増加した。しかし、その後は

経済成長の減速を反映して石炭消費の伸びも減速に転じ、2013 年の 29 億 tce が中国の石炭消費の

ピークとして記録されることになるだろう。粗鋼やセメント生産は 2014 年をピークに減少を始め

ており、現在ではサービス部門志向型成長への移行政策が成果を上げつつある。しかしながら、

中国では今後も成長の軸である石油化学製品製造のための石炭ベースのメタノールなど石油化学

原料の増産が続くこと、また、電力分野では新再生可能エネルギーの意欲的な導入が進むものの

依然として石炭火力が電力供給のバックボーンあり続けると予想されることから、新政策シナリ

オにおける 2040 年にかけての中国の石炭消費の減少は 10％程度にとどまると見込まれる。中国

の石炭消費は今後も世界の約半分を占め、中国が中長期的にも依然として注視すべき存在である

ことに変わりはない。 

 

2000 2014 2020 2025 2030 2035 2040 14-20 20-35 14-35

中国 955 2,896 2,831 2,807 2,786 2,698 2,521 -0.4 -0.3 -0.3

インド 208 540 686 820 985 1,162 1,338 4.1 3.6 3.7

日本 139 169 158 145 138 129 119 -1.1 -1.3 -1.3

東南アジア 45 142 201 257 313 371 430 6.0 4.2 4.7

その他 204 264 280 277 282 287 298 1.0 0.2 0.4

アジア 1,551 4,011 4,156 4,306 4,504 4,647 4,706 0.6 0.7 0.7

世界 3,308 5,609 5,580 5,650 5,771 5,858 5,915 -0.1 0.3 0.2

中国 28.9 51.6 50.7 49.7 48.3 46.1 42.6

インド 6.3 9.6 12.3 14.5 17.1 19.8 22.6

日本 4.2 3.0 2.8 2.6 2.4 2.2 2.0

東南アジア 1.4 2.5 3.6 4.5 5.4 6.3 7.3

その他 6.2 4.7 5.0 4.9 4.9 4.9 5.0

アジア 46.9 71.5 74.5 76.2 78.0 79.3 79.6

地域
実績（百万tce） 予測（百万tce） 年率（％）

構成比率（％）
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一方、経済成長の著しいインドではインフラや住宅建設を進めるために鉄鋼やセメントの増産

が引き続き必要とされ、これらの産業では石炭が今後もエネルギー源の主役を演じると思われる。

また、経済成長の続くインドや東南アジアでは電力需要の増加に対応するため石炭火力の大規模

増設が進み、石炭消費は大幅に増大するものと見込まれている。インドのエネルギー構造におい

て石炭は今後も重要な位置を占めることになり、東南アジアにおいてもその比重を増すであろう。 

 

この結果、世界の石炭消費に占める中国のシェアは 2014 年の 51.6%から 2040 年には 42.6％に

低下するが、インドと東南アジアを合わせた石炭消費の世界シェアは 2014 年の 12.1％から 2035

年には 29.9％に増加する。また、アジア太平洋圏全体の石炭消費量は 2014 年の 40 億 tce から 2040

年には 47 億 tce に増加し、欧州や米国では石炭消費の減少が見込まれるため、アジア太平洋市場

は世界の石炭消費の約 80％を占める主力市場になると見込まれる。 

 

他方、中国国家能源局の「エネルギー発展の第 13 次 5 ヵ年計画」では 2020 年の石炭消費は 29

億 tce（上限）で、一次エネルギー消費に占める石炭のシェア 58%である。また、同局の「石炭産

業の第 13 次 5 ヵ年計画」の 2020 年の石炭（原炭）消費 41 億トンで、2015 年の消費実績の 39.6

億トンを上回ると見込まれる。 

 

IEA によると、2040 年のアジア太平洋圏の石炭火力発電容量は 2014 年の 1,215GW から 2040 年

には 1,953GW に増加し、発電設備容量に占める石炭火力発電のシェアは 2014 年の 48.9%から 2040

年には 34.3%に低下する。石炭火力発電電力量は 2014 年の 6 兆 2,700 億 kWh から 2040 年には 8

兆 5,390 億 kWh に増加し、発電電力量に占める石炭火力発電のシェアは 2014 年の 61.6%から 2040

年には 42.7%に低下する。また、発電用石炭の需要は 2014 年の 15.6 億 toe から 2040 年には 19.3

億 toe に増加し、石炭総需要に占める発電用石炭のシェアは 2014 年の 49.4%から 2040 年には

51.8%に増加すると見込まれる。 

 

主要石炭消費国のうち、日本の石炭火力発電設備容量は 2014 年の 5,000 万 kW から 2040 年に

は 4,000 万 kW に減少する。発電設備容量に占める石炭火力発電のシェアは 2014 年の 16.4%から

2040 年には 11.8%に低下し、2040 年の石炭火力発電電力量は 2014 年の 3,488 億 kWh から 2040 年

には 2,465 億 kWh に低下する。また、石炭火力発電の石炭消費は 2014 年の 6,900 万 toe から 2040

年には 4,700 万 toe に減少し、石炭消費に占める発電用石炭のシェアは 2014 年の 58.4%から 2040

年には 56.5%に低下する。 

 

中国の石炭火力発電設備容量は 2014 年の 8.6 億 kW から 2040 年には 11.4 億 kW に増え、発電

設備容量に占める石炭火力発電設備のシェアは 2014 年の 61.9%から 2040 年には 36.9%に大幅に

低下する。石炭火力発電電力量は 2014 年の 4.1 兆 kWh から 2040 年には 4.3 兆 kWh に増加し、発

電電力量に占める石炭火力発電のシェアは 2014 年の 72.7%から 2040 年には設備容量と同じく大

幅に低下し、42.6%となる。石炭火力発電の石炭消費は 2014 年の 10.5 億 toe から 2040 年には約

10 億 toe に減少し、石炭消費に占める石炭火力発電用石炭のシェアは 2014 年の 51.6%から 2040
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年には 56.6%に上昇する。 

 

インドの状況は日本・中国と違って、石炭火力発電設備容量は 2014 年の 1.8 億 kW から 2040 年

には 4.5 億 kW に増加し、発電設備容量に占める石炭火力発電設備のシェアは 2014 年の 59.7%か

ら 2040 年には 40.9%に減少する。石炭火力発電電力量は 2014 年の 9,665 億 kWh から 2040 年には

2 兆 3,335 億 kWh に増加し、発電電力量に占める石炭火力発電のシェアは 2014 年の 75.1%から

2040 年には 54.9%に減少する。石炭火力発電の石炭消費は 2014 年の 2.5 億 toe から 2040 年には約

5.3 億 toe に増加し、石炭消費に占める石炭火力発電用石炭のシェアは 2014 年の 65.9%から 2040

年には 56.7%に低下する。 

 

表 6.4.2 アジア太平洋圏の発電用石炭需要見通し 

 

（出所）IEA「WEO2016」 

 

6.4.2 アジアの石炭生産見通し 

世界最大の石炭生産国である中国では需要の減退と政府の強力な石炭減産政策を反映して石炭

生産量が 2014 年の 27 億 tce から徐々に減少に向かい、2020 年には 26.7 億 tce、2040 年には 24.9

億 tce になると見込まれる。 

 

実績 年率(%）
2014 2020 2025 2030 2035 2040 2014 2040 2014-40

発電容量（百万kW） 2,483 3,410 4,005 4,625 5,198 5,689 100 100 3.2

日本 305 332 330 333 336 339 100 100 0.4

中国 1,382 1,958 2,293 2,612 2,883 3,082 100 100 3.1

インド 295 467 617 785 950 1,102 100 100 5.2

その他 501 654 765 895 1,028 1,166 100 100 3.3

石炭火力（百万kW） 1,215 1,540 1,646 1,776 1,883 1,953 48.9 34.3 1.8

日本 50 48 47 47 44 40 16.4 11.8 -0.8

中国 855 1,040 1,079 1,123 1,149 1,137 61.9 36.9 1.1

インド 176 260 300 351 403 451 59.7 40.9 3.7

その他 134 191 220 254 286 324 26.7 27.8 3.5

発電電力量（億kWh） 101,861 121,809 141,224 162,208 182,506 200,191 100 100 2.6

日本 10,355 10,053 10,211 10,430 10,616 10,785 100 100 0.2

中国 57,057 67,970 78,018 87,851 96,141 101,502 100 100 2.2

インド 12,874 17,685 22,746 28,964 35,721 42,537 100 100 4.7

その他 21,575 26,102 30,249 34,963 40,027 45,366 100 100 2.9

石炭火力（億kWh） 62,696 67,564 71,692 77,214 82,267 85,387 61.6 42.7 1.2

日本 3,488 3,124 2,860 2,786 2,644 2,465 33.7 22.9 -1.3

中国 41,456 41,992 43,133 44,621 45,126 43,242 72.7 42.6 0.2

インド 9,665 12,423 14,355 16,943 20,030 23,335 75.1 54.9 3.4

その他 8,087 10,024 11,345 12,864 14,468 16,344 37.5 36.0 2.7

石炭需要（百万toe） 3,157 3,261 3,375 3,529 3,653 3,727 100 100 0.6

日本 118 111 102 97 90 83 100 100 -1.4

中国 2,027 1,982 1,965 1,950 1,889 1,765 100 100 -0.5

インド 378 480 574 690 814 936 100 100 3.6

その他 633 688 735 793 861 942 100 100 1.5

発電用石炭需要（百万toe） 1,559 1,618 1,690 1,792 1,880 1,931 49.4 51.8 0.8

日本 69 61 55 54 51 47 58.4 56.5 -1.5

中国 1,046 1,019 1,033 1,053 1,050 998 51.6 56.5 -0.2

インド 249 305 343 397 461 531 65.8 56.7 3.0

その他 195 233 260 289 318 355 30.8 37.6 2.3

項目
予測 シェア(%）
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一方、中国国家能源局の「石炭産業発展の第 13 次 5 ヵ年計画」では、2020 年の石炭（原炭）生

産量は 39 億トンとなり、2015 年の生産実績の 37.5 億トンより増えると見込まれている。ただし、

中国国家統計局の統計速報によると、2016 年の石炭生産は 33.6 億トンで、2013 年以降に 3 年連

続で減産となり、2020 年の石炭生産は石炭産業発展の第 13 次 5 ヵ年計画より低い可能性がない

とは言えないであろう。 

 

表 6.4.3 アジア太平洋圏の石炭生産見通し 

 

（出所）IEA「WEO2016」 

 

また、石炭需要の伸びが著しいインドでは、石炭生産も 2012 年+5％、2013 年+6％、2014 年+7％

と増加を続けており、2015 年の生産も+6％を記録したと思われる。インドでは国内炭はインド石

炭公社（Coal India Limited）を通じてほぼ全量が販売されていて商流の柔軟性に課題があること、

また、消費者側の電力会社も公営が中心で財務体質に問題があることなどから需給のミスマッチ

が起こりがちである。しかしながら、強い内需の増加を反映して国内炭の生産は 2014 年の 3.6 億

トンから 2035 年には 8.3 億トンに拡大するものと見込まれている。 

 

このほか、アジア太平洋市場での石炭需要の増加を背景に、インドネシアやオーストラリアで

も石炭の増産が続くだろう。この結果、生産面でもアジア太平洋圏のシェアは 2014 年の 69.7％か

ら 2035 年には 78.1％に増加する 

 

なお、国際市場ではドル建ての石炭価格が 2014 年以降大幅に下落したが、オーストラリア、ロ

シア、南ア、コロンビアなどの主要輸出国ではいずれも自国通貨安が進んだため、自国通貨での

販売価格は必ずしも低下していない。このため、石炭産業はドル建て価格の低下から想像される

ほどの経済的ダメージは受けておらず、供給力増強に向かう体力を備えているといえよう。一方、

インドネシアの炭鉱では米ドル建コストの比率が高く、ドル高の恩恵が少ない。このため国際市

場における単価の値下がりによりインドネシアの炭鉱は大きな打撃を受けた。しかし、露天掘り

（truck-and-shovel）が中心なので、炭価が上がればすぐに生産は回復できる。このように、インド

2000 2014 2020 2025 2030 2035 2040 14-20 20-35 14-35

中国 1,019 2,699 2,669 2,681 2,683 2,638 2,487 -0.2 -0.1 -0.1

インド 187 362 485 576 682 829 997 5.0 3.6 4.0

インドネシア 65 389 395 437 480 517 551 0.3 1.8 1.4

オーストラリア 235 408 424 427 443 448 467 0.6 0.4 0.4

その他 57 103 101 105 111 115 116 -0.3 0.9 0.5

アジア・太平洋 1,563 3,961 4,074 4,226 4,399 4,547 4,618 0.5 0.7 0.7

世界 3,254 5,680 5,580 5,650 5,771 5,858 5,915 -0.3 0.3 0.1

中国 31.3 47.5 47.8 47.5 46.5 45.0 42.0

インド 5.7 6.4 8.7 10.2 11.8 14.2 16.9

インドネシア 2.0 6.8 7.1 7.7 8.3 8.8 9.3

オーストラリア 7.2 7.2 7.6 7.6 7.7 7.6 7.9

その他 1.8 1.8 1.8 1.9 1.9 2.0 2.0

アジア・太平洋 48.0 69.7 73.0 74.8 76.2 77.6 78.1

地域
実績（百万tce） 予測（百万tce） 年率（％）

構成比率（％）
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ネシアは今後世界の石炭市場において Swing Producer の役割を果たすものと見込まれる。 

 

6.4.3 アジア太平洋地域の石炭貿易の動向 

IEA「WEO2016」では、世界の石炭貿易は 2020 年頃まで低迷を続けるものの、その後は徐々に

増加に向かい、2040 年には 11.2 億 tce に達するだろうとしている。現在の主要石炭輸入地域では、

中国を筆頭に欧州や日本などで需要減を反映して輸入は減少を続ける。なかでも、中国の石炭輸

入は 2014 年の約 2.0 億 tce から大幅な減少に転じる。一方、2015 年に世界最大の石炭輸入国とな

ったインドでは今後も輸入の増加が続き、2040 年には 2014 年の 1.9 倍の 3.4 億 tce に達すると見

込まれる。また、東南アジアでも今後石炭輸入が大幅に増加するものと見込まれる。 

 

表 6.4.4 アジア太平洋圏の石炭純輸入見通し 

 

（注）マイナスは輸入 

（出所）IEA「WEO2016」 

 

世界最大の石炭生産国であり石炭消費国である中国では、石炭消費が 2013 年をピークとして減

少に向かっている。ここ数年中国は世界最大の石炭輸入国であったが、鉄鋼・セメントの減産に

よる消費減を反映して石炭輸入は減少に転じた。2015 年には中国政府が年間労働日数を 330 日か

ら 276 日に切り下げる強力な石炭減産政策を進めたため国内炭の供給がタイトに転じ、2016 年に

は石炭輸入が増加した。中国政府の 2020 年の石炭需給見通しから計算すると、2020 年の石炭輸

入 2 億トン前後である。しかしこれは一時的な現象で、長期的には中国のネット石炭輸入は大幅

な減少に向かい、ピーク時の 2.2 億トンから 2040 年には 3,500 万トンに減少するだろうとしてい

る。中国の石炭輸出入は国内の石炭消費動向と政府の石炭生産政策の微妙なバランスの上に成り

立っているので、今後もその時々の国内需給バランスを反映して一時的に不規則な動きが発生す

ることもあると考えられる。 

 

中国の輸入が減退するなか、インドや東南アジア諸国では今後も発電用を中心に石炭消費は着

実に増加すると見込まれている。石炭輸出国ではいずれインドが世界最大の石炭輸入国になると

の期待が高まっている。しかし、インド国内では石炭輸入の増加は不人気で、政策当局は石炭輸

入を抑制するとの発表を繰り返している。インドでは国内炭の大増産が続いており、2015 年には

需要の低迷を反映して輸入の増加が停止した。このように同国の石炭輸入動向は基本的な長期需

給トレンドを必ず反映するとは言いきれず、国内政治の動向、経済動向などとあわせて注意深く

観察しておくことが必要である。 

 

2000 2014 2020 2025 2030 2035 2040 14-20 20-35 14-35

中国 64 -197 -162 -126 -103 -60 -34 -3.2 -6.4 -5.5

インド -21 -178 -201 -244 -303 -333 -341 2.0 3.4 3.0

日本 -139 -169 -158 -145 -138 -129 -119 -1.1 -1.3 -1.3

その他 108 494 439 435 439 422 406 -1.9 -0.3 -0.7

アジア太平洋 12 -50 -82 -80 -105 -100 -88 8.6 1.3 3.4

地域
実績（百万tce） 予測（百万tce） 年率（％）
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地域内の供給国側では 2014 年にオーストラリアがインドネシアを抜き返して世界最大の石炭

輸出国に復帰し、今後も増産を続けると見込まれる。一方、一次世界最大の一般炭輸出国となっ

たインドネシアでは今後も石炭の増産が続くと見込まれるが、国内需要が 4 倍にもなるので、輸

出は過去のピークに戻る程度にとどまるであろう。 

 

今後の石炭の国際貿易においてはインドの輸入動向が重要なファクターとなる。一方、供給側

ではオーストラリアが主役を演じることになり、インドの輸入動向がオーストラリアにおける石

炭開発進展のキーファクターになると見込まれる。また、IEA の見通しではロシア東部地区での

生産が分離されていないが、ロシアでもアジア市場向けの石炭生産が進むと見込まれており、実

質的に世界の石炭生産の約 8 割がアジア太平洋圏で生産されることになるだろう。 

 

6.5 まとめ 

上掲の内容を纏めると、今後の欧州の石炭需要は大幅に減少し、日本を含めるアジア太平洋圏

の石炭需要は日本・中国の減少と共に、インド・東南アジアの拡大によって、アジア太平洋圏全

体の石炭需要が増加する。また、欧州とアジア太平洋地域の石炭生産と需要のバランスを見ると、

地域外からの石炭調達が必要である。一方、IEA やロシア国内の専門機構はロシアの石炭供給能

力が国内需要を上回って、輸出向けの需給構造であると予測されている。また、ロシアのエネル

ギー主管部門であるエネルギー省はこれまで主力市場であった欧州諸国の石炭消費が環境政策な

どを反映して減退に向かうことを見越し、輸出先をアジア市場へ切り替える施策を着々と進めて

いる。然しながら、ロシア炭のアジア太平洋圏への輸出はオーストラリア炭やインドネシア炭と

の競争となるため、石炭輸出は徐々に拡大すると見込まれる。 
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第 7 章 ロシアの石炭輸出ポテンシャルの推定と纏め 

 

本章では、本報告書の 1 章から 6 章までのロシアのエネルギー戦略・石炭の国内需要、アジア

太平洋地域・欧州の石炭需給並びにロシア特に極東地域の石炭生産・港湾整備能力などに基づい

て、2035 年までのロシア炭輸出、特にアジア太平洋地域への輸出ポテンシャルを推定する。ロシ

ア極東からアジア太平洋地域、特に日本・中国・韓国までの距離は地理的に近いが、新規炭鉱が

フル稼働状態に達するまでの時間が必要である。中部既存炭鉱からの生産と輸送能力は高いが、

ロシア国内の鉄道輸送タリフが高いという問題がある。本推定は仮にロシア炭の FOB 価格が他の

産炭国との間で競争力があることが前提条件になっている。 

 

7.1 ロシアの極東地域の石炭生産、港湾の輸送能力纏め 

ロシアの極東開発プログラムで計画された炭鉱の 2022 年までの生産能力（フル稼働）の合計

91.5～93.5 百万トン/年の内訳は、原料炭 32 百万トン/年、一般炭 33.4～35.4 百万トン/年、褐炭 10.8

百万トン/年、原料炭と一般炭（分けていない炭鉱）両方の生産能力 15.3 百万トン/年である。時間

軸を見ると、2021 年にサハで稼働予定の原料炭生産と 2022 年にアムールで稼働予定の一般炭生

産が最も多く計画されている。 

 

表 7.1.1 炭種別の極東開発プログラム下での炭鉱開発計画 

 

（出所）本調査 

 

一方、調査によると 2016 年末に石炭企業が現在開発中（テスト生産を含む）の炭鉱（極東地域

と中部のアジア太平洋仕向けの炭鉱を含む）の 2023 年までの生産能力の合計 71～97 百万トン/年

の内訳は、原料炭 28.9～49.6 百万トン/年、一般炭 24.9 百万トン/年、原料炭と一般炭両方生産能

力 17.50～22.5 百万トン/年である。一方、開発中の極東地域の炭鉱の生産能力の合計は上掲の極

東開発プログラムでの炭鉱開発計画より少ないのが実態であり、特にアムールチュクチなど地域

の炭鉱開発が進んでいないとみられ、政府の計画より遅れている。 

 

 

2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023

バイカル Trans-Baikal 原料炭 開発中 3 3

サハ Sakha(Yakutia) 原料炭 開発中 27 27

一般炭・原料炭 開発中 1.3 14 15.3

アムール Amur 一般炭 開発中 30 30

サハリン Sakhalin 褐炭 開発中 0.82 10 10.82

チュクチ Chukotka 原料炭 開発中 2 2

カムチャッカ Kamchatka 一般炭 着工予定 0.4 3-5 3.4-5.4

原料炭 5 27 32

一般炭・原料炭 1.3 14 15.3

一般炭 0.4 3-5 30 33.4-35.4

褐炭 0.82 10 10.82

石炭 1.3 0.82 5 24.4 30-32 30 91.52-93.52

合計

極東地域 炭種 現状
稼働時期（百万トン）

合計



163 

極東開発プログラムで計画された炭鉱開発と石炭企業の開発中の炭鉱を見ると、石炭企業は価

格が相対的に高い原料炭の開発に対する力を入れていると感じる。また、企業の開発がすべて順

調であれば、2023年の時点で極東開発プログラムで計画された炭鉱の生産能力を上回る。さらに、

時間軸を見ると、2020 年と 2023 年に稼働予定の生産能力が開発プログラムより多く、ザバイカ

ル地域の開発中の炭鉱の生産能力が開発プログラムより多い。一方、開発プログラムで計画され

たサハリンの褐炭生産能力の拡大計画に関する企業の動向については見つけることはできなかっ

た。また、現在ロシアで開発している炭鉱が予定通り進めば、「ES2035」の楽観シナリオと同等レ

ベルに達し、保守シナリオを超える。 

 

表 7.1.2 石炭企業開発中のアジア太平洋仕向炭鉱の生産能力 

 

（出所）本調査 

 

石炭各社の港湾整備計画によると、2020 年の極東地域の港湾の輸送能力は合計で 2.1 億トン/年、

2025 年では 3.1 億トン/年となり、港湾の輸送能力は 2016 年現在に比べ高くなる。また、本調査

報告の第 5 章の内容の通り、シベリア鉄道の輸送能力増強および新規 BAM 鉄道の敷設などの関

連インフラ整備も行っているが、輸送ネックの解消がロシア炭のアジア太平洋地域への輸出拡大

に向けた重要なファクターの一つである。 

 

表 7.1.3 極東地域の港湾整備計画 

 

（出所）Argus 

2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023

ケメロボ Kemerovo 原料炭 開発中 4.5 4.6 9.1

一般炭 設計中 4.2 4.2

ハバロフスク Khabarovsk 一般炭 開発中 12.7 12.7

ハカス共和国 Khakassia 一般炭 開発中 8 8

サハ Sakha(Yakutia) 一般炭・原料炭 開発中 2.5 2.5

ザバイカル Trans-Baikal 一般炭・原料炭 開発中 15-20 15-20

トゥヴァ Tuva 原料炭 実験生産 1.3-6 3-15 5.5-9.5 10 19.8-40.5

原料炭 1.3-6 4.5 7.6-19.6 5.5-9.5 10 28.9-49.6

一般炭・原料炭 2.5 15-20 17.5-22.5

一般炭 8 16.9 24.9

石炭 1.3-6 4.5 8 27-39 5.5-9.5 25-30 71.3-97

合計

極東地域 炭種 現状
稼働時期（百万トン）

合計

2020 2025

プリモルスク Vostochny 54 62

Nakhodka 18 20

Sukhodol 6 20

Vera 10 20

Posyet 60 60

サハリン Shakhtersk 60

ハバロフスク Vanino 63 63

合計 211 305

地方 港湾
能力（百万トン）
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また、極東地域の石炭能力と港湾の輸送能力から、2025 年以降にロシア炭のアジア太平洋地域

への石炭輸出は地域の石炭需要に応じた対応が可能と見込まれる。 

 

7.2 ロシア炭の輸出ポテンシャル 

第 6 章の内容によると、2020 年と 2035 年の EU27 ヵ国（イギリスを含む）の原炭需要の合計は

5.0 億トンと 2.9 億トンである。地域内の 2020 年と 2035 年の原炭生産は 3 億トンと 1.6 億トン、

原炭の純輸入は 2.6 億トンと 1.3 億トンになると見込まれている。 

 

また、2020 年と 2035 年のアジア太平洋地域の石炭需要の合計は 41.6 億 tce と 46.5 億 tce、原炭

換算（原炭換算、5,000kcal/kg、以下同様）で 58.2 億トンと 65.1 億トン、2020 年と 2035 年の地域

内の生産合計 40.7 億 tce と 45.5 億 tce、原炭換算で 57.0 億トンと 63.7 億トン、2020 年と 2035 年

の域外からの原炭の純輸入は 1.3 億トンと 1.4 億トンになると見込まれている。 

 

2020 年と 2035 年の EU27 ヵ国の石炭輸入に占めるロシア炭の比率が 2015 年実績の 30%と同じ

だと仮定すると、2020 年のロシア炭の輸入は 8,000 万トン未満、2035 年のロシア炭の輸入は 4,000

万トン未満となる。この輸出量はロシア政府の「ES2035」の 2020 年における石炭輸出 1.4～1.6 億

トンの 57.0～50%になり、2035 年の石炭輸出能力 1.3～2.1 億トンの 30.1～19.0%になる58。 

 

また、仮に 2035 年の EU27 ヵ国の石炭輸入に占めるロシアの比率が 50%に達しても、ロシア炭

の輸入量は 4,200 万トンで依然としてロシア政府の輸出能力の 32.3%～20.0%である。一方、ロシ

ア炭は長期にわたりウクライナ、トルコなどの諸国に石炭を輸出していた実績がある。将来、ロ

シアとウクライナの関係が改善されれば、ロシアからの石炭輸入が増える可能性もある。それを

加味しても、ロシアの大西洋地域への輸出能力から見れば供給余力があると見込まれるため、長

期的に見ると、現在ロシアの大西洋向けの石炭生産能力の一部がアジア太平洋向けに変更になる

可能性が高いと見られる。 

 

一方で、アジア太平洋圏の石炭供給を見ると、2015 年現在、地域内の主な産炭国かつ輸出国で

あるオーストラリアやインドネシアの石炭の一部は欧州などにも輸出しており、将来における欧

州の需要減で生産された石炭はアジアに輸出される可能性も高い。また、2035 年の 1.4 億トンの

域外からの石炭をすべてロシアから輸入したとしても、ロシア政府の計画や極東地域およびアジ

ア太平洋仕向け炭鉱の生産と輸出能力より少ない。今後も、アジア太平洋の石炭市場でロシア炭

はオーストラリア炭やインドネシア炭との間で競争になる可能性が高いと見られる。 

 

国別に見ると、今後のアジア太平洋の石炭市場でインドの石炭輸入拡大ポテンシャルが高いが、

石炭輸送距離はロシアより産炭大国の南アフリカが近く、計算すると、ロシアのナホトカ港から

インドのカルカッタ港までの距離は 9,000km 前後に対し、南アフリカのリチャーズベイ港からイ

                                                        
58 ロシアの輸出炭の平均発熱量は国内消費より高く、石炭輸出に占める EU27 のシェアはこの推定より低いと考

える。 
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ンドのムンバイ港までの距離 7,000km 以下であり59、南アフリカ炭との競争が厳しいと考えられ

る。また、東南アジア、特にベトナム、マレーシアの石炭需要も増えるが、地域内のインドネシ

アとの距離が近く、東南アジア経済の一体化で免税の政策もあり、距離・税制優遇などの面から

見ると、ロシア炭はインドネシア炭との競争が厳しい。 

 

（出所）Google 

図 7.2.1 輸送距離から見たロシア炭 

 

一方、北東アジアは石炭需要が減少する傾向が強いが、中国を除いて石炭の対外依存度が高く、

特に日本、韓国および台湾は石炭需要のほぼ 100%を輸入に依存し、石炭需要の大幅な変動が少な

い。ただし、石炭の品位に対する要求が厳しく、安定的な供給の要求も高い。また、中国につい

ては、国産炭の生産能力があるが、輸送距離の問題で輸入も必要である。中国政府のエネルギー

発展の第 13 次 5 ヵ年計画では、2020 年まで石炭の輸入 2 億トンが必要と推測される。IEA も 2030

年まで、年間の石炭の輸入は 1 億トン以上と予測している。また、北東アジア地域はロシアの極

東・シベリア地域から輸送距離が近く、ロシア炭の輸入ポテンシャルが高いと推測される。 

 

 

                                                        
59 SEA-DISTANCES.ORG（https://sea-distances.org/） 
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炭種別に見ると、日本・中国・韓国は鉄鋼生産大国であり、2016 年現在、日本や韓国および中

国はオーストラリアの原料炭に対する依存度が高いため、ロシア極東地域の原料炭生産と輸出能

力が高ければ、ロシアからの原料炭輸入を増やすことも考えられる。また、この 3 か国の無煙炭

需要も高く、ロシアからの無煙炭の輸入可能性も高いであろう。 

2017 年現在、日本の石炭需要はオーストラリア炭への依存度を増やしており、石炭供給の多元

化は日本にとって重要な戦略である。石炭生産能力、炭種、港湾の積み出し能力、海上輸送距離

などの視点から考え、代替案として、ロシア炭に対する期待感は高まっている。また、業種別を

見ると、製鉄会社やセメント会社はすでにロシア炭を輸入しているが、電力向けは窒素の含有量

の問題でロシア炭の輸入割合が少ないのが実態である。極東地域の石炭は低窒素、高発熱量、高

揮発分と低サルファーという特徴が有るので、選炭すれば、異物問題も解決できる可能性が高い。

最後に、日本の対ロシアの経済協力、関係改善の面から見ても、日本のロシア炭輸入のポテンシ

ャルは高いと推測される。 

7.3 まとめ 

今後はロシア炭のアジア・太平洋地域向け輸出量が増え、欧州への輸出が徐々に減少すると見

込まれる。ロシアの石炭生産能力と鉄道と港湾の輸送能力が日本を初め、韓国・中国・インドな

どの石炭供給不足問題を解消するとともに、日本の石炭供給源多様化、特に原料炭のオーストラ

リアへの依存問題を緩和することも可能と見込まれる。ただし、ロシア炭の品質改良と輸送コス

トの削減が必要である。

また、アメリカのエネルギー政策の転換、COP21 からの離脱、シェールガスや石炭生産の拡大

などにより世界のエネルギー需給が大きく変わる可能性もある。また、世界の経済については、

トランプ新政権がグローバル経済から米国第一主義（貿易保護）に転じ、世界の経済成長に対す

るリスクが高くなった。世界経済が低成長に転じると、エネルギー需要が減少するリスクもある。

2017 年現在、今後のロシアの石炭輸出については不透明な要素が多いと考える。 



（ロシア語）（https://www.eriras.ru/data/772/rus）
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